


平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

※　各評価項目は，１～５の５段階で評価 ※　ランク：A:27～30　　B:22～26　　C:17～21　　D:12～16　　E:6～11
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内
容

有
無

改
善
区
分

⑴
適用児童
数 人 342 335 309

無料化が適
用される児
童数

H
2
0
177,362 ⑷

認可保育
所　減額
となった1
人当りの
保育料

円 13,905 13,115 13,803

（認可保育
所）
減額となった
保育料（月
額）／適用児
童人数

⑵
H
2
1
161,844 ⑸

⑶
H
2
2
177,391 ⑹

⑴
   　  開
設日数 日 230 263 243 実開設日数

H
2
0

70,639 ⑷
　　延べ
利用人数 人 2,477 2,227 2,300

親子教室・相
談の利用人
数

⑵
H
2
1

86,988 ⑸

⑶
H
2
2

95,037 ⑹

⑴開設日数 日 273 290 285

平成２１年度
から火曜日
開設を行っ
たことで，開
設日数が増
加した。

H
2
0

13,908 ⑷利用人数 人 10,200 10,064 10,100

平成２１年度
は利用人数
が減少して
いる。

⑵
H
2
1

13,979 ⑸
1日平均
利用人数 人 37 34 45

平成２１年度
の利用人数
の減少にとも
ない減少して
いる。

⑶
H
2
2

13,298 ⑹

⑴
受給者証
の発行数 件 7,062 7,000 7,200

市内に住所を有
する０～１５才ま
での乳幼児・児童
に対して発行す
る受給者証数。
ただし他の福祉
医療制度がある
ため市内の全乳
幼児・児童に発
行するわけでは
ない。

H
2
0

18,176 ⑷
医療費の
公費負担

千円 118,566 132,916 133,000

⑵
H
2
1

20,405 ⑸

⑶
H
2
2

19,764 ⑹

継
続
継
続

当該事業は多
子家庭の保護
者の経済的負
担軽減に大き
く寄与してお
り，安心して生
み育てる環境
づくりには十
分な成果を挙
げている。
また，二次的
な効果として，
市税等の滞納
者は対象外と
なる条件があ
るため納付意
識の高揚や納
付の促進につ
ながっている。

継
続

A 継
続

市民のニー
ズも高い事
業であり，
今後も継続
して実施す
る。

他市でも
第3子目
に対する
補助を実
施してい
ることを
見ると社
会的な
ニーズは
高いと思
われる。

5

認可外
保育施
設へ児
童を通所
させてい
る保護者
から第3
子目以
降の保
育料に
対する補
助を望む
声もあ
り，平成
19年度
から補助
を実施し
た。市民
ニーズは
高いと思
われる。
多子家
庭への
直接的
な経済
支援策
で 保護

27

軽減措
置である
ため，補
助金や
保育料
等の減
額は不
可能であ
り，第3子
目以降
保育料
軽減認
定に当っ
て，確認
すべき項
目が多
く，人件
費の削
減も困難
である。

5

認可保
育所に
ついて
は，保育
料を減額
するとい
う制度の
ため市で
なければ
できな
い。認可
外保育
施設・幼
稚園に
ついても
補助金を
交付する
という制
度のた
め市でな
ければで
きない。

4

認可保育所
では月額保
育料が
14,000円程
度減額とな
り，認可外
保育施設・
幼稚園では
保育料を月
額21,000円
を上限に補
助するた
め，経済的
な子育て支
援策として
は効果があ
ると考える。

4

平成19年
度から認可
外保育施
設，幼稚園
にも保育料
軽減補助
金という形
で制度の拡
大を図って
おり，第3子
目以降へ
の拡大は
充実してい
る。 5

保育料（延長保育
料，一時預かり
料，特定保育料を
除く）を無料とする
が，親育ての観点
から一律無料で
はなく，給食費と
して月4,000円を
徴収する。ただ
し，保育料徴収基
準に基づき決定し
た額が4,000円以
下の場合は徴収
しない。認可外保
育施設・幼稚園の
保育料について
は月額21,000円を
上限に補助を行
う。

子育て支援策として，多
くの子どもを育てている
保護者に対して経済的
な負担を軽減する。

4

第
3
子
目
以
降
の
児
童
を
育
て
て
い
る
児
童
の
保
護
者

第3子目
以降保
育料無
料化

子育て支援策として第3子目
以降の保育料（延長保育料，
一時預かり料，特定保育料を
除く）を無料とする。給食費と
して4,000円を徴収する。ただ
し，保育料徴収基準に基づき
決定した額が4,000円以下の
場合は徴収しない。条件とし
て①第3子目以降の子であ
る。②所得税法上，18歳未満
の子を3人以上扶養している。
③三次市内にある認可保育
所（公立23所，私立3所，計26
所）に通所している。④市税等
の滞納がない。また，平成19
年度から認可外保育施設及
び幼稚園に通所する第3子目
以降の保育料については保
育施設の協力を得ながら保育
料について月額21,000円を上
限に補助を行っている。

当該事業は多子家庭の保護
者の経済的負担軽減に大きく
寄与しており，継続していくこと
が必要である。

18

H21
年
度
評
価

1

※　総合評価・・・「拡大」「縮小」「継続」「終了」「廃止」から選択
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目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

無
し

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

2

拡大・縮小
施
策
番
号
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環
境
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り
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　発達面で心配のある乳幼児
を早期に発見し，適切な療育
指導・相談が受けられる支援
施設として，平成１７年７月か
ら粟屋西自治交流センターに
開設している。専門職員によ
る発達相談や個別カリキュラ
ムに基づいた，子どもの発達
支援及び保護者に対する支
援・指導を行っている。

子ども
発達支
援セン
ター運
営事業

利用ニーズが高く，発達相談
や療育指導体制の整備など，
センター機能を充実させてい
く。
専門的ニーズに応えるため，
職員の人材確保に向けた賃金
保障や人材育成を行う。
教室の内容に，「親子プール
の導入」の要望が保護者から
出ている。子どもへの効果・方
法・交通手段・費用など検討を
行う。
専門職員（理学療法士・言語
療法士などによる専門相談体
制）の確保・継続が必要であ
る。
こども発達支援センターから保
育所や小学校へつなぎ，引き
続いて子どもたちに支援が継
続されるシステムづくりが必
要。

発
達
面
で
心
配
の
あ
る
乳
幼
児

タイプ別教室を設
け，週１・隔週・月
１で親子教室また
は母子分離教室
で行う。内容は，
子どもの遅れてい
る部分だけを取り
出して個別的に訓
練するのではな
く，乳幼児期にふ
さわしい集団で，
楽しい遊び・生活
をすることで全面
的に発達させると
いう考えで，生活
リズムの確立や
教材（絵本など）を
通して共通イメー
ジを持った活動を
仲間と楽しむな
ど。

初期のこども時代の子
育てを大切にし，すべて
のこどもが輝いていける
よう，こどもの発達を支
援していく。

5

発達に不安
があり集団
訓練の必要
を感じてい
ても県北に
施設がない
ため広島市
や東広島市
まで通所し
ていた多く
の児童が地
元で療育指
導を受ける
ことができる
ようになり，
相談や親子
通所を通し
て早期から
の支援体制
が実現して
いる。

3

子どもの発
達を心配
し，教室に
通っている
子どもも専
門的な支援
を受けるこ
とで変化が
みられ，保
護者からも
信頼を受け
ており，子
どもの発達
支援に大
変有効であ
る。スタッ
フ，施設機
能の充実
により，更
なる向上が
見込まれ
る。

5

対象児
の増加
や療育に
対する市
民ニーズ
が高まっ
ており，
専門的
知識を有
するス
タッフが
求められ
ている。
支援にあ
たっては
子どもの
発達を熟
知した専
門スタッ
フが必要
なため，
専門職
員の確
保・育成
が必要で
ある。

4

市が行う
乳幼児
健康診
断との連
携が大
切となる
が，現
在，市直
営で行っ
ているた
め連携
がスムー
ズであ
る。 4

早い段
階からの
療育指
導は以
後の発
達に大き
く影響す
る。乳幼
児期で
発達に
不安が
ある場
合，専門
的な相
談・支援
を受けら
れる流れ
が確立し
ていくこ
とは，本
市の子
どもの発
達支援
に有効で
ある。

4

県北に
発達支
援を行う
センター
は今まで
なく，広
島市等
へ通って
おられた
が，身近
な場所で
専門的
な相談・
発達の
支援を受
けたいと
いうニー
ズは高
い。どん
な子ども
も三次で
生まれ
育ってい
けるまち
づくりに
つなが
る

25 B 拡
大
継
続

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

継
続

理学療法
士・言語療
法士などに
よる専門職
員の確保，
継続が必要
である。平
成２３年度
中に新設が
予定されて
いる民間の
療養指導セ
ンターとの
連携，協力
を検討する
必要があ
る。

拡
大

現在，専門職
員を雇用し，
質の高い療育
指導・人材の
育成を行って
いる。現在の
支援内容が継
続されるよう，
嘱託職員の継
続確保に向け
た，賃金保障
が必要。また，
運営上，正規
保育士・保健
師の配置が必
要と考える。

事
業
規
模

3

第
1
 
こ
ど
も

１
子
育
て

有
り

(

1

)

安
心
し
て
産
み
育
て
る
こ
と
の
で
き
る
環
境
づ
く
り
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子育て親子が安心して過ごせ
る場所として，利用頻度の高
い店舗内を利用した　つどい
の広場　としての　あそび工房
をＣＣプラザ３階において実施
している。
・子育て親子の交流・あそび
の場の提供，子育て相談，子
育てサークルの育成支援，育
児講座　等
・開設日　毎週 月火水木金土
・開設時間　１０時から１６時つどい

の広場
設置事
業

育
児
支
援
課

地域の子育て拠点として，多
様な子育て支援活動を実施
し，関係機関とのネットワーク
化を図り，子育て家庭へのき
め細かい支援を行っていく必
要がある。
また，土曜日の開設において
は利用人数の増減が大きい
が，お父さんと子どもの利用も
増えているので，お父さんと子
どものふれあいの場となるよう
工夫していきたい。

市
民

・子育て親子の交
流の提供と交流
の促進
・子育て等に関す
る相談･援助の実
施
･子育て情報の提
供
・子育て及び子育
て支援に関する講
習等の実施

子育て中の親子が気軽
につどい，相互交流や
子育ての不安･悩みを
相談できる場を提供す
る。

5

集客効果の
高い店舗内
で，アドバイ
ザーが常駐
しているうえ
気軽に利用
でき，安心し
て過ごせる場
所となってい
る。

4

人的・物的
環境の充
実，実施店
舗との協働
の推進，啓
発活動を実
施すること
により，より
効果が期
待できる。

4

コストは
最小限で
行ってい
ると思わ
れるが，
更なる削
減を検証
していく。

3

誰もが気
軽に利
用できる
場の提
供から市
の実施
が適切と
考える
が，適切
な実施
主体が
あれば，
民間委
託を検討
する。

5

子育て環
境の変化
に伴い，
育児の孤
立化が虐
待などの
要因とな
る場合も
あり，育
児不安･
育児負担
の緩和は
社会的課
題であ
る。 5

店舗内
にあり，
またアド
バイザー
が常駐し
ているこ
とから，
気軽に
立ち寄
れ，子育
て家族
の憩い
の場と
なってお
いる。

26 B 継
続
継
続

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

継
続

利用者も増
加している
ことから，継
続して事業
を実施す
る。事業の
周知や実施
場所の拡大
等事業内容
の充実を図
る。

継
続

利用数は増加
し,目標達成に
向けて成果を
あげている。
今後は，地域
子育て支援拠
点事業　ひろ
ば型　として，
地域へ出かけ
ていき，遊び
の提供等も行
い，サービス
の向上を図
る。

4
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１
子
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り
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1

)
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三次市内に住所を置く乳幼児
および児童（0歳児から中学校
3年生修了まで）に対して，総
医療費のうち，自己負担分３
割（６歳児までは2割）を三次
市が負担する。薬剤について
は全額三次市が負担する。
対象者は平成16年度10月より
小学校3年生修了まで，平成
17年度4月より小学校6年生修
了まで拡大。乳幼児医療につ
いて所得制限を廃止しした。
また平成20年度9月より，対象
を中学校3年生修了まで拡大
した。
受益者負担として，通院は月
４日まで，入院は月１４日まで
一部負担金５００円／日を自
己負担。
事務事業は，窓口における申
請の受理・審査および受給者
証の発行・発送，償還払いの
申請受理・審査および返還手
続き，
医療費および手数料の支払
い。
市民生 ・各支所 にお

乳幼児
等医療
費助成
事業

育
児
支
援
課

安心して産み育てることができ
る環境づくりの基盤整備とし
て，乳幼児医療費助成制度は
子育てに係る経済的な負担や
医療費負担時の不安感の軽
減に大きく寄与しており十分な
役割を果たしているものと考え
る。
対象年齢，自己負担金等を考
えた場合これ以上の制度の拡
大は必要なく，今後は受診率
や医療費の適正化の面で乳
幼児公費負担制度が果たして
いる役割の広報・普及に努め
ていく必要があるものと考え
る。

三
次
市
内
に
住
所
を
置
く
乳
幼
児
・
児
童

（
０
歳
児
か
ら
中
学
校
３

年
生
修
了
ま
で

）
に
対
し
て

。

現物給付：医療費
を医療機関等の
窓口で支払う時
に，三次市が発行
する受給者証を
提示すれば，一部
負担金を除く自己
負担分について
支払う必要がな
い。
現金給付：県外等
で受診した場合，
受給者証が使え
ないため，その場
合一旦支払った
自己負担分につ
いては，償還払い
申請により，一部
負担金を除く額に
ついて返還する。

医療機関等での受診時
にかかる医療費のうち，
自己負担分３割（６歳児
までは２割）について，
三次市が負担する。（た
だし，一部負担金および
入院時にかかる食費等
を除く）

4

市広報およ
び母子手帳
交付などの
機会を使っ
て制度の情
報提供を
行っている。
証の発行数
から見ても，
市内の乳幼
児・児童の
医療費受給
者証申請率
は高い。
子育てに係
る負担の軽
減を図り，
目的達成へ
の貢献度は
大きい。

5

乳幼児・児
童にかかる
医療費公
費負担（一
部負担金を
除く）は子
育てをする
家庭の経
済的負担を
軽減してい
る。

4

平成19
年度4月
より運用
している
新基幹
業務シス
テムによ
り，現在
の交付
申請事
務のあり
方ではコ
ストの削
減余地
は小さ
い。現在
の運用
方法及び
受給者
証の仕
様を大幅
に変更す
るなどを
すれば，
余地は
大きい。

5

市でなけ
ればでき
ない事業
である
が，ただ
し，国・
県が支
援する余
地はある
事業であ
る。

5

三次市
の制度
は次世
代育成
支援に
基づいた
ものであ
り，社会
的ニーズ
を充分反
映したも
のといえ
る。

5

乳幼児・
児童は
病院に
かかる件
数が多
いため，
保護者
にとって
3割分（6
歳児まで
は2割）
の公費
負担は
ニーズと
して高
い。

28 A 継
続
継
続
継
続

制度としては
充実したもの
になりつつあ
り，引き続き市
広報および母
子手帳交付な
どの機会を
使って制度の
理解・周知を
図る必要があ
る。

所
管

保
育
課

育
児
支
援
課

無
し

継
続

子育てに係
る保護者の
負担軽減の
観点からも
継続して実
施する必要
がある。ま
た，制度へ
の理解や周
知を図って
いく必要が
ある。

4,054

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

54,218

142,841

22,878

拡大・縮小 改善の必要性

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
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平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
助成券交
付枚数 枚 965 1,011 1,000

平成21年度
の交付枚数
のうち、おた
ふくかぜが
536枚、水ぼ
うそうが475
枚である。

H
2
0

⑷
おたふく
かぜ接種
件数

件 340 404 400

⑵
H
2
1

5,363 ⑸
水ぼうそ
う接種件
数

件 353 331 300

⑶
H
2
2

6,459 ⑹

⑴
延べ利用
件数 件 1,517 1,591 1,600

利用者は少しの
増加は見られる
が、安定した利用
となっている。

H
1
9

3,843 ⑷
延べ利用
時間

時間 7,402 7,398 7,500
利用時間
は、ほぼ変
化がない。

⑵報償費 円 2,019,600 1,857,750 2,100,000
報償費支払
額

H
2
0

3,466 ⑸会員数 人 877 935 1,000
少しの増加
となっている

⑶
H
2
1

3,832 ⑹
まかせて
会員 人 174 182 200

少しの増加
となっている

⑴
助成券交
付人数 人 630 538 530

年間の母子
健康手帳交
付人数<受診
対象者数（転
入，転出等
で対象者数
は多くなる。）

H
2
0

35,404 ⑷
助成券利
用枚数
（延べ）

枚 3,886 5,224 5,500

一人当たり
の利用枚数
は増加して
いる

⑵
H
2
1

65,126 ⑸

⑶
H
2
2

83,558 ⑹

⑴開設日数 日 293 293 294
開設は,月曜日か
ら土曜日まで開
設している

H
2
0

15,273 ⑷
述べ利用
人数 人 200 124 200

21年度は,市
立三次中央
病院から生
涯学習セン
ターへ移転
せざる得な
かったことで,
利用者が激
減している。

⑵職員賃金 千円 2,900 5,797 5,436

平成21年度
から利用あ
るなしに関わ
らず,常に2名
体制で対応
したため,賃
金の増加と
なっている。

H
2
1

22,955 ⑸

２名以上
受け入れ
日利用人
数

人 52 20 40 (4)に同じ

⑶
H
2
2

28,500 ⑹
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で
き
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環
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り

17

健
康
推
進
課

乳幼児
予防接
種費助
成事業

平成17年度より子育てによる
経済的負担の軽減を図り，幼
児が健やかに成長することを
目的に，おたふくかぜ（流行性
耳下腺炎）・水ぼうそう（水痘）
に罹患することを予防するた
め，ワクチン接種費用の一部
を助成する。

助成券申請件数に比べ接種
件数が少ない。このため疾病
予防の重要性や有効性をあら
ゆる機会（乳幼児健診・相談
等）を通じて積極的に周知し，
さらなる接種率の向上を図る。
また，市内の医療機関の協力
も得て，接種勧奨を行ってい
く。

市
民

（
三
次
市
に
住
所
が
あ
る
満
１
歳
以
上
か
ら
小
学
校
就
学
前
の

幼
児

）

申請により，おた
ふくかぜは6,000
円以内，水ぼうそ
うは8,000円以内
でワクチン接種費
用助成受診券を
交付する。

任意の予防接種にかか
る費用を助成することに
より経済的負担の軽減
を図るともに，おたふく
かぜ・水ぼうそうにかか
ることを予防し，幼児が
健やかに成長することを
目的としている。

5,422 4

爆発的な流
行や重症化
の事例がな
いため、予
防接種費用
を助成して
いることで，
目的達成に
貢献してい
る。

3

継続して事
業を行って
いくことで、
今後さらに
罹患者数
が減少する
可能性が
あり成果向
上余地が
ある。

4

安心して
生み育て
ていただ
き，幼児
が健や
かに成長
すること
を目的と
して助成
している
事業であ
り，限度
額を下げ
ると保護
者負担
が大きく
なり接種
率の低
下につな
がるた
め，助成
額は現
行が望ま
しい。

3

予防接
種の助
成事業
であるた
め，行政
が行うべ
き事業で
あるが，
今後，事
業効率
面から検
討し，民
間等で
実施可
能なもの
（支払い
事務等）
はアウト
ソーシン
グも視野
に入れる
必要が
ある。

4

助成を行
い，予防
接種を受
けていた
だくこと
で，疾病
予防に
つながる
ことか
ら、社会
的ニーズ
が高い。
また，定
期予防
接種化
するよう
国の検
討が始
まった。

4

予防接
種の助
成は子
育て中
の家庭
にとって
は，経済
的負担
の軽減と
なり，
ニーズが
ある。

22 B 継
続
継
続
継
続

任意予防接種
である，おたふ
くかぜ・水ぼうそ
うの公費助成を
行っている自治
体は全国で
3.5％程度となっ
ている。罹患す
ると登校・登園
停止になり長期
の自宅療養を
要することや，
髄膜炎等の重
症化を来すこと
もあるため，公
費助成すること
によりワクチン
接種率を高め，
罹患予防を図る
ことが必要であ
る。

無
し

継
続

引き続き関
係機関とも
連携し，市
民に対し
て，疾病に
係る発生情
報の提供や
制度の周知
を図る。

6
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育
児
支
援
課

子育て
サポート
事業

育児の援助を行う提供者（まか
せて会員）と育児の援助を受け
たい依頼者（おねがい会員）が，
サポート事業の会員登録を行っ
たうえで，事務局(市のアドバイ
ザー）が仲介することにより，子
育てに関する相互支援活動を行
う。
キャッチフレーズ「あったかハート
で応援します」。
保護者のリフレッシュ，緊急の場
合に一時的に子どもを預かる場
を確保することで，子育てに対す
る協力者のいない家庭の支援を
していく。地域と家庭の連携感が
生まれることにより，地域ぐるみ
の子育てをめざす。
・利用料金：7時～21時　　・研修
会，交流会，講習会の開催
・利用料金：1時間600円(市が半
額助成，保護者の実質負担金は
300円）
・活動内容：自宅で子どもを預か
る。保育所へ送迎等

・核家族化やひとり親家庭等
増加で子育て環境が変化して
おり，保育所に入所できない
乳児のサポート利用も多くなっ
ている。子どもを預けたくても
預けるところがない等の課題
に対応するため，より多くの市
民への啓発活動を効果的に
行っていく必要がある。

市
民

(

0
歳
〜
小
学
校
3
年
生
の
親
子
及
び
子
育
て
の
援
助
が
し
た

い
人

）

育児の援助を行う
提供会員（まかせ
て会員），育児の
援助を受ける依頼
会員（おねがい会
員）として登録し，
事務局(市のアド
バイザー）が援助
の依頼を受けて
相互支援活動の
仲介を行う。

保護者は，仕事と子育
てを両立し安心して働く
事ができ，子どもは，家
庭的な雰囲気の中で，
健やかに成長すること
ができる。提供会員は
ボランティア精神を生か
した活動が出来，いきい
きとした時間を過ごすこ
とが出来る。

5,515 5

相互支援活
動の仲介に
止まらず，
会員組織育
成の取組み
を実施する
中で，会員
間の信頼関
係の深まり
が感じら
れ，保護者
の就労支援
に止まら
ず，児童の
健全育成に
成果を発揮
している。

4

効果的な普
及啓発を行
い，課題解
決に向けて
の早急な取
組みを行う
事で成果向
上を図る。

4

経済的
負担の
大きい子
育て期に
おいての
利用料
の助成
は目的
達成のた
めにも必
要であ
る。ま
た，まか
せて会員
補償額に
ついて
は，他市
と比較し
ても適当
である。

2

利用料
金の半
額を市が
助成して
おり，経
済的負
担の軽
減等の
効果は
ある。ま
た，子育
てについ
ての問
題を早期
に発見
し，関係
機関と連
携し対応
していく
ケースも
あり，専
門性及
び公共
性も高
い。今
後，民間
に

4

核家族
化，共働
き世帯の
増加に
伴い，子
育ての
援助を必
要として
も援助者
は身近
に居ない
現状は
少子化
の原因
の一つで
もある。
保護者
の就労
保障，児
童の健
全育成
のために
も地域全
体で子
育てを行
う環境づ
くりが

4

会員数
の増加
からも
ニーズは
高い。特
に市街
地の
ニーズが
高いが、
周辺部
での利
用も広が
りつつあ
る。 23 B 継

続
継
続
継
続

会員数の増
加，利用内容
から一定の成
果が確認でき
ニーズの高さ
から継続実施
と判断する。

事
業
規
模

継
続
し
て
実
施
す
る

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

継
続

会員数の増
加からも，
市民のニー
ズ及び成果
があるた
め，継続し
て事業を実
施する。引
き続き，
ニーズに応
じたサービ
ス内容の見
直しや民間
委託に向け
た検討を行
う。
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健
康
推
進
課

妊婦健
診助成
事業

母子健康手帳交付時に，母子
健康手帳別冊（助成券）を同
時に妊婦へ交付している。平
成17年度から経済的負担の
軽減と母子の健康管理向上
のため，助成券交付数を2枚
から6枚に拡大し，所得税非
課税世帯に対しては，さらに4
枚追加交付してきた。平成20
年9月からは助成券交付数を
6枚から10枚に拡大し，平成
21年4月からは所得税課税世
帯の妊婦も含め，全ての妊婦
に対し14枚に拡大した。平成
21年4月からは，1回あたりの
助成額も4,620円から5,300円
に増額し，子宮頸がん検診受
診券（3,360円）を追加した。

妊娠の届出（母子健康手帳交
付）は，妊娠満11週以内が約9
割，残り1割が満妊娠12週以
降の届出となっている。
届出から出産までの期間を考
えると，標準的な妊婦にあって
は，ほぼ自己負担無く出産ま
での健診が受けられる状況と
なった。
健診6回目から14回までの健
診費用に対する補助金が今年
度で打ち切りとなるが，23年度
以降もサービス内容を低下さ
せることなく継続して行う必要
がある。

市
民

（
妊
婦

）

妊婦一般健康診
査費用を14回分
助成する。（1回あ
たり5,300円まで）

健診費用における負担
の軽減を行うことで，母
子ともに適正な健診を
受け，安心・安全な出産
を迎えることができる。

35,038 4

母子健康手
帳交付時に
説明を行うこ
とで，妊娠初
期より受診券
を用いて健
診を受けるこ
とができる。
健診を受ける
ことで，異常
の早期発見
につながると
ともに，自身
の健康管理
に利用でき
る。

4

妊娠初期
からの状況
確認に役
立ってい
る。
また，受診
券の枚数を
拡大したこ
とで，受診
しやすい状
況にある。

5

事業費
は，医療
機関へ
支払う健
診委託
料であ
り，コスト
削減はで
きない。

5

母子健
康手帳
交付時
から，ま
たは早
期に出
産後に
おいて母
子との関
わりを持
つことが
できるた
め，市で
行う意味
が大き
い。

5

定期健康
診断を受
けること
は，安心
して妊
娠，出産
ができる
ことにつ
ながる。
受診券の
枚数が増
えたこと
により，健
診に行く
機会を確
保できる
ため，社
会的ニー
ズは高い
といえる。

4

経済的
負担を軽
減し安心
して健診
を受ける
ことがで
きるた
め，市民
のニーズ
は高い。

27 A 拡
大
継
続
継
続

妊婦健診にか
かる費用助成
により，妊婦の
健康管理の充
実及び経済的
負担を軽減
し，安心安全
な出産につな
がっている。母
子健康手帳交
付は，妊娠満
11週未満の早
期届出の割合
が昨年度より
も増加してお
り，健診費用
を助成するこ
とにより妊婦
の健康管理の
向上に大きく
貢献している
と考えられ継
続実施が必要
である。

無
し

継
続

本事業によ
り適正な受
診につなが
るもので，
継続して実
施するとと
もに，対象
者の推移を
見ながら，
助成による
効果の検証
も今後必要
である。
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育
児
支
援
課

病後児
保育事
業

市立三次中央病院施設内に
病後児保育室を設置し（平成
21年5月から生涯学習セン
ターへ移転），病気の回復期
にあって集団保育が困難で，
保護者が病気・仕事・冠婚葬
祭等の理由により，家庭で保
育できない場合に，その児童
の保育及び看護を行うこと
で，保護者の子育てと就労の
両立支援を行うとともに，児童
の健全育成を行う。
・開設時間：８時～１８時
・利用定員：４人　・対象年齢：
０歳～小学校３年生
・利用料：２，０００円（減免制
度有）
・医師連絡表の提出が必要
・子育てサポート事業会員登
録が必要

・市外に住所を有し，本市に勤
務地を有する保護者からの利
用希望があり，利用対象拡大
に向け，検討が必要。
・利用料の支払い方法につい
て，改善の必要有。
・補助金要綱（次世代育成支
援交付金から保育対策等促進
事業費補助金へ変更）の一部
改正により，経過措置で対応。
次年度に向けては，今後の見
通しをふまえて，事業内容の
検討が必要。 市

民

（
０
歳
児
〜
小
学
校
３
年
生
ま
で
の
子
ど
も
　
　
保
護
者
が
子
育
て

ー
ト
会

）

市立三次中央病
院の一部を利用し
て保育室を確保し
看護師資格を持
つ専任職員により
看護及び保育を
行う。
（必要に応じて子
育てサポート事業
まかせて会員を雇
用する）

保護者は安心して子育
てをしながら働くことが
できる。
児童の健全育成。

6,726 4

平成20年度
利用件数は
減少した
が，市外か
らのニー
ズ，病児保
育のニーズ
等，多様化
するニーズ
に対応し，
サービスの
向上に向け
た取り組み
が必要。 4

専門スタッ
フの人材確
保により，
成果の向
上が期待で
きる。

4

安全で円
括な運営
をめざし
平成２1
年度専
門スタッ
フの増員
を図った
ため，コ
スト増。
利用料
の減免
措置によ
り，利用
者の経
済的負
担を軽減
し，目的
達成に効
果有。

4

専門性，公
共性，利用
料の減免
制度等の
面から，市
がやった
ほうがよい
が，将来的
には民間
委託につ
いても検討
していく。

4

病気回復
期は，通
常保育が
受けられ
ないた
め，利用
ニーズは
高い。
保護者の
就労保
障，児童
の健全育
成等の面
から，安
心して，
子育てを
しながら
働くことが
できる環
境づくり
は必要で
ある。

4

他にこのよ
うなサービ
スを実施し
ている施
設がない
ため，市民
のニーズ
は高い。

24 B 継
続
継
続
継
続

・社会的ニーズ，
市民ニーズ，利用
件数の増加等か
ら，継続実施が必
要である。
・専門スタッフの
人材確保を早急
に行い，サービス
の質の向上に努
める。
・市外からの利用
ニーズについて
も，利用対象拡大
に向けて取り組
む。
・補助金対象事業
であり，将来を見
通した運営を検
討する。

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

継
続

市民ニーズ
の多い事業
であり，人
材確保も含
めサービス
の向上に努
める。また，
今後の見通
しを踏ま
え，ニーズ
に応じた
サービス内
容の見直し
も必要であ
る。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
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平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
訪問件数
（延べ） 件 90 63 60

継続訪問や
低出生体重
児の訪問件
数を含めた
件数。

H
2
0

7,977 ⑷
訪問達成
率 ％ 100 100 100

全件訪問を
実施してい
る。

⑵
H
2
1

11,698 ⑸

⑶
H
2
2

24,216 ⑹

⑴申請件数 件 14 6 10

平成２１年度は申
請件数が少な
かったが，今年度
の見込みも含
め、申請件数は
ほぼ一定。

H
2
0
144,642 ⑷助成件数 件 14 6 10

治療費は，
助成限度額
10万円を超
える場合が
ほとんどで経
済的負担の
軽減につな
がっている。

⑵
H
2
1
214,166 ⑸助成額 円 1,299,120 542,240 1,000,000

⑶
H
2
2
172,600 ⑹妊娠件数 件 8 2

申請後に母
子健康手帳
交付を行っ
た件数

⑴訪問件数 件 427 459 500
H22年度　年
間出生数の
見込み

H
2
0

21,341 ⑷
全戸訪問
達成率 ％ 100 100 100

⑵
H
2
1

28,562 ⑸

⑶
H
2
2

18,368 ⑹

⑴
児童家庭
相談件数
（実数）

件 153 203 230

相談件数の
増加に伴
い、１件当り
のコストは安
くなってい
る。１回の相
談等で終結
するケース
は少なく，

H
2
0
210,437 ⑷

虐待ケー
ス立ち上
げ数

件 73 60 60

　虐待の
ケース件数
は横ばい状
態である。

⑵
関係機関
等会議開
催回数

回 39 43 45
H
2
1
136,167 ⑸

（４）のう
ち終結し
たケース
数

件 43 26 32

　早期発見・
早期対応や
関係機関の
見守りによっ
て終結となっ
た。

⑶
H
2
2
116,304 ⑹
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健
康
推
進
課

未熟児
訪問事
業

未熟児は，生理的に未熟であ
り疾病にも罹患しやすく，心身
の障害を残すことも多いた
め，保健師や助産師が訪問
指導を行い児の心身ともに健
康な発育発達の援助を行な
う。（平成17年度から県からの
事務権限移譲により三次市が
実施）

未熟児養育医療申請のある児
については，早期から家族や
医療機関と連携・調整が図
れ，退院後早期に訪問ができ
支援につながっている。
その他のハイリスク児につい
ては，備北地域保健対策協議
会ネットワーク機能により，市
と医療機関での連絡調整が円
滑にすすんできたところであ
る。しかし，Ｈ22年度よりネット
ワークが終結したことから，継
続した支援体制の整備が必要
である。

市
民

（
未
熟
児
・
低
出
生
体
重
児
と
そ
の
家
族

）

訪問により養育指
導や相談，子育て
に関する情報提
供等を行う。

未熟児・低出生体重児
の健やかな発育と発達
を促し，その家族の育
児不安の解消を図る。

737 5

対象者の早
期把握に努
め，全件訪
問を行い養
育支援を
行っている。

4

訪問指導
の内容を質
の高いもの
とし，年数
を追った発
達支援につ
なげていく
必要があ
る。

4

コストは
人件費
のみであ
り，削減
の余地
が少ない

4

早期に
対象者
把握や
家族を含
めた支
援や助
言が可
能であ
り，健
診・相談
や子育
て支援
サービス
に円滑
につなげ
ることが
できる。

4

育児に
関する不
安や課
題は多
様化して
おり，
個々に
対する具
体的か
つ丁寧な
相談や
指導へ
のニーズ
が高い。 4

育児に
関する不
安や課
題は多
様化して
おり，
個々に
対する具
体的か
つ丁寧な
相談や
指導へ
のニーズ
が高い。 25 B 継

続
継
続
継
続

育児に関する
不安や課題は
多様化する
中，出産後の
早期に家庭訪
問による個別
指導を行うこと
の意義は大き
い。特に低体
重で生まれた
場合，母子と
もに身体的・
精神的負担が
大きく，訪問に
より母子の健
康状態や養育
環境等を把握
し適切なサー
ビス提供へつ
なぎ，家族支
援や発達支援
を効果的に継
続していく必要
がある。

無
し

継
続

引き続き，
対象児の早
期把握，指
導内容の充
実・継続の
ためにも関
係機関との
ネットワーク
を強化し，
支援体制の
整備に努め
る必要があ
る。

10
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健
康
推
進
課

不妊治
療費助
成事業

平成１９年度より，不妊症のた
め子どもをもつことができない
夫婦が受ける不妊治療のう
ち，体外受精及び顕微授精
（特定不妊治療）に要する費
用の一部を助成する制度であ
る。　ただし，広島県不妊治療
費助成事業（２１年度４月治療
分から１５万円上限に改定）を
承認された者で，金額は１回１
０万円を上限に１年度２回ま
でとして，通算５年間の助成と
する。

対象者については，広島県の
助成制度を申請時に市の制度
について案内してもらい，市の
制度も活用してもらえているの
で，今後も引き続き連携をとっ
て事業をすすめていきたい。そ
の際は，プライバシーの保持
に努めていく。　特定不妊治療
が終了した日から２か月以内
に市へ申請を行ってもらうこと
が要綱に定められているが，
県の決定が約１か月かかるた
め，市への申請を早急に行っ
てもらう必要があるため，県と
さらなる連携をとりながら事業
をすすめていかなければいけ
ない。
また，不妊治療等に関する相
談に対して，県や不妊専門相
談センター等と連携し情報提
供できる支援体制づくりが必
要である。

市

民

（
次

の

い

ず

れ

に

も

該

当

す

る

も

の

・

三

次

市

に

住

所

の

あ

る

者

・

広

島

県

不

妊

治

療

費

助

成

事

業

を

承

認

決

定

さ

れ

た

者

・

市

税

及

び

国

民

健

康

保

険

税

を

滞

納

し

て

い

な

い

世

帯

の

者

）

対象者が特定不
妊治療に要した費
用のうち１回１０万
円を上限とし，１
年度２回まで，通
算５年間の助成と
する。

特定不妊治療に要する
費用は高額であり（体外
受精３８万円，顕微授精
４５万円）,経済的負担の
軽減を行う。
また，子どもを産みやす
い環境を確保し，子育て
支援の充実を図る。

1,285 4

特定不妊治
療は高額で
あり，対象
者の経済的
負担の軽減
につなが
る。

3

昨年度に引
き続きの事
業であり，助
成金額等の
課題につい
て検討して
評価してい
く。　また，
現在は治療
終了後２か
月以内の申
請となってお
り、県の決
定を受けて
市へ申請す
るには日が
短すぎるの
で県との連
携をとりなが
ら申請者へ
の負担軽減
を図る必要
がある。

4

助成事業
であり，コ
スト面で
の削減余
地小さ
い。事務
手続き等
は，効率
化・簡素
化に努め
ていく。

4

県制度
へさらに
助成する
形である
が，子育
て支援と
して市と
して関与
していく
ことが重
要であ
る。

4

不妊症で
悩む夫婦
は１０組
に１組と
いわれ，
社会的な
ニーズは
高い。

4

県制度
申請時
に市の
制度を紹
介しても
らうこと
で，続い
て申請さ
れる人が
ほとんど
である。
今後も申
請者の
増加に
あわせ，
対応でき
るように
する。

23 B 継
続
継
続
継
続

特定不妊治療
は１回につき３０
～５０万円の経
費がかかり経済
的負担が大き
いため，県制度
への上乗せとし
て実施すること
は，少子化対策
として必要であ
る。　県の支給
決定による審査
過程を経ている
ので，審査・支
払いも省力化が
図られている。

無
し

継
続

少子化対策
の面からも
必要な事業
であり，継
続して実施
する必要が
ある。また，
関係機関と
連携した情
報連絡等の
体制を整備
し，制度の
推進を図る
必要があ
る。
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健
康
推
進
課

乳児家
庭全戸
訪問事
業

生後４か月までの乳児のいる
すべての家庭を保健師、助産
師、看護師等が訪問し，様々
な不安や悩みを聞き，子育て
支援に関する情報提供等を行
うとともに，親子の心身の状
況や養育環境等の把握や助
言を行い，支援が必要な家庭
に対しては適切なサービス提
供につなげる。また，母子保
健法に基づく新生児の訪問指
導を合わせて実施することに
より適切な保健指導を行うこと
により，乳児のいる家庭と地
域社会をつなぐ最初の機会と
することにより，乳児家庭の孤
立化を防ぎ，乳児の健全な育
成環境の確保を図るものであ
る。

住民基本台帳から対象者をリ
ストアップし，案内文書郵送，
電話連絡等により訪問を実施
している。連絡のとれない家庭
には直接訪問を行い全戸への
訪問に努めている。事業を効
果的に進めるためには，対象
者に事業の趣旨と内容及び訪
問を受けることのメリット等が
理解されることが必要不可欠
であり，母子健康手帳交付等
の機会を活用して本事業の積
極的な周知を今後とも図り，全
戸訪問をめざしていく必要があ
る。
子育ての不安やさまざまな課
題をかかえる養育支援を必要
とする家庭は増加してきてお
り，関係機関との連携により孤
立化や児童虐待防止の支援を
行う必要がある。訪問で関係
つくりをすることで乳児健診等
への受診率も上がっている。
地域の中で子どもが健やかに
育成できる環境整備を図るた
めに，母子保健推進員や民生
児童 等 との協力

市
民

（
生
後
４
か
月
ま
で
の
乳
児
と
そ
の
家
族

）

生後4か月までに
全戸訪問をし，養
育指導や相談，
子育てに関する情
報提供等を行う。

支援が必要な家庭に対
しては適切なサービス
提供につなげ，乳児家
庭の孤立化を防ぎ，乳
児の健全な育成環境の
確保を図る。

13,110 5

対象者への
全戸訪問に
努め，支援が
必要な家庭
に対しては適
切なサービス
提供につな
げている。

4

家庭と地域
との連携を
図るための
働きかけを
さらに充実
させていく
必要があ
る。

5

コストは
人件費で
あり，削
減の余
地がな
い。

4

早期に
対象の
状況を把
握し，健
診･相
談･予防
接種等
の母子
保健事
業や子
育て支
援サービ
スに円滑
につなげ
ることが
できる。
また，個
人情報
の観点
から市が
行うこと
が望まし
い。

5

核家族や
ひとり親
家庭の増
加や育児
に関する
不安や課
題は多様
化してお
り，個々
に対する
具体的か
つていね
いな相
談・指導
が求めら
れてい
る。

4

育児に
関する不
安や課
題は多
様化して
おり，
個々に
対する具
体的か
つていね
いな相
談・指導
への
ニーズが
高い。

27 A 継
続
継
続
継
続

育児に対する
不安や課題は
多様化する
中，出産後早
期に訪問によ
る個別指導を
行うことの意
義は大きい。
母子の健康状
態や養育環境
の把握を行う
ことで適切な
サービス提供
へつなげるこ
とができ，家庭
支援や発達支
援を効果的に
実施できる。

無
し

継
続

育児に不安
を抱える保
護者に対す
る支援であ
り，家庭訪
問による個
別指導とい
う手法は効
果的であ
る。対象世
帯の把握や
周知，指導
内容・指導
等サービス
の維持に努
めていく必
要がある。
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育
児
支
援
課

児童相
談セン
ター事
業

　児童虐待など，多様化する
児童の諸問題の発生予防・早
期発見・早期対応・再発防止
等の取り組みを行うため，関
係機関（市・こども家庭セン
ター・警察・学校・保育所・幼
稚園・法務局・医師会・歯科医
師会・民生児童委員・人権擁
護委員等）がネットワークを構
築し，一貫した支援を行うこと
を目的に，三次市すくすくネッ
トワーク（要保護児童対策地
域協議会）を設置している。
  市民・関係機関からの通報・
相談等の窓口を，三次市すく
すくネットワークの事務局を育
児支援課児童家庭相談係に
置き，調整機関の中核機関と
して関係機関との連携及び情
報の共有化を図り，問題解決
を図る。
  なお，平成２１年度の相談及
び通告件数は６０件となって
いる。

　児童福祉法の改正により，
要保護児童対策地域協議会
の協議対象が，要保護児童だ
けでなく，養育支援が特に必
要な児童やその保護者，妊婦
に拡大されたほか，調整機関
として一定の要件を満たす者
（児童福祉司の資格を有する
者等）を置く努力義務が課せら
れた。
　よって，市の児童に対する相
談窓口としての体制の充実及
び機能強化がさらに必要と
なっている。

　
市
民

　市民・関係機関
からの通報等を
ネットワーク事務
局で集約・協議
し，緊急性の有無
を判断するととも
に，処遇方針を決
定する。また，関
係機関の役割を
明確にし，一貫し
た指導・支援がで
きるよう定期的に
ケース会議等を開
催する。また，児
童に関するあらゆ
る相談への対応
や児童虐待防止
の啓発活動を行
う。

　児童虐待から子どもを
守る。また，虐待を受け
ている子どもや支援を
必要としている家庭を正
常な状態に戻し，児童
の健全育成を図る。

27,642 4

　要保護児
童対策地域
協議会の事
務局（調整
機関）として
必要な専門
職を配置
し，児童相
談に関する
窓口を児童
家庭相談係
に一本化す
ることによ
り，関係機
関の連携強
化や課題解
決のための
対応が迅速
にできる。

3

　担当部署
だけで課題
解決できる
ことは少な
く，他の関
係機関の
意識啓発
や連携，
スーパーバ
イザーの確
保により，
よりよい解
決を図る必
要がある。
早期発見・
早期対応
だけでなく，
未然防止
の観点から
の取り組み
が必要であ
る。

4

　備品等
の整備
が必要な
ものにつ
いては，
21年度ま
でに整備
できた。
その他は
人件費
が大半で
あるが，
今後もで
きる限り
経費の
削減に努
める。

5

　児童福
祉法の
位置付
けから
も，個人
情報保
護の観
点から民
間委託
には適さ
ない。

5

　子ども
や子育
て家庭を
取り巻く
状況は
厳しく
なってい
る中で，
子どもや
家庭をめ
ぐる問題
が複雑
化・多様
化してき
ており，
社会全
体で子ど
もを育て
る義務が
あり，社
会的
ニーズは
高い。

4

 　子育
ての知
識や経
験の不
足，子ど
もの育て
にくさ，
核家族
化，地域
からの孤
立等，子
育てに悩
む保護
者や児
童虐待
につなが
るケース
は増加し
ており，
市民
ニーズは
高いと思
われる。

25 B 継
続
継
続
継
続

児童福祉法の
改正により，要
保護児童だけ
でなく療育支
援が特に必要
な児童やその
保護者，妊婦
も協議対象に
となったことか
ら，今後も，
ネットワーク構
成機関の連携
強化と役割分
担により迅速
な対応を行
い，健やかな
子どもの成長
を見守っていく
必要がある。

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

継
続

市の児童に
関する相談
窓口として
の体制の充
実及び機能
強化に向け
て，ネット
ワーク構成
機関の連携
強化や人材
育成を図
る。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
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平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴整備箇所 箇所 1 1

平成２１年度
は候補地が
ないものの、
平成２２年度
は、広報活
動をおこない
ながら、現在
問い合わせ
のある 補

H
2
0
7,419,000 ⑷

オープニ
ングイベ
ント開催

回 1 1

開園を祝っ
て，地元主
催のオープ
ニングイベン
ト

⑵
H
2
1
#DIV/0! ⑸

オープニ
ングイベ
ント参加
者

人 55 30

⑶
H
2
2
2,353,000 ⑹

⑴実施日数 7 15

専門職員の
育成のため
研修会を実
施した。

H
2
0
#DIV/0! ⑷対象人員 人 150 150

事業対象人
員数

⑵
H
2
1
606,000 ⑸

⑶
H
2
2
337,400 ⑹

⑴

一時預か
り実施保
育所数
(公立）

所 3 3 4

一時預かり
を実施する
保育所が増
えることを指
標とする。

H
2
0
410,333 ⑷

一時預か
り年間 延
べ利用児
童数（三
良坂保育
所）

人 73 87 51

平成22年度
開始の酒屋
保育所の見
込み　429人

⑵
H
2
1
410,000 ⑸

一時預か
り年間延
べ利用児
童数（み
わ保育
所）

人 28 15 40

⑶
H
2
2
634,000 ⑹

一時預か
り年間延
べ利用児
童数（こう
ぬ保育
所）

人 22 3 6

⑴
延長保育
実施保育
所数

所 4 4 5

実施している
公立保育所
（愛光・十日
市・東光・布
野，平成22
年度から酒
屋保育所追
加）

H
2
0
500,000 ⑷

延長保育
1日平均
利用者数
（愛光保
育所）

人 1 1 1

布野保育所
は利用無し。
酒屋保育所
の見込み1
人。

⑵
H
2
1
533,500 ⑸

延長保育
1日平均
利用者数
（十日市
保育所）

人 3 2 2

⑶
H
2
2
529,600 ⑹

延長保育
1日平均
利用者数
（東光保
育所）

人 3 3 3
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１
子
育
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(

1

)

安
心
し
て
産
み
育
て
る
こ
と
の
で
き
る
環
境
づ
く
り

16

都
市
整
備
課

市街地
公園整
備事業

市内に小さな子どもを自宅か
ら歩いて連れていけるような
身近な公園が少ないため，一
番身近な公園として整備す
る。また，設計段階から地元
が関わり必要なものを整備す
るとともに，完成後の運営・管
理を地元で担ってもらうことに
より，地元の使い勝手の良い
公園とする。
①公園用地は無償貸借が可
能なこと②整備後の管理運営
は地域で行うこと③三次市内
都市計画域内であることを整
備条件に公募（今年6月広報）
し決定している。
（整備箇所）
　平成19年度：堂山第二公園
（南畑敷町）
　平成20年度：王子ふれあい
広場（畠敷町）
  平成21年度：なし

完成後の地元運営について，
自分たちで自由に使ったり，改
良できるという，これまでの公
共施設とは一線を画す事業で
あるので，より多くの市民へ事
業の周知を行うこと。
また，公園整備に当たり，景観
に配慮し，緑のある公園を推
進する。

都
市
計
画
区
域
の
公
園
が
不
足
し
て
い
る
地
域
の
住
民

地元要望があり，
適地がある地域
において，設計～
工事～完成～運
営まで地元住民と
ともに公園を一か
ら作る。

公園を整備することによ
り，地域の憩いの場，世
代間の交流の場を提供
する。

3

地域の憩い
の場、交流
の場として
活用があ
る。

3

事業の啓
発・広報の
活動改善
余地はあ
る。

3

整備地を
無償貸
与とする
ことでコ
ストは削
減できて
いる。

3

土地は
貸与だ
が整備
費がか
かるため
市が行
う。維持
管理は
地元住
民に行っ
てもら
う。

5

緑化推
進におい
ても、市
民の憩
いの場、
交流の
場として
も求めら
れてい
る。

5

子供の
遊び場、
地域住
民の憩
いの場と
しても、
候補地
があれ
ば望ま
れる。

22 B 継
続
継
続
継
続

市街地におけ
る公園は決し
て多いわけで
はなく、子供の
遊び場等を求
める市民の声
もあるなか、候
補地あれば、
整備をおこ
なっていく必要
性がある。

無
し

継
続

事業の周知
をしっかり
行い，用地
確保に理解
を求める工
夫が必要で
ある。今後
も，応募動
向を判断し
ながら，事
業の継続に
ついて検討
する必要が
ある。また，
事業費は縮
小とする。
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21

育
児
支
援
課

５歳児
相談事
業

 　言葉の遅れや落ち着きのな
さ，集団への適応が困難等，
発達に課題を持つ子どもが増
えている。これらの子どもが就
学後に「学習障害」，　「ＡＤＨ
Ｄ」等の発達障害として，特別
支援学級に編入されている実
態がある。本来，乳幼児期早
期の段階で発見し適切な支援
を行えば，就学後の問題は減
少する。
これらの児童を早期かつ適正
に支援する施設として「こども
発達支援センター」として位置
づけられ，平成２１年度からは
育児支援課こども発達支援係
が新設され組織の強化も行っ
ている。しかしながら，すべて
の発達障害が乳幼児期に発
生するわけではなく，保育所
入所後に発生するケースもあ
る。また，保護者の理解が得
られないために早期に支援で
きないケースもある。
本事業では，市内の保育所
（園）の年中児（５歳）を対象
に 小児 医を 心とした

  事業実施のためには，保育
士，保健師，指導員等児童に
かかわる職員に対する実践的
な研修等の実施が不可欠であ
る。また，体制づくりのために
も，平成２１年度に引き続き関
係課によるワーキング会議を
継続し組織内のネットワーク強
化を図ることが第一である。
また，実施方法やフォロー体
制について煮詰めていく必要
がある。また，事業を全体化す
る前に拠点保育所を決めてモ
デル実施するとともに，私立の
幼稚園や保育園との連携づく
りを行うことも課題である。

 
市
内
全
保
育
所
の
５
歳
児
と
保
護
者

　児童の発達特
性の早期発見の
スキル習得の研
修会の実施，適
切な個別支援計
画の立案と評価
修正，保護者へ
の支援の実施及
び助言，所内での
児童と保護者の
共通理解及び支
援のための連絡
調整。

　就学前に，本事業に
よって「発達障害」を発
見し，支援する保育現
場での支援計画の作成
し，就学後の問題を減
少させ保護者負担を軽
減する。

4,242 5

　発達障害
児は早期に
発見して，
保護者の理
解のもと個
別指導を行
い支援する
必要があ
る。そのた
めには，市
内の保育所
を拠点に支
援を行う体
制を確立
し，このこと
を関係職員
全体に徹底
していくこと
が不可欠で
ある。

3

　２１年度
から各専門
職を育成し
ており，こ
の継続に
よって円滑
な事業の執
行が見込ま
れる。

5

　各専門
職のスキ
ルアップ
のために
研修事
業を実施
している
ので，研
修費が
増加して
いるが，
一定の
研修が
完了すれ
ば大きく
コストを
削減する
ことが可
能とな
る。

4

　対象と
なる児童
は，公
立・市立
を問わず
市内全
域に居
り，児童
福祉とし
ての発
達支援
の取り組
みは行
政でない
と実施で
きない。

4

  就学前
の段階
において
発達障
害が対
処されて
いたら，
就学後
の問題
が減少
し，保護
者の就
学不安
の軽減も
かなう。
全国に
見ても，
円滑な
就学に
むけての
児童の
支援は，
学校現
場での
強い要
望でもあ
る

4

　五歳児
相談が
実施さ
れ，機能
すれば
対象児
童の社
会性の
発達，自
己統制
力の発
達により
就学後
の問題
が減少
し，保護
者の負
担も減少
すること
になる。

25 B
未
実
施

拡
大
拡
大

　現在，保育
士や保健師等
の専門職を中
心に研修を集
中的に行って
いる。できるだ
け多くの保育
職場の専門職
を対象とし，研
修ができれば
市の保育所を
拠点とした事
業展開が可能
となる。

人
員

拡
大

早い段階で
の発見が適
切な支援に
つがること
から，研修
等による保
育士のスキ
ルアップ，
支援チーム
等関係機関
との連携と
強化や，相
談窓口の周
知を進めな
がら事業展
開を図る必
要がある。
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16
保
育
課

一時預
かり事
業

就労形態の多様化に対応す
る一時的な保育や，専業主婦
家庭等の育児疲れ解消，緊
急時の保育等が必要な場合
に対応する事業。具体的には
保護者の傷病，入院，災害，
事故，育児等に伴う心理的・
肉体的負担の解消等により緊
急・一時的に保育が必要とな
る児童に対して保育を実施す
る。

社会環境，又は就労環境が大
きく変化する中，子育て中の保
護者が心身の疲労の解消そ
の他の事由により保育を必要
とする場合，子育て環境を充
実するために事業の周知や実
施保育所の拡大についての検
討を継続して行う。なお，年間
の延べ利用児童数が1か所当
たり25人を超えないと補助対
象にならない。

就
学
前
児
童
と
そ
の
保
護
者

（
三
次
市
以
外
も
対
象

）

一時的に児童の
保育が必要な保
護者のニーズに
応えるため，保育
を実施する。

就学前の児童の保護者
が一時的に保育を必要
とする場合，保護者の
心理的・肉体的負担の
軽減や就労支援等を行
う。

1,230 4

公立保育所
では平成21
年度まで周
辺部の3所で
実施していた
が，平成22年
度から新たに
酒屋保育所
で開始した。
私立保育所
では2所が実
施している。
核家族化す
る子育て世
帯において
は必要な制
度である。

4

周辺部の
保育所は
利用者が
少ないこと
から，一時
預かりの保
育ニーズは
低いと思わ
れる。しか
し，平成22
年度から新
たに酒屋保
育所で事業
を開始した
ところ7月ま
でに多い日
で1日当た
り5人の利
用があり，
今後も継続
した利用が
見込まれ
る。

4

コストは
職員人
件費が
大半であ
る。事業
を担当す
る保育士
を配置す
ることが
定められ
ているた
めコスト
削減は
困難であ
る。

3

市も情報
提供し，
保育
サービス
の充実を
図る必要
がある。

3

多様な保
育メ
ニューの
一つとし
て一時預
かりを求
めるニー
ズはある
と思われ
る。

4

周辺部
に比べ
市街地
でのニー
ズがより
高い。

22 B 継
続
継
続
継
続

就労形態の多
様化により一
時的に保育が
必要な場合
や，保護者の
傷病，入院，
災害，事故，
育児等に伴う
心理的・肉体
的負担の解消
等のため緊急
的に保育が必
要な場合に対
応するため，
継続が必要な
事業。また，市
外からの利用
にも対応でき
るため，里帰り
出産等の緊急
時にも即時に
対応できる事
業である。

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

継
続

子育て環境
を充実させ
るために
も，周知を
進め，事業
を継続して
実施する。
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15
保
育
課

延長保
育推進
事業

保護者の就労形態の多様
化，勤務時間の延長等に対応
するため，11時間保育（7:30～
18:30）の後1時間（18:30～
19:30）の延長保育を行う。公
立では愛光保育所，十日市保
育所，東光保育所，布野保育
所で実施していたが，平成22
年度から新たに酒屋保育所で
も実施している。私立ではみ
ゆき保育園，子供の城保育
園，子供の館保育園が実施し
ている。

今後も，保護者の就労形態の
多様化，勤務時間の延長等に
より，延長保育のニーズが高
まることが予想される。また，
公立のうち現在開所している5
所以外の保育所についても市
民ニーズを的確に把握し，費
用対効果を考慮したうえで，新
規実施を検討する。

保
育
所
入
所
児
童
と
保
護
者

。

18:30までの通常
保育が終了した
後，18:30から
19:30までの間，
保育を提供する。

市民に就労の機会を提
供し，仕事と子育てを両
立できる環境を整備す
る。

2,134 3

必要のある
方のみの利
用となるた
め，1日当た
りの平均利
用者数は少
ないが，勤
務時間が遅
くなる保護
者にとって
は有効な制
度である。

3

延長保育
の実施によ
り，働きや
すい環境を
整備してい
る。今後，
保護者の
ニーズがさ
らに増えれ
ば，利用者
数は増加
する。

4

コストは
職員人
件費が
大半であ
る。保育
児童に対
する保育
士数の
最低基
準がある
ため，コ
スト削減
は困難で
ある。 3

私立3所
では完
全実施。
公立保
育所で
は23保
育所のう
ち4所で
実施して
いたが平
成22年
度から新
たに酒屋
保育所
で開始し
5所で実
施してい
る。現時
点で実
施してい
ない保育
所は公
立のみ
のため，
必然的
に市が
実施しな

3

共働きの
世帯の
増加，核
家族化，
地域の
つながり
の希薄
化，就労
形態の
多様化
（シフト制
など），
勤務時
間の拡
大化等
により社
会的
ニーズは
高い。

3

共働きに
より延長
保育を求
める保護
者が増
えている
ため，市
民ニーズ
は高い。
延長保
育が必
要な保
護者は，
恒常的
に利用し
ている。

19 C 継
続
継
続
継
続

有料ということ
もあり，本当に
必要な人以外
は利用をされ
ないため，月
平均利用数は
少ない。しか
し，毎月決まっ
た人が利用さ
れていること
から，仕事と
子育てを両立
できる環境を
整備するため
に必要な事業
であり，単純に
利用人数だけ
では判断でき
ない。現在実
施していない
保育所におい
ても，保護者
要望や必要性
などを判断し
て事業を推進
する。

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

継
続

保護者の就
労形態の多
様化等によ
り必要とさ
れている事
業であり，
子育て環境
を充実させ
るためにも
事業を継続
して実施す
る。また，市
民ニーズを
把握し，効
果を検証し
たうえで事
業拡大を検
討する。

有
り

4
 
市
民
の
多
様
な
力
の
活
用

そ
の
他

ス
キ
ル
研
修
の
拡
大

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
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平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴

特定保育
実施保育
所数（公
立）

所 3 3 4

特定保育を
実施する保
育所が増え
ることを指標
とする。

H
2
0
297,000 ⑷

特定保育
年間延べ
利用児童
数（三良
坂保育
所）

人 129 100

平成22年度
開始の酒屋
保育所の見
込み　40人

⑵
H
2
1
542,333 ⑸

特定保育
年間延べ
利用児童
数（みわ
保育所）

人 22 10

⑶
H
2
2
487,250 ⑹

特定保育
年間延べ
利用児童
数（こうぬ
保育所）

人 10 10

⑴

1・2歳児
受け入れ
可能保育
所数

所 16 18 18

３歳未満児
の入所可能
保育所が増
えることを指
標とする。

H
2
0
537,250 ⑷

0・1・2歳
児入所児
童数（公
立計）

人 395 335 390
当該年度末
入所児童数

⑵
H
2
1
383,277 ⑸

0・1・2歳
児入所児
童数（和
田保育
所）

人 18 20 20 　〃

⑶
H
2
2
474,888 ⑹

0・1・2歳
児入所児
童数（酒
屋保育
所）

人 10 11 50 　〃

⑴
米飯給食
実施保育
所

か所 19 19 19
1保育所あた
りの米代金

H
2
0

86,210 ⑷

三次産の
農産物や
加工品の
みを仕入
れている
業者数

か所 91
各保育所へ
の納入業者
数の計

⑵
H
2
1

88,105 ⑸
対象園児
数 人 735（256） 721（266） 713（260）

4月対象園児
数（未満児
数）

⑶
H
2
2

87,578 ⑹

三次産の
農産物や
加工品の
みを仕入
れている
業者数

か所 91

⑴
障がい児
保育実施
保育所数

所 23 23 23

対象児童の
有無にかか
わらず，全て
の保育所で
受入れ可能

H
2
0

32,521 ⑷
保育士の
養成 人 1 15 14

こども発達支
援センターで
の実務研修
1歳6か月児
フォロー教室
での実務研
修

⑵
H
2
1
169,391 ⑸

⑶
H
2
2

59,217 ⑹

17

第
1
 
こ
ど
も

１
子
育
て

(

2

)

子
育
て
と
仕
事
が
両
立
で
き
る
環
境
づ
く
り

16
保
育
課

特定保
育事業

保護者の就労形態の多様化
（パート勤務の増大等）などの
事由により一定程度の日時で
保育が必要となる児童に対し
て保育を実施する。

社会環境または，就労環境が
大きく変化する中，子育て中の
保護者が就労，その他の事由
により保育を必要とする場合，
子育て環境を充実するために
事業の周知や実施保育所の
拡大についての検討を継続し
て行う。

就
学
前
児
童
と
そ
の
保
護
者

(

三
次
市
以
外
も
対
象

）

一定程度の日時
において児童の
保育が必要な保
護者のニーズに
応えるため，保育
を実施する。

児童の保護者が一定程
度，児童を保育できない
場合に保育を提供し，
保護者の利便に供す
る。

1,627 4

公立保育所
では平成21
年度まで周
辺部の3所
で実施して
いたが，平
成22年度か
ら新たに酒
屋保育所で
開始し，4所
で実施して
いる。私立
保育所では
2所が実施
している。

4

就労形態
の多様化
により，利
用ニーズは
高い。

4

通常保
育の保
育士で対
応できる
ため，コ
ストは抑
えられて
いる。

3

市も情報
提供し，
保育
サービス
の充実を
図る必要
がある。

3

多様な
保育メ
ニューの
一つとし
て特定
保育を求
めるニー
ズはある
と思われ
る。

3

特定保
育の
ニーズは
あるが，
どちらか
と言うと
特定保
育よりも
市街地
での定
員拡大
の方が
ニーズが
あると思
われる。

21 C 継
続
継
続
継
続

短期間の就労
という通常保
育ではカバー
できない保育
サービスの提
供であるの
で，このまま継
続することで
利用者の利便
に供すること
ができる。

無
し

継
続

保護者の就
労形態の多
様化等によ
り必要とさ
れている事
業であり，
子育て環境
を充実させ
るために
も，周知を
進め，事業
を継続して
実施する。
また，市民
ニーズを把
握し，効果
を検証した
うえで事業
拡大を検討
する。
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第
1
 
こ
ど
も

１
子
育
て

(

2

)

子
育
て
と
仕
事
が
両
立
で
き
る
環
境
づ
く
り

18
保
育
課

3歳未満
児保育

保育の必要な0・1・2歳児を入
所させるため，ニーズの多い
保育所から保育施設の整備
を行い，保育士を確保して未
満児保育の実施を進める。

旧三次市の公立保育所は，低
年齢児の施設が充実していな
い。少子化の中にあっても低
年齢児の保育ニーズは拡大の
傾向にあり，保護者の就労を
支援するためにも旧三次市の
保育所（特に市街地）は，低年
齢児保育の拡大が必要であ
る。あわせて，就労保障のた
め開所時間の見直しも行う必
要がある。

就
学
前
児
童

保護者の保育
ニーズ，また，入
所希望者（0～2歳
児）に対して，ニー
ズの多い保育所
から順次保育施
設の整備を行い，
保育士を確保して
いく。

待機児童を増加させな
いことと，保護者の就労
を援助することで，子育
てと仕事が両立できる
環境を提供する。

6,899 4

施設の充実
や保育士の
確保を図
り，未満児
保育希望者
の入所が増
えた。

2

保育ニーズ
に応じて未
満児保育
開所保育
所の拡大を
していく余
地がある。

3

低年齢
児の保
育を実施
するに
は，施設
改善と保
育士の
雇用が
必要であ
り，施設
の改修と
保育士
の雇用
は必要
経費と考
える。

3

ニーズに
応じた公
立での
保育実
施や，公
立での
施設の
設置は
公共性
が高く必
要であ
る。しか
し，保育
の実施
に当たっ
ては，市
内の私
立保育
園の実
績などか
らも，必
ずしも市
の関与
がすべて
ではな
い。

5

労働力を
求める社
会の
ニーズは
高く，育
児と就労
の両立を
希望する
保護者も
増加して
いる。

5

育児休
業の定
着によ
り，育児
休業から
の職務
復帰や
新たに就
業を希望
する子育
て世代
の保育
ニーズは
極めて
高い。

22 B 拡
大
継
続
拡
大

低年齢児の保
育ﾆｰｽﾞが高い
ため，待機児
童解消のため
事業拡大が必
要である。

事
業
規
模

拡
大

低年齢児の
保育ニーズ
は拡大傾向
にあり，子
育てと仕事
が両立でき
る環境づく
りが必要で
ある。保育
ニーズが高
い保育所か
ら順次施設
整備を拡大
していく。

19

第
1
 
こ
ど
も

１
子
育
て

(

1

)

安
心
し
て
産
み
育
て
る
こ
と
の
で
き
る
環
境
づ
く
り

18
保
育
課

ふるさと
ランチ推
進事業

三次産の農産物や加工品を
保育所給食の食材として優先
的に使用する。
地元産のものを使用している
ことを家庭へも伝え，家庭で
の利用を啓発する。
「ふるさとランチの日」を実施
する。

食材搬入業者によっては，三
次産の食材を入れてもらうこと
が難しい。
地元農家の協力を得ることが
重要になる。

保
育
所
在
園
児
と
そ
の
保
護
者

米は全て三次産
のものとする。
農産物や加工品
について，地元産
品を優先して使用
する。
「ふるさとランチの
日」や地産地消に
ついて保護者へ
啓発する。

保護者に安心・安全な
給食を提供していること
を理解していただき，家
庭でも実践してもらう。

1,674 5

乳幼児期か
らの食育を進
めるうえで，
保育所で取り
組むことは意
義がある。
また，新鮮な
食材を使用し
た給食の提
供ができる。

4

材料の種
類や数量を
増やす取り
組みが必
要である。

5

賄材料と
して必要
なもので
あり，コ
スト削減
の余地
はない。

4

市立保
育所の
食育を進
めること
は，市の
責務であ
る。

4

「食」が生
活に与え
る影響は
大きく，安
心・安全
な食事を
提供する
ことは社
会のニー
ズであ
る。

3

安心・安
全な食で
あること
は，保護
者の
ニーズで
ある。

25 B 継
続
継
続
継
続

乳幼児期から
の食育は，食
習慣の形成に
大きな影響を
与える。
大人の食生活
に課題が多い
昨今，保育所
から始める食
育は継続した
取り組みが必
要である。

継
続

農家の協力
や関係機関
と連携し，
三次産の食
材の確保に
努める必要
がある。ま
た，実践が
広がるよう
啓発を行
う。

20

第
1
 
こ
ど
も

１
子
育
て

(

1

)

安
心
し
て
産
み
育
て
る
こ
と
の
で
き
る
環
境
づ
く
り

20
保
育
課

障がい
児保育
事業

保育所では，療育手帳の交付
を受けている子どもだけでな
く，発達に課題のある児童を
支援するため，個別の指導計
画を作成して保育をする。
保育士の発達支援の技術向
上を図るため，育児支援課や
健康推進課と連携した研修を
実施する。
保育所から小学校へと連続し
た支援となるよう保小連携事
業の取り組みを進める。

全保育所で質の高い支援を展
開できるようにするため，各保
育所から研修へ参加したい
が，代替職員の確保が難しく
研修機会の確保が充分でな
い。

保
育
所
在
園
児
と
そ
の
保
護
者

一人ひとりの発達
を保障する保育
保育士の資質向
上のための研修

障がいを持つ子どもの
保護者が，子どもの発
達が保障されていると
感じ，安心して預けるこ
とができる保育所にする

3,896 5

発達に課題
のある子ど
もが増える
傾向にあ
り，保育所
の専門的な
支援がます
ます重要と
なっている。

3

子どもの状
態に適した
支援技術を
身に付ける
ことにより，
各保育所で
他の保育
士へも理解
を広めるこ
とができ
る。

5

課題の
多い障が
い児へ
は，加配
保育士を
配置する
必要があ
る。

4

育児支
援課や
健康推
進課と一
体的に
事業を進
めること
ができ
る。

5

障がいを
持つ子ど
もの保護
者の育
児支援
や負担
の軽減
は，社会
的課題
である。

5

保護者
は，質の
高い保
育を望ん
でいる。

27 A 継
続
継
続
継
続

発達に課題を
持つ子どもは
増える傾向に
ある。保育所
への入所年齢
は低年齢化し
ており，早い時
期での見極め
と支援がその
後の発達に及
ぼす影響が大
きく，保育士の
資質向上のた
めの研修は必
要である。

無
し

継
続

障がいを持
つ子どもの
保護者に
とって事業
に対する
ニーズは高
く，こども発
達支援セン
ターとの連
携を図り，
人材育成を
進めなが
ら，事業を
継続する必
要がある。

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

事
業
規
模

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善
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平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴申請件数 件 11 12 12

共働きや核
家族化など
で，昼間保
護者のいな
い家庭が増
加し，児童ク
ラブの需要
が確実に増
えている。21

H
2
0
1,107,000 ⑷

補助金交
付件数 件 11 12 12

地域での子
育て支援も
盛んに行わ
れていること
が考えられ
る。

⑵
H
2
1
1,166,583 ⑸

⑶
H
2
2
1,051,083 ⑹

⑴

キャリア
アップ補
助金交付
件数

3 1 3
キャリアアッ
プ補助金交
付件数

H
2
0
530,333 ⑷参加者数 20 ― 30

講演会参加
人数

⑵
講演会開
催回数

1 1
H
2
1
1,513,000 ⑸

⑶
H
2
2
556,000 ⑹

⑴ 人 900 839 850
受給者数（３
月末時点）

H
2
0

26,490 ⑷
公費負担
額 円 1,751,816 1,721,156 1,700,000

３月に受給
者証を使い
受診し，５月
に国保連合
会から請求
があり，支
払った額

⑵
H
2
1

25,411 ⑸

⑶
H
2
2

27,872 ⑹

⑴
措置児童
数 人 456 480 524

児童クラブの
措置児童合
計数(年平
均）

H
2
0
199,686 ⑷

ニーズ達
成状況 % 98 102 100

平成２１年度
は、児童クラ
ブ入会児童
が増加して
いる。

⑵
児童クラ
ブ施設定
員合計

人 465 470 524 施設定員の合計
H
2
1
199,962 ⑸

⑶
H
2
2
203,070 ⑹
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育
児
支
援
課

小規模
型放課
後児童
クラブ補
助事業

昼間保護者のいない家庭の
児童等の健全な育成を図るた
め，県費補助金に該当しない
児童10人未満の放課後児童
クラブ事業を実施する地域が
ある場合に補助金を交付す
る。運営団体は，現在12箇所
（君田・青河・仁賀・八幡・安
田・のぞみが丘・川地・志和
地・田幸・川西・粟屋・作木）

21年度より，作木に小規模型
放課後児童クラブを開設し，市
内の小学校区すべてに設置す
ることで待機児童の解消を
図った。現在の小規模型放課
後児童クラブは，共働き家庭
など昼間保護者のいない家庭
の児童を対象にしているが，
今後は，すべての児童の安
全・安心な活動場所を確保し，
地域住民の参画も含めた総合
的な放課後対策として実施す
る放課後子どもプラン事業の
一環として放課後子ども教室
を推進していく必要がある。放
課後子どもプランの推進にあ
たっては，関係部局，学校との
連携を強化していく。

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
事
業
を
実
施
す
る
地
域

昼間保護者のい
ない家庭の児童
等の健全な育成
をはかるため，地
域が放課後児童
クラブ事業を実施
する場合，補助金
を交付する。

昼間保護者のいない家
庭の，児童等の健全な
育成を図るため，県費
補助基準に該当しない
児童10人未満の放課後
児童クラブ事業を実施
する地域に，補助金を
交付し，運営をサポート
する。

13,999 4

県費補助基
準に該当し
ない児童10
人未満の放
課後児童ク
ラブ事業を，
地域に補助
金を交付し
実施してい
ただくこと
で，地域に
おける子育
て支援がよ
り一層高ま
るうえ，市が
実施するよ
り，大幅な
予算減とな
る。

4

地域に補
助金交付
することで
放課後児
童クラブを
運営してい
く方が，地
域の実情を
把握できる
うえ，6年生
までの受け
入れが可
能となり，
運営規制
が緩和され
る。

4

指導員
の賃金，
修繕料
等のコス
ト削減に
より，指
導員不
足や入
会児童
の負担
金の増
額等が
懸念さ
れ，放課
後児童
の安全・
安心な場
所を確保
するため
には現状
を維持し
ていく必
要があ
る。

2

地域の
子育て
力を強化
していく
必要が
ある。

4

核家族
や共働き
家庭の
増加によ
り，昼間
保護者
のいない
家庭が
増加して
おり，放
課後の
子どもの
居場所
づくりは
必要であ
る。

4

共働き家
庭だけで
なく，登
下校の
安全面を
含めた
放課後
の子ども
の居場
所づくり
に向けて
の地域
ニーズが
高くなっ
ている。

22 B 継
続
継
続
継
続

小規模型児童
クラブの運営
については，
地域の子ども
は地域で守る
という観点か
ら実施されて
いる。運営に
あたっては，
指導員の確保
や賃金など，
入会児童の負
担金だけで運
営していくには
厳しい状況に
あるため，市
からの補助金
は継続が必要
と考える。

無
し

縮
小

放課後子ど
も教室へ段
階的に移行
し，事業の
充実を図
る。
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育
児
支
援
課

女性
キャリア
アッププ
ラン事
業

結婚・出産・育児のために離
職し再就職を希望する女性に
対して，再就職支援及びキャ
リアアップ促進を目的とする。
再就職や雇用の安定のため
に必要とする資格の取得に要
した費用の2分の1（限度額
50,000円）を補助する。

事業について市民に広く周知
するため，広報誌・ケーブルテ
レビおよびハローワークとの連
携を通して積極的に広報活動
をしていく必要がある。また，
セミナーの開催等，女性の
キャリアアップに対する意識啓
発に効果的な方法を検討して
いく。

市
民

（
出
産
・
育
児
・
子
育
て
等
で
離
職
し
，
再
就
職
を
希
望
す
る

女
性

）

資格取得のため
の講座受講費用
の一部を補助す
る。

結婚・出産・子育て等に
より離職した女性の，再
就職支援及びキャリア
アップ促進

1,513 4

一度離職し
た女性が希
望する職種
へ再就職す
るのは困難
な状況があ
り，資格を
取得するこ
とにより，再
就職の機会
は増えると
期待され
る。

3

再就職を希
望する女性
は増えてい
るので，適
切な広報活
動を実施す
ることで，
成果向上
の余地ある
と考えられ
る。

3

広報等，
効率的な
手段を検
討するこ
とで，コ
スト削減
に努め
る。

3

市でなく
てもでき
る事業で
あるが，
少子高
齢化対
策と同
様，働き
たい女性
に対して
積極的
に支援し
ていく必
要があ
る。

4

子育て
等が一
段落し，
働きたい
と思って
いる女性
の割合
は年々
高まって
おり，ま
た，人口
減少時
代におい
ては企
業等も人
材確保
する必要
があり，
社会的
ニーズは
高いと考
えられ
る。

4

子育て
等が一
段落し，
働きたい
と思って
いる女性
の割合
は年々
高まって
おり，市
民ニーズ
は高いと
考えられ
る。 21 C 継

続
縮
小
継
続

再就職を希望
する女性に広
く周知・啓発す
る手段の見直
しが必要。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

廃
止

他事業（107
男女共同参
画推進事
業）へ統合
する。
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育
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支
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課

ひとり親
家庭等
医療費
助成事
業

　三次市内に住所をおく，母
子家庭の母，父子家庭の父
及び養育者とその児童の自
己負担部分について医療費を
一部助成する。所得税非課税
世帯のみ該当。児童が１８歳
到達後，最初の３月３１日を迎
えるまでが対象。
　事務事業は，窓口における
申請受理・審査及び受給者証
の発行・発送，年１回の更新
申請・決定・発送，償還払の
申請受理・審査及び返還手続
き，医療費及び手数料の支払
い。

ひとり親家庭等医療費受給者
証は，毎年８月（更新申請は７
月中）に更新があり，課税状
況・世帯状況の確認を行う。更
新申請は，申請書の発送・受
付・入力・決定・証の作成・通
知書の発送に労力を要する。
また，年度途中の課税状況の
変更や，事実婚の把握は困難
であるが，速やかに把握する
ことが必要である。

母
子
家
庭
の
母
・
父
子
家
庭
の
父
及
び
養
育
者
，
そ
の
児
童

（
１
８

歳
到
達
後
，
最
初
の
３
月
３
１
日
を
迎
え
る
ま
で

）
。
父
母
の
な
い

子

。

医療機関受診時
にかかる医療費
の自己負担部分
について，三次市
が一部負担する。
（ただし，入院時
にかかる食費等を
除く。）

ひとり親家庭等の保健
の向上と福祉の推進を
図る。

21,320 4

ひとり親等
家庭への経
済的負担を
軽減し，安
心して医療
機関を受診
できることに
より目標達
成への貢献
度は大き
い。

4

一部負担
金を除く医
療費の公
費負担は，
受益者に
とって十分
なサービス
といえる。

3

不正受
給者の
調査確
認，適正
受給によ
り助成費
の削減を
図るとと
もに，事
務の効
率化に努
める。

5

国の制
度であ
り，福祉
医療の
向上を図
るために
は，市が
行うべき
である。
また，個
人情報を
扱う業務
であり，
民間等
への委
託は難し
い。

3

収入の
不安定
なひとり
親等家
庭の対
象者に
とって，
医療費
の公費
負担の
ニーズは
高いが，
社会全
体で高い
といえな
い。

3

収入の
不安定
なひとり
親等家
庭の対
象者に
とって，
医療費
の公費
負担の
ニーズは
高いが，
市民全
体で高い
といえな
い。

22 B 継
続
継
続
継
続

不正受給の調
査確認が困難
であるが，公
平性の確保の
ため不正受給
者には厳しく
対応する必要
がある。

有
り

8
 
事
務
事
業
の
効
率
化

継
続

他事業（107
男女共同参
画推進事
業）へ統合
する。
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放課後
児童健
全育成
事業

近年の核家族化及び夫婦共
働き家庭の増加に伴い，昼間
保護者が家庭にいない児童
の健全育成を図るため，放課
後児童クラブを開設している。
直営15クラブ，委託1クラブに
て運営している。

核家族化及び夫婦共働き家庭
の増加に伴い，今後も放課後
児童クラブ利用の希望は増し
てくるものと思われる。
定員に対して，受入人数が上
回っている児童クラブの環境
改善，また中途入会の受付，
特に夏休み利用については対
応に苦慮している。
定員を超えてからの中途入会
受付をすべきか検討する必要
がある。

　
昼
間
，
保
護
者
が
就
労
等
に
よ
り
家
庭
に
い
な
い
，
お
お
む
ね
小

学
校
1
年
生
か
ら
3
年
生
ま
で
の
児
童

。

　対象となる児童
の健全育成と，保
護者の就労支援
をめざす。

児童館及び学校の空き
教室等を利用して，学
校の放課後等に，家庭
に代わる生活拠点とし
て，遊びを中心とした活
動を行い，心身ともに健
全に育つことを支援す
る。

95,982 4

昼間保護者
が家庭にい
ない児童の
健全育成を
図るために
行っている。

3

施設の整
備，改修な
どハード面
では，受入
人数の増
加などによ
り，今後も
十分向上
余地がある
ものと考え
る。また，
児童の健
全育成の
観点からの
ソフト面の
充実も，指
導員の資
質向上・保
護者との信
頼関係など
から，今後
も十分に向
上の余地
があるもの
と考える。

4

　入会児
童に合わ
せた指導
員の確
保や，老
朽する施
設の修
繕，運営
など，予
算の厳し
い中で
行ってい
るので，
コスト削
減は難し
い。

3

保護者
の多様
なニーズ
（例え
ば，延長
保育や
小学校4
年生以
上の入
会等）に
応えてい
くには，
当事業
では対
応しきれ
ないこと
も多い。
他の事
業へ移
行も検討
する。

4

　核家族
化や，夫
婦共働き
家庭の
増加によ
り，昼間
に保護
者のいな
い家庭
が増加し
ており，
また，子
どもたち
の危機
管理から
放課後
の健全
育成は
強く求め
られてい
る。

4

市内中
心部の
大規模
校におい
ては，保
護者の
ニーズが
高く，周
辺部の
小規模
校におい
ても，健
全育成
及び安
全確保
のことか
ら，児童
クラブへ
の入会を
希望する
保護者
が増えて
いる。

22 B 拡
大
継
続
継
続

市街地の核家
族化や夫婦共
働き家庭の増
加，また市内
の子ども達の
放課後の安全
を考えた時に
は，施設の拡
大が必要とな
る。また，今後
は放課後子ど
も教室事業を
持つ教育委員
会との連携強
化が必要とな
る。

有
り

5
 
組
織
・
機
構
の
見
直
し

継
続

受入の拡大
に努め，ま
た，教育委
員会との連
携強化を図
りながら，
施設の拡大
について計
画的に実施
する必要が
ある。

事
業
規
模

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

8
 
事
務
事
業
の
効
率
化

有
り

5
 
組
織
・
機
構
の
見
直
し

（
統
合

）
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平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴施設数 所 2 2
１施設に係る
費用は概ね同
じである。

H
2
0
#VALUE! ⑷

安全な施
設の割合 ％ 68

耐震施設数
（１５）／全施
設数（２２）

⑵
H
2
1
2,102,500 ⑸

⑶
H
2
2
2,049,500 ⑹

⑴
事業説明
会開催 回 5 5 5

業の 会等
を利用し，事
業主を対象に
説明会を開催
したり，個別
に企業訪問し
たりすることで
事業の趣旨に
ついて理解を
得る。

H
2
0
150,400 ⑷

子育て支
援推進企
業等登録
企業

社 4 5 6 有効登録数

⑵
H
2
1

⑸

子育て環
境整備助
成金交付
事業

件 1 1
助成金交付件
数

⑶
H
2
2

20,000 ⑹

⑴
補助金交
付団体の
件数

件 6 5 7

青少年の体
験活動に取
り組む任意
団体から出
される補助
金の希望に
より変動す
る。

H
2
0
851,833 ⑷

市主催事
業の参加
者数

人 581 315 250

対象とする
学校により，
受講者数は
大きく変動す
る。

⑵
H
2
1
899,400 ⑸

⑶
H
2
2
645,000 ⑹

⑴
市主催イ
ベント件
数

件 4 1 無し

補助団体の
イベントが定
着してきたた
め，市として
は補助金の
みとしていく

H
2
0
214,000 ⑷

(１)の参
加人数 人 250 68

市主催イベ
ントの利用人
数

⑵
補助事業
イベント
開催件数

円 2 2 2

三次結婚支
援グループ
主催イベント
件数

H
2
1
892,000 ⑸

(２)の参
加人数 人 50 97 100

結婚支援グ
ループ主催
イベントの利
用件数

⑶
H
2
2
#VALUE! ⑹
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保
育
課

保育所
耐震化
診断

安心安全の保育所として，保
護者が安心してこどもを預け
られるよう，施設の耐震診断
を行う。
耐震診断により把握した施設
の状況により，今後の施設改
修に資する。

診断結果により，改修にかか
る検討が必要であって，その
判断には専門的な知識が必要
であるから，三次市としての耐
震にかかる改修等の判断基準
が求められる。また，改修に
あっては施設の長期にわたる
有効利用を図るため，リフレッ
シュ工事も視野に入れた対応
が費用対効果を考える上で必
要である。

市
民

保育所建物の耐
震診断を行い安
全度を把握する。

安全な施設で安心した
保育を提供することによ
り，保護者の子育てと仕
事が両立できる環境づく
りを目的とする。

4,205 5

子育てと仕
事の両立に
は，保育施
設の充実が
必要であ
る。保護者
が安心して
保育所に子
どもを預け
るために
は，耐震化
診断が一つ
の要素であ
り目的に合
致する。

3

耐震化診
断は，法令
等に定めら
れた手段に
より実施す
るものであ
り，成果の
向上といっ
た余地が
認められな
いが，迅速
化という面
において改
善の余地
がある。

4

耐震化
診断は，
法令等に
定められ
た手段に
より実施
するもの
であり，
コスト削
減の余
地が少な
い。

5

当該事
業の内
容は，公
立保育
所の耐
震化診
断であっ
て，公共
施設であ
ることか
ら市にお
いて実施
する。

5

耐震化
の診断
は，保護
者が安
心してこ
どもを預
けるため
のもで，
社会的
ニーズが
高い。全
国的にも
大規模
地震で
被害が
出てお
り，防災
意識が
高まって
いる。

4

耐震化
の診断
は，保護
者が安
心してこ
どもを預
けるため
のもの
で，市民
ニーズが
高い。

26 B
未
実
施

未
実
施

継
続

耐震化診断
は，安心安全
な保育環境の
整備に必要な
ものであり，迅
速な事業執行
が求められ
る。また，診断
結果により，改
修にかかる判
断が必要であ
る。

無
し

継
続

安全な施設
で安心した
保育を提供
する必要が
あり，引き
続き，計画
的に事業を
進める必要
がある。
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第
1
 
こ
ど
も

１
子
育
て

(

2

)

子
育
て
と
仕
事
が
両
立
で
き
る
環
境
づ
く
り

20

育
児
支
援
課

子育て
支援推
進企業
等登録
事業

　働きながら安心して子どもを
産み育てる環境づくりには，
子育てに対する企業の意識
改革と協力体制が必要であ
る。このことから，まず，子育
て支援を推進していく企業に
登録していただき，子育て支
援策の目標を立てて実施して
いただく。その中で，特に取組
が顕著な企業に対して，子育
て支援優良企業表彰を行う。
なお，子育て支援企業等登録
には，市内の本社または事業
所を置く企業であり，次世代
育成支援対策推進法第12条
の規定に基づき，一般事業主
行動計画を策定し，広島労働
局へ提出した企業であること。

企業が子育て支援に取り組む
意識改革に向けて，広報誌，
ケーブルテレビ等で周知して
いく必要がある。また，市に本
社を置く中小企業が多く，ハ
ローワークまたは広島県等で
同様の事業を実施しているた
め，市の事業内容について再
度検討をしていき，実状に沿っ
た事業を展開していく必要が
ある。

　
市
内
に
本
社
又
は
事
業
所
を
置
く
企
業

　登録申請書に必
要書類を添えて提
出いただき，登録
企業はホーム
ページや広報で
公表する。（必要
書類　広島労働
局へ提出されてい
る｢次世代育成支
援対策推進法第
12条に基づく一般
事業主行動計画」
の写しと企業を紹
介するパンフレッ
ト等）

　労働者が仕事と子育
ての両立がしやすい職
場環境づくりを，企業が
子育て支援を主体的に
推進する。

5

　子育て支
援事業の説
明会等を行
い，企業登
録を行って
いただくこと
で　　企業内
の子育てに
関する支援
が充実し，
就業員が安
心して子育
てしながら
働くことがで
きるようにな
る

3

　子どもを
安心して産
み育ててい
くために果
たす事業の
役割は大き
く、事業の
推進を積極
的に行う必
要がある

4

事業の
PRの為
に，チラ
シ等の印
刷製本
費は必
要であ
り，コスト
削減余
地は小さ
い

5

事業主
や労働
者の子
育てに対
する意識
が醸成
するまで
は，市が
行うべき
である

5

共働き家
庭が増
えてお
り，子育
て支援を
推進する
企業職
場環境を
強く求め
られてい
る

4

特に共
働き家庭
では，子
育て支
援を推進
する職場
環境を強
く求めら
れている

26 B
未
実
施

継
続
継
続

市内企業に働
く市民の，子
育てと仕事の
両立しやすい
環境づくりを推
進していくため
には，行政と
企業が一体と
なって取り組
む必要があ
り，今後も意
識改革に向け
た支援を引き
続き行う必要
がある。
 
 
 
 
 
 

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

継
続

登録企業数
も少ないこ
とから，引
き続き，企
業の意識改
革に向けた
取り組みを
検討する必
要がある。
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第
1
 
こ
ど
も

１
子
育
て

(

4

)

自
主
自
立
し
た
お
と
な
へ
の
成
長

16

地
域
振
興
課

青少年
育成事
業

青少年の健全育成を図るた
め，市主催による子育て（教
育）のためのカウンセリング講
座や，地域や学校で子どもた
ちの体験活動を推進支援する
指導者の育成講座を実施す
るほか，青少年の健全育成に
寄与する団体への補助（三次
市子ども会育成団体連合会・
青少年育成三次市民会議・
R54－WALK大会実行委員
会）及び青少年体験活動を進
める民間団体（5団体）へ支援
をしている。

補助金を交付している青少年
育成団体（青少年育成三次市
民会議，三次市子ども会育成
団体連合会，R-54WAL大会実
行委員会）については，そのた
団体が主体的に自立した運営
ができるよう支援を進めてお
り，引き続き協働の視点を保ち
ながら，育成指導を図る。市が
主催する事業については，市
民ニーズ，今日的課題を踏ま
えながら，参加促進に努める。

市
民

青少年健全育成
のためのカウンセ
リング講座や体験
活動の指導者養
成講座，健全育
成に寄与する団
体を支援する。

青少年の健全育成，及
び市民が積極的に青少
年の健全育成に参加参
画していく機運を醸成し
ていく。

4,497 4

青少年育成
団体との協
働により，一
定程度の目
的は達成して
いる。

3

青少年育
成団体との
協働によ
り，より大き
な成果が期
待できる。

4

各種団
体の補
助金は，
内容の
工夫や
見直しに
より，高
額の補
助でなく
とも活動
ができる
余地があ
るが，現
在の補
助額は
活動でき
る最低限
のもので
ある。

3

青少年
の身近
な存在で
ある市民
と連携す
ること
は，非常
に重要で
ある。市
民との協
働の観
点を持ち
ながらの
事業実
施を進め
ることが
効果的
である。

4

青少年犯
罪におけ
る低年齢
化，凶悪
化などの
社会問題
もあり，次
世代を担
う青少年
の健全育
成は非常
に高い
ニーズを
持ってい
る。 4

青少年
健全育
成の必
要性に
ついて
は，市民
の理解
は十分
得られ
る。また
青少年
の保護
者の
ニーズも
高い。こ
れからは
積極的
に関与
する市民
を増やせ
るかが課
題であ
る。

22 B 継
続
継
続
継
続

少子高齢化社
会の中で，次
世代を担う青
少年のひとづ
くりを行う社会
的ニーズは高
い。今後，より
一層，市民団
体や関係機関
との連携を図
りながら，青少
年育成事業を
強化，充実で
きる具体的な
施策が必要で
ある。また，補
助金交付団体
と市の在り方
について，協
働の視点を持
ちながら関係
を持つことが
必要である。

有
り

1
 
市
民
と
行
政
の
協
働

継
続

市民のニー
ズ，今日的
課題を的確
につかみ，
関係機関，
地域，家庭
との連携や
役割分担を
整理して実
効ある事業
を進める。
また補助団
体の自主性
を強化す
る。
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第
1
 
こ
ど
も

１
子
育
て

(

4

)

自
主
自
立
し
た
お
と
な
へ
の
成
長

18

育
児
支
援
課

結婚
コーディ
ネー
ター事
業

少子化の原因の一つに未婚化・
晩婚化が考えられることから，三
次市内に限らず，未婚の男女に
出会いの場を提供する。また，出
会いから結婚につながるまでを
バックｱｯﾌﾟすることにより，三次
市内の結婚率を高め，やがては
出生率の増加につなげる。
三次結婚支援グループの支援
(事務局・補助金）

結婚支援グループでの活動が
安定してきたので，他の補助
金団体同様に補助金交付の
みとしていく必要がある。　イベ
ントを行ったあとの関わりにつ
いては，個人情報等のこともあ
り市としての対応は難しく，結
果の把握が困難である。
出生率向上のための結婚支
援では，成果を出すことは困
難である。しかし，結婚支援事
業のニーズは非常に高いた
め，定住促進等の地域振興に
つながる事業としての実施が
望ましい。

未
婚
の
男
女

出会いの場の提
供，イベント実施
情報提供
結婚への気運を
高める取組みの
実施

結婚率、さらには出生
率を上げる。
結婚相手にめぐる会え
る，結婚したい気持ちに
なれる，勇気を出して一
歩踏み出せる　等　市
民全体の結婚の気運を
高める。

892 3

参加人数の
増加から一
定の成果は
感じられる
が，結婚に
つながって
いるかは把
握はできに
くい。少子化
の原因とし
て，晩婚化
や非婚化が
あげられる
中，三次市
の結婚率を
高め，やが
ては出生率
の増加につ
なげるため
に，対象者
のニーズを
把握しなが
ら目的達成
をめざすこと
が必要。

3

結婚支援
グループへ
の効果的な
支援を行う
ことで，成
果の向上を
得る。ま
た，民間活
力の利用な
どにより，
目的達成を
めざす。

4

三次結
婚支援グ
ループ主
催事業
への支
援のみ
で，コスト
削減余
地は小さ
い。

2

市が少
子化対
策の一
環として
取組むこ
とで，市
全体の
意識を高
める事は
出来る
が，個人
情報等も
あり，民
間団体
への委
託を検討
する。

4

少子化
の要因
に結婚
率の低
下があ
り，出生
率向上
のため
に，民間
団体へ
の委託を
検討す
る。

4

特に県
北には，
結婚願
望はあっ
ても，出
会いの
場が少
ないこと
から事業
に対する
ニーズは
高く，本
人だけで
なく家族
からの
ニーズも
ある。市
外からの
参加も多
い。

20 C 縮
小
継
続
継
続

結婚について
は，多様化す
る若者の価値
間に深く関与
し，個人情報
の保護等の視
点から，結婚
につながる支
援については
課題もある。し
かし，結婚した
くても出会い
の場があまり
ない本市の現
状に対応し，
魅力ある出会
いの場の提供
は必要であ
る。

事
業
規
模

継
続
し
て
実
施
す
る

有
り

3
 
民
間
委
託
等
の
推
進

継
続

多様な企画
力を有する
民間団体等
への支援に
より，効果
的な事業実
施を図る。

有
り

9
 
事
業
の
迅
速
化

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

1
 
市
民
と
行
政
の
協
働

有
り

3
 
民
間
委
託
等
の
推
進
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平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴利用人数 人 8,556 4,160 5,000

景気の低迷
により，子育
て中でも両
親ともに働か
ざるを得ない
状況となって
いるため，利
用人数が激
減したと考え

H
2
0

2,105 ⑷
子育て講
演会等参
加数

人 828 309 350

大きな講演
会の開催が
なかったため
激減

⑵開設日数 日 1,365 1,298 1,264
21年度は休
日が多かっ
たため減少

H
2
1

4,404 ⑸相談件数 件 146 325 400

相談件数
は，かなり増
加している。
身近に子育
ての相談を
する人が居
なくなってい
ることも増加
の 因の一

⑶
子育てサ
ロン等事
業日数

日 221 165 186 (2)に同じ
H
2
2

5,160 ⑹
子育てサ
ロン等利
用人数

人 6,112 3,049 3,100 (1)と同じ

⑴
地場産物
活用率 ％ 31 35 40

　野菜，果物
の食材数の
内，三次産
の食材数の
割合

H
2
0

11,580 ⑷
供給体制
の組織数

11 11 10

⑵
H
2
1

10,514 ⑸

⑶
H
2
2

43,150 ⑹

⑴
１日の数
量

496 453 459

　経費節減を
取組んでい
るが，生徒数
の減少・選択
率の減少の
ためコストは
増加してい
る。

H
2
0

59,685 ⑷
デリバ
リー給食
選択率

％ 41 39 39

　効果のある
食育の推進
のためには，
選択率の向
上が必要で
あるため，学
校と連携し
中学校就学
の 食会

⑵
H
2
1

65,421 ⑸

⑶
H
2
2

65,588 ⑹

⑴
耐震化工
事等実施
数（棟数）

7 13 9

耐震化工事
件数，リ
ニューアル
等工事件
数，設計業
務件数を活
動指標とす
る。
平成２１年

H
2
0
13,210,714 ⑷耐震化率 ％ 78 82 88

指標－小中
学校施設の
耐震化率
※　耐震化
率
　・平成22年
4月１日現在
69棟/84棟＝
82 １ 【 内

⑵
H
2
1
43,198,769 ⑸

⑶
H
2
2
53,145,555 ⑹
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第
1
 
こ
ど
も

１
子
育
て

(

5

)

子
ど
も
を
見
守
る
地
域
づ
く
り

16

育
児
支
援
課

地域子
育て支
援セン
ター運
営事業

少子化や核家族化の進行，地域
社会の変化など，子どもや子育
てをめぐる環境が大きく変化する
中で，家庭や地域における子育
て機能の低下や子育て中の親
の孤独感や不安感の増大といっ
た問題が生じでいる。このため，
地域において子育て支援機能の
充実を図り，子育ての不安感等
を緩和し,子どもの健やかな育ち
を促進する。地域の子育て支援
情報の収集・提供に努め,子育て
全般に関する専門的な支援を行
う拠点として機能するとともに,既
存のネットワークや子育て支援
活動を行う団体等と連携しなが
ら,地域に出向いた地域支援活
動を展開するもの。
（私立）  ちゅうおう憩いの森（子
供の城保育園）　みゆき保育園
地域子育て支援センターキリン
の会（みゆき保育園）
（公立）  こうぬ地域子育て支援
センター（こうぬ保育所）　三良坂
地域子育て支援センター(三良坂
保育所）　みわ地域子育て支援
センター（みわ保健センター）

地域の子育て拠点として，機
能するようスタッフ研修の充実
を行う。サービスに地域差(セ
ンターのない地域がある)があ
り整備する必要がある。

市
民

(

未
就
園
児
と
そ
の
保
護
者
　
子
育
て
サ
ー
ク
ル
　
子
育
て
支

援
者

）

・子育て親子の交
流の提供と交流
の促進
・子育て等に関す
る相談･援助の実
施
･子育て情報の提
供
・子育て及び子育
て支援に関する講
習等の実施
・地域支援活動の
実施

地域における子育て支
援機能の充実を図り,子
育ての不安感・負担感
を緩和し,子供の健やか
な育ちを促進する。

18,322 4

手段や目的
は達成して
いると考え
られるが,周
辺地域にお
けるサービ
ス内容の地
域差等につ
いて解消が
必要

3

施設環境
の充実やス
タッフの専
門性の向
上により,
サービス内
容の向上
が期待でき
る。公立保
育所におけ
る未就園児
に対する地
域子育て支
援について
の意識の
向上および
充実が特
に必要

4

担当ス
タッフに
ついて,
公立は
臨時職
員で対応
しており,
私立につ
いては補
助金対
応してい
る

3

民間活
力を利用
した効果
的な実
施が望
まれる
が,周辺
地域に
おいて
は,公立
保育所
が子育
て支援
拠点とし
て,地域
の特色を
生かした
専門的
支援を実
施するこ
とが必要

5

子育て
環境の
変化と共
に,核家
族化が
進み,孤
立しがち
な子育て
家庭が
増えて
る。育児
不安・負
担感の
解消は
急務であ
る

4

本市に
おいても,
近くに同
じ年齢の
子どもが
いない,
相談相
手が欲し
い,遊び
場がない
等の保
護者の
声があ
り,育児
不安感
や負担
感を感じ
ている保
護者の
実態が
ある。地
域におけ
る専門的
な支援
は必要

23 B 継
続
継
続
継
続

地域の子育て
支援の充実の
ために継続
し，市内全域
の子育て活動
の向上をめざ
す。そのため
には，保健師
や，地域力を
活用し母子保
健推進員等と
協力し，地域
の子育て支援
を行う。

有
り

4
 
市
民
の
多
様
な
力
の
活
用

継
続

利用者数，
相談件数か
らも事業継
続の必要性
がある。より
よいサービ
スを提供す
るため人材
育成や多様
な人材の活
用，サービ
スの均一化
に取り組
む。また，
サービスの
対象範囲の
拡大を図る
ため，事業
効果を検証
し，実施箇
所の見直し
の検討が必
要である。
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地産地
消(ふる
さとラン
チ，米飯
給食拡
大）に関
すること

　三次産の新鮮で安全な食材
を学校給食に活用し，食育の
教材として用いることにより地
域の自然，産業，文化等に関
心を持ち，理解を深めるなど
様々な効果が期待される。各
地域の実情に合った地場産
物の活用を図っている。学校
給食法にも地域の産物を学校
給食に活用し食育の推進を図
るよう明記された。三次市食
育推進計画(平成２０年３月策
定）において，地場産物活用
推進のため「ふるさとランチの
日」を設置することとしており，
平成２２年４月から「みよしふ
るさとランチの日」を６月，１０
月，１月の各１９日に設置し，
積極的に地場産物を活用し，
郷土食を給食に取り入れるこ
ととした。また，これまで米飯
給食を実施していなかった八
次小学校に炊飯設備を設置
し，平成２２年４月から週３回
の自校炊飯を行っている。三
次産こだわり米を利用し食農
教育の 進等も行っている

　地場産物の活用率を上げる
には，調理場，学校及び生産
者の間を調整する機能を持っ
た組織のある供給体制の確立
が必要であり，調理場，学校，
家庭地域の連携協力関係の
構築が必須である。「みよしふ
るさとランチの日」の実施によ
り地場産物の活用について意
識啓発を含め推進していく必
要がある。生産者や生産者団
体等との交流及びＪＡ三次等
関係団体との連携も必要であ
る。

　
全
て
の
児
童
，
生
徒

　地場産食材を学
校給食に使用し
児童生徒，家庭な
どに啓発する。三
次産こだわり米，
または地場産米
を活用しての米飯
給食の実施（１０
０％三次産米使
用）

　食に対する正しい理解
と適切な判断力を養う。
地域の自然，食文化等
について理解を深める。
感謝の気持ちの醸成。
地域の農業振興や地域
の活性化にもつなげる。

368 5

　食育基本
法及び学校
給食法に規
定されてい
ることであ
り，今後の
食育推進に
おいて，欠く
ことのできな
いものであ
る。

2

　供給組織
の育成，計
画的栽培
及び年間を
通じて供給
するための
加工製品
への取組
みなど，今
後の取組
みによる成
果が期待で
きる。

4

　地場産
物を生産
者から直
接仕入
れ流通
経費や
包装の
簡素化に
より納入
コストの
軽減を
図ってい
るが，今
後計画
的栽培な
どにより
供給量を
増やすな
ど更なる
コスト削
減が可
能であ
る。

5

供給体
制づくり
は教育
効果の
みならず
地域の
農業の
活性化
や生産
意欲の
向上に
つなが
る。生産
者，調理
場相互
の理解を
求めるた
め，市の
支援が
必要と思
われる。
供給体
制づくり
について
は，住民
自治組
等から

5

　食育推
進，地域
の活性
化の観
点から
ニーズは
高い。

5

　学校給
食に地
場産物を
使用し，
おいしく
魅力ある
食事内
容の給
食を実施
すること
は，教育
効果も上
がり，家
庭や地
域との連
携も深ま
る。

26 B 継
続
継
続
拡
大

　平成１７年に
国の食育基本
法が制定され
翌年，子ども
たちの生きる
力を育み豊か
な人間性を育
てることを目標
に食育推進基
本計画が出さ
れた。その中
でも学校給食
を使っての食
育推進が重要
視されている。
三次市食育推
進計画でも地
場産物活用は
重点目標とし
ている。地場
産物の活用は
様々な教育効
果が期待され
るとともに，地
元の農業を守
ることにつなが
り の

継
続

学校給食に
地場産食材
を使用する
ことにより，
食育の推進
効果が期待
できる地場
産物の安定
供給体制の
確立と，そ
の活用につ
いての意識
啓発を推進
する。
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中学校
給食業
務改善
対策事
業

　旧三次市において行財政改
革の中で民間委託を推進する
方針を出し，平成１３年９月に
十日市中学校を，市内民間事
業所に調理を委託する弁当配
達（デリバリー）方式による学
校給食に転換した。（委託前
は，十日市共同調理場で調
理）
　平成１４年１０月には弁当持
参だった川地中学校をデリバ
リー給食とし，あわせて家庭
からの弁当持参との選択制と
した。
　続いて平成15年10月には塩
町中学校，平成16年10月に
は，三次中学校と八次中学校
をデリバリー給食とし，旧三次
市内全中学校がデリバリー給
食となった。なお，全員デリバ
リー給食を続けていた十日市
中学校も平成17年から，弁当
持参との選択制となった。
　
  平成１６年４月合併後も，合
併前の市町村の中学校給食
の形 を継続している （ 三

　民間委託によるデリバリー給
食の単価は，児童生徒数の減
少とも相まって食数が増えず
単価（委託料）が高くなる傾向
にある。選択率を上げる工夫
が必要である。また，昨年施行
された改正学校給食法の実施
基準において学校給食実施の
対象が在学する全ての児童生
徒と規定されたこと，及び学校
給食を教材とした食育を推進
する必要があることなどから，
選択制の見直しについても検
討する余地がある。安全で安
心な美味しい魅力ある給食に
すべきことは言うまでもない
が，生徒や保護者の給食に対
する理解を深める取組みも必
要である。

旧
三
次
市
内
の
中
学
校
生
徒

（
５
中
学
校

）

　デリバリー給食
方式は，市が作
成した献立に基づ
き，市が食材を調
達して，民間業者
等が調理し配送
する方式である。
なお，選択制を取
り入れ，家庭から
の弁当の持参を
選ぶことも可とし
ている。

　学校給食法（第2条）に
定める教育目的及び学
校給食の目標を達成す
る。デリバリー給食の選
択率を向上させ，食育
教育の充実を図り，健
全な食生活が実現でき
豊かな人間性と生きる
力を持った子どもを育成
する。

29,636 4

　完全給食が
未実施だった
旧三次市の4
中学校に給
食を実施した
成果は大き
い。しかし，
選択制とした
ことでデリバ
リー給食を教
材とした全校
的な食育の
取り組みには
課題を残して
いる。 2

　給食を通
した食育を
全校的に
進めるため
には，選択
制の是非
の議論を進
めていく必
要がある。
　家庭から
の持参弁
当は，家庭
教育の効
果の点もあ
り，保護者
を含め今後
検討が必
要である。

3

　市の負
担する経
費は，学
校給食
衛生管
理基準
等のレベ
ルが高い
こと，及
び事故発
生時のリ
スクが大
きいこと
などか
ら，給食
調理業
務への
民間業
者の参
入意欲
は低く，
業者間
の競争と
なってい
ない現状
があり，

の

5

　学校給
食法によ
り学校給
食の実
施主体
は，学校
の設置
者と規定
されてい
る。
　現在，
市が行っ
ている食
材の選
定，注
文，支払
い部分
のチェッ
ク機能を
構築した
うえで，
委託業
務に含
められな
いかを検
討する必
要があ

5

　学校給
食をとお
した生徒
の心身の
成長や，
好ましい
食習慣の
形成，地
場産物の
活用等の
食育の推
進に関す
る社会的
ニーズは
高い。 5

　心身の
健全な
発育の
推進，地
場産物
の活用
による地
域学習
等の面
から市民
ニーズは
高い。

24 B 継
続
縮
小
継
続

　安全・安心で
おいしい魅力
のある学校給
食による食育
の推進は，教
育の一環であ
り継続して実
施していくこと
が必要であ
る。
　しかし，給食
という教材を
活用した学校
全体での食育
を推進していく
ためには，選
択制のあり方
を今後保護者
等の意見を把
握しながら検
討していくこと
が必要であ
る。
　家庭からの
持参弁当は，
家庭教育の推
進の からの

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

継
続

コスト削減
と食育推進
に取り組
む。また，
保護者との
連携を図
り，事業の
あり方につ
いて検証を
進める。
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小中学
校リ
ニューア
ル事業
（耐震診
断・補
強・改築
等）

【背景】
＊　学校施設は，児童生徒が
一日の大半を過ごす学校教
育の場であるとともに，災害
時には地域住民の避難施設
としての役割を果たすことか
ら，安全性の確保が極めて必
要となる。
＊　施設の耐震性について
は，構造耐震指標である「Ｉｓ
値」により安全性を確認してい
る。
　　・　Ｉｓ値0.3未満－大規模な
地震（震度６以上）に対して，
倒壊または崩壊するする危険
性がある。
　　・　Ｉｓ値0.3以上～0.6未満
－（同上），倒壊または崩壊す
るする危険性が高い。
　　・　Ｉｓ値0.6以上～－（同
上），倒壊または崩壊する危
険性が低い。
　　※　学校施設については，
安全性を考慮しＩｓ値0.7以上と
設定（国庫補助対象）

　緊急性が高く，市民ニーズも
高いことから早期整備を進め
ていく必要がある。
　そのためには，予算措置の
みならず組織体制の整備が不
可欠である。特に，Ｉｓ値0.3未
満の学校を含む新たな教育環
境の整備（ハード面，ソフト面）
については，教育委員会での
所管が適切かどうかの判断を
要する。

児
童
生
徒
，
地
域
住
民

耐震診断の結果
に基づき，耐震性
を確保する必要な
整備（補強，改
築）を計画的に行
う。

学校生活における児童
生徒の安全性の確保
災害時の避難施設とし
て安全性の確保

561,584 5

＊　国庫補
助金及び経
済対策関連
の交付金等
を活用して，
積極的に整
備を進めて
いる。
＊　平成２２
年度から耐
震化に併せ
て太陽光発
電設備を設
置していくこ
とで，施設
の安全性と
ともに学校
施設のエコ
化，環境教
育の推進を
図っていく。

4

＊　耐震化
率は，全国
平均を上回
り，県内市
町の中で
トップであ
る。
＊　学校施
設の場合，
夏季休業
期間中に
工事が進
捗するかが
課題である
ため，事業
実施の迅
速化を図る
必要があ
る。　（特
に，実施設
計発注か
ら，工法の
決定，耐震
診断判定
委員会の
決定を受
け 実施設

3

＊　工事
費につい
て，各学
校毎に施
設の立
地状況
や補強
箇所等
が異なる
が，工
法・技術
の進歩に
合わせ，
最適な工
法と事業
費を総合
的に検討
して決定
していくこ
とが求め
られる。

5

＊　設置
者として
当然の
義務であ
る。

5

＊　児童
生徒の
教育の
場とし
て，また
災害時
は避難
施設とし
て防災
機能を果
たすこと
から，施
設の安
全性の
確保に
対する
ニーズは
極めて
高い。

5

＊　同上

27 A 拡
大
拡
大
拡
大

①　平成２３年
度以降は，市
街地部分の
（大規模）学校
の耐震化へと
進んでいくた
め，設計から
工事発注，工
事監理まで迅
速かつ集中で
きる体制が必
要である。
②　Ｉｓ値０．３
未満の学校
（三良坂小：１
校）について
は，新たな「教
育ビジョン」の
もとで先進的
な学校施設の
設置が検討さ
れている。これ
は，ハード面
の整備だけで
なくソフト面の
業務でもあり，
事業 行 制

人
員

有
り

5
 
組
織
・
機
構
の
見
直
し

拡
大

学校生活に
おける児
童・生徒の
安全確保の
ため，早期
の耐震化が
必要であ
る。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

3
 
民
間
委
託
等
の
推
進

事
業
規
模

有
り

9
 
事
業
の
迅
速
化
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平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
市費負担
教員数

人数 38 39 39

　三次市独
自に採用し
た臨時的任
用教員（指導
講師含め）と
教科指導講
師の合計

H
2
0
3,369,236 ⑷

学力到達
度検査結
果での平
均正答率

％ 80 80 （1月実施）

市独自で実施
する学力検査
の平均正答
率。
向上してい
る。

⑵
H
2
1
3,360,153 ⑸

⑶
H
2
2
3,281,538 ⑹

⑴
夏季研修
講座の実
施数

回 24 14 18
  実施延べ
回数

H
2
0

41,583 ⑷

学力到達
度検査の
平均正答
率

％ 80 80 80

  学力到達
度検査（小2
～中3の国
語，算数･数
学，英語）の
平均正答率

⑵

夏季研修
講座１講
座あたり
参加人数

人 46 41 30
  講座１回あ
たりの参加
人数

H
2
1

98,071 ⑸

⑶
H
2
2

79,222 ⑹

⑴
実施児
童・生徒
数

人 4,122 4,078 4,064

   児童・生徒
数に年度に
よるバラつき
があるため，
コストが増減
する。

H
2
0

906 ⑷
全体平均
正答率 ％ 80 80 80

   全体の平均正
答率が上昇して
きおり，取組みの
成果が伺える。

⑵
H
2
1

893 ⑸

⑶
H
2
2

1,196 ⑹

⑴
アドバイ
ザー指導
日数

日 11 15 15

   アドバイ
ザー指導の
べ日数
   平成22年
度は予定日
数

H
2
0
236,272 ⑷

学力到達
度検査結
果での平
均正答率

％ 80 80 80

   学力到達度検
査結果（小学校２
年生から中学校
３年生までの国
語・算数・数学・
英語）の平均通
過率

⑵
H
2
1
177,200 ⑸

⑶
H
2
2
181,733 ⑹

33

第
1
 
こ
ど
も

２
教
　
育

(

1

)

子
ど
も
た
ち
の
た
め
の
学
校
改
革

15

学
校
教
育
課

確かな
学力向
上事業

　 「明るく元気なみよしの子ども」
を育成することを目的として少人
数学級編制や習熟度別少人数
指導を行うため，市費負担教員
を任用しする。平成16年度はス
テップ１として，市費負担教員を
20名を任用し，小学校において
は「30人学級（34人以下）」，中学
校においては英語・数学での「習
熟度別少人数指導」を実施して
きた。平成17年度は市費負担教
員22名を任用。平成18年度はス
テップ2として，市費負担教員25
名を任用し，小学校においては
「25人学級（29人以下）」，中学校
においては英語・数学での「習熟
度別少人数指導」を実施してき
た。さらに，平成19年度は，市費
教員28名を任用し，三次小と三
和小低学年各1クラスを20人学
級モデルプランとして実施。平成
20年度は，前年度までの取組み
を検証するための検討委員会を
開催し最終的にステップ３として
市費教員38名を任用し，平成21
年度は，市費教員39名を任用
し，6小学校に26名，7中学校に
13名を配置した。
平成22年度は，市費教 38

・少人数学級編制を効果的に
活用した指導方法等のさらな
る工夫改善。
・優秀な人材確保のための情
報発信及び勤務条件の改善
充実。
・資質向上のための研修制度
の充実。
・プランの費用対効果の検証
方法の工夫。
・平成22年度から初めて初任
者指導にあたる講師を配置し
たが，指導力向上を図ることが
最も大きな課題である。

　
三
次
市
内
小
・
中
学
校
の
児
童
･
生
徒

　現行制度（公立
義務教育諸学校
の学級編制及び
教職員定数の標
準に関する法律
施行令）により学
級定員が40名の
ところを，三次市
では段階的に少
人数学級編制を
行い，これまでの
進捗状況を検証
のうえ，最終的に
は「20人学級編
制」をめざすことと
している。

　次世代を担う”明るく元
気なみよしの子ども”を
育てることを掲げ，三次
市独自の「のびのび学
級三次プラン」を推進
し，学力向上日本一を
めざす。

131,046 5

　成果指標
において
は，向上が
認められる
ほか，児童
生徒・保護
者・教員を
対象とした
アンケート
で，学習意
欲の向上や
人間関係の
深化等につ
いて成果が
認められ，
十分目的に
合致してい
ると考える。

4

現行制度
（公立義務
教育諸学
校の学級
編制及び
教職員定
数の標準
に関する法
律施行令）
により学級
定員が40
名のところ
を，三次市
では段階的
に少人数
学級編制を
行い，これ
までの進捗
状況を検証
のうえ，最
終的には
「20人学級
編制」をめ
ざしていく。

4

　市町独
自で少人
数学級
編制が
可能と
なった
上，大量
退職時
代を迎え
て質の高
い教員の
確保が
困難な今
日的状
況がある
ため，三
次市独
自で優秀
な人材を
確保して
いくこと
が益々
厳しく
なってき
ている。
そうした
での

5

　義務教
育に係る
内容であ
り，さら
に三次
市として
の独自
性を発揮
すべき内
容であ
る。

5

　文部科
学省によ
る全国的
な学力
調査が
実施され
るように
なるな
ど，児
童･生徒
に確かな
学力を身
につけさ
せること
について
の社会
的ニーズ
は極め
て高い。

5

　少子化
が進み，
一人一
人の実
態に応じ
た教育
の充実
について
は，保護
者からの
要求だけ
でなく，
市民レベ
ルでも
ニーズは
極めて
高い。

28 A 継
続
継
続
継
続

　学校教育の
充実，とりわけ
学力の向上は
社会的ニーズ
が極めて大き
い。
　少人数学級・
少人数指導を
継続的に展開
していく中で，
生徒指導上の
課題が激減す
るとともに，学
力検査等の客
観的なデータ
を見る中で，
着実に基礎学
力は向上して
きており，市内
小・中学校は
大きく変容して
きている。
　さらに，子育
て日本一をめ
ざす本市の重
点施策の中核
をなす事業で

無
し

継
続

着実に成果
は上がって
おり，今後，
効果の検証
を行いなが
ら，指導方
法の改善，
優秀な人材
の確保に努
めていく必
要がある。
また，事業
を統合さ
せ，充実を
図る。
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学
校
教
育
課

教職員
資質向
上事業

　教職員の教科指導力，生徒
指導力をはじめ，教育に携わ
るものとしての資質の向上を
めざし，年間を通じて計画的
に研修を実施する。
　内容は，管理職を対象とす
るものから，一般教諭等を対
象とするもの，初任者を対象
とするもの，市費教員を対象
とするもの等，すべての教職
員について，職務の内容や経
験に応じて幅広く計画する。
　また，講師等についても，三
次市スーパーアドバイザーを
はじめとして，全国トップレベ
ルの講師を招聘し，実践的で
質の高い研修を実施する。

・中･長期的に見通しを持った
研修の実施。
・個別課題や実態に応じた研
修実施のための工夫。
・研修内容等講座の選択と集
中による精選。
・研修成果等の一元的保管管
理体制の構築。

　
三
次
市
内
小
中
学
校
の
児
童
生
徒

　教職員研修を年
間を通じて，市独
自に実施し，教職
員の教科指導
力，生徒指導力
の向上を図り，併
せて豊かな人間
性を培い，意欲と
実践力のある教
職員を育成する。

　児童生徒の意欲，理
解度，学力等を向上さ
せる。

1,373 5

　 スーパー
アドバイ
ザーをはじ
めとする優
秀な講師を
招聘して，
質の高い実
践的な内容
の講座を開
催すること
により，教職
員の意識変
革が進んで
いる。研修し
た内容を学
習指導に生
かすことに
より学力到
達度検査の
結果も向上
している。

3

　 講座開
設に係って
は，個の力
量を高める
ための研修
から，各学
校の主任・
主事等のミ
ドルリー
ダーを中心
に学校体
制に活かす
ことを意識
した主体的
な研修参加
が見られる
ようになっ
てきた。
　夏季休業
中だけでな
く，年間を
通じて意図
的・計画的
に研修を実
施すること
や実践発
や実

4

　 三次市
の児童・
生徒の
学力向
上を始
め，生き
る力とな
る思考
力・判断
力・表現
力を身に
つけさせ
ていく為
には，三
次市の
教職員
の資質
向上は
必要不
可欠であ
る。
　 教職員
の力量を
つけるこ
とは，三
次市教
育行政

5

　 自治
体独自
にこうし
た研修
事業を開
設してい
るのは，
全国的
にも稀で
ある。三
次市の
実態に
即した独
自の研
修を行う
ことに意
義があ
る。
　 教職
員のさら
なる資質
向上が
求められ
ており，
三次市
の児童
生 の

5

　 中教
審答申
等から
も，「教
師力」の
強化は
強く求め
られてお
り，教職
員の資
質の向
上は社
会的
ニーズが
極めて
高い。
　 また，
新学習
指導要
領につい
ての研
修をはじ
め，幅広
い視野
に立った
取組み
はますま

5

　 最大
の教育
条件であ
る教職員
の資質
向上は，
子育て
日本一を
めざす本
市の市
民から強
く求めら
れてい
る。
　 50年
後，100
年後の
夢ある三
次のまち
づくりに
向け，三
次市の
教育に
期待する
ものは大
きいと考
える

27 A 継
続
継
続
継
続

・計画的な教
職員研修を継
続してきたこと
により，教職員
の研修の質的
レベルも向上
し，児童生徒
の学力が着実
に向上してき
ている。
・他市町から
の参加等もあ
り，市独自の
研修成果は児
童生徒の学力
だけでなく，学
校の教育活動
全体の活性化
に結びついて
いる。
・今後，改善を
図りながら継
続をし，さらな
る成果につな
ぐことが必要
である。

無
し

継
続

成果は着実
に上がって
きているこ
とから，今
後，研修内
容について
改善を図り
ながら，計
画的に研修
を進め，教
職員のさら
なる資質向
上を目指
す。
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学
校
教
育
課

学力到
達度検
査事業

   三次市全域の児童・生徒の
基礎学力の定着状況を把握
し，学力向上対策関係事業の
実施及び指導方法等の工夫
改善を図る。

・学力検査の実施時期につい
て，検討しながら行う。
・検査結果の分析において特
に課題の見られる学校を絞り
込み，授業改善の具体的方法
等について検討する必要があ
る。
・中学校においては，理科・社
会の学力検査実施の検討を行
う必要がある。

 
 
 
三
次
市
内
全
域
の
児
童
・
生
徒

・統一問題による
学力検査の実施
・検査結果の分析
及び指導改善計
画の作成

   児童・生徒の基礎学
力の定着

3,645 5

   児童・生徒
の学力向上
の状況を検
証するため
の客観的な
指標となるた
め，極めて重
要な意味を
持つ。

4

   検証の
指標として
より客観性
を高めるた
めに，実施
教科を増や
すことも可
能である。

5

   実施に
必要とな
る必要最
低限のコ
ストであ
り，コスト
削減の
余地はな
い。実施
教科を増
やせばコ
スト増を
伴う。

5

   市内
の全児
童・生徒
を対象と
する限
り，市と
して実施
すること
が妥当
である。

4

   児童・
生徒に確
かな学力
を見に付
けさせる
ことにつ
いての社
会的ニー
ズは極め
て高い
が，その
検証の方
法は本検
査に限ら
れるもの
ではな
い。

3

   児童・
生徒の
学力向
上を客観
的に測
定し検証
に資する
ことに対
する市民
ニーズは
高いと思
われる
が，その
方法は
本検査
に限られ
るもので
はない。
また，本
事業実
施につい
ての，市
民ニーズ
をアン
ケート等
で図った
ことはな

26 B 継
続
継
続
継
続

   学力向上の
状況を測る客
観的な指標を
得るために事
業の継続が必
要である。しか
し，実施内容
に改善の余地
があり，また結
果を踏まえた
取組みの内容
には充実が求
められる。 有

り

1
5
 
効
果
の
検
証

継
続

成果は上
がってきて
いることか
ら，検査の
結果を踏ま
え，今後も
授業内容を
工夫・改善
していく。
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学
校
教
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課

教育都
市みよ
しスー
パー
アップ事
業

  日本を代表する有識者を本
市の教育アドバイザーに委嘱
し，施策についての助言や外
部評価，教職員研修などに取
組むことにより，教職員の指
導力の向上，児童生徒の学
力向上に効果的に結びつけ
る。

   スーパーアドバイザーに依
存することなく，学校が主体的
に研究推進を進めるための指
導の充実を図る。
   中学校における学力向上が
確実に進んでいくよう，学校組
織としてスーパーアドバイザー
の指導助言を受けていく体制
を整える必要がある。

 
 
 
三
次
市
全
域
の
児
童
生
徒
及
び
保
護
者

   国語，算数・数
学，英語の各教
科及び子どもの生
活づくりの各分野
における国内有
数の有識者の方
を，本市の教育に
対するアドバイ
ザーとして委嘱
し，年間を通して
教科・課題別によ
る幅広く実践的な
指導や助言を受
け，教職員のより
高度な指導力を
養成する。

   児童生徒について
は，確かな基礎学力の
定着を図り，各学年での
学習内容を確実に習得
した状態。
   保護者については，
子どもの基本的な生活
習慣を確立し，安心して
元気に学校に行ける状
況を常に保つ状態。

2,658 4

   実施事業
に係る外部
評価として
は，本制度
によって行う
ことが適切
かつ有効で
ある。

3

   教科学
力の向上
については
一定の成
果を得てい
る一方で，
一歩先んじ
た教育施
策を展開す
るための視
点での活用
が必要であ
る。

4

   日本屈
指の方を
アドバイ
ザーとし
て委嘱す
る経費と
しては破
格で引き
受けてい
ただいて
おり，コ
スト面の
削減よ
り，その
活用を高
めること
が課題で
ある。

4

   市の教
育施策と
してミニマ
ムスタン
ダードを
設定し，
PDCAサ
イクルで
取組を進
めること
は，今後
の地方自
治による
責任ある
教育行政
を推進す
る上では
必須条件
である。
市でなけ
ればでき
ないこと
ではない
が，上記
の視点か
ら考える
場合，市
でやるか
らこそ意

4

   社会
変化や
状況変
化に応じ
た教育
施策の
展開や
教職員
の資質・
指導力
の向上
に対する
社会的
ニーズは
高い。

4

   市民
が直接
本事業
について
触れ合う
機会が
ないが，
成果とし
てのニー
ズは高
い。

23 B 継
続
継
続
継
続

   本市の学力
向上に向けて
教員の資質向
上は，極めて
重要な課題で
ある。
   次期アドバ
イザーの委嘱
に向けて，過
去5年間の成
果と課題を整
理し，アドバイ
ザーのより効
果的な活用方
法と内容につ
いて検討を要
する。

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

継
続

成果は上
がってきて
おり，個々
の学校の実
態に即した
指導・助言
を得ること
ができる事
業であるた
め，効果の
検証を行
い，次期へ
つなげてい
く必要があ
る。

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

9／63 2010/11/18



平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
事業実施
校 校 38 33

事業計画書
及び事業予
算計画書の
提出のあっ
た学校に予
算配当

H
2
0

⑷

学力到達
度検査の
平均通過
率

％ 80 ３学期実施
　小学校・中学校
実施学年の学力
到達度検査結果
の平均通過率

⑵
H
2
1
213,000 ⑸

⑶
H
2
2
247,363 ⑹

⑴
学校支援
員配置数 人 11 11

学校支援員
配置人数

H
2
0
#DIV/0! ⑷

支援員の
対象児童
生徒数

人 20 20
学校支援員が支
援を行った対象
児童・生徒。

⑵
H
2
1
1,706,545 ⑸

⑶
H
2
2
1,526,181 ⑹

⑴
児童・生
徒数 人 4,031 4,590 4,579

   児童・生徒
数

H
2
0

673 ⑷
学力到達
度検査平
均正答率

％ 80 80 80

学力到達度
検査結果（小
２～中３ま
で）の平均通
過率。

⑵
H
2
1

571 ⑸

⑶
H
2
2

583 ⑹

⑴
就学指導
委員会対
象者

人 100 98 100

  就学指導
委員会が意
見を付した
対象者数

H
2
0

74,610 ⑷
特別支援
学級数

学級 44 44 43
  特別支援
学級設置数

⑵
研修会実
施回数 回 8 5 7

  市の主催
により開催し
た研修会実
施回数

H
2
1

96,265 ⑸
研修会参
加者 人 450 480 500

  研修会参
加者のべ人
数

⑶
巡回相談
実施回数 回 36 36 40

  巡回相談
実施回数

H
2
2
104,010 ⑹

37

第
1
 
こ
ど
も

２
教
　
育

(

1

)

子
ど
も
た
ち
の
た
め
の
学
校
改
革

21

学
校
教
育
課

「生き生
き学校」
予算推
進事業

（目的）
　地域や児童・生徒の実態に応
じた学校独自の豊かな教育内容
の創造や教育活動を支援し，児
童・生徒の学習意欲の喚起と学
力向上につなげる。
（配当対象経費）
　「三次市生き生き学校予算推
進事業」の予算額の範囲内で，
実践研究及び研究公開等に係る
経費を配当するものとする。
（指定期間）
　指定期間は１年間とし，その期
間内に研究実践を行う。

・特色ある取り組みについて
は，学校間だけでなく，保護
者・地域はもとより市民への情
報発信を積極的に行わせてい
く必要がある。
・学力向上に特化しているもの
から広く学校教育全般に関わ
ることへ拡大し，予算的にも思
い切った配分を行い，これまで
以上に先進的な取組を促して
いく。

 
 
 
三
次
市
内
小
・
中
学
校
の
児
童
･
生
徒

   地域や児童・生
徒の実態に応じた
学校独自の豊か
な教育内容の創
造や教育活動を
支援し，児童・生
徒の学習意欲の
喚起と学力向上
につなげる。

・特色ある取組について
は，学校間だけでなく，
保護者・地域はもとより
市民への情報発信を積
極的に行わせていく必
要がある。

8,094 5

   重点校で
の特色ある
取組により
積極的に事
業が進めら
れおり，成
果も上がっ
ている。県
内，さらには
全国に向け
て取組を発
表できる学
校が数校見
られるように
なってきた。

4

   事業2年
目を迎え，
学校独自
の特色を生
かした実践
が進みつ
つある。し
かし中には
取組の内
容に学校
間格差もあ
る。先進的
な特色ある
取組を情報
発信し，有
効活用して
いくため
に，さらな
る工夫が必
要である。

4

   特色あ
る取組の
情報共
有化によ
り，コスト
削減の
余地はあ
るが教育
内容の
充実の
為にはさ
らなる拡
充が必
要と考え
る。

5

   義務
教育に
係る内容
であり，
さらに三
次市とし
ての独
自性を発
揮すべき
内容であ
る。

5

   児童･
生徒に
確かな
学力を身
につけさ
せること
について
の社会
的ニーズ
は高い。

4

   義務
教育就
学児童･
生徒をも
つ保護
者からの
ニーズは
高い。

27 A
未
実
施

継
続
継
続

   学校の主体
性と誘導施策と
しての一貫性を
保持しながら，
学力向上に特
化しているもの
から広く学校教
育全般に関わ
ることへも考慮
し，予算的にも
各学校が学校
経営全体の中
で予算執行でき
るよう配分を行
い，先進的な取
組を促していき
たい。

無
し

継
続

各取組の情
報の共有化
を図りなが
ら，教職員
や児童生徒
の意欲と学
力の向上に
つなげてい
くことで，
個々の学校
の実態に応
じた教育の
充実を図る
必要があ
る。
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学
校
教
育
課

学校支
援員配
置事業

   市内小中学校の教育活動
をより充実するため，校長が
必要とする教育補助活動に対
して三次市学校支援員を配置
し，学校における教育活動を
充実し，児童生徒の支援の充
実を図る。

　 学校支援員の配置は，保護
者・学校からのニーズが高い
が，人材の確保等困難であ
る。授業づくりについて，市教
委主催の教職員研修や，夏季
休業中の「夏季研修」など著名
な大学教授や，各学校におい
て学校経営の観点から，学校
の教育目標に応じた講師を招
聘し，授業力向上に努めてい
るところである。
　しかし，こどもを取り巻く環境
は変化しており，市民ニーズに
応じた教育活動を展開するに
は，学校支援員の配置はもと
より，様々な支援が必要であ
る。

 
 
 
市
民

校長の指導のも
と，担任教員と協
力し概ね次に掲
げる職務を行う。
①生活及び学習
上の困難を有す
る児童生徒に対
する支援
②放課後や長期
休業中の学習支
援
③担任等教員の
教務事務補助

   学校支援員配置によ
り，一人一人の教育的
ニーズに対して，支援の
充実を図り，学びと育ち
を保障する授業づくりを
推進する。

18,772 3

  子どもを取
り巻く環境
が変化し，
子ども一人
ひとりの教
育的ニーズ
も多様化し
ており，より
個に応じた
支援が求め
られており，
支援員の配
置により支
援の充実が
図られる。

3

   ２年目の
事業であ
り，今年度
の成果と課
題を検証
し，さらに
改善してい
く必要があ
る。

4

   費用
は，学校
支援員
の賃金で
ある。
   保護者
や学校
からの
ニーズも
高く，今
後充実を
図る必要
があり，
コスト削
減は難し
い。

5

   学校
への支
援員の
配置であ
り，市で
行うこと
が必要
である。

4

   健全な
児童の
育成は
地域課
題の一
つであ
る。

4

   児童・
生徒が
学校生
活を安心
して送る
ことは，
保護者
にとって
重要なこ
とであ
り，支援
員の配
置は保
護者の
ニーズが
高い。

23 B
未
実
施

継
続
継
続

　 子どもを取
り巻く環境が
変化し，子ども
一人ひとりの
教育的ニーズ
も多様化して
おり，より個に
応じた支援が
求められてい
る。
   保護者や学
校からのニー
ズも非常に高
く，学校におけ
る教育活動の
充実や児童生
徒への充実を
図るためにも，
今後より一層
の充実を図る
必要性があ
る。

事
業
規
模

事
業
内
容
の
充
実
を
図
る

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

継
続

個々の学校
の課題に即
した教育活
動を支援す
るために
も，効果的
な活用を図
り，一層の
充実を図る
必要があ
る。
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学
校
教
育
課

補助教
材支援
事業（基
礎学力
定着事
業）

   確かな学力向上の取組みと
して，三次市内の小学校２科
目（国語・算数），中学校３科
目（国語・数学・英語）の繰り
返し学習用補助教材購入費
補助を，各学校の児童生徒数
に応じ，補助するものである。

   引き続き，各学校で教材の
選定を行うが，児童生徒の実
態に応じた補助並びに，教材
の選定のしやすさを検討すべ
き。

 
 
 
各
小
・
中
学
校
の
児
童
生
徒

   各学校に対し，
補助教材購入費
の５割を補助し，
確かな学力の向
上のために，指導
を行う。

・繰り返し学習により，
確かな学力を身につけ
させる。
・保護者の教材費負担
軽減を図る。

2,624 4

   目的が明
確で，受益者
負担・行政負
担を同一にし
ている。

3

   家庭学
習や休憩
時間を活用
するなど，
成果向上
の余地は
ある。

4

   教材選
定による
コスト削
減を行っ
ているた
め，余り
削減の
余地はな
い。

4

   教材
購入費
に対する
補助の
ため，市
がやった
方がより
よくでき
る。

4

   教育の
ニーズが
高くなって
いるため。

3

   市民
ニーズは
やや高
い（保護
者を含
む）。

22 B 縮
小

未
実
施

縮
小

   子どもを取り巻
く環境が変化し，
子ども一人ひとり
の教育的ニーズ
も多様化してお
り，より個に応じ
た支援が求めら
れている。
   保護者や学校
からのニーズも非
常に高く，学校に
おける教育活動
の充実や児童生
徒への充実を図
るためにも，今後
より一層の充実を
図る必要性があ
る。

事
業
規
模

事
業
内
容
の
充
実
を
図
る

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

縮
小

成果は上
がってきて
いることか
ら，児童・生
徒の実態を
踏まえ，事
業内容を見
直していくこ
とが必要で
ある。
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学
校
教
育
課

特別支
援教育
推進事
業

   特別支援教育は，障害のあ
る幼児・児童・生徒一人一人
の教育的ニーズに応じた適切
な指導や必要な支援を行うも
のである。平成19年度からは
改正学校教育法の施行によ
り，全国の幼稚園，小学校，
中学校，高等学校，中等教育
学校及び特別支援学校にお
いて，支援体制の整備が進め
られている。
   特別な教育的ニーズのある
幼児・児童・生徒について，そ
の能力や可能性を最大限に
伸ばし，その能力や可能性を
最大限に伸ばし，自立し社会
参加するための基盤となる生
きる力を培うため，一人ひとり
の教育的ニーズに応じた，生
活や学習上の困難を克服す
るための適切な指導及び支援
を行う。

   校内における支援体制の充
実を図るため，教職員の専門
性の向上や授業改善を図り，
特別支援教育の推進を図って
いく。
発達障害を含む障害のある幼
児・児童・生徒への乳幼児期
から成人期までの一貫した支
援を行うため、関係機関（医
療、保健、福祉、労働等）と連
携した取組を行っていく必要が
ある。
   教育相談体制の充実を図っ
ているところではあるが，まだ
十分ではなく，また近隣にも専
門機関が少ないため，早期か
らの対応が困難な場合があ
る。市内の関係機関と連携し，
幼児期からの相談体制の充実
等，取組を進めるとともに，巡
回相談等の充実を図る必要が
ある。
   また，校内における支援体
制の充実を図るため，通級指
導教室の設置の必要性があ
る。

①
三
次
市
地
域
の
児
童
・
生
徒
及
び
保
護
者

②
三
次
市
内
小
・
中
学
校
の
教
職
員

①一人一人の教
育的ニーズに応じ
た教育的支援
②生活や学習上
の困難を改善・克
服するための指
導及び支援
③関係機関の連
携等による相談体
制及び一貫した支
援体制の構築
④教職員の専門
性の向上のため
の研修会，巡回
相談の実施
⑤適正な就学指
導の実施

・特別な教育的ニーズ
のある児童・生徒の
個々の可能性を最大限
に伸ばす。
・特別支援教育に関す
る啓発を行い，特別な
教育的ニーズのある幼
児児童生徒の支援のあ
り方等について理解を
深める。

9,434 4

   巡回相談
や研修会の
開催により，
教職員の特
別支援教育
に対する理
解が深まった
ことは大きな
成果である。
巡回相談実
施回数も多
く，学校にお
けるニーズが
高いことが分
かる。今後
は，相談体制
の充実や地
域における中
核となる人材
の育成を行う
ことで，より
一人ひとりの
教育的ニー
ズに応じた教
育的支援が
行えるものと
考える。

3

   研修会や
巡回相談の
実施により，
管理職や特
別支援教育
コーディネー
ターの専門
性の更なる
向上が見込
まれる。
   また，関
係機関との
連携による
相談体制の
充実を図る
ことで，更な
る成果の向
上が見込ま
れる。

4

   今後，
支援体
制の充
実等を
図ってい
く必要が
あり，人
件費が
大半を占
めるコス
トの削減
は難し
い。

5

   特別支
援教育の
推進に当
たっては，
関係機関
との連携
が必要で
あり，支援
体制の構
築に当たっ
ては市が
中心になり
推進する
必要があ
る。
   また，本
市におけ
る特別支
援教育の
推進を図
るため，一
人ひとりの
教育的
ニーズに
応じた支
援の在り
方など，市
が中心とな
り推進して
いく必要が
ある。

5

   今年度広
島県教育委
員会には特
別支援教育
課が設置さ
れた。特別
な教育的
ニーズのあ
る児童生徒
の自立と社
会参加のた
めに，生活
や学習上の
困難を改
善・克服す
るための取
組みが求め
られており，
一人ひとり
の教育的
ニーズに応
じた支援や
自立や社会
参加に向け
た支援が望
まれてい
る。

4

   保護
者は，一
人ひとり
の教育
的ニーズ
に応じた
教育をで
きる限り
地域生
活に密
着した形
で受けた
いという
願いを持
たれてお
り，個々
のニーズ
に応じた
支援や
支援体
制の充
実などが
必要であ
る。

25 B 拡
大
継
続
継
続

　 これまでの
取り組みによ
り，個々の教
育的ニーズに
応じた指導及
び支援，校内
における支援
体制が整備さ
れつつある。
新学習指導要
領では，全て
の児童・生徒
に個別の指導
計画，支援計
画を作成する
ことが規定さ
れた。三次市
においてもサ
ポートファイル
の活用促進が
図られており，
学校教育にお
ける特別支援
教育の充実へ
の期待は大き
い。障害の重
度・ 化 多

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

継
続

今後も一貫
した支援体
制の充実に
むけ，関係
機関と連携
した相談談
体制，指導
内容の充実
に取り組ん
でいく必要
がある。

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

予
算
額

有
り

1
6
 
予
算
の
見
直
し

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

10／63 2010/11/18



平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴

教育相談
員・青少
年指導相
談員の配
置人数

人 8 8 10

　 こども応援
センター，適
応指導教室
の相談員等
が当該事業
に関わって
いる人数

H
2
0
2,129,875 ⑷

対前年度
比不登校
児童生徒
数

人 ▲2 ▲ 7 ▲ 5

   本年度の
不登校児童
生徒数から
昨年度の当
該数を差し
引いた数

⑵
H
2
1
1,988,000 ⑸

⑶
H
2
2
1,720,400 ⑹

⑴
連絡協議
会の開催 回 2 2 3

   関係機関と連
携し，支援体制
の構築や保幼小
連携に係る実践
を行う。
   また，実践報告
を行うことにより，
取組を市内に広
げていく。

H
2
0
1,796,000 ⑷

保育所・
幼稚園と
小学校の
連携の割
合（全国
学力・学
習状況調
査学校質
紙調査

％ データなし 77 88

現在は指定
校による合
同研修を主
に実施して
いるが，全市
に広める必
要があること
から，より高
い 合をめ

⑵
H
2
1
1,859,500 ⑸

⑶
H
2
2
1,211,333 ⑹

⑴

早期発
見・早期
対応のた
めの研修
会

回 3 3 3

   的確なアセスメ
ントにより，いじめ
を未然に察知す
るための研修

H
2
0
520,333 ⑷

いじめ発
生件数の
減少

件 8 16 4

   いじめ発
生件数「0」を
目指す

⑵
H
2
1
491,666 ⑸

⑶
H
2
2
484,333 ⑹

⑴
外国語指
導助手の
授業時数

時間 6,400 6,350 6,300

　 外国語指
導助手の配
置数が平成
20年度9名，
平成21年度8
名であるが，
平成22年度
は7名であ
る。

H
2
0

6,974 ⑷

小学校高
学年で年
間３０時
間以上の
「外国語
活動（英
語活動）」
を実施す
る 校数

校 14 29 28

　外国語活
動は全校で
実施してい
る。

⑵
H
2
1

7,393 ⑸

三次市学
力到達度
検査での
英語の平
均正答率

％ 76 75 ３学期実施予定

　概ね満足
できる状況
にある。

⑶
H
2
2

7,089 ⑹
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学
校
教
育
室

不登校
１/２作
戦

・不登校児童生徒を出さない
未然防止（早期発見・早期対
応），不登校児童生徒への学
校復帰の取組み（個別の支援
計画に基づいた具体的な支
援・適応指導教室への通室）
を行政が学校・家庭や地域と
連携し取組む。
・不登校対策に係るスーパー・
アドバイザー（環太平洋大学
杉田郁代　次世代教育学部
学級経営学科　講師）制度を
設け，教職員対象の研修を行
い，教職員の不登校対策に係
る資質の向上に努める。ま
た，不登校児童生徒及びその
保護者に対する具体的な支
援や，学校の教員を対象にコ
ンサルテーションを行う。
・不登校対策の未然防止とし
て，コミュニケーション・アドバ
イザー及び教師学インストラク
ターの，三上かおり先生を招
聘し，小・中学校不登校対策
研修会において，スキルを学
ぶ。

・学校環境適応に係る，アセス
メントを実行し，一次支援を中
心にした取り組みを推進する
必要がある。
・不登校対策に係る教職員の
資質向上をさらに図る必要が
ある。
・成果の上がった実践・取組み
について情報発信をし，他校
に広げていく必要がある。
・校長面談の徹底化により，学
校体制としての不登校対策を
充実させていく必要がある。
・個別支援計画を作成し，個々
に応じた支援を具体的に行う
必要がある。
・適応指導教室から学校（学
級）に復帰させる取組みを充
実させていく必要がある。
・小中連携を組織的かつ継続
的に行う必要がある。

 
 
 
三
次
市
地
域
の
児
童
・
生
徒
と
そ
の
保
護
者

   不登校理解や
不登校児童生徒
への支援のあり
方に係る研修の
機会を設け，教職
員の資質向上を
図るとともに不登
校児童生徒の状
況把握を行い，教
育相談員が学校
と連携をして不登
校児童生徒が学
校復帰できるよう
に取組む。

   不登校に悩む児童・
生徒が安心して学校に
復帰し，また社会生活を
行えるようにする。

15,904 5

   不登校対
策研修を充
実させること
で，教職員
の資質の向
上を図るこ
とができる。
   不登校児
童生徒の状
況を把握
し，教育相
談員･青少
年指導員等
が不登校児
童生徒や保
護者へ具体
的に取組む
ことは有効
である。
   スクール
カウンセ
ラーが児童
生徒や保護
者の要望に
応じて面談
することは
有効であ

3

   教職員
のさらなる
資質向上を
図り，組織
的な体制を
充実させて
いくため
に，事業内
容の工夫・
改善が必
要である。

4

   教育相
談員，青
少年指
導相談
員及びス
クールカ
ウンセ
ラーの人
件費が
大半であ
り，削減
は難しい
が，事業
を実施す
ることで
得られる
効果や
成果を常
に意識
し，効率
性の向
上を図っ
ていく。

5

   不登
校児童
生徒へ
の取組
みは学
校現場
が直接
取組みを
進める
が，行政
的手法
による取
組みも全
国的に
行われ，
効果をあ
げてい
る。

5

   全国
的に不
登校が
増加し続
けている
現状に
あって，
豊かな
人間性
や社会
性，生涯
学習を支
える学力
を身につ
けるな
ど，すべ
ての児
童・生徒
がそれ
ぞれ自
己実現を
図り，ま
た，社会
の構成
員として
必要な

・能

4

   不登
校の児
童・生徒
を抱える
保護者
にとって
は切実
な問題で
あり，相
談活動を
はじめと
した不登
校対策
に対する
市民
ニーズは
高い。

26 B 継
続
継
続
継
続

　 不登校児童
生徒への取組
は，一人ひとり
の進路を保障
する重要な課
題である。不
登校１/２作戦
は，子育て日
本一をめざす
本市の重点施
策の一つであ
り，取組の内
容をより深化
させることで，
一層の効果が
期待できる。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

継
続

これまでの
取り組みを
検証し，成
果の上がっ
た実践・取
組みについ
て広げてい
くとともに，
保護者等と
も連携を図
り，予防や
事業の改善
を進め，取
り組みをさ
らに充実さ
せる必要が
ある。
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学
校
教
育
課

保幼小
中連携
推進事
業

　 新入学時の大きな環境の
変化から引き起こされる様々
な課題に適切に対応するた
め，保育所(園）の保育士，幼
稚園及び小学校の教員等が，
保・幼・小間の「段差」を理解
し，子どもの育ちや学びの連
続性についての相互理解を深
め，学校教育への接続を円滑
にすることにより，いわゆる
「小1プロブレム」を未然に防
止し，子どもたちの学校生活
の充実を図る。
　また，関係機関と連携し，保
護者の子育てに対する支援
体制の充実を図る。

   児童・生徒を取り巻く環境の
変化の中で起こる様々な問題
の解決を図るため，保育所，
幼稚園，小学校が連携協力し
て取組を進めなければならな
い。
①保育所，幼稚園，小学校が
相互理解を図り，連携を推進
する。
②一人一人の子どもの学びと
育ちを保障するための保育や
授業などのあり方について交
流を行い，なめらかな接続に
向けて指導方法や支援のあり
方について理解を深める。
③個に応じた支援や指導を行
うため，幼児期からの支援体
制の充実を図る。
④関係機関と連携し，子育て
支援等幼児期からの支援のあ
り方について検討し，支援体
制を充実していく必要がある。

 
 
 
三
次
市
地
域
の
幼
児
・
児
童
と
そ
の
保
護
者

①保育士，教職
員の合同研修会
の実施
②実践推進校に
よる実践研究
③連携協議会の
実施
　(子どもの連続
的な発達の理解
やつけたい力，支
援方法等につい
て協議)

   保幼小の連携により，
幼児児童の自発的な人
間関係づくりの資質や
活動意欲を高め，明るく
元気な子どもを育成す
る。
   保・幼・小の校種間で
子ども，教員の交流を
通して，つながりのある
教育活動を進め，地域
に根ざした学校づくりを
めざす。

3,719 4

   保幼小連
携を充実さ
せることは，
小学校生活
において意
欲向上につ
ながり，明る
く元気な子
どもの育成
につなが
る。

3

   取組を始
めて2年目
である。連
絡協議会
の形が見え
始めたとこ
ろであり，
今後改善
の余地は
ある。

4

   上記の
点からみ
ても，今
後，より
一層の
推進が
必要であ
り，コスト
の削減
は難し
い。

4

   保育
所，幼稚
園，小学
校の連
携につい
ては，設
置者であ
る市が中
心になり
推進して
いく必要
がある。

4

   「地域
の子ども
は地域
で育て
る」ため
に，保護
者・地域
の方にも
子どもた
ちの健全
育成に
関わって
いただく
ことは必
要不可
欠であ
る。

4

   なめら
かな接
続を行う
事で，子
どもたち
は安心し
て学校
生活をお
くること
ができ，
このこと
は，保護
者にとっ
て非常に
重要な
事であ
る。

23 B 継
続
拡
大
継
続

   幼児教育
は，学校での
生活や学習の
基盤であるこ
とから，学校
教育へいかに
接続するかが
大きな課題で
ある。保育士，
教職員が連携
し，子どもの発
達や学びの連
続性について
共通理解を図
ることは，段差
の解消につな
がるだけでな
く，明るく元気
な子どもの育
成につなが
る。
   また，お互
いの良い部分
を取り入れた
交流を行う事
で，幼児や児
童の基 的生

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

継
続

こどもの健
全な発育を
図るため，
幼稚園，保
育所，小学
校，中学校
が連携した
幼児期から
の一貫した
支援体制を
充実させる
必要があ
り，そのた
めに支援の
あり方を検
討する必要
がある。
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学
校
教
育
課

いじめ
対策ア
クション
プラン

   いじめに対する予防的な取
組みや，学校支援ネットワー
クを基盤とした組織的な対応
により，児童・生徒にとって居
心地のよいあたたかい学級づ
くりを行い，児童・生徒の心の
安定を図るとともに，不安定な
児童・生徒及びその保護者へ
の有効な支援を行う。

   昨今の社会的環境の変化
（核家族化，家庭の教育力の
低下，情報通信の発達，遊び
の変化，社会体験の不足等）
により，ともすれば自己中心的
な考えで相手の気持ちを思い
やる集団になりにくい状況があ
る。そうした状況を打破するた
めには，積極的な生徒指導や
保護者への啓発が必要であ
る。

 
 
 
三
次
市
地
域
の
児
童
・
生
徒
と
そ
の
保
護
者

①学校環境適応
調査や学校生活
満足度調査の実
施により，集団に
おける個の状況を
アセスメントし，個
への支援を行うと
ともに，あたたか
い学級づくりを行
うことを主眼にし
てモデル事業を実
施する。
②三次市子ども
応援センターを中
心とした学校支援
ネットワーク事業
の広報・周知を行
い積極的な活用
を図る。
③いじめや問題
行動防止に向け
た啓発パンフレッ
トを作成し，全保
護者へ配布する。

   児童・生徒の心の安
定を図るとともに，いじ
め・不登校の早期発見，
早期対応を行い，いじ
め・不登校を減少させ
る。

1,475 4

   いじめが
無く，明るく
元気な三次
の子どもの
育成につな
がる。保護
者の家庭教
育における
役割が理解
され，保護
者にとって
有益であ
る。

3

   今年度
の成果と課
題を見極
め，改善し
ていくこと
が不可欠で
ある。

4

   今年度
の成果を
検証する
中で，効
果的・効
率的な事
業内容と
していく。

5

   市立
学校に
おけるい
じめ問題
への対
策は，教
育行政
の責務と
して，学
校・保護
者等と連
携して市
が実施
すべき。 5

   いじめ
問題は
社会的
課題とし
て頻繁に
取り上げ
られてお
り，その
解消に
向けた取
組みに
対する社
会的
ニーズは
高い。

5

   いじめ
の撲滅
に対し
て，保護
者からの
ニーズは
極めて
高い。

26Ｂ 継
続
継
続
継
続

   いじめだけ
に特化するの
ではなく，平素
より，児童生
徒の問題行動
には目を配っ
ている。
学校，教育委
員会，子ども
応援センター，
適応指導教
室，地域サ
ポーターが連
携を蜜にし取
り組んでいる。

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

継
続

良好な教育
環境の確保
のため，い
じめの防
止，早期発
見を保護者
や関係機関
と連携しな
がら，実施
していく必
要がある。
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学
校
教
育
課

小・中学
校外国
語活動
推進事
業

   民間への業務委託により，
市内の全小・中学校に，英語
のネイティブ・スピーカーであ
る外国語指導助手（ALT)を配
置し，外国語教育の充実を図
る。

・外国語指導助手の活用につ
いて教職員の研修等を図る。
・学力検査の結果等を踏まえ，
小中連携を円滑に推進し，中
学校英語科の授業改善を図
る。

 
 
 
三
次
市
内
全
域
の
児
童
・
生
徒

   外国語指導助
手の全校配置

・児童・生徒が異文化や
異言語に柔軟に接する
ことができるようにする。
・小・中学校９年間で学
ぶべき英語の基礎・基
本を身に付けている。

46,948 5

　 児童・生
徒に異なる
言語・文化
に触れさ
せ，外国語
を学習する
上で，外国
語指導助手
の全校配置
は極めて有
効である。

3

   外国語
指導助手
の授業力
向上に向
け，委託業
者による学
校調査及
び研修等を
要請するこ
とが必要で
ある。

5

   委託料
は最低
限に抑え
ている。

3

   外国
語指導
助手の
配置業
務は民
間業務
委託をし
ているた
め，委託
業者に
要請する
ことは可
能である
が，契約
上外国
語指導
助手を指
導するこ
とは不可
能であ
る。

5

   新教
育課程
全面実
施に向
け，小中
連携を円
滑に図
り，外国
語指導
助手配
置の社
会的
ニーズは
極めて
高い。

4

   社会
的ニーズ
に伴い
外国語
教育の
充実に
対する期
待が高
まってい
る。

25 B 拡
大
継
続
継
続

　中学校英語
科の学力検査
結果について
は，全般的に
満足できる状
況にあるが，
学校間により
較差もあり，授
業改善が必要
である。

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

継
続

学力検査の
結果を踏ま
えて，授業
内容等を改
善し，引き
続き外国語
教育の充実
を図る必要
がある。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

11／63 2010/11/18



平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
ことばフェ
スタの参
加人数

150 170 170
   ことばフェ
スタの参加
人数

H
2
0

7,706 ⑷

基礎・基
本定着状
況調査
質問紙
（小）

上回っている項目数 2 3 3

   ことばの教
育に関する
質問6項目の
県平均との
比較

⑵
H
2
1

6,488 ⑸

基礎・基
本定着状
況調査
質問紙
（中）

上回っている項目数 3 4 4

   ことばの教
育に関する
質問6項目の
県平均との
比較

⑶
H
2
2

7,917 ⑹

⑴
受入れ事
業所数 所 420 420 422

   生徒一人
で職場体験
をするケース
が多くなり，
受入事業所
数が増えた。

H
2
0

9,773 ⑷

職場体験
生徒事後
アンケー
ト

％ 93 95 95

   「働くこと
への意識が
高まった」と
答えた生徒
の割合

⑵
H
2
1

8,361 ⑸

⑶
H
2
2

8,656 ⑹

⑴

みよしな
るほど出
前講座・
食育出前
講座，職
員派遣回
数

回 126 94 60

平成２１年度
から健康推
進課に位置
づき乳幼児
から高齢者
まで幅広い
事業実施を
したので回
数を減らし

H
2
0
130,476 ⑷

食育出前
講座参加
者

人 3,227 1,883 1,200

⑵

食育
フォーラ
ム等の開
催

回 1 2 2 啓発事業
H
2
1
179,702 ⑸

食育
フォーラ
ム参加者

人 59 114 200 増加傾向

⑶

夏休み食
育講座
「自分で
造ろう朝
ごはん」

回 8 9 9 重点目標
H
2
2
358,283 ⑹

夏休み食
育講座
「自分で
造ろう朝
ごはん」
参加者

人 164 161 170

⑴
人間ドッ
クの受診
者数

人 1,462 1,496 1,871
受診者一人
当たりの事
業費

H
2
0

26,599 ⑷
人間ドッ
クの受診
者数

人 1,462 1,496 1,871 受診実人員

⑵
H
2
1

25,090 ⑸

⑶
H
2
2

22,841 ⑹
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育
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育
課

「ことば
フェス
タ」の開
催

　学習や生活の基盤となる確
かな「ことばの力」を児童生徒
に身につけさせるためには学
校全体で「ことばの教育」を展
開することが必要である。
　そこで，各校が学習活動で
取組んだ言語活動について市
内全体へ情報発信する場を
設定する。また表彰等による
評価活動を行い，児童・生徒，
教職員，さらには保護者・地
域の「ことばの教育」に対する
意識の高揚を図る。
　○各校における各種コン
クールへの応募作品（受賞作
品を除く）等を中心に，作品応
募を行い，審査する。
　○三次市ことばフェスタ
　　　　・児童・生徒による作品
発表，表彰及び著名人による
講演
　　　　・三次市ＨＰへの掲載，
市広報への掲載

   児童生徒のことばの力をつ
けるべく，児童生徒の作品を
評価し表彰するとともに，広く
保護者，市民にも呼びかけた
本川達雄氏を招聘しての「こと
ばフェスタ」を開催した。市内
小学校の合唱部によるアトラク
ションも好評で，作品コンクー
ルには，市内全校から約850
点の作品募集があった。優れ
た作品は入賞作品として会場
で紹介するとともに，作品集と
してまとめ配布した。イベントと
して一過性のものとせず，学
校における「ことばの教育」の
取組みにつなげていき，児童
生徒の学習・生活両面での基
盤形成を図るために，他団体
との共催等市民への周知を図
る必要がある。

 
 
 
三
次
市
内
小
・
中
学
生

 
 
 
市
民

（
広
く
参
加
を
呼
び
か
け
る

）

   「ことばフェス
タ」の開催に向け
て市内全小・中学
校から作品を募
集する「みよしこと
ばフェスタ作品コ
ンクール」を実施
する。フェスタ当
日に，優秀作品を
発表し表彰を行
う。また，著名人
による講演を行
う。

   国際化・情報化社会
の中で求められる，自ら
の考えを論理的に言葉
で表現する力や情報を
正確に発信する力が養
われて，将来，自立した
社会人となっている。
   家庭や地域の言語環
境を整えることに対する
関心が高まる。

1,103 5

   個人や学
校の取組み
が広く三次
市全体から
評価を受け
ることの効
果は大きく，
多くの学校
や児童生徒
の「ことばの
教育」に対
する意識向
上につなが
ると考える。 3

   会場，講
演内容，各
賞等今年
度の成果と
課題を見極
めよりよい
ものに改善
していくこと
が不可欠で
ある。

4

   経費は
必要最
小限のも
のであ
り，削減
は難しい

4

   「こと
ばの力」
の育成
は，三次
市の将
来を担う
すべての
子どもた
ちの学習
の基盤と
なるもの
であり，
市が中
心となり
推進して
いく必要
がある。

5

   子ども
たちを取
り巻く言
語環境を
市民全
体で改
善してい
くため
に，起爆
剤となる
取組み
が求めら
れる。

4

   児童
生徒の
保護者
は，わが
子の可
能性を最
大限に
引き出す
教育を求
めてお
り，学校
教育に
おいて教
科の基
盤となる
「ことば
の教育」
の充実を
求めてい
る。

25 B 継
続
継
続
継
続

   児童・生徒
を取り巻く言語
環境整備は教
育の抱える最
重要課題であ
る。平成２０年
３月に公示さ
れた新学習指
導要領も言語
活動の充実は
大きな改訂の
柱となってい
る。三次市内
各校において
も，「ことばの
教育」年間指
導計画を作成
し意図的，目
的的な取組を
行っている。各
校は，「言語技
術」指導を始
め，各種作文
コンクールへ
の出品，意見
発表会の開

・

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

継
続

子どもたち
が自分の考
えを言葉に
する，表現
する力を身
につけるこ
とは，将来
社会人とし
て活きてい
くうえで非
常に重要な
ことであるこ
とから，保
護者に対し
てもことば
の重要性を
認識しても
らう必要が
ある。また，
他団体等と
の共催も検
討する必要
がある。
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キャリア
教育推
進事業

望ましい勤労観・職業観，そし
て社会人として自立する力を
備えた三次の子どもたちの育
成
①小学校６年生全員を対象に
したキャリア教育特別プログラ
ム
②中学校２年生全員を対象に
した５日間の職場体験プログ
ラム
③キャリア教育充実のための
教職員研修

・小学校プログラムは，平成19
年度まで経済産業省「地域自
律・民間活用型キャリア教育」
の推進地域に指定されてお
り，民間企業のコーディネート
を得て進めていたが，平成20
年度からは同内容を市独自で
展開している。そのため，事業
内容のさらなる啓発と指導す
る資質を備えた人材確保が不
可欠である。
・中学校職場体験は，5日間で
実施してから3年が経過し，課
題も明確になってきたところで
ある。今後，受入事業所の意
見を広く聞きながら，プログラ
ムの見直しを進めていく必要
がある。また，成果や課題を生
徒に返すことで，教育的効果
が期待できるため，市主体の
事業から，中学校主体の事業
へと移行していく必要がある。

三
次
市
全
域
の
児
童
・
生
徒

①小学校特別プ
ログラムの実施
②中学校職場体
験の実施
③①，②の実施に
向けた教職員研
修，保護者研修，
地域への協力要
請及び事業実施
への参画要請

①発達段階に応じ，望
ましい職業観・勤労観を
身につけている。
②自己肯定感が高まっ
ている。
③郷土に対する理解が
深まっている。

3,512 4

   小学校プ
ログラム，
中学校職場
体験の関係
者に実施し
たアンケート
結果で肯定
的な回答の
割合が高
く，事業が
有益である
と考える。
   学校にお
ける教育課
程の中にど
う位置づい
ているかに
より，目的
達成状況が
変わってく
る。

3

   キャリア
教育プログ
ラムを各教
科等の全
体計画に，
より有機的
に位置づけ
ることでさら
なる効果が
期待でき
る。

5

   小学校
プログラ
ムの経済
産業所
指定が
終了し，
市の単
独実施と
なったた
め，コスト
が増大す
る。

2

   キャリ
ア教育
推進の
ためのＮ
ＰＯ法人
などを発
足して実
施を委託
する方法
も考えら
れるが，
現状とし
ては難し
い。中学
校職場
体験学
習おいて
は，今
後，各学
校間で
受入事
業所の
調整を図
りなが
ら，主体
的に取り
でい

5

   若年
層の早
期離職
等の課
題に鑑
みたと
き，小学
校段階
からキャ
リア教育
を実施す
ることは
大いに
意義の
あること
であり，
社会的
ニーズも
高い。

4

   市の
将来を担
う人材を
育成する
取組の
一つとし
て，キャ
リア教育
への市
民ニーズ
は高いと
考える。

23 B 継
続
継
続
継
続

   将来，社会
人・職業人とし
ての自立して
いくために必
要な資質や能
力の育成には
重要な教育活
動と考える。今
後，より内容
の改善を図り
ながら継続し
ていく。

有
り

4
 
市
民
の
多
様
な
力
の
活
用

継
続

こどもたち
が将来の目
標を選択し
たり・決定で
きる能力の
育成や望ま
しい職業観
勤労意識を
育てるため
には重要な
事業であ
る。これま
での実績を
検証しなが
ら，企業等
関係機関と
連携しなが
ら，プログラ
ムの見直し
を進め，よ
り効果的な
事業を実施
していく必
要がある。
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い
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と
暮
ら
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健
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づ
く
り

19

健
康
推
進
課

食育推
進事業

三次市食育推進計画に基づ
き，重点目標（子どもや子育て
世代における健全な食生活の
実践力向上や地産地消の推
進）を達成するために，乳幼
児から高齢者まで広く市民を
対象とした各種食育推進事業
やキッチンカーを活用した食
育出前講座，啓発事業（食育
フォーラム，朝ごはんフォーラ
ム）を行った。また食生活改善
推進員と連携して各地域で地
域伝達事業（食育・生活習慣
病予防・介護予防・減塩みそ
汁）を取り組んだ。

市民対象の各種講座の開催と
併せて，働いている世代（特に
壮年層）対象の食育事業（土
日・夜開催）を取り組む必要が
ある。また食生活改善推進員
の活動の場の提供や育成，活
動支援強化や色々な組織や
企業などの食育推進のコー
ディネーター的な役割を市が
担っていく必要がある。

市
民

啓発事業（食育
フォーラム，朝ご
はんフォーラム等
食育イベント，広
報活動）各種食育
推進事業（マタニ
ティ料理教室，離
乳食講座，
MANMA講座，絵
画コンクール，食
育出前講座）。食
生活改善推進員
の養成。
食育媒体の作成
（みよし版食事バ
ランスガイド・みよ
し版食育かるた）

市民が家庭や地域での
食育実践力を身につ
け，生涯にわたっての心
と体の健康づくりへとつ
なげる。

16,892 4

離乳食講座，
MANMA講座
など子育て世
代の参加者
も増えてい
る。食育実践
へつなげるた
めには引き
続き体験型
（調理実習を
含む）の食育
講座を継続
する必要が
ある。

3

参加者が
固定化しな
いように市
民全体にま
んべんなく
事業展開
する必要が
ある。食生
活改善推
進員を活用
する。

3

レシピや
資料や
講義だけ
では，な
かなか実
践につな
がらない
実態があ
る。調理
実習を伴
う出前講
座のニー
ズが多
く，体験
型食育を
実施して
いくため
にはコス
トもかか
るが出前
講座など
は試食
程度に抑
えるよう
にした。

4

市が中
心となり
各機関と
連携を取
ることに
よって事
業展開
が効果
的に働
く。また，
「食事バ
ランスガ
イド」の
講義や
献立作
成など専
門職が
関わって
正しく伝
える必要
がある。
また，地
域での
「食」の
リーダー
育成にも

4

生活習慣
病予防に
は正しい
食生活習
慣を身に
つけるこ
とが重要
である。
また，地
産地消の
推進，自
給率の向
上など食
育を通し
て多くの
ことが求
められて
いる。

4

食育出
前講座
の申し込
みや食
育フォー
ラムの参
加者が
多いこと
からも市
民ニーズ
は高い。
また，生
活習慣
病予防
のため
の食に
関する専
門知識
が求めら
れること
も多い。
離乳食
講座など
若い世
代の
ニーズも
多い

22 B 継
続
継
続
拡
大

生活習慣病予
防についても
保健師と連携
して取り組み
を強化する必
要がある。食
育に対する市
民の関心も高
いが，啓発・周
知にとどまら
ず，市民の実
践力向上へ向
けて事業内容
を充実・拡大
する必要があ
る。また，今後
の食育推進の
方向性として
市があらゆる
機関や企業な
どとの連携や
コーディネー
ター的な役割
を担う必要が
ある。

人
員

継
続

食生活改善
推進員の育
成や活動を
支援すると
ともに，市
がコーディ
ネーター的
な役割を担
う必要があ
る。
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人間ドッ
ク・脳
ドック事
業

  ４０歳以上の市民を対象に，
「人間ドックＡ」 ，「人間ドック
Ｂ」（婦人科検診を含む），「脳
ドックＡ」，「脳ドックＢ」の４種
類のメニューで実施している。
本事業は，市内外５医療機関
へ事業委託し実施していると
ころである。
　平成２１年度は，６～３月ま
での間で１，４９６名が受診し
ている。

　高齢の受診者の中には，通
院治療している者が多く，結
果，重複健診や慢性疾患者が
多く受診し，人間ドック本来の
目的である「疾病の予防，早期
発見・治療」にはつながってい
ない現状がある。
　２２年度は，健診機関受入定
員限界の申込があった。２３年
度は更に増加が予想されるた
め，検査内容も同等で自己負
担も少ない総合健診での受診
を一層推進せねばならない。
又，健診の習慣化を目的にす
るなら，新しい世代が受診し易
い環境を整えるべきで,医療で
受診中の市民は目的から外れ
る。それらを限定した新たな枠
組みの要件設定が必要であ
る。

 
 
４
０
才
以
上
の
市
民

。

（
た
だ
し
要
綱
に
よ
り
国
民
健
康
保
険

税
滞
納
世
帯
の
者
を
除
く

。

）

市民へ広く周知
し，その受診申し
込み者は，委託
健診機関で，ドッ
ク検診を実施す
る。

  本事業をはじめ各種
健診を通じ，健診を習慣
化（年１度）させる事を目
的とし，疾病の予防又
は，早期発見，早期治
療を行い，健康維持お
よび重症化を防ぐ。（そ
の結果，医療費，介護
給付費の抑制につなげ
る）

37,535 4

受診者数の
増加からも
健康に関す
る意識の高
揚とともに,
健診の習慣
化が伺え
る。ただし,
目的には合
致している
が,健診機関
の受入枠数
に限界があ
る。 2

 受診希望
者に対し,
健診機関
の受入枠
数が限界と
なってい
る。事業主
旨から考
え,高齢者
の受診希
望者には,
定期通院
者も多く,年
齢制限を設
ける等,改
善の検討
が必要であ
る。

4

 委託先
の検診
機関の
料金設
定がある
ため，一
件当りの
単価は
高額とな
り委託費
は大き
い。ま
た，医療
機関も検
診料金
の見直し
を更に検
討してお
りコスト
削減余
地は少な
い。

2

市民が
直接健
診機関
へ予約
し,受診
するシス
テムを検
討すべ
き。(他市
事例有)

4

  受診希
望者が
年々増
加傾向
にあり社
会的
ニーズは
高い。
ただし，
それぞ
れの保
険者の
責任に
おいて実
施する検
討も必要
である。

4

  受診希
望者が
年々め
まぐるし
く増加傾
向にあり,
市民
ニーズは
高い。特
に,市立
中央病
院への
希望者
は200％
を越え
る。（多
数の場
合,抽選
にて他機
関へ移
動）

20 C 継
続
継
続
継
続

市民の健康管
理を行なうた
めの事業とし
継続は必要で
あるが,既に健
診機関での受
診定員は限界
に達しており,
改善,対策が必
要である。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

継
続

受診者の増
加が見込ま
れることか
ら，対象者
への受診に
ついての啓
発や検診機
関との受入
枠の調整が
必要であ
る。

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

有
り

4
 
市
民
の
多
様
な
力
の
活
用

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

12／63 2010/11/18



平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
健康端末
機設置台
数

台 340 265 250
健康端末機
が設置して
ある台数

H
2
0

7,261 ⑷
異常の早
期発見 件 8 10 10

医療機関で
治療につな
がった件数

⑵
データ処
理件数 件 25,238 23,973 22,500

利用者から
送信された
健康データ
の処理件
数。異常の
早期発見、
保健指導に
つなげる。

H
2
1

9,211 ⑸緊急通報 件 3 6 5
緊急通報の
件数

⑶
訪問指
導・受診
勧奨件数

件 90 60 60

データ分析
の結果によ
り、訪問指導
した件数及
び受診勧奨
を行った件
数。

H
2
2

9,960 ⑹
月別利用
状況 ％ 58 47 60

平均利用率
（設置台数÷
月利用平均
台数）

⑴
研修会の
実施回数 回 21 21 16

地域伝達に
自ら企画す
るオリジナル
を入れたの
で研修回数
を減らした。
作木は今年
度から研修
会を開催し

H
2
0

62,904 ⑷
研修会参
加数 人 258 275 200

⑵
養成講座
受講者数 人 23 37 30

２１年度は２
回開催した。

H
2
1

59,428 ⑸

三次市食
生活改善
推進協議
会加入数

人 103 111 120

⑶
H
2
2

77,312 ⑹
地域伝達
事業回数 回 不詳 45 60

成果が期待
できる。

⑴
総合集団
健診実施
会場数

会場 28 29 29
総合集団健
診一日あた
りの事業費

H
2
0
2,025,785 ⑷受診者数 人 3,051 3,136 3,500

集団健診総
受診者数

⑵
H
2
1
1,664,758 ⑸

⑶
H
2
2
2,249,413 ⑹

⑴
介護予防
普及啓発 回 43 321 350

21年度認知
症サポー
ター養成　10
回
　　　　介護
予防ﾗｼﾞｵ体
操　　　271回
　　　　出前
座

H
2
0

22,604 ⑷参加者 人 1,142 5,997 6,000

⑵
H
2
1

4,208 ⑸

⑶
H
2
2

1,714 ⑹
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在宅健
康管理
システ
ム事業

システムの概要：作木町のみ
の事業。利用家庭と作木支所
を電話回線でつなぎ，利用者
の健康管理をコンピュータで
行う。
　各家庭に健康端末器を設置
し，利用者が血圧，心電図，
問診，体温，体重などを測定
し作木支所へデータを送信す
る。作木支所では送信された
健康情報を保健師が分析，必
要に応じ医師と相談しながら
保健指導や医療機関への受
診指導を行う。他に緊急時の
通報機能があり，通報ボタン
を押すと備北地区消防広域行
政組合へつながる。
　設置台数：平成22年度末
台
　定期業務：毎日のデータ処
理分析，保健指導，利用者へ
の測定結果（月間レポート）の
返却
　21年度の状況：月別の平均
利用率　47％，データ処理延
べ件数　23,973件

　作木町独自の事業ではある
が、利用実態があることから，
いきなり廃止することはできな
い。
　既に耐用年数も経過してお
り，メーカーも対象部品を製造
しておらず、交換部品の在庫
も無い状況で、回収した電池
でまかなっている。また、メー
カーの保証期間も終了してい
るため、業者による定期点検
契約から修繕を中心とする対
処療法的な対応を行ってい
る。これを期に、CATV等の整
備とあわせ，全市的に健康管
理ができるシステム構築の検
討を行う必要がある。

作
木
町
在
住
の
概
ね
6
5
歳
以
上
の
高
齢
者

①健康に関心を
持ち，生活習慣病
予防への行動変
容ができるように
する。
②疾病を早期発
見し，適切な医療
を受けることがで
きる。
③毎日を安心して
過ごすことができ
る。

①日々のデータ分析を
行い，異常の早期発
見，保健指導を行う。

2,441 3

①利用者と
保健師が同
じデータｦも
とに健康管
理を行うこと
ができ，利
用者の健康
保持に対す
る意識変革
につながっ
ている。
②異常を早
期発見し、
適切な医療
を受けること
ができ，重
症化の防止
に役立って
いる。
③利用頻度
に個人差が
ある。

4

①CATVの
インター
ネット回線
を利用する
ことで，健
康管理シス
テムの制度
を高め，市
内に広く普
及させるこ
とができ
る。
②受益者
負担や医
療機関委
託など体制
の整備を行
うことで，費
用対効果
の向上が
期待でき
る。

2

①受益者
負担，医
療機関委
託など体
制を見直
すことで
経費削減
は可能。
（医療機
関委託は
協議を要
する）
②現行シ
ステムの
保守停止
となってい
ること，
CATVを
利用し全
市に拡大
していくと
なれば一
時的に整
備費用が
発生す
る。

3

健康管
理システ
ムの環
境整備
は，引き
続き市が
行う必要
がある。
現行シス
テムの
継続使
用は，
メーカー
の保障
期間が
過ぎてい
ることか
ら，今後
もトラブ
ル発生
時や故
障時の
修理対
応を随時
行う必要
がある。

3

市中心
部と周辺
地域，ま
た対象
者により
ニーズに
開きがあ
ると思わ
れるが，
高齢化
が進む
中，疾病
予防や
疾病の
早期発
見に有
効な手
段であ
り，健康
に関する
社会的
ニーズは
高い。

4

作木町
及び市
周辺地
域の
ニーズは
高いが，
地域性，
対象者
により
ニーズに
開きがあ
る。

19 C 継
続
継
続
継
続

この事業は，
合併以前から
作木町のみで
実施している。
高齢化率が高
く，医療機関
への受診が困
難なへき地に
おいては有効
な事業となっ
ている。しか
し，現行のシ
ステムの機能
を維持しなが
ら，受益者負
担の見直し，
CATV回線利
用や医療機関
委託を検討
し，将来的に
はシステムの
再構築による
全市的な取組
みを検討す
る。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

継
続

耐用年数を
見据え，シ
ステムのあ
り方をはじ
め，CATV
等を利用し
たシステム
の再構築や
受益者の費
用負担を含
めた維持管
理方法につ
いて，今
後，検討が
必要であ
る。
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食生活
改善推
進員事
業

三次市食生活改善推進員を
養成するため，実施要綱に基
づき，医師，栄養士，保健師，
歯科衛生士などの専門職で２
０時間の講座を実施してい
る。養成講座を修了したもの
で，三次市食生活改善推進協
議会に入会し，継続して地域
活動をする者には，栄養士，
保健師，歯科衛生士などが，
８地域で年２回（今年度のテー
マは食育・生活習慣病予防）
研修を行っている。地域伝達
事業や健診時の減塩味噌汁
提供に食材費を予算化してい
る。また地域活動への資料提
供や指導にあたっている。

地域で活動を展開するには，
組織的に動く方がより継続的
かつ効果的に実施することが
できる。そのためには三次市
食生活改善推進協議会を三次
市の地域活動組織として連携
を密にする必要がある。協議
会員一人ひとりの力量を高
め，食育講座等の担い手や地
域のリーダーとして育成してい
くことが必要である。協議会員
がいないことで，市が研修をし
ても地域で思うように伝達講習
ができていない地域（甲奴，吉
舎）など地域間格差があるの
で課題解決する必要がある。
現在，会員が増加傾向にあ
り，組織が大きくなればなるほ
ど，食育推進係のサポートが
必要になる。

市
民

三次市食生活改
善推進員を養成
するため，年１回
講座を開催してい
る。
各地域ごとに２回
ずつ研修会を開
催するとともに，
地域活動支援（レ
シピ提供・相談）を
している。

地域での「食」を通した
健康づくりのリーダーと
して活動を展開する。

1,248 4

各地域の協
議会リー
ダーの層が
厚くなり，情
報の共有化
が図られる
ようになっ
た。保育所
や育児サー
クルなどへ
も活動の幅
を広げるこ
とができる
地域も増え
た。報告書
の提出を義
務付けるこ
とにより活
動内容が明
確になった。

3

高齢化や
活動に個
人差や地
域差があ
る。研修内
容や方法を
改善して力
量を高める
必要があ
る。また，
地域活動
が弱いとこ
ろへの支援
をすること
で市全体へ
展開するこ
とができ
る。

4

地域の
リーダー
として地
域活動を
活発に展
開しても
らうため
には研修
内容を充
実する必
要があ
る。研修
内容を多
くの市民
や地域に
広げてい
くために
はある程
度の活
動助成
は必要で
ある。

3

献立作成
や資料作
成，専門
的な知識
指導には
栄養士等
専門職が
関わる必
要があ
る。組織
再編によ
り支所の
保健師が
各地域に
関われる
ようになっ
たので，
活動が広
がった。
また，活
動を全体
化するた
めには市
の支援が
必要であ
る。

4

生活習慣
病予防や
食育推進
（伝統食・
郷土食）の
担い手とし
ても，今後
地域での
活動が期
待できる。
子育て世
代のよきア
ドバイザー
としても期
待できる。

4

地域での
色々な行事
などでも
「食」や「調
理実習」が
伴うと人が
集まる。ま
た健康志向
の中で市民
ニーズも高
い。ただの
料理教室で
はなくきちん
と研修を積
み重ねた食
生活改善推
進員が行っ
たほうがよ
り効果的で
ある。また，
市民が安心
して参加で
きる。

22 B 継
続
継
続
拡
大

　市民の健康
づくりや食育
実践力を高め
るには，より多
くの市民を対
象にした事業
を取り組むこと
が望ましい。
食生活改善推
進員の資質向
上を図り，地
域の食や健康
づくりの真の
リーダーに
なってもらえば
市行政との連
携を図りなが
ら幅広い事業
展開をするこ
とができる。減
塩啓発や地域
での伝達活動
を活発化する
ためには，活
動費が必要に
なる。

予
算
額

地
域
活
動
費
の
増
額

無
し

継
続

食育や生活
習慣病予防
のため，必
要な事業で
ある。引き
続き，食生
活改善推進
員の養成に
努め，地域
間格差の解
消を図る必
要がある。
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総合集
団健康
診査事
業

18歳以上の市民を対象に，市
内各拠点(11会場)を移動し,延
29日間,委託業務により行なう,
集団方式の健康診査である。
健診内容は,根拠法令等に基
づき,特定健康診査,がん検診
等を行なう。また,健診終了後
は,健診結果に基づき,医療へ
の受診勧奨や,予防の指導等
を行い,疾病予防,疾病の早期
発見,早期治療を図るための
事業である。

疾病予防や疾病の早期発見,
治療のためには,健診の習慣
化(年1回受診)が重要である。
広くあらゆる広報を実施するだ
けでは,健診に興味の無い市
民へのメッセージ性は弱わく受
診につながりにくい。一度受診
すれば,習慣化につながる確立
は高いため，ターゲットを絞っ
た個人への勧奨等の検討も必
要。（例：毎年40歳をターゲット
にダイレクトメールを送付）

才
以
上
の
市
民
で

他
に
健
診
を
受
診
す
る
機
会
の
な
い

人

。
た
だ
し
4
0
歳
〜
7
4
歳
の
社
会
保
険
本
人
は
，
特
定
健
康
診

査
の
制
度
で
保
険
者
に
実
施
義
務
が
あ
る
た
め
基
本
健
康
診
査
は
受

な
い

。

市民へ広く事業周
知し,受診申し込
みを受け,市内11
会場で,集団方式
による健診を実施
する。

  本事業をはじめ各種
健診を通じ，健診を習慣
化（年１度）させる事を目
的とし，疾病の予防又
は，早期発見，早期治
療を行い，健康維持お
よび重症化を防ぐ。（そ
の結果，医療費，介護
給付費の抑制につなげ
る）

48,278 3

20年度減少
していた受診
者数が21年
度は，微増し
た。その要因
の一つは，受
診勧奨した比
較的若い年
代の受診が
増加したから
で，事業周知
の一定の成
果がでてい
る。しかし，
依然受診率
は低い。

3

・受診率向
上には若
年層への
積極的な受
診勧奨が
更に必要で
ある。
・疾病があ
る場合，早
期発見，早
期治療に
結びつける
には，要精
密検査対
象者の受
診率向上
が必要であ
る。その受
診勧奨によ
り医療費や
介護給付
費の削減
につなが
る。

2

委託業
務である
ため，委
託料が
直接コス
トに起因
する。し
かし，健
診データ
の歴年
管理が
必要な健
診項目
があるた
め，委託
業務であ
りなが
ら，20年
度入札
以降3カ
年間，随
意契約と
なってい
る。

3

法によ
り，事業
実施主
体は市
であり市
民の健
康管理
は市が
担うべき
ものとな
る。
実施方
法につい
ては，現
況の，計
画及び
啓発など
は市が
行い，健
診の実
施は，専
門の健
診機関
への委
託事業と
なる。

5

健診を受
診するこ
とで，疾
病予防
や，疾病
の重症化
を抑制で
きる。そ
のこと
は，医療
費や介護
給付費の
適正運営
に直結す
る。又，全
ての生活
において
健康は基
本であ
る。

3

国保世
帯の健
診機会
は，市が
実施する
健診の
みであ
る。本項
目把握
に関して
は，国保
被保険
者の受
診率が
指標とな
る。受診
率は４年
前と比較
し大きく
減少して
いる。こ
の状況
ではニー
ズが高
いとは判
断できな
い 受

19 C 継
続
継
続
継
続

   市民の健康
増進を図るこ
とが，医療保
険及び介護給
付の適正化に
直結する。そ
のためには，
受診率を向上
させる必要が
あり，受診率
向上に重点を
おいた健診を
目指さねばな
らない。その
起因を検証
し，成果となる
よう継続し取り
組む必要があ
る。具体的に
は若年層へ健
診の習慣付け
などがあげら
れる。

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

継
続

CATV等の
活用やイベ
ント等の機
会を利用し
た啓発を推
進する必要
がある。ま
た，関係課
との連携を
強化し，健
診の習慣化
に取り組む
必要があ
る。
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介護予
防普及
啓発事
業

いつまでも住み慣れた地域
で，元気でいきいきと暮らし続
けるために，介護予防の重要
性を認識する機会とする。日
常の生活の中で個人や地域
ぐるみで取り組めるよう普及
啓発を行う。
具体的な事業としては，①介
護予防啓発のための介護予
防ラジオ体操のCATV放映。
②地域づくりを含め，介護予
防，特に認知症予防について
広く啓発を行う「認知症サポー
ター要請講座」③「出前講座」
を中心にした，介護予防と健
康づくりについての実技と講
義を実施する。④介護保険料
通知にあわせ，生活機能評価
の案内や基本チェックリストを
同封する。

講座等集まりに参加されない
人への普及啓発を進めてい
く。そのために，サロンリー
ダー・民生委員・各地区の自
治振興連合会等とさらに協同
して取り組みを推進する。

市
民

（
高
齢
者

）

老人クラブやサロ
ンを対象に介護予
防に関する講座を
開催する。

介護予防の必要性を認
識し，各人が介護予防
（いつでも体操・栄養・口
腔・認知症予防・閉じこ
もり予防）に取り組める
ようになる。

1,351 4

普及啓発す
ることで，市
民やその家
族に介護予
防の必要を
意識付けで
きている。

3

介護予防
は継続して
行うことで、
生活のしに
くさを改善
していくこと
ができる。
短時間の
普及啓発
事業を生活
の中に取り
入れていく
仕組みづく
りが必要。 4

職員が
講座を実
施するた
め，人件
費部分
の負担
がある。

4

一貫した
必要性
や目的，
方法論を
周知徹
底するこ
とができ
る。

4

介護予
防の必
要性を理
解し，取
り組みを
続けるこ
とで，元
気な高
齢者が
増え，医
療費削
減につな
がり国保
や介護
保険財
源の安
定化を図
ることが
できる。

4

介護予
防につい
ての意
識が高
まりつつ
ある。

23 B 拡
大
継
続
継
続

介護予防の普
及や啓発は短
期間で終了で
きるものでは
ない。またそ
のことにより，
すぐに効果が
現れるもので
はない。取り
組みを継続し
て行うことで少
しづつ意識が
変化し，行動
変容につなが
ることを目的に
している。

無
し

継
続

サロンリー
ダー・民生
委員・各地
区の自治振
興連合会等
と連携し，
事業のサ
ポート体制
を整備し，
普及啓発に
つなげる必
要がある。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善
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平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
トレーニ
ング拠点
整備数

延個所数 8 9 9

整備済拠点
数（地域の拠
点として整備
した個所）

H
2
0
1,212,750 ⑷利用者 人 17,025 26,098 28,000

拠点延利用
者

⑵
H
2
1
1,039,111 ⑸

⑶
H
2
2

72,000 ⑹

⑴
保健指導
延べ回数

回数 95 236 499
集団指導も実施
し，実施回数が
増加している。

H
2
0

87,894 ⑷利用人数 人 80 180 274

利用勧奨の
取り組みに
より，増加し
ている。

⑵
保健指導
実施会場
数

箇所 10 10 10

実施機関の
増加がなく，
現状維持と
なった。

H
2
1

38,834 ⑸

⑶
H
2
2

21,498 ⑹

⑴
健康増進
関連事業
利用者数

人 11,286 13,961 14,500

事業への市
民の利用数
は年々増加
している。
H21年度から
組織再編等
により健康
増進事業に
与

H
2
0

3,544 ⑷
平均健康
寿命 歳 81 81 81

成果が出る
には長期的
で継続した
取組みが必
要と
思われる。

⑵
H
2
1

4,517 ⑸

特定健診
受診者の
うちﾒﾀﾎﾞ
ﾘｯｸｼﾝﾄﾞ
ﾛｰﾑ該当
者・予備
群の割合

％ 28 28 25

成果が出る
には長期的
で継続した
取組みが必
要と
思われる。

⑶
H
2
2

4,271 ⑹

⑴
受講実人
数 人 19 16 21

当該年度に
手話養成講
座を受講し
た人数
　平成22年
度において
は，現在入
門講座が行
われており，

H
2
0

18,947 ⑷修了者率 ％ 42 68 72

入門講座受講
9人中　5人修
了（H21)
初級講座受講
7人中　6人修
了(H21)

⑵
H
2
1

24,250 ⑸
奉仕員新
規登録者
数

人 1 1

当該年度に
派遣可能奉
仕員として新
規登録され
た人数

⑶
H
2
2

18,428 ⑹
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第
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保
健
・
福
祉

１
保
　
健

(

1

)

い
き
い
き
と
暮
ら
せ
る
健
康
づ
く
り

16

健
康
推
進
課

地域ト
レーニン
グ拠点
整備事
業

  市民が身近に運動できる環
境づくりを，拠点となりうる保
健・福祉センターなど地域の
公共施設へ整備し，その運動
スペースを地域のトレーニン
グ拠点と位置づけするもので
ある。具体的には，特に介護
予防に重点をおき，高齢者が
安全に運動可能なトレーニン
グ機器の整備と，指定管理者
等と協力し市民が利用し易い
体制を推進する事業である。
　平成21年度については，君
田地区に介護予防に有効なト
レーニングマシンを設置した。

　23年度以降の拠点整備の計
画（拠点の検討，更新施設の
検討など）の策定が必要であ
る。
　中項目達成のためのソフト事
業は，本事務事業とは別とな
るが，一体的な検討による拠
点整備計画の作成が必要であ
る。その計画は，２１年度行政
チェック評価結果（縮小）に基
づき，新規拠点整備ではなく，
機器の更新を中心とした計画
作成となる。 市

民

　高齢者の介護
予防や健康増進
のために，筋力向
上など個人に合っ
た運動を行えるト
レーニングマシン
を整備し，地域全
体の運動の拠点
と位置づける。

・介護予防（医療費や介
護給付費の抑制）
・生活習慣病予防（医療
費の抑制）

9,352 4

 介護予防，
生活習慣病
予防のため
にトレーニン
グマシンを
設置し，ト
レーニング
環境を整備
したことは
目的に適合
している。た
だし，全市
民の生活エ
リア内に拠
点整備は不
可能であ
る。

3

巡回指導な
どすること
で利用者も
増加し，市
民の日常
的な運動へ
と移行して
いる。

2

  拠点整
備におけ
るトレーニ
ングマシ
ンの整備
は，おお
むね完了
し，今後
はマシン
の保守点
検，更新
の事業へ
移行する
ため，事
業費の減
が見込ま
れる。

2

   マシン
導入後
は，各指
定管理
者におい
て機器
の保守
点検や
利用促
進のた
めの運
用が自
主的にで
きるよう
に支援
する。

4

   特定
健診が
始まった
ことによ
り、メタ
ボリック
に関する
意識が
世間で
高まって
いる中
で、生活
習慣病
予防へ
の運動
ニーズは
とても高
く、一つ
の手段
に利用し
ている人
は多い。

4

   特定
健診が
始まった
ことによ
り、メタ
ボリック
に関する
意識が
世間で
高まって
いる中
で、生活
習慣病
予防に
関心も高
く、特に
身近に
運動の
できる環
境への
ニーズは
高い。

19 C 継
続
縮
小
縮
小

　市民に身近
な本事業は，
社会的なニー
ズ，市民の
ニーズも高い
ので引き続き
取り組む必要
がある。ただ
し，新規拠点
整備事業では
なく，既整備済
拠点の利用率
が向上する事
業（ソフト事
業）にシフトす
ることが望まし
い。本事業に
関しては，機
器の更新を主
体とした事業
とし継続する。

予
算
額

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

縮
小

高齢者の介
護予防や健
康増進のた
め，運動指
導者やボラ
ンティアなど
の人材育成
を図り，利
用率の向上
に取り組む
必要があ
る。

54

第
2
 
保
健
・
福
祉

１
保
　
健

(

1

)

い
き
い
き
と
暮
ら
せ
る
健
康
づ
く
り

20

保
険
年
金
課

特定保
健指導
業務

メタボリックシンドローム予防に着目
した特定健診の結果、要指導となっ
た者をリスクに応じて「積極的支援」
「動機付け支援」に階層化のうえ「個
別支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗム」を作成し、保健師・
管理栄養士等専門職種が生活改善
に向けて６ヵ月間の支援・評価を行
う。

・対象者の参加を募り，より多
くの対象者に実施していただく
ようにする。

特
定
健
診
に
よ
り
抽
出
さ
れ
た
生
活
習
慣
を
改
善
さ
せ
る
必
要
が
あ

る
国
保
被
保
険
者

個別保健指導
集団保健指導

対象者の生活習慣を改
善する。

9,165 5

個別保健指
導・集団保
健指導によ
り、きめ細
かい保健指
導を実施し
ている。

1

人員と予算
があれば
実施率向
上のための
取組は実
施可能。

5

受診率
が上が
ればあが
るほど、
コストは
大きくな
るため、
削減は
困難であ
る。

5

三次市
国保保
険者であ
る三次市
しか、三
次市国
保被保
険者へ
の保健
指導は
行えな
い。

5

糖尿病を
はじめと
する生活
習慣病
は増加
の一途を
たどって
おり，発
症抑制
への
ニーズは
高い。

5

自分一
人では
困難な
行動変
容も，指
導により
取り組み
やすくな
る。

26 B
未
実
施

拡
大
拡
大

健康づくりの
チームである
「いきいき・とも
え・プロジェク
ト」を設置して
はいるが，多
種多様な業務
を兼務してお
り，専属で活
動できる担当
者が必要。生
活習慣病への
取り組みは，
がんへの取り
組みと同様
に，国を挙げ
て取り組むべ
き重要な事項
であり，取り組
みを強化して
いく必要があ
る。

人
員

知
識
，
経
験
の
あ
る
専
属
担
当
者
の
配
置

有
り

5
 
組
織
・
機
構
の
見
直
し

継
続

Ｈ２２．５月
に発足した
「いきいき・
ともえ・プロ
ジェクト」の
推進体制の
基となる「健
康いきいき
長寿推進本
部」，「健康
いきいき長
寿推進プロ
ジェクトチー
ム」が有機
的に連携
し，実効性
のある施策
を展開して
いく必要が
ある。
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保
健
・
福
祉

１
保
　
健

(

1

)

い
き
い
き
と
暮
ら
せ
る
健
康
づ
く
り

20

健
康
推
進
課

健康増
進事業

市民の健康増進の推進に関
して基本的な事項を定め，関
係機関と連携した総合的な健
康推進事業の展開を図るため
に策定した健康増進計画（平
成19年度策定）の重点目標
「よりよい生活習慣の確立に
よる健康寿命の延伸」を目指
し，健康づくりの分野ごと（メタ
ボリックシンドローム対策，た
ばこ対策，身体活動・運動，栄
養・食生活，健診･保健指導，
歯と口の健康，心の健康づく
り，介護予防）に設定した数値
目標の達成に向け，計画にお
ける健康づくり施策を年次計
画に沿って展開している。
平成22年度は三次市健康増
進計画推進連絡会議を設置
し，庁内の関係部署の連携を
図り，効果的な推進を図ること
としている。
（行政チェックにおいては，健
康増進法に基づく事業を主と
して，健康づくり・生活習慣病
対策を中心とした記載を行
う ）

１　三次市健康増進計画推進
体制の整備
　　健康増進事業の基盤となる
三次市健康増進計画は地域，
学校，関連団体等が連携し，
効果的な推進を目指すこととし
ている。住民自治
　　組織や関係機関への本計
画に関する周知がまだ不十分
であり，協働で推進する体制
の強化を図る必要がある。
２　庁内関係部署との調整
　・市内公共施設の敷地内全
面禁煙等の推進等,庁内関係
部署との連携を図り推進する
必要がある。
　・生活習慣病予防において，
国保医療費抑制を視野に入れ
た事業展開を図ることから，国
保担当部署との連携・調整が
重要である。

市
民

健康づくりの施策
を市民，地域，学
校，関係団体等と
連携し推進する。

市民一人ひとりが健康
づくりに関心を持ち，よ
り健康になるために
それぞれに応じた健康
づくりに取組むことによ
り，市民の健康寿命
が延伸する。

63,069 5

健康づくりの
施策を市民，
地域，学校，
関係団体等
と連携し推進
する手段は
目的達成の
ために
合致している
が，今後，更
に市民に目
的，手段の浸
透をしていい
くことが必要
と思われる。 2

健康増進
計画におけ
る目標値を
達成したも
のもあるが
目標値に
達していな
いものもあ
る。
今後，市民
への啓発
や関係団
体，庁内関
係部署との
連携や事
業展開の
強化により
成果の向
上は大き
く，市民の
満足度も向
上すること
ができる。

4

健康づく
りは将来
の疾病
予防，国
保医療
費や介
護予防
給付費
の抑制に
もつなが
ることか
ら
人件費，
事業経
費からの
コスト削
減の余
地は
小さいと
考える。

4

市以外
の関係
団体と協
同し実施
している
が
市が牽
引して推
進するべ
き事業で
ある。

5

健康づく
りは社会
全体で取
り組むこ
とにより
効果が大
きく，また
将来の疾
病予防，
国保医療
費や介護
予防給付
費の抑制
にもつな
がること
から社会
的ニーズ
が高いと
考えられ
る。
また，禁
煙の取組
み等の環
境づくりも
社会的ニ
ーズが高
まってい
る。

4

市民の健
康づくり
の関心度
は全般的
に高まっ
てきてい
ると感じ
るが個人
差もある
と思われ
る。

24 B
未
実
施

未
実
施

拡
大

本事業の推進
は社会的ニー
ズも高く，今
後，効果的な
推進方法を検
討し，拡大した
事業展開をす
ることにより，
さらに成果，効
果を上げるこ
とができると考
えられる。

そ
の
他

1
 
市
民
と
行
政
の
協
働

拡
大

引き続き，
健康づくり
推進員の養
成を行うと
ともに，住
民自治組織
を中心とし
た自主活動
として取り
組める仕組
みづくりが
必要であ
る。また，庁
内関係部署
との連携に
より，健康
づくりのた
めの効果的
な事業の推
進を図る。
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保
健
・
福
祉

２
福
　
祉

(

1

)

認
め
あ
い
，
支
え
あ
う
福
祉
の
推
進

16

社
会
福
祉
課

手話奉
仕員養
成事業

聴覚障害者と手話を通じてコ
ミュニケーションできる人材を
育成し，市の手話通訳者派遣
事業の推進を図る。
社会福祉協議会へ事業委託
して実施する。

受講終了者からの奉仕員への
登録者数が少なく，奉仕員の
養成に結びついていない現状
がある。CATV等により受講者
を広く求める，適任者の人材
発掘が求められる。 市

民

（
手
話
奉
仕
員
に
な
る
こ
と
を
希
望
す
る
者

）

定期的な養成講
座を開催する。
　　入門講座　20
日間（1.5時間×
20回）
　　初級講座　10
日間（1.5時間×
10回）

手話の技術を習得，向
上させ手話によるコミュ
ニケーションを可能にす
る。

388 4

手話技能取
得には，日
常的な訓練
が必要であ
り，奉仕員と
しての登録
域に達する
受講者の養
成には，通
年し継続的
な養成講座
の実施が必
要である。

3

新規登録
人数が少な
いため，向
上の余地
はあると思
われる。

4

講師へ
の謝礼
及びテキ
スト代が
主たる経
費であ
り，コスト
削減の
余地は
小さいと
思われ
る。

4

平成１８
年１０月
から，障
害者自
立支援
法に基
づく地域
生活支
援事業と
して位置
づけられ
た。

4

情報バリ
アフリー
の観点
からニー
ズは高
いと考え
る。
熟練手
話奉仕
員の後
継者育
成が求
められて
いる。 3

手話でな
ければコ
ミュニ
ケーショ
ンが取れ
ない障害
者にとっ
てはニー
ズが極
めて高い
が，手話
を取得し
ている障
害者が
少ない。
障害者
自身の
手話技
術の取
得支援を
図る必要
がある
が，中途
失聴者
において
は，習得
が容

22 B 継
続
継
続
継
続

必要な事業で
はあるが，事
業により奉仕
員の実数は増
えておらず，更
なる事業内容
等の工夫が必
要であると考
える。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

継
続

必要な事業
であり，奉
仕員の確保
に向けた講
座の開催の
周知や，育
成方法等事
業内容の見
直しが必
要。

事
業
規
模

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

有
り

8
 
事
務
事
業
の
効
率
化

資
源

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善
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単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴対象者数 人 11 11 11

君田生活支
援ハウスで
共同生活し
ている人

H
2
0
1,201,272 ⑷支給割合 ％ 100 100 100

常時待機者
は４～５人ぐ
らい常にいる
が緊急性は
ない。待機者
は住宅生活
をされている
ので１００％
居となる。

⑵
H
2
1
1,204,727 ⑸

⑶
H
2
2
1,202,727 ⑹

⑴
催事来場
者数 人 1,000 850 1,100

　午前9時半
から午後3時
までの間の
来場者及び
参加団体関
係者数。
　21年度は
新型インフル
ンザが

H
2
0

443 ⑷
参加団体
数

団体 45 51 55

関係団体へ
の積極的な
呼びかけに
より，参加団
体が増加し
ている。

⑵
H
2
1

523 ⑸来場者数 人 1,000 850 1,100

他のイベント
行事日程と
重複しており
来場者数に
影響あると
思われる。

⑶
H
2
2

403 ⑹

⑴
延べ利用
児童数 人 443 546 550

児童１人当たりの
事業費
　平成20年度は，
介助員の確保が
不足気味で，そ
の対応に社会福
祉協議会職員と
ボランティア等で
確保を行っている
ため，賃金支出
実績が少なくコス
が下がってい

H
2
0

5,528 ⑷

長期休暇
中の障害
児の日中
生活が安
定した人
数

人 22 26 27
登録障害児
数

⑵
事業実施
日数当た
り経費

千円 61 88 81
事業経費÷
実施日数

H
2
1

6,236 ⑸

⑶
H
2
2

5,750 ⑹

⑴稼動件数 30 68 94

　平成22年4月～
7月末現在まで
（申請16件・認定
14件）

H
2
0

89,433 ⑷
ふれあい
収集認定
件数

29 23 26

　平成20年
度～平成21
年度実績の
平均で想定

⑵
H
2
1

45,852 ⑸

⑶
H
2
2

43,106 ⑹
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保
健
・
福
祉

２
福
　
祉

(

1

)

認
め
あ
い
，
支
え
あ
う
福
祉
の
推
進

16

高
齢
者
福
祉
課

高齢者
共同生
活施設
支援事
業

在宅生活の維持が不安なひと
り暮らし高齢者を対象として，
生活援助員（支援員）の協力
を得て，共同生活を行い，相
談や食事，レクレーションを通
じて生きがいのある生活が送
れるように支援する。
委託先：君田（松伯園）
施設数：１箇所（君田生活支
援ハウス松伯園）
利用定員：１１名

対象高齢者の増加が見込ま
れるため，サービス内容を検
討する必要がある。

　
市
民

（
市
内
に
居
住
す
る
お
お
む
ね
６
０
歳
以
上
の
者
で
高
齢
者

で
在
宅
生
活
の
維
持
が
不
安
な
一
人
暮
ら
し
高
齢
者

。
た
だ
し
，
日

生

が
で
き
る
こ
と
を

と
す
る

）

　住居機能と交流
機能を総合的に
提供する。施設内
の生活援助員に
よる利用者への
日常や相談や，
規則正しい生活
への助言などを行
う。

　独立して生活すること
に不安があると認めら
れた６０歳以上の高齢
者の安心した生活を送
ることができるよう施設
入居により支援する。

13,252 4

ひとり暮らし
等の生活に
不安を感じ
る高齢者に
とって住居
の提供と相
談対応や利
用者間での
交流ができ
安心してい
きいきと暮ら
せる場所を
提供してい
る。 5

利用者は
日々生きが
いを持って
生活ができ
る。

3

類似施
設の経
費と比較
しながら
コストの
見直しを
検討すべ
きである
が，委託
料のほと
んどが人
件費と施
設維持
経費であ
るが，職
員数も少
ないため
削減の
余地は
少ない。

4

入居者
の決定
や負担
金の決
定につい
て公平
公正に
行うため
市の関
与が必
要であ
る。現時
点では，
利用料
の収入
による独
立採算
は困難
である。

4

高齢者
の一人
暮らしが
増える
中，他の
入居施
設も含め
在宅生
活困難
者への
支援施
設として
社会的
ニーズは
高い。

3

高齢単身
者の一人
暮らしが
増える
中，利用
希望者の
声は増加
傾向にあ
る。

23 B 継
続
継
続
継
続

　今後，不安を
一人かかえた
暮らし高齢者
が増加する予
測ができること
から，自立を
支援する施設
として現状の
運営は必要で
ある。

無
し

継
続

在宅生活困
難者への支
援施設とし
て社会的
ニーズは高
い。運営費
については
類似施設の
経費と勘案
しながら見
直しを図
る。

58
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保
健
・
福
祉

２
福
　
祉

(

1

)

認
め
あ
い
，
支
え
あ
う
福
祉
の
推
進

16

社
会
福
祉
課

健康福
祉まつり

　

　毎年，行政や福祉・保健・医
療関係法人，事業所，団体等
による「みよし健康福祉まつり
実行委員会」を結成し，三次
市福祉保健センターを会場
に，　市民参加の健康・福祉を
テーマとしたイベントを開催し
ている。

　毎年，恒例行事として実施し
ているが，幅広い世代や，より
多くの市民に参加してもらうた
めには，多彩なプログラムとア
ピール度の高い催しが必要と
なるが，予算的にも規模が少
なく,参加団体の経費持ち出し
となるため,新しい企画のイベ
ントができにくい。そのため、バ
ザー等の出展が多く，目的達
成のための貢献度の拡大につ
ながりにくい。

市
民

　内科・歯科医師
による無料相談，
講演会、シンポジ
ウム、体力チェッ
ク，福祉用具・介
護用品の展示，フ
リーマーケット，バ
ザーなど実行委
員会参加団体に
よる啓発イベント

　市民への福祉・保健・
医療への関心が高ま
り，健康で心豊かに暮ら
すことのできるまちづくり
が進む。

445 4

気軽に参加
できる雰囲
気である。
22年度は県
のひろしま
健康づくり
県民運動と
タイアップ
し、さらに内
容を充実し
開催する。

2

参加出展
者（実行委
員会）の創
意工夫によ
り，目的に
対する成果
向上は見
込める。実
行委員会
の事務局
体制を見直
し内容の充
実、参加し
やすい会場
作り等改善
を図ってい
る。

5

補助金
の使途
は，イベ
ント周知
用チラシ
作成と新
聞折込
料，看板
制作費，
テント・机
等機材
運搬費
用程度
で，これ
以上の
削減する
ことは困
難と思え
る。

2

事務局
体制は，
市社会
福祉課と
社会福
祉協議
会と実行
委員会
の代表
で構成し
ている。
当日の
運営に
必要な
駐車場
整理等
市職員
の振替
出勤で
対応して
いる状況
である。
事務局を
社会福
祉協議
会と実行
会

4

市民参
加型の
健康づく
り，地域
福祉づく
りのため
の啓発
事業とし
ての社
会的
ニーズが
高い。ま
た、三次
市は県
内的にも
医療費
が高い
状態に
あり、医
療に頼ら
ない健康
づくりが
急がれ
る。

4

高齢者
や障害
者であっ
ても，だ
れもが住
み慣れ
た地域
で，自立
して生活
が送れる
ための
知識や
サービス
等の情
報を求め
ている。

21 C
未
実
施

継
続
継
続

市民の多様な
活力とアイディ
アを取り入れ，
幅広い世代
の”健康と福
祉”に関心が
高まるよう，プ
ログラムや運
営方法につい
ての創意工夫
が求められて
いる。

そ
の
他

有
り

4
 
市
民
の
多
様
な
力
の
活
用

継
続

企画段階か
ら多様な市
民の参画を
得てなが
ら，「健康と
福祉」につ
いて考えて
もらうきっか
けとなるよ
う，内容等
について考
えていく必
要がある。
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保
健
・
福
祉

２
福
　
祉

(

1

)

認
め
あ
い
，
支
え
あ
う
福
祉
の
推
進

16

社
会
福
祉
課

障害児
生活訓
練事業

夏休み・冬休み・春休み期間
中の障害児（小学生・中学生・
養護学校生徒）に対して，日
常生活に必要な訓練や指導
を行い，障害児の長期休暇中
の生活安定を図ることを目的
に，社会福祉協議会へ委託し
て実施する。
　実施場所　　三次市福祉保
健センターほか

※19年度利用者負担の見直
し1日　1,000円　を　560円　に
軽減
　　20年度月額利用上限負担
額制度導入し，夏休中の負担
金の軽減
　　22年度非課税世帯の利用
料無料化

・自閉症等障害児にとっては，
環境等の変化になじめない児
童もあり，安全確保と指導員
の負担を考慮し，実施会場を
「福祉保健センター4階ふれあ
いホール」で全日を確保するこ
ととした。
・対象障害児の年齢が，小学1
年生から特別支援学校高等部
3年生までと幅広く，小学生と
中学生以上とに会場を分けた
事業実施について保護者から
の要望がある。⇒現在のとこ
ろ，安全確保と施設の両面か
ら，分割実施は困難な状況で
ある。

市
民

（
市
内
に
住
所
の
あ
る
障
害
児

）

障害児に対する
日常生活に必要
な訓練や指導を
行う。

長期休暇中の障害児の
生活の安定を図るととも
に，保護者の就労が継
続できるよう支援する。

3,405 5

障害児に対
する歩行訓
練や福祉機
器の活用方
法，栄養指
導，療育相談
等の指導を
通して，障害
児の日常生
活の安定と
自立を支援
するととも
に，保護者の
介助等負担
の軽減と就
労促進を支
援する。

3

市内小学
校に配置さ
れている障
害児学級
介助員の
方と指導目
的に応じた
専門職員
による訓練
を組み合わ
せている
が，介助員
が臨時職
員であるた
め，毎年，
経験者の
退職等が
あり，指導
面において
は前年の
経験が活
かされ難い
現状があ
る。

4

介助員の
人件費が
主な経費
である
が，小学
校障害児
介助員を
臨時的雇
用してお
り，これ以
上のコス
ト削減は
困難と考
える。ま
た，市民
ボランティ
アや学生
実習生の
受入れな
どを通し，
屋外プー
ル遊びや
リクレー
ション等
への安全
確保への
対応に取
組んでい
る。

5

障害児
教育と障
害児福
祉を一体
的に推
進するた
めにも市
でなけれ
ばできな
いと考え
る。

5

発達障害
児の増加
とともに，
今後も保
護者の就
労支援対
策として
のニーズ
が高いも
のと考え
られる。

5

障害児
及びそ
の保護
者にとっ
てはニー
ズが高
い。

27 A 継
続
継
続
継
続

長期休業中の
小・中学校，特
別支援学校生
徒の利用希望
者は，年々，
重度化の傾向
にあり，利用
者の安全確保
のため介助員
数の確保には
制約があるた
め，市民ボラ
ンィアや学生
ボランティアの
受け入れや公
募による人材
確保も可能と
考えられ，「認
めあい，支え
あう福祉の推
進」の視点で
改善の余地が
ある。

有
り

4
 
市
民
の
多
様
な
力
の
活
用

継
続

引き続き，
人材確保に
向けたボラ
ンティア育
成への取り
組みが必要
である。
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保
健
・
福
祉

２
福
　
祉

(

2

)

住
み
慣
れ
た
地
域
で
快
適
生
活

19

環
境
政
策
課

ふれあ
い収集
事業

　家庭ごみを集積所まで持ち
込むことが困難な高齢者や障
害のある方を対象とし，戸別
収集を申請された世帯のごみ
を自宅又は
所定の場所まで週１回直接収
集に伺い，その際に安否確認
も行うサービス。（粗大ごみ
は，申し込み制とし別途収集
する。）

　申請には様々なケースがあ
り，認定に際しては公平かつ
公正及び慎重な判断が必要。
今後も，高齢者世帯の増加に
伴い，申請件数の増加が見込
まれることから収集体制の強
化充実を図る必要がある。
また，住民の防犯，見守り等を
兼備した体制も必要と考える。

　
ご
み
を
集
積
所
ま
で
持
ち
込
め
な
い
概
ね
６
５
歳
以
上
の
一
人
暮
ら
し
の
高
齢
者
又
は

要
支
援
・
要
介
護
等
障
害
の
あ
る
方

。
同
居
家
族
が
あ
る
場
合
は
，
同
居
者
が
虚
弱
・
年

少
等
ご
み
を
集
積
所
ま
で
持
ち
込
め
な
い
場
合
と
す
る

。
ま
た
，
ボ
ラ
ン
テ

ィ
ア
等
地
域

で
の
協
力
を
得
ら
れ
て
い
る
場
合
は
，
対
象
外
と
す
る

。

　ふれあい収集認
定時に予め調整
した日時に，対象
者宅前又は所定
の場所まで直接
伺い，ごみの戸別
回収を行なうとと
もに声かけなど安
否確認も行なう。

　日常生活の中から排
出されるごみを戸別訪
問で収集することによ
り，高齢者や障害をお
持ちの方の日常生活の
負担を軽減および在宅
支援を行い，安心して暮
らせるやさしいまちづく
りを目指す。

3,118 5

　高齢者・障
害者福祉の
向上のた
め，快適
な生活環境
に対する要
望が大きく，
在宅支
援の効果が
極めて高
い。

3

　申請には
様々なケー
スや事情が
絡み公平
性の確保を
最重点とす
る事が必要
であるた
め一人一
人が公平
性を保って
調整するこ
と
が必要であ
る。

3

　収集業務
は，人力に
よるものが
多く，コスト
削減の余地
は小さいが
収集及び事
務の効率
化に努め
る。

4

　個人情
報保護
の観点
から，市
が関与
する
べき事業
である。

5

　核家族
化，高齢
化社会
により社
会的
ニー
ズは高
い。

5

　高齢
者，障害
のある方
で集積
所にごみ
を
出すこと
が困難
な方が
多く，日
常生活
の負
担の軽
減という
観点から
ニーズは
高い。

25 B 継
続
継
続
拡
大

　核家族化に
伴う高齢化社
会と一人暮ら
し世帯の増加
に伴い，今後
も申請件数の
増加が見込ま
れるため，収
集体制等の強
化
充実を図り，
高齢者・障害
をお持ちの方
を対象に安心
して日常生活
ができる社会
の実現をめざ
す。

人
員

高
齢
者
，
障
害
の
あ
る
か
た
方
か
ら
の
ニ
ー
ズ
に
応
え
る

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

継
続

高齢者や障
がい者世帯
のニーズを
把握するた
め，福祉担
当部，民生
委員，住民
自治組織等
との連携が
必要であ
る。また，
ニーズ掘り
起こしのた
めの広報活
動も必要で
ある。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

4
 
市
民
の
多
様
な
力
の
活
用

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
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平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
相談件数
（年間） 件 7,165 5,587 6,500

・相談件数は
減少している
が，債務整
理をともなう
など内容が
複雑化して
いる。
平成21年度
相談件数

H
2
0

2,874 ⑷
在宅サー
ビス利用
援助

件 1,160 894 1,000

相談を受け
たことにより
在宅サービ
ス等の利用
につながった
人数

⑵
相談支援
相談員数 人 2 3 5

社会福祉
士，精神保
健福祉士等
　相談支援
専門員の確
保

H
2
1

4,552 ⑸就労支援 人 8 10 10

障害者の自
立と社会参
加が図られ
た人数
　　一般就労
２人，授産施
設６人

⑶
生活訓練
サロン利
用者数

人 1,166 937 950

･潜在的な要
支援者を，サ
ロン利用へ
繋げていくこ
とが必要

H
2
2

4,078 ⑹
地域生活
移行支援 人 5 1 3

障害者の地
域移行が図
られた人数１
人
住宅，住まい
への支援が
図られた人
数４人

⑴通院日数 日 16,700 15,775 20,280

対象者通院
１人/１回当
たりの事業
費

H
2
0

275 ⑷利用率 ％ 100 100 100

申請者全員
が給付適用
を受けてい
る。

⑵
通院費受
給者数 人 127 130 130

通院費受給
者実人員

H
2
1

271 ⑸

⑶
H
2
2

244 ⑹

⑴
タクシー
券使用枚
数

枚 20,708 33,710 43,523

・平成22年7
月からタク
シー助成券
と合わせガソ
リン給油へも
利用可能
に。1枚当た
りの単価は
420円,年間

H
2
0

597 ⑷申請率 ％ 37 43 48

対象となる障
害者に対し
て実際に交
付した障害
者の割合
平成21年度
実績　944人
/2173人

⑵
タクシー
券交付者
数

人 830 944 1,060

・平成22年度
は,対象者の
拡大と利用
し易い制度
見直しによる
使用枚数の
大幅増加を
見込む

H
2
1

443 ⑸使用率 ％ 62 70 80

交付したタク
シー券に対し
て実際に使用
されたタク
シー券の割合
H21年度実績
14,158千円
/420円×48枚

⑶
H
2
2

436 ⑹

⑴利用者数 人 2,667 2,910 7,500

月５日以上
通所した者
の延べ人員
(利用登録者
が就労等し
た延べ人員)
【平成21年
度】
① らっと

H
2
0

4,195 ⑷

登録した
者のうち
月5日以
上就労で
きた実人
員の月平
均

人 22 18 49

【平成21年度】
①ふらっと　19
人
②ハート作業所
2人　　③庄原
共同作業所1人

⑵
利用登録
者数 人 33 33 62

【平成21年
度】　　①ふ
らっと　30人
②ハート作
業所2人
③庄原共同
作業所1人

H
2
1

3,738 ⑸

日中の交
流や活動
場所が確
保できた
者

人 33 33 62

⑶
H
2
2

3,904 ⑹
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健
・
福
祉

２
福
　
祉

(

2

)

住
み
慣
れ
た
地
域
で
快
適
生
活

18

社
会
福
祉
課

障害者
生活支
援事業

障害者自立支援法に基づく，
身体・知的・精神の3障害の相
談に総合的に対応した拠点と
して「三次市障害者支援セン
ター」を三次市保健福祉セン
ター内に設置し，24時間体制
による障害者の地域生活支
援を開始するとともに，併せて
日中活動の場を提供する地
域サロンを開始している。

○社会福祉士や精神保健福
祉士等の専門職の継続的な
確保と専門職としてのモチ
ベーションを高めるための処遇
改善が必要である。（H18年10
月～H21年3月までに，3名中2
名退職）
○障害者支援センターを中核
として，サービス事業所・ハ
ローワーク・特別支援学校の
関係機関や団体などとの相談
支援ネットワークを構築し，相
談機能の充実強化を図る。
○三次市障害者自立支援ネッ
トワーク会議の活動をより具体
化し，地域における障害福祉
支援体制の推進や困難事例
などへの対応のための協議・
調整機能を充実する。
○精神障害者の地域生活移
行支援体制の充実（退院移行
促進，ボランティアの育成等）

市
民

（
身
体
・
知
的
・
精
神
障
害
者

（
児

）
及
び
そ
の
家
族

）

・福祉サービスの
利用援助（情報提
供・相談・助言・手
続代行）
・巡回相談　　・専
門機関の紹介
・就労支援，地域
移行支援，地域
サロン事業

・在宅の障害者が,地域
において情報や相談等
さまざまな支援を行い，
もって障害者の自立と
社会参加の促進を図
る。
・一人ひとりのニーズに
対応した個別援助を通
して，障害のある人がそ
の能力や個性を最大限
に発揮して，もっと楽し
く，いきいきと安心して
暮らせる。

25,434 3

・情報の提供
や相談等へ
の支援を行う
ことが、障害
者等が地域
において自
立した日常生
活又は社会
生活を営む
上において、
在宅福祉の
充実につな
がるものと考
える。
･潜在的な要
支援者を，サ
ロン利用へ
繋げていくこ
とが必要であ
る。

3

　一人ひと
りの生活実
態やニーズ
把握のため
の調査手
法の改善
や事業の
周知方法
等の工夫よ
り，潜在的
な要援助者
への支援
拡大の余
地がある。
　迅速な
ケース処遇
に対応する
ため，相談
支援ネット
ワーク体制
の中心的
役割が期
待されてい
る。

5

・障害者
支援セン
ター運営
について
は，㈱暮
らしサ
ポートみ
よしに委
託し，コ
スト削減
を行って
いる。

4

障害者
自立支
援法に
基づく市
町村の
必須事
業として
位置づ
けられて
おり，運
営事業
の中立
性・公平
性を確保
する観点
から市の
関与は
必要であ
る。

5

障害者
にとって
身近な
地域に
おいて生
活相談を
行うとと
もに，虐
待防止
や権利
擁護の
ための
援助を行
うことの
必要性
は非常
に大き
い。

5

障害者
の自立
や処遇
困難
ケース等
への対
応につい
ては，専
門職によ
る相談支
援が必
要であ
る。

25 B 継
続
継
続
継
続

障害者等の福
祉に関する各
般の問題につ
き，一人ひとり
のニーズに
沿った支援の
充実を図るた
めには，地域
において障害
者を支える
ネットワークの
構築が不可欠
であることか
ら，障害者支
援センターが
中核となって，
中立・公平な
相談支援事業
の実施のほ
か，地域の関
係機関との連
携強化、社会
資源の開発・
改善等の積極
的な取り組み
が必要と考え
る

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

継
続

障害のある
人の地域生
活を実現に
向け，多様
なニーズに
対応した
サービスの
提供を図る
ため，地域
の関係機関
とのネット
ワークを構
築し，専門
職のスキル
アップやボ
ランティア
等の人材育
成が必要で
ある。
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(

2

)

住
み
慣
れ
た
地
域
で
快
適
生
活

16

社
会
福
祉
課

腎臓障
害者通
院助成
金支給
事業

身体障害者手帳所持者で手
帳に腎臓機能障害の記載の
ある方で，人工透析のために
通院をしている方の通院費の
負担を軽減するために，バス
代又は電車代の１／４を基準
に給付する。ただし，週３日を
限度とする。

平成21年4月からタクシー券の
助成対象を基本料金から運賃
を含めることとし，１回の利用
で２枚以上の助成券を使用す
る方式に改正したため，タク
シー券と本通院助成と併用す
ることにより，交通手段（自家
用車等）を持たない又は普通
交通機関（バス・電車）がない
周辺地域の透析患者の通院
に伴う交通費の負担軽減が図
られている。

市
民

（
身
体
障
害
者
手
帳
に
じ
ん
臓
機
能
障
害
の
記
載
の
あ
る
方
で

人
工
透
析
の
た
め
通
院
し
て
い
る
方

）

透析のための通
院１回につきバス
代又は電車代の
１／４を給付する

人工透析のための通院
費の負担を軽減する

4,282 3

　人工透析
患者の方
は，定期的
な通院が必
要であり，そ
の通院につ
いては負担
は大きく，本
制度による
支援制度
は，経済的
及び精神的
の両面にお
いて貢献度
がある。た
だし，周辺
地域で路線
バス等公共
交通手段が
確保でき
ず、タクシー
利用となる
場合には，
その適合性
についての
評価は低い
ものとなる

4

　公共交通
機関を利用
した交通費
を助成の基
準額として
いるため，
実際の交
通手段と相
違する面も
あるが，個
別に基準を
定めること
は公平性を
欠くことにも
なるため現
状の算定
方法が妥
当であると
考える。

4

　事務処理
も簡素化を
図っており，
特にコスト削
減の余地は
ない。

5

　本事業
は個別
的な扶
助施策
であるた
め，市の
関与でな
ければで
きない。

4

　腎臓機
能障害
者で人
工透析
治療を必
要として
いる場
合，交通
手段の
確保や
経済的
及び精
神的にも
本人負
担が大き
く，多様
な支援・
対策が
望まれて
いる。

4

　市内の
周辺地
域の医
療機関
には，透
析治療
が行える
病院が
なく，市
内中心
部の医
療機関
や他市
の医療
機関へ
通院する
必要が
あり，そ
のため
周辺地
域の患
者には，
特に交
通費の
負担が
大きい実
があ

24 B 継
続
継
続
継
続

人口透析患者
を取り巻く現状
を把握し，医
療機関の意見
も聴取し，行
政と医療機関
で対応するこ
とが必要。

無
し

継
続

見直し後の
成果の検証
を進めると
ともに，改
正した制度
の周知に努
める。
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(
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住
み
慣
れ
た
地
域
で
快
適
生
活

16

社
会
福
祉
課

障害者
福祉タク
シー利
用助成
事業

移動の困難な身体障害者・知
的障害者の移動に係る経費
の軽減や社会参加の促進を
図るために，タクシー料金の
一部を助成する。
 旧三次市では,昭和58年度か
ら実施され,平成16年度市町
村合併後も旧三次市制度を
継続実施している。
平成22年7月から、タクシー券
とあわせてガソリン等給油券
としても併用できるようにし、
障害者本人または家族等が
車を運転する際にガソリン等
給油料金の一部を助成し、タ
クシーの利用が少ない方の通
院、通学等がしやすいように
制度を改正した。

　

（１）通院時等の移動手段にタ
クシーや自家用車を利用され
ることが多いため，経済的負
担の軽減のための貢献度は
大きい。タクシー利用する機会
がなく専ら自家用車を利用す
る方へ対して，ガソリン代助成
制度（ガソリン券）を実施するこ
とにより、要望にこたえること
ができたが、自ら運転し、減免
を受ける方へは枚数が半分と
なっており、ガソリン等給油を
主に利用される方に対した移
動の利便等に矛盾が生じてい
る。
　　⇒　7月以降利用状況を集
約，分析し，今後の半数交付
対象者の利用状況を検証す
る。
（２）現在、３級については障害
内容で交付対象が限定されて
いる。そのため、同じ等級であ
りながら通院や社会参加等に
対して負担の有無があること
から、障害内容の限定に対す
る見直しの要望が強い。

21年度から「

市

民

（
身

体

障

害

者

手

帳

１

級

，

２

級

，

３

級

を

所

持

し

て

い

る

方

　

（
た

だ

し

，

３

級

は

下

肢

・

体

幹

・

視

覚

障

害

・

腎

臓

障

害

に

限

る

）
，

療

育

手

帳

Ⓐ

，

Ａ

，

Ⓑ

を

所

持

し

て

い

る

方

，

精

神

障

害

者

保

健

福

祉

手

帳

1

級

，

2

級

を

所

持

し

て

い

る

方

）

対象者の利用申
請に基づき，市が
あらかじめタク
シー・ガソリン給
油券の共有券を
交付し，タクシー
利用または、給油
時に，助成券（１
枚４２０円）と引き
換えすることによ
り，タクシー利用
料金・ガソリン等
給油料金の一部
を助成している。
　　1人　月4枚（年
間48枚）交付。
ただし、透析患者
は、月8枚（96枚）
まで。
　　また，自動車
税等減免を受け
ている車を自ら運
転する者は、1/2
（24枚）交付。

障害者の日常生活での
移動の利便と生活圏の
拡大を図る。

14,941 5

通院時等の
移動手段にタ
クシーや自家
用車を利用さ
れることが多
いため，経済
的負担の軽
減のための
貢献度は大
きい。

4

平成22年７
月から，タク
シーまたは
ガソリン給油
の共通券と
したことによ
り，より一層
の成果の向
上につな
がっている。

4

・平成21
年4月か
らの助成
方式の
改正に伴
い，タク
シー券自
体をパソ
コンシス
テムから
の直接
印刷方
式に変更
したた
め，交付
時の事
務コスト
がやや
増大して
いるが，
一方では
助成単
価を統一
している
ため，毎
月の給
付 理

5

障害者
への個
別扶助
であると
ともに，
適正な
認定事
務が求
められる
ため。

4

移動手
段を持た
ない障害
者が社
会参加を
拡大して
いくため
には，移
動手段
確保の
施策が
重要な
役割を占
める。 4

障害者
に対応し
た，きめ
細かい
バス路
線の確
保や低
床型バ
スの運
行ができ
ていない
現状で
は，タク
シー利用
は欠か
せない交
通手段
であり，
通院等
定期的
に外出
が必要
な方に
とっての
ニーズは
高い。

26 B 拡
大
継
続
継
続

平成21年度に
おいて，これま
での課題と
なっていた事
項について改
善を行ってい
るため，当面
は，その成果
を検証するも
のとする。
予算的には，
今後，タクシー
券の使用範囲
が使い易く
なったことによ
り，使用率が
上昇するととも
に，申請者の
増加も見込ま
れるため，給
付実績として
は，一定水準
まで伸びるも
のと考えられ
る。

無
し

継
続

見直し後の
成果の検証
を進めると
ともに，改
正した制度
の周知に努
める。
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住
み
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19

社
会
福
祉
課

障害者
地域活
動支援
センター
事業

地域において就労が困難な在
宅障害者等を通わせ，地域の
実情に応じ，創作的活動や生
産活動の機会を提供し，社会
との交流の促進等の便宜を供
与することにより，障害者等の
地域生活支援の促進を図る。
　事業形態の種別
（１）地域活動支援センターA
型（日中活動支援型）
（２）地域活動支援センターB
型（小規模作業所型）

　身体・知的・精神の3障害を
対象とする事業であるが，新
体系移行前からの通所者対象
障害種別に偏りが見られ，利
用者拡大に繋がっていない。
　利用者の通所実績に応じた
委託料支払い方式であるた
め，事業所運営費収入の不安
定感がぬぐえず，新規移行予
定の事業所からの委託料基準
の見直し要望が出されてい
る。
　平成22年4月から，2事業所
が移行し，当初懸念されてい
た運営費不足は今のところ起
こっていない。

一
般
就
労
が
困
難
な
市
民

（
身
体
・
知
的
及
び
精
神
障
害
者
等

）

利用者に対し，日
中の活動の場を
提供し，創作的活
動や生産活動の
機会の提供等地
域の実情に応じた
支援を行う。

日中活動と軽作業の場
を提供することにより，
普段，閉じこもりがちな
障害のある方の生活の
リズムを整え社会活動
への参加を促進し，自
立と生きがいを高める。

10,878 4

一般就労の
困難な障害
者等の地域
生活支援と
して，極めて
有効な事業
であり，障
害者等の日
中活動の場
の確保が求
められてい
る。

3

多様なニー
ズに対応し
た柔軟な運
営体制によ
り，創作的
活動や生
産活動など
地域の実
情に応じた
取り組みに
より成果向
上の余地
は大きい。

4

事業実
績方式に
よる委託
料の算
定を基本
としてい
るため，
比較的
小規模な
地域活
動支援セ
ンターの
運営は，
コスト削
減の余
地が少な
い。

5

障害者
自立支
援法の
中で，実
施主体を
市として
の必須
事業と
なってい
る。

4

障害者
等の社
会参加と
自立を目
指した地
域生活
支援対
策として
の必要
性が大き
い。

4

重度心
身障害
者の一
般的な
就労は
極めて
困難な
状況が
あるの
で，日中
活動等
交流の
場の確
保ととも
に，地域
活動とし
ての拠
点の存
在は市
民ニーズ
として高
いと考え
る。

24 B 拡
大
継
続
継
続

一般就労の困
難な障害者等
の地域生活支
援として，有効
な事業ではあ
るが，委託料
基準の検証含
め，利用者拡
大に繋がるよ
う事業内容を
検討すること
が必要。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

継
続

障害のある
人の地域生
活支援とし
て必要な事
業であり，
採算性の高
い事業展開
や利用者の
確保対策な
ど事業所の
ニーズに応
じた助言等
の対応も必
要であると
ともに，委
託料の基準
の検証等が
必要であ
る。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

16／63 2010/11/18
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単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
住宅改修
件数 件 5 3 8

住宅改修を
実施し住環
境が整備さ
れた件数。

H
2
0
228,800 ⑷

自立した
在宅生活
の継続や
介護者の
負担軽減
が図られ
た者

人 5 3 8

⑵
H
2
1
235,000 ⑸

⑶
H
2
2
202,250 ⑹

⑴

成年後見
制度の利
用に当
たって，
市長申し
立てにい
たった人
数。

4 2 6

成年後見制
度の利用に
当たって，市
長申し立て
にいたった人
数。

H
2
0
419,250 ⑷

⑵
H
2
1
889,500 ⑸

⑶
H
2
2
649,333 ⑹

⑴設置台数 台 91 183 152 設置台数
H
2
0

42,296 ⑷
申請者に
対する設
置台数

％ 100 99 99

申請者のうち
事業の対象者
として該当す
る全世帯に設
置できるよう
努めている。

⑵
H
2
1

38,612 ⑸

⑶
H
2
2

47,276 ⑹

⑴対象者数 人 466 430 500
敬老金の支
給対象者数

H
2
0

13,042 ⑷支給割合 ％ 100 100 100
対象者には
１００％支給

⑵
H
2
1

12,541 ⑸

⑶
H
2
2

13,132 ⑹
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保
健
・
福
祉

２
福
　
祉

(

2

)

住
み
慣
れ
た
地
域
で
快
適
生
活

20

社
会
福
祉
課

障害者
住宅改
修費助
成事業

●助成対象工事
住宅の玄関，廊下，階段，居
室，浴室，便所，洗面所及び
台所の改修工事
●助成率
市民税非課税世帯：10割　市
民税課税世帯：5割
●助成額
助成対象限度額40万円

対象者に対し広く制度の周知
を図り，障害者のための住宅
環境を整える。
視覚障害者についても対象と
するか，検討が必要。←市民
要望あり

6
5
歳
未
満
の
身
体
障
害
者
手
帳

（
下
肢
・
体
幹
機
能
・
脳
原
性
移
動
機
能
障
害

）
１
〜

３
級
又

は
療
育
手
帳
Ⓐ
・
A
の
所
持
者
，
又
は
そ
の
方
と
同
居
し
て
い
る
方

自立支援を目指し
住宅改修を行う場
合の工事費負担
の軽減を行う。

可能な限り，重度な障
害があっても，生まれ
育った地域で生活でき
る住居環境が整ってい
る。

705 5

自立した在
宅生活の継
続や介護者
の負担軽減
が図るため
の住宅改修
の効果は大
きいが，そ
の経済的負
担が重く放
置されてい
るケースが
多い。その
ため経済的
支援は目的
に合致して
いる。

4

・住宅改修
工事の計
画に当た
り，作業療
法士や住
宅環境コー
ディネー
ター等専門
家による助
言を行うこ
とができで
ば，更に成
果があると
考える。
・障害特性
に応じた対
象工事の
拡大等（オ
ストメイト対
応工事）

4

職員によ
る事前の
相談対
応や現
地確認
等も必要
であるの
で事務処
理コスト
削減余
地は少な
い。

5

経済的
支援に
ついて
は，行政
が関与し
なければ
ならな
い。

4

住み慣
れた地
域で家
族や地
域の人と
ともに生
活できる
ことは，
誰もが望
んでいる
ことであ
り，その
ためには
障害の
状況に
合わせ
た住宅
環境の
整備も大
きな要因
の一つで
ある。

4

住宅改
修の
ニーズは
高いが，
多額の
工事費
用がか
かるの
で，経済
的負担
が重く実
行され難
い。

26 B 継
続
継
続

平成20年度か
らの新規事業
である。平成
20年度の実績
を踏まえ，次
の改善が求め
られる。
　（１）対象者
への事業周知
を徹底し，改
修の必要な方
への制度活用
の拡大に努め
る。
　（2）障害特性
に応じた住環
境改善に寄与
するため，障
害者のニーズ
を把握するとと
もに，適宜，対
象となる障害
種別と工事内
容の追加も検
討する。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

継
続

障害のある
人の地域生
活実現に向
け，事業周
知の方法等
について検
討するとと
もに，対象
者のニーズ
に沿うよう
対象範囲に
ついても検
討が必要。
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保
健
・
福
祉

２
福
　
祉

(

2

)

だ
れ
も
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る

「
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ

ム

」
の
推
進

16

高
齢
者
福
祉
課

成年後
見制度
利用支
援事業

・判断能力が不十分になった
認知症高齢者，精神障害者，
知的障害者の成年後見制度
の利用にあたって，申立をす
る人がいない場合などに市長
申立をおこなったり，経済的理
由で申立費用等が負担できな
い場合などの費用の支援など
をおこなう。
・高齢者福祉課内に成年後見
相談員を配置し，成年後見制
度にかかる相談業務や市長
申立における業務をおこなう。
・市内に事務所を開設してい
る司法書士（成年後見の専門
的知識を有し，リーガルサ
ポート会員）と委託契約を結
び，成年後見の市長申立にお
ける成年後見人等の受任や
成年後見制度にかかる相談
等制度利用の促進を図る。

利用支援事業対象者の範囲を
拡大することはできたが，利用
対象者の所得基準等，具体的
なものが明確となっていないた
め，早急に基準を定める必要
がある。さらに昨年度からの課
題となっている事務処理マニュ
アルを作成することとする。

②
親
族
か
ら
虐
待
を
受
け
て
お
り
，
か
つ
判
断
能
力
が
十
分
で
な
い

認
知
症
高
齢
者
，
知
的
障
害
者

。

【
利
用
支
援
事
業
対
象
者

】

①成年後見制度
の市長申立
②申立費用・後見
人等の報酬など
の経費の支援
③制度にかかる
相談

認知症高齢者等判断能
力が不十分な人が契約
等において不利益を被
らないよう支援すること
により，当該高齢者等
の権利や財産を守る。

1,779 4

成年後見制
度の利用に
あたって，市
長申立の要
請を受けた
ケースにつ
いてはおお
むね市長申
立に至って
おり，目的
にある程度
合致してい
るものと思
われる。 3

事務処理を
より迅速に
行うことで，
要請から申
立さらに後
見開始審
判までの期
間を短縮で
きる。

5

成年後
見の申
立費用
は原則
申立人
が負担す
ることと
なってい
る。その
ため市長
申立の
場合も同
様に市が
申立費
用を負担
すること
となる
が，後見
人等選
任審判
後におい
て，本人
の資産
の状況に
より申立
費用を本
人 り

4

市長申
立等利
用支援
事業に
ついて
は，市で
なければ
できな
い。しか
し，成年
後見制
度につい
ての相
談業務
について
は委託を
している
司法書
士や社
会福祉
法人の
権利擁
護セン
ターにお
いても可
能であ
る

5

契約社
会にあっ
て，認知
症高齢
者等の
増加によ
り，社会
生活に
おいて支
援の必
要な人
が多く
なってい
る。成年
後見制
度の利
用者も増
加傾向
にあり社
会的
ニーズが
高い。

3

社会的
ニーズの
高まり
は，三次
市におい
ても同様
で，認知
症高齢
者の増
加等成
年後見
制度に
対する市
民の関
心や，
ニーズは
増加傾
向にあ
る。

24 B 継
続
継
続
拡
大

契約社会に
あって，認知
症高齢者等の
判断能力が不
十分になった
人が不利な契
約を結んだり，
不当に財産を
侵害されること
がないように
するために
は，成年後見
人等による本
人支援が有効
な方法であ
る。認知症高
齢者は増加傾
向にあり，今
後さらに成年
後見制度の利
用が増加する
ことが予想さ
れる。

資
源

継
続

今後，成年
後見制度の
利用者が増
加すること
が予測され
るため，利
用対象者の
所得基準や
事務処理マ
ニュアルの
作成が急が
れる。
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健
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福
祉

２
福
　
祉

(

2

)

住
み
慣
れ
た
地
域
で
快
適
生
活

16

高
齢
者
福
祉
課

緊急通
報シス
テム事
業

在宅の一人暮らし高齢者及び
重度身体障害者の急病、災
害等の緊急通報の方法とし
て，押しボタン式通報装置を
給付し，その通報が備北地区
消防組合本部に入り，救急車
の出動等緊急対応が可能と
なる。

電話回線を利用しているが，
回線はアナログ回線のみしか
利用できないので，年に数件
利用できないことが発生してい
る。 また，備北消防組合に，
誤報及び電池切れの通報件
数が年間相当件数にのぼるた
めに，保守管理等の委託を含
め関係機関との調整を行いな
がら，課題の整理が必要であ
る。

市
民

(

市
内
に
住
所
を
有
し
，
身
体
が
虚
弱
な
た
め
日
常
生
活
を
営
む
上
で
常
時
注
意
を
要
す
る

状
態
に
あ
る
者
で
，
①
お
お
む
ね
6
5
歳
以
上
の
一
人
暮
ら
し
の
者
②
お
お
む
ね
6
5
歳
以
上
の

寝
た
き
り
高
齢
者
又
は
こ
れ
に
準
ず
る
と
市
長
が
認
め
た
者
を
抱
え
る
高
齢
者
の
み
の
世
帯
③
身

者

の
１
〜

3

の
交
付
を
受
け
て
い
る
一
人

ら
し
の

度

者

。

緊急通報が備北
地区消防組合本
部司令室へ直接
入るため，２４時
間緊急対応が可
能で迅速な対応
が可能であるた
め，高齢者等の救
急救命活動に大
きく貢献している。

高齢者等の不安解消を
図る。

7,066 4

虚弱なひとり
暮らし高齢者
等へ緊急通
報装置を給
付することに
より，高齢者
の在宅生活
の支援策の
ひとつとして
役立ってい
る。

1

電池切れ
等を防ぐた
め定期的な
保守点検
作業を委託
する。

5

入札によ
り設置に
関する委
託業者を
決定して
いる。

4

高齢者
の実態
に応じた
制度であ
るため，
市が行う
必要が
ある。ま
た，緊急
通報先
が備北
地区消
防組合
本部と
なってい
るので，
市が行う
必要が
ある。

5

単身の高
齢者，高
齢者のみ
の世帯が
在宅生活
を継続す
る上で，
緊急時の
対応は必
要不可欠
である。
また，別
居家族等
の安否に
関する不
安解消と
して社会
的ニーズ
が高い。

5

在宅生
活を継続
していく
上での
緊急時
のシステ
ムの確
立は，市
民ニーズ
が高い。

24 B 継
続
継
続
継
続

在宅ひとり暮
らし高齢者及
び重度身体障
害者の急病，
災害等の緊急
時の対応とし
てのニーズが
ある。また，別
居家族等の安
否に関する不
安解消策とし
てこの制度は
定着している。
消防署へ誤報
や電池切れ通
報が年間相当
数にあり，さら
に合併前に設
置し10年以上
経過した世帯
もあり，保守・
点検について
委託することも
含め検討を要
する。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

継
続

高齢者等の
実態に応じ
た制度でも
あるので継
続して実施
する。また，
保守管理等
について関
係機関と協
議のうえ見
直しを図る
必要があ
る。
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福
　
祉

(

2

)

住
み
慣
れ
た
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で
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活

17

高
齢
者
福
祉
課

敬老金
支給事
業

88歳及び100歳の方に対して
敬老金を支給する。（88歳1万
円・100歳3万円）
また，同時に祝賀状をあわせ
て渡す。
21年度の対象者数：88歳416
人，100歳14人

８８歳到達者についてみれば
今後ますます対象者の増加が
見込まれる。そうした中８８歳
を限定した敬老祝金を贈ること
の必然性について検討する時
期にきていると考えられる。

市
民

（
市
内
在
住
で
，
支
給
年
度
内
に
8
8
歳
及
び
1
0
0
歳
に
到
達
さ
れ
る
方

。

）

88歳の方へは口
座振込みにより支
給し，100歳の方
へは市長が訪問
し手渡しにより支
給する。

長寿を祝福し敬老の意
を表す。

5,393 4

この事業は
市民に広く
周知されて
おり，支給を
心待ちにさ
れている方
も多い。

4

88歳対象
者への手
渡しによる
支給等，改
善は可能で
あるが，対
象者数が
多く対応は
困難。

3

国と同じ
100歳の
みを対象
とすれば
コストの
削減は
可能。
（国は記
念品の
みの支
給）

5

三次市
民の長
寿祝賀
であるた
め市でな
ければ
出来な
い。

3

長年，社
会で頑
張ってこ
られた方
を祝福す
る意味で
社会的
ニーズが
ある。

4

長年続
けられて
いる事業
であるた
め，住民
にも周知
されてお
り対象と
なる高齢
者の期
待は大き
い。

23 B 継
続
継
続
継
続

引き続き対象
高齢者は増加
する見込みで
あり，対象高
齢者の年齢を
検討していく必
要がある。市
民に広く周知
されている事
業であるが，
費用対効果を
検討する中で
結論をだす必
要がある。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

継
続

長寿を祝福
する事業で
もあるの
で，継続し
て実施する
必要はある
が，今後，
効率化や簡
素化の面か
ら，対象者
の年齢，支
給方法につ
いては検討
する必要が
ある

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

17／63 2010/11/18



平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
新規申請
件数 件 2 2 2

申請段階で該当
か否かを判定し，
受付を行ってい
る。

H
2
0
135,500 ⑷受給件数 件 2 2 2

受給者の介
護費用の充
足や精神的
な援助等の
効果は不明
だが，介護
保険財政に
もたらす節減
効果は大き

⑵
H
2
1
136,500 ⑸

⑶
H
2
2
136,000 ⑹

⑴利用回数 回 42 40 47

延べ利用回
数（サービス
を利用し医
療機関へ通
院した回数）

H
2
0

9,023 ⑷
実利用者
数 回 3 4 10 実利用者数

⑵
H
2
1

5,100 ⑸

⑶
H
2
2

5,787 ⑹

⑴利用回数 食 32,869 36,414 35,050

業者委託料310
円個人負担740
円低所得者対策
のための減免分
の公費負担あり

H
2
0

625 ⑷
実利用者
数 人 201 192 198 利用者数

⑵
H
2
1

580 ⑸

⑶
H
2
2

590 ⑹

⑴
参加人数
（延べ）

5,757 5,558 5,700

実施地区数
と1地区あた
りの開催回
数が変わら
ないため，参
加人数も大
きく変化はな
い。

H
2
0

2,624 ⑷

参加者の
うち1年後
要介護認
定に移行
しなかっ
た人の率

％ 95 95

１０月１日を
基準日として
調査実施。
H20年度参
加からの
データのた
めH21年度
の数字の
み。

⑵
H
2
1

2,689 ⑸

⑶
H
2
2

2,769 ⑹

69

第
2
 
保
健
・
福
祉

２
福
　
祉

(

2

)

だ
れ
も
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る

「
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ

ム

」
の
推
進

16

高
齢
者
福
祉
課

高齢者
介護慰
労金支
給事業

市内に住所を有し，申請前1
年間在宅生活をしている，重
度の介護（要介護4又は5若し
くは同程度）を要する高齢者を
自宅で介護し，市町村民税非
課税世帯に属し，申請前1年
間介護保険サービスを利用し
なかった（7日以内のショート
ステイ利用者を除く。）介護者
へ高齢者1人につき慰労金と
して年間10万円を支給する。

介護サービスを利用していな
い重度の介護を要する者を介
護している世帯の実情や課題
を確認したところ，重度の要介
護者介護の意向を受けて積極
的に介護者（家族）が介護をし
ており，そのための経済的援
助を必要としていることが確認
できた。
本事業の対象者は限定されて
おり，今後，対象者が増加する
見込みは少ないが，現在の対
象者はケアマネジャー等のか
かわりもないため，要介護者
やその介護者が孤立する恐れ
もあり，継続的な支援が必要と
思われる。この事業を縮小して
いくためには，対象者の介護
保険サービス利用について理
解を得る必要がある。

市
民

（
三
次
市
内
に
住
所
を
有
し
，
重
度
の
介
護
を
要
す
る
高
齢
者
を
自
宅
で
介
護
し
，
市
町
村

民
税
非
課
税
世
帯
に
属
し
申
請
前
1
年
間
介
護
保
険
サ
ー

ビ
ス
を
利
用
し
な
か

っ
た
介
護
者

）

介護者へ介護慰
労金を支給する。

介護者への精神的経済
的援助を図る。

273 4

介護者への
精神的・経
済的な支援
になってい
るが，個々
のケースと
して把握し，
他の介護
サービスの
利用の必要
性など検討
する必要が
ある。

4

重度の要
介護状態
の高齢者
が在宅生
活を送るた
めの施策と
しては，有
効であるが
対象者が
非常に限
定されてい
るため制度
としての成
果の向上
は少ない。

3

現在の
制度の
中では，
慰労金
の額を含
めコスト
の削減
は難しい
が，対象
者が極め
て限定さ
れた少人
数である
ことから
制度の
見直しを
する必要
がある。

5

経済的
支援の
性格を持
つ事業で
あるため
市が関
与すべき
である。

3

要介護
状態と
なっても
住み慣
れた家
や地域
で過ごし
たい者は
多く在宅
介護へ
の支援と
いう観点
からは
ニーズは
ある。

3

現在の
対象者
にとって
は制度
への期
待度が
高いが，
本来の
在宅介
護への
支援とい
う観点か
らは一般
市民の
ニーズは
他の制
度へ求
められて
いる部分
が多い。

22 B 縮
小
継
続
継
続

介護保険制度
の普及により，
介護サービス
の利用による
介護者の精神
的負担の軽減
が図られてい
るところである
が，本人の意
思によりどうし
てもサービス
利用につなが
らないケース
がある。対象
者数は少ない
が介護者の精
神的・経済的
な支援のため
に継続するこ
とが必要と考
えた。慰労金
の支給だけが
目的ではなく、
その後も継続
して対象者家
族と関わること
が大 である

有
り

1
2
 
終
期
の
設
定

継
続

他の行政
サービスへ
の移行を検
討するとと
もに，介護
者の負担軽
減につなが
る情報提供
等のサポー
トを検討す
る必要があ
る。
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第
2
 
保
健
・
福
祉

２
福
　
祉

(

2

)

だ
れ
も
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る

「
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ

ム

」
の
推
進

16

高
齢
者
福
祉
課

高齢者
外出支
援サー
ビス事
業

寝たきり等のため一般の交通
機関では移送が困難な高齢
者で家族の支援が困難な者
を，移送用車両（リフト付車両
及びストレッチャー装着ワゴン
者等）により対象者の居宅と
医療機関等との間を送迎す
る。
  対象者：１．対象に記載のと
おり
　利用回数：月２回，　運行範
囲：原則市内（例外：自宅から
４０キロ未満まで）

対象者の拡大のため利用者
負担金の徴収等を検討し，よ
り広く必要な高齢者へサービ
スが提供できるよう検討が必
要。

市
民

（
三
次
市
内
に
住
所
を
有
す
る
お
お
む
ね
６

歳
以
上
の
ひ
と

り
暮
ら
し
等
の
高
齢
者
ま
た
は

、
高
齢
者
の
み
の
世
帯
も
し
く
は
こ

れ
に
準
ず
る
高
齢
者
で
家
族
の
支
援
が
困
難
な
者

。
市
町
村
民
税
が

税

の
者

。

）

移送用車両（リフ
ト付車両及びスト
レッチャー装着ワ
ゴン者等）により
対象者の自宅と
医療機関等との
間を送迎する。

高齢者が住みなれた地
域で生活し続けることを
可能とするため，外出に
ついての支援を行う。

204 5

一般の交通
手段の利用
が困難な高
齢者へサー
ビスを提供
する事によ
り在宅生活
の継続へつ
ながってい
る。

4

利用者の
希望に沿っ
た移送手
段により通
院を可能に
している。

4

委託契
約方法
の改善に
より余地
有（走行
メーター
料金方
式）

5

経済的
支援の
性格を持
つ事業で
あるため
市が関
与すべき

4

在宅寝
たきり高
齢者の
医療機
関への
通院手
段の確
保につい
ては、家
族支援
に頼ると
ころが大
きい。し
かし、家
族支援も
無く医療
機関も遠
い高齢
者のみ
の世帯
について
は民間
介護タク
シー利用
の場合，
経済的
負担が

4

在宅生
活の継
続のた
めの経
済的支
援である
ことから
市民
ニーズは
高い。

26 B 継
続
継
続
継
続

高齢者の在宅
での生活の継
続，経済的負
担の支援の面
で今後も継続
していく必要が
ある。

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

継
続

より必要な
高齢者へ
サービスが
提供できる
ようにサー
ビスの内容
や利用者負
担について
検討が必
要。
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第
2
 
保
健
・
福
祉

２
福
　
祉

(

2

)

住
み
慣
れ
た
地
域
で
快
適
生
活

16

高
齢
者
福
祉
課

食の自
立支援
事業

三次市内に住所を有し，身体
的・精神的な障害のため調理
が困難な在宅高齢者が，自立
した生活を送れるよう「食」の
自立の観点からアセスメントを
行い，計画的な「食」に関する
サービスの調整を行ったうえ
で食事の提供を行う。対象者
によっては低栄養のリスクが
高い特定高齢者へは介護予
防計画を作成し，それに従っ
てサービスを利用する。

自立支援事業としての効果を発
揮する方法として，治療食・特別
食を行うことも必要となっている。

三
次
市
に
住
所
を
有
す
る
お
お
む
ね
6
5
歳
以
上
の
ひ
と
り
暮
ら
し

高
齢
者
又
は
高
齢
者
の
み
の
世
帯
も
し
く
は
，
こ
れ
に
準
ず
る
世
帯

に

す
る
高

者
，

者

。

1日1食夕食（主食
及び副食）を提供
とし，週5日以内
の利用とする。

調理が困難な在宅高齢
者等が自立した生活が
送れる。

21,130 4

食事の確保
により在宅生
活の継続へ
つながってい
る。また，他
のサービスと
の調整により
自立の支援
となってい
る。

3

配食弁当の
提供だけで
は食の自立
ができたと
は言えず他
のサービス
との利用調
整がさらに
必要であ
る。また，弁
当の内容を
ニーズに
あったもの
が提供でき
るよう種類
の検討が必
要。地理的
理由により
本事業を利
用できない
地域があり，
事業の公平
性の観点か
ら利用でき
ない地域を
なくしていく
取り組みの
検討が必要
である。

3

調理に関
わる費用
を個人負
担とした
個人へ
の負担
が高く利
用を阻む
要因とな
る。単価
の見直し
により利
用できる
状況を整
えること
が必要。

4

食事提
供と併せ
て安否
確認な
ど，食事
を中心と
した支援
を有効的
に実施
するには
市の関
与が必
要であ
る。ま
た，市内
全域普
遍的な
サービス
となるた
めには
市の関
与が必
要。

5

高齢化に
伴い生活
機能の低
下や疾病
により調
理が困難
な高齢者
が増える
と予想さ
れる。在
宅生活を
継続させ
るために
食に関す
る支援は
ニーズが
高い。

5

高齢者
が住み
慣れた
地域で
安心して
生活し続
けるため
の福祉
サービス
として
ニーズが
高い。高
齢者世
帯（単身
者を含
む）が増
加する
中，配食
サービス
の利用
の希望
者が増
加してい
る。ま
た，離れ
て住む
家 が

24 B 継
続
継
続
拡
大

健康を保つ上で，
食の確保は大切
である。高齢者世
帯が増える中、食
の自立支援と栄
養改善を総合的
なサービスへとつ
なげていく必要が
ある。

資
源

治
療
食
・
特
別
食
の
相
談
が
増
え
て
き
て
い
る
の
で
対
応
で
き
る
資

源
が
必
要

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

継
続

低栄養のリ
スクが高い
特定高齢者
や治療食，
特別食が必
要な人への
きめ細かな
アセスメント
を行い，食
の自立支援
を充実させ
る必要があ
る。
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2
 
保
健
・
福
祉

２
福
　
祉

(

2

)

住
み
慣
れ
た
地
域
で
快
適
生
活

16

高
齢
者
福
祉
課

元気ハ
ツラツ教
室事業

市内に居住するおおむね65歳
以上の高齢者が，元気ハツラ
ツ教室に参加し，運動器の機
能向上・栄養改善・口腔機能
の向上・認知症予防を目的と
した取り組みを指導を受けな
がら行い，介護予防に努め
る。あわせて，地域での閉じこ
もり予防やネットワークづくり
のきっかけとなる場づくりを図
り、予防の意識高揚を図る。

・委託している事業所スタッフ
のレベルや意識に差があり，
地域間にも差が生じているた
め，保健師等とのより一層の
連携や，より効果的な研修の
開催等の工夫を検討する必要
がある。
・参加者の事業参加後の要介
護認定の有無の追跡を行い，
事業の効果を検証していける
ようにしているが，データ管理
の方法や効果検証のための
効率的なデータ整理の方法に
ついて検討する必要あり。

市
内
に
居
住
す
る
お
お
む
ね
6
5
歳
以
上
の
高
齢
者

市内19箇所のコ
ミュニティセンター
や保健センター等
を会場として，運
動器の機能向上・
栄養改善・口腔機
能の向上・認知症
予防を主とした内
容とし，介護予防
を目的とした元気
ハツラツ教室を開
催する。

高齢者が，地域ぐるみ
で介護予防に必要な知
識を持ち、日常的に予
防のために必要な取り
組みができるようになる
ことにより，要支援・要
介護にならず，現在の
状態を保ち自分らしくい
きいきとした生活を送る
ことができるようにする。

14,947 4

高齢者が要
支援・要介
護状態にな
ることなく，
健康で生き
生きとした
生活を継続
できるよう介
護予防事業
として実施さ
れている。

3

事業実施
については
委託で行
なっている
が，委託事
業所ごとに
取り組み内
容のレベル
にバラツキ
がある。実
際に行わ
れている教
室へ出向き
実施状況
の確認や
聞き取りの
上意見交
換会を行う
ことで，課
題も明らか
になってき
たため，今
後よりよい
介護予防
事業へつな
げていける
と考えられ

4

上記より
課題を把
握する中
で，より
効果的な
事業を推
進するた
めに，実
施回数
や地区
数の増
のニーズ
もある。
また，委
託事業
所より委
託料増
のニーズ
もあり，
委託料
削減をす
ることは
委託困
難となる
と考えら
れる。

4

高齢者
が住み
なれた地
域でいつ
までも生
き生きと
生活し続
けること
ができる
ための
介護予
防事業
の推進
は市の
責務と考
える。ま
た地域
性に応じ
た効果
的な取り
組みを推
進するに
あたり，
地区担
当保健
師の関
与が必

5

元気ハツ
ラツ教室
等介護
予防事
業を推進
すること
で，要支
援・要介
護状態
になるこ
とを防
ぎ，誰も
が住み
なれた地
域でいつ
までも生
き生きと
生活する
ことがで
きる。

4

高齢者
の閉じこ
もりをな
くしたり，
運動器
の機能
低下，口
腔機能
の低下
等を防ぐ
ための
介護予
防事業
の重要
性への
理解が
深まって
きてお
り，介護
予防事
業が定
着しつつ
ある。

24 B 継
続
継
続
拡
大

予防効果をより高
めるため，より地
域性に応じた取り
組みと事業所の
レベルアップ，保
健師と事業所と
の連携を強化し
ていく努力を続け
ていく必要があ
る。

予
算
額

実
施
地
区
数
，
回
数
，
ま
た
委
託
料
増
の
検
討
が
必
要

。

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

継
続

高齢者の介
護予防に一
定の効果が
あるとされ
るが，具体
的な事業効
果が検証で
きるよう
データ管理
やデータ整
理を行う必
要がある。

有
り

1
2
 
終
期
の
設
定

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証
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平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
見守り隊
対象者数 人 2,603 2,457 2,500

高齢者見守
り対象者数

H
2
0

5,490 ⑷

対勝者数
に対する
巡回相談
の実施割
合

％ 100 100 100

民生委員・児
童委員協議
会に業務委
託して，高齢
者の見守り
活動を実施
した。

⑵
H
2
1

5,591 ⑸

⑶
H
2
2

5,741 ⑹

⑴対象者数 人 624 843 1,000

市内全高齢
者数(住民票
記載在宅高
齢者数)

H
2
0

6,032 ⑷利用者 人 189 189 189
高齢者等見
守り隊員総
数

⑵
H
2
1

4,531 ⑸

⑶
H
2
2

3,952 ⑹

⑴

介護予防
事業（認
知症高齢
者生活援
助事業利
用者延べ
人数）

24 44 60

介護予防事
業（認知症高
齢者生活援
助事業利用
者延べ人数）

H
2
0

69,208 ⑷
希望者に
対する利
用率

％ 100 100 100
希望者は利
用できている

⑵
H
2
1

46,545 ⑸

⑶
H
2
2

37,716 ⑹
希望者に
対する利
用率

％ 100 100 100

⑴
評価対象
事業数 件 3 3

規模や事業
内容により
大きく差が出
る事業であ
り，1件当た
りや定員１人
あたりのコス
ト比較は困
難

H
2
0
#VALUE! ⑷利用定員 人 14 63

H22年度　グ
ループホー
ム2ユニット，
小規模多機
能施設1施
設，デイサー
ビスセンター
1ヶ所

⑵
H
2
1
62,538,000 ⑸

⑶
H
2
2
117,497,333 ⑹

73

第
2
 
保
健
・
福
祉

２
福
　
祉

(

1

)

認
め
あ
い
，
支
え
あ
う
福
祉
の
推
進

20

高
齢
者
福
祉
課

高齢者
見守り
隊

　市内に居住する概ね６５歳
以上の一人暮らし高齢者を対
象として，日常生活において
見守りが必要な高齢者世帯
を，高齢者見守り隊（民生委
員・児童委員・協力員・活動
員）訪問活動を行い，安否確
認や相談活動を行いながら，
安心して暮らしていけるような
見守り活動を継続している。

・民生委員，児童委員，自治組
織，老人クラブ，消防団等と連
携し，地域支援ネットワークの
強化・構築を進める必要があ
る。
・見守り対象者を民生委員・児
童委員の判断により行ってい
るが，高齢者の状況は日々変
化しているので対象者となるま
でにタイムラグが生じる。
・地域活動との連携も検討す
る必要がある。
・災害時の避難支援にあたっ
て本事業における情報を共有
するシステムを作る必要があ
る。

　
市
民

（
お
お
む
ね
６
５
歳
以
上
の
者
で
あ

っ
て
，
日
常
生
活
に
お

い
て
見
守
り
必
要
な
高
齢
者
等

）

 市が，民生委員・
児童委員を巡回
相談員として委嘱
し見守り事業を実
施する。ただし，
見守り隊対象者
の人数により，相
談員の補佐役とし
て，協力員・活動
員を配置し，対象
世帯を訪問するこ
とにより安否の確
認や相談活動を
行う。

平成１９年度から高齢
者実態調査を継続実施
している。普段声かけや
見守りがないという高齢
者世帯を民生委員・児
童委員が訪問し安否確
認・相談活を展開してい
る。

13,739 4

高齢者実態
調査の結
果，見守り・
声かけがな
いと回答し
た高齢者を
対象に，民
生委員・児
童委員が巡
回相談員と
して見守り
活動するこ
とにより，安
否確認各種
相談業務の
充実を図
る。

3

安否確認
や巡回相
談をするこ
とにより，
高齢者の
要支援者リ
ストの作成
をし災害時
の支援策
へつなげる
ことが可能
となる。

3

住民自
治組織・
自主防
災組織
が結成さ
れた，地
域におい
ては，か
なりのコ
スト軽減
につなが
る。

3

平常時
の見守り
や声か
け，相談
活動によ
る高齢者
の安心・
安全の
確保と共
に，災害
時の対
応を迅速
に行うた
めには
市が実
施すべき
と考え
る。

5

要支援
者リスト
の作成
が可能と
なり，災
害時に
備えるこ
とが可能
になる。

5

民生委
員・児童
委員協
議会の
活動に
災害時
の1人も
見逃さな
いという
取り組み
があり，
要支援
者の

23 B 継
続
継
続
継
続

見守り等必要
な高齢者の実
態を把握する
ことで，災害等
の要援護者リ
ストの作成も
可能となり，災
害時支援策に
役立つ。

継
続

民生委員，
児童委員，
自治組織，
老人クラ
ブ，消防団
等と連携
し，地域支
援ネット
ワークの強
化・構築を
進める必要
がある。

74

第
2
 
保
健
・
福
祉

２
福
　
祉

(

2

)

だ
れ
も
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る

「
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ

ム

」
の
推
進

19

高
齢
者
福
祉
課

高齢者
実態調
査シス
テム事
業

平成１９年度から実施してい
る高齢者実態調査に基づく情
報を管理するシステムを構築
し、新たに６５歳になった高齢
者の情報を管理することによ
り、高齢者見守り隊事業へつ
なぎ，高齢者が安心・安全な
生活を営むため，情報を更新
し、常に最新情報を管理でき
るようにする。また，要支援者
リストの作成や活用に役立て
る。

高齢者の状況、状態は常に変
化しており、より最新の高齢者
の実態情報を収集し，更新す
るできる体制をつくることが必
要である。

市
民

（
６
５
歳
以
上
高
齢
者
な
ど

）

要支援者を地域
で支えあうネット
ワークづくりに必
要な情報として、
日々の生活実態
を把握しておく必
要があり、この手
段として高齢者の
実態調査を行なっ
たのでその回答
内容をシステムで
管理する。また、
高齢者の常態は
日々変化するの
で情報の更新を
する必要であるた
め、情報の更新に
努める。

要支援者を地域で支え
あうネットワークづくりや
ネットワークの活動を推
進するうえで、緊急避難
時においてこのシステム
が管理している情報のう
ち提供可能な情報につ
いては、市の関係部署
等へ提供していく。

3,820 4

住み慣れた
地域でいつ
までも生活
し続けるた
めには、地
域での支え
あう体制づく
りが必要で
あり、そのた
めに必要な
高齢者の実
態の情報を
システムに
より管理・更
新しながら、
緊急避難時
において担
当部署から
の要請に
よって、提供
可能な情報
は関係部署
へ提供す
る。

4

約１８，００
０人の情報
を管理・更
新するため
のはシステ
ムを必要で
ある。ま
た、今後他
部署が管
理している
システムと
連携をする
ことが生じ
た場合は
連携が可
能である。

4

新たに６
５歳に
なった人
の調査に
かかる経
費や調
査結果
の入力
作業に臨
時職員を
雇用し
行ってい
るが，経
費削減
は困難で
ある

4

高齢者
の実態
の情報
管理は
市でなけ
ればでき
ない。

4

高齢化
率が上
昇傾向
にあり、
更には
一人暮ら
しの高齢
者、夫婦
などの高
齢者世
帯も増加
傾向に
あり，要
支援者
などを地
域で支え
あう仕組
みづくり
が求めら
れてお
り，地域
によって
は自主
防災活
動として
取組みを
進めてい

5

高齢化
率の上
昇、一人
暮らしの
高齢者、
夫婦など
の高齢
者世帯
が増加
の傾向
にあり，
要支援
者などを
地域で
支えあう
仕組み
づくりが
求められ
ている。

25 B 継
続
縮
小
継
続

本市の高齢化
率は，３０％を
超えており，今
後の予測でも
高齢化は益々
拍車をかける
状況になって
いる。地域支
援ネットワーク
の強化・構築
は急務となっ
ている。高齢
者の状況の把
握は，要支援
者把握へとつ
ながり，あらゆ
る災害時に活
用できるような
情報管理が必
要となる。

無
し

継
続

災害時等の
要支援者把
握につなが
るよう提供
可能な情報
の整理や関
係部署等と
の情報共有
の体制の整
備と，情報
の更新・管
理に努める
必要であ
る。
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保
健
・
福
祉

２
福
　
祉

(

2

)

住
み
慣
れ
た
地
域
で
快
適
生
活

20

高
齢
者
福
祉
課

認知症
高齢者
生活支
援事業

認知症高齢者を介護している
世帯を対象に，ホームヘル
パーを派遣することにより，認
知症高齢者及びその家族の
負担軽減を図ることを目的と
する。

潜在的需要は多くあると思わ
れるが，利用が限られており，
今後より広く周知する必要が
ある。

見
書
の

「
３
　
心
身
の
状
態
に
関
す
る
意
見
，

（
１

）
日
常
生
活
の

自
立
度

」
の

「
認
知
症
高
齢
者
の
日
常
生
活
自
立
度

」
が
Ⅱ
以
上
の

6
5
歳
以
上
の
高

者

は
要

護
認
定
を
受
け
て
い
る
4
0
歳
以

市内の訪問介護
事業所に業務委
託することにより，
事業所のホーム
ヘルパーを対象
世帯に派遣するこ
とにより，介護者
の負担の軽減を
図る。

認知症高齢者の介護を
している家族の精神的・
身体的な負担軽減。

2,048 5

認知症状が
ある高齢者
が増加の傾
向にあり，在
宅生活をして
いる場合に
は介護者の
負担が多くな
ることから，
負担軽減策
を希望される
世帯への支
援策を進める
必要はある。

4

認知症高
齢者の状
態，その世
帯の状況
に応じた
サービスを
提供し，介
護者の精
神的・身体
的な負担軽
減につなげ
るため，状
況把握を的
確にする必
要がある。

4

民間事
業所へ
の委託に
よりサー
ビスを提
供するこ
とにして
いるので
委託単
価を交渉
して決定
すること
は可能で
あるが，
介護サー
ビスの報
酬単価
が決めら
れている
ので，こ
の単価と
かけ離れ
た単価設
定するこ
とは事業
所の理
が得ら

5

経済的
支援の
性格を持
つ事業で
あるため
市が関
与すべき

4

認知症状
がある高
齢者が増
加の傾向
にあり，
在宅生活
をしてい
る場合に
は介護者
の負担が
多くなるこ
とから，
負担軽減
策を要望
される
ケースが
増加する
と思われ
る。

4

認知症
高齢者を
抱える世
帯が利
用してい
る介護
サービス
には基
準があ
り，介護
サービス
適用外
のことに
ついては
全額自
己負担
になり，
世帯の
状況に
よっては
市が
サービス
を提供す
ることも
必要であ
る。

26 B 継
続
継
続
継
続

認知症高齢者
の介護をして
いる家族の負
担を一時的に
解放すること
が可能となり，
認知症高齢者
及びその家族
の生活を援助
することができ
る。

継
続

介護者の負
担軽減につ
ながる事業
であるが，
利用者の拡
大傾向にあ
り，利用者
負担を含め
効果の検証
が必要であ
る。
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保
健
・
福
祉

２
福
　
祉

(

2

)

住
み
慣
れ
た
地
域
で
快
適
生
活

19

高
齢
者
福
祉
課

高齢者
福祉施
設整備

　第5期高齢者保健福祉計
画・第４期介護保険事業計画
に基づき，平成２１年度から平
成２３年度の3年間で，地域密
着型の認知症対応型共同生
活介護施設（グループホーム）
を公設，民設をあわせ（９ユ
ニット・８１人）と，小規模多機
能型居宅介護施設を４施設
（定員ベースで１００人）整備
し，住み慣れた地域で安心し
て安全に生活を継続できる基
盤づくりを進める。
　平成22年度事業
　①川地高齢者福祉施設整
備事業として新たにグループ
ホーム２ユニットと小規模多機
能型居宅介護施設を整備。
　②三次西高齢者福祉施設
整備事業として旧三次西小学
校を活用しデイサービス系の
福祉施設を整備
　③川西高齢者福祉施設整
備事業として川西小学校付近
へ小規模多機能型居宅介護
施設を整備，今年度は実施設
計を実施

　公設民営の施設は，指定管
理者制度による運営を想定し
ており，適正な事業者の選定
を行う必要がある。
　また，指定管理料も適正に
設定する必要がある。
　地域密着型の施設であり，
地域住民や地域経済との連携
が図られることも必要である。

市
民

（
要
介
護
・
要
支
援
者

）

　地域密着型（三
次市民限定）の高
齢者介護施設で
ある，グループ
ホームと小規模多
機能型居宅介護
施設を整備する。
　整備に当たって
は，民設民営方
式と公設民営方
式を採用する。

　住み慣れた地域で,安
心して安全に生活が送
り続けられるよう，介護
施設の充実を進める。

187,614 5

住み慣れた
地域での生
活を継続で
き基盤を整
備するた
め，計画に
基づき介護
支援施設を
整備するも
のであり，
目的に適合
している。

5

施設を整備
することが
目的であ
り，整備完
了時で目的
達成となる
ため十分に
成果があ
る。
完成後の
施設の活
用，地域と
の連携等
については
別項目で評
価されるべ
きである。

4

施設の
建設事
業であ
り，設計
委託や
建築事
業での入
札による
削減は
一定程
度見込め
る。
用地買
収や手
数料，負
担金等
は節減
が困難で
ある。

5

公設民
営の施
設整備を
想定して
おり，市
の関与
は必然
である。
完成後
は，指定
管理者
制度によ
り運営を
委託す
る。

5

第5期高
齢者保
健福祉
計画・第
４期介護
保険事
業計画
におい
て，ニー
ズ調査を
行ってお
り，社会
的ニーズ
はきわめ
て高い。

5

本市は
高齢社
会を迎え
ており，
高齢者
の介護
に関する
市民の
関心は
高く，
ニーズも
高い状
況にあ
る。 29 A

未
実
施

拡
大
継
続

　第５期高齢
者保健福祉計
画・第４期介護
保険事業計画
において，需
要予測を行
い，財政推計
もする中で，設
定した事業で
あり，計画期
間（平成２１年
度～平成２３
年度）の３年間
は継続して実
施する必要が
ある。

無
し

継
続

今後も，需
要予測を行
いつつ，地
域のニーズ
に応じた効
率的で経済
的な施設の
整備を行
い，住み慣
れた地域で
の生活の実
現を目指す
必要があ
る。管理に
ついては，
適正な事業
者による指
定管理に取
り組む。

有
り

4
 
市
民
の
多
様
な
力
の
活
用

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

有
り

9
 
事
業
の
迅
速
化

19／63 2010/11/18



平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
評価対象
事業数 件 3,549 3,582 3,600

事業内容を
充実し，より
よい介護
サービスの
提供と無駄
な給付費の
抑制のた
め，増加させ
ることが必

H
2
0

643 ⑷認定者数 人 4,402 4,427 4,450

⑵
H
2
1

725 ⑸

⑶
H
2
2

906 ⑹

⑴利用者数 人 132 146 132

月５日以上
通所した者
の延べ人員
(利用登録者
が就労した
延べ人員)

H
2
0

53,030 ⑷

登録した
者のうち
月5日以
上就労で
きた実人
員の月平
均

人 11 12 11

通所実人員
は，日によっ
て体調等に
より変動が
ある。

⑵
利用登録
者数 人 13 13 11

利用登録者
数

H
2
1

47,972 ⑸

日中の交
流や活動
場所が確
保できた
者

人 13 13 11

⑶
H
2
2

53,045 ⑹

⑴
連携室経
由紹介患
者数

人 3,409 3,800 5,500
H
2
0

4,256 ⑷
紹介患者
件数 人 6,305 6,700 7,000

⑵
合同カン
ファレン
ス

回 1 1 1
H
2
1

3,934 ⑸
逆紹介患
者数 人 8,724 9,500 10,000

⑶
四病院連
絡協議会
運営

回 4 4 4
H
2
2

2,719 ⑹
相談業務
件数 件 852 1,250 5,000

⑴点検枚数 枚 211,457 213,419 220,000 レセプト枚数
H
2
0

57 ⑷点検金額 千円 80,186 41,001 45,000

後期高齢者
医療への移
行による老
人保健対象
者の減によ
る金額の減
（過誤及び内
容点検）

⑵
H
2
1

54 ⑸
点検効果
枚数 枚 8,903 6,242 6,500

後期高齢者
医療への移
行による老
人保健対象
者の減によ
るレセプトの
減（過誤及び
内容点検）

⑶
H
2
2

55 ⑹
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保
健
・
福
祉

２
福
　
祉

(

2

)

相
互
の
助
け
あ
い
に
よ
る
安
全
・
安
心
な
ま
ち
づ
く
り

20

高
齢
者
福
祉
課

介護給
付適正
化事業

団塊の世代が65歳以上にな
り，更なる高齢化の進行や，
介護サービス利用者の増加
が見込まれる中，介護給付費
が急激に増加することが想定
されるので，介護保険制度を
安定的に維持運営するため
のひとつの施策として介護給
付の適正化に取り組む。

要介護認定の適正化⇒厚労
省の経過措置への対応
介護報酬請求の適正化⇒事
業所の指導監査と連動，介護
保険情報と医療情報の突合，
合議体間の認定レベルの平準
化
住宅改修申請内容の精査⇒
現地調査の徹底

市
民

介護給付費通知
ケアプランチェック

適正化事業の実施によ
り，適正な介護サービス
利用を促す。

2,599 4

計画されて
いる事業に
ついて，ま
だ充分な対
応がされて
いない。より
専門的な知
識を持って
実施する必
要がある。

2

今後実施
事業を増や
していくこと
により，成
果も向上す
ると思われ
る。

4

経費負
担につい
ては，必
要な範囲
で対応し
ている。
今後事
業を充実
していく
ために専
門的に事
業実施し
ていく人
員が必
要と思わ
れる。

5

給付費
通知，ケ
アプラン
チェック
など，委
託や共
同化によ
る対応は
可能と思
われる
が，専門
的な知
識が必
要であ
り，コスト
もかか
る。
今のとこ
ろ職員が
介護保
険事業
所の指
導監査
の際に
ケアプラ
ンチェッ
ク等を

5

今後高
齢者の
増加に
伴い，介
護給付
費の増
加も見込
まれるた
め，適正
なサービ
ス利用
等が求
められて
いる。 4

利用者
の一部
ではある
が，給付
費通知を
送付する
ことで
サービス
費用等
について
の問い
合わせも
あり，市
民の関
心はある
と思われ
る。

24 B
未
実
施

継
続
拡
大

今後も高齢者
の増加に伴
い，介護給付
費の増加も見
込まれるた
め，事業をより
拡充する必要
があると思わ
れる。

人
員

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

継
続

介護報酬請
求が適正に
行われるた
めには，介
護給付費通
知やケアプ
ランチェック
などは継続
して実施す
る必要があ
る。
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保
健
・
福
祉

２
福
　
祉

(

2

)

住
み
慣
れ
た
地
域
で
快
適
生
活

16

社
会
福
祉
課

心身障
害者就
労促進
事業

福祉的就労の場を確保するた
め，無認可小規模作業所であ
る「ジョイジョイワーク第3作業
所」を運営する事業主に対し，
運営費を助成する。
・場所：三次町2054-1　「ジョイ
ジョイワーク第３作業所」
・内容：リサイクル事業（空き
缶，新聞紙の回収）を通して
社会活動及び生活訓練を行っ
ている。

本事業は，障害者自立支援法
の施行に伴い，平成18年10月
から県の運営費補助金が廃止
になり一般財源化している。
したがって，無認可作業所に
ついては法定化事業所（地域
活動支援センター等）への移
行が想定されているため，作
業所の意向（平成2１年度以
降）を踏まえ，障害福祉計画に
位置づけるとともに，社会的資
源としての位置づけを明確に
しているところである。
　今後は，県の障害者自立支
援特別対策事業等の活用を推
進し，円滑なる地域活動支援
センター移行の支援を図る。

市
民

（
満
１
５
歳
以
上
の
一
般
就
労
が
困
難
な
在
宅
の
身
体
障
害
者

及
び
知
的
障
害
者

）

障害者への訓練・
指導等に係る作
業所運営に対し，
運営補助金を交
付する。

一般就労が困難な障害
者に対し，日中活動と就
労の場を提供することに
より，生活のリズムを整
え社会活動への参加を
促進する。

7,004 5

障害者の就
労場所が確
保されること
によって，障
害者の就労
及び日中活
動の参加が
促進され
る。

3

・現在の利
用数に対
し，作業所
の定員（19
名以内）に
余裕がある
ため，新規
就労希望
者を増やす
ことにより，
成果の向
上余地が
あると考え
る。
・工賃アッ
プの取り組
みが課題で
ある。

5

必要最
低限の
補助基
準であ
る。指導
員の人
件費と家
賃相当
分のみ
の助成で
あるた
め，コスト
削減の
余地が
少ない。

5

福祉的
就労の
場を提供
するた
め，市が
主体と
なって実
施してい
くべき事
業であ
る。

5

重度心
身障害
者の一
般的な
就労は
極めて
困難な
状況が
あるの
で，日中
活動等
交流の
場の確
保ととも
に，小規
模作業
所の存
在は，社
会的
ニーズと
して高い
と考え
る。

5

重度心
身障害
者の一
般的な
就労は
極めて
困難な
状況が
あるの
で，日中
活動等
交流の
場の確
保ととも
に，小規
模作業
所の存
在は市
民ニーズ
として高
いと考え
る。

28 A 継
続
継
続
継
続

障害者自立支
援法の施行に
伴い，国の基
本方針におい
ても，障害者
の地域生活支
援を推進する
ため，就労支
援を重点施策
においた日中
活動の場とし
ての「地域活
動支援セン
ター」の確保
が求められて
いる。そのた
め，三次市で
は，平成21年
度3月に策定し
た第2期障害
福祉計画にお
いて，「地域活
動支援セン
ター」の必要
整備目標を設
定する中で，
小 業所

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

継
続

継続して，
移行へ向け
た取り組み
を支援する
とともに，委
託料基準に
ついても検
討する。
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保
健
・
福
祉

３
医
　
療

(

1

)

ど
こ
で
も
安
心
・
充
実

「
地
域
医
療

」

18
医
事
課

地域医
療連携
業務

当院は地域医療圏の中核病
院として急性期医療を担う医
療機関である。地域において
その機能を発揮するために
は，他の医療機関とそれぞれ
の機能を分担し，連携，協力
する必要がある。このため，四
病院連絡協議会の連携強化
や，医師会との合同カンファレ
ンスを実施し，地域医療の提
供を可能にすべく活動してい
る。

在宅ケアを推進するためにも，
医療福祉資源を最大限活用す
る意味でも，各機関施設との
連携強化が必要となっている。
情報の収集やアンケートを実
施する等，問題点や改善点を
検証し地域医療を担う診療所
との連携を充実する。

良
質
な
地
域
医
療
を
必
要
と
す
る
患
者
及
び
関
係
医
療
機
関
を
対
象

と
す
る

。

地域の医療機関
等から，高度医療
を必要とされる患
者の紹介を受け，
または，診療後の
フォロー等のため
逆紹介を行う。
また，患者様及び
家族の方からの
転退院等総合的
に相談業務を行
う．

地域の中核病院として，
急性期病院として必要
な医療を実現する。

14,950 5

国の医療施
策が地域医
療の推進

5

地域の医
療機関等
から，高度
医療を必要
とされる患
者の紹介を
受け，また
は，診療後
のフォロー
等のため逆
紹介を行
う。
また，患者
様及び家
族の方から
の転退院
等総合的
に相談業
務を行う．

5

現在の
目的に対
する手段
方法は，
最大の
効用を齎
す選択の
結果であ
り，コスト
削減の
余地は
少ない。

4

良質な
地域医
療の実
現のた
めに行う
活動は
極めて
公共性
が強い。

5

良質な地
域医療の
実現のた
め，医療
資源を効
率的に機
能させる
連携業務
は不可欠
であり，
社会的
ニーズは
極めて高
い。

3

良質な
地域医
療の市
民への
提供は
大きな
ニーズで
あり，こ
の実現
のために
行う活動
は不可
欠であ
る。 27 A 継

続
継
続
拡
大

地域医療連携
は，国の医療
施策であり，
地域医療を守
るという観点
からも，継続
は最低条件で
あり，他の病
院の例からも
拡大は必至

人
員

有
り

5
 
組
織
・
機
構
の
見
直
し

継
続

地域医療圏
の中核病院
として急性
期医療を担
う機能を発
揮するため
には，他の
医療機関と
の機能分担
や連携，協
力が必要で
ある。また，
四病院連絡
協議会や医
師会との合
同カンファ
レンスを継
続実施す
る。
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健
・
福
祉

３
医
　
療

(

1

)

ど
こ
で
も
安
心
・
充
実

「
地
域
医
療

」

22

保
険
年
金
課

レセプト
点検事
務

　国民健康保険のレセプト（診
療報酬請求明細書）の点検を
行うことにより医療費の適正
化を図る。
　平成20年度までは雇用職員
により業務を行っていたが，平
成21年度は三次市開発公社
へ委託，平成22年度からは株
式会社暮らしサポートみよし
へ委託し，業務を行っている。

　医療費の増加に伴い医療費
の適正化は強く求められてい
る。
　また，今年度からレセプトの
収受がオンライン化され，レセ
プト管理システムの端末による
審査に変更された。
　レセプト管理システム操作の
早期の熟達と，レセプト管理シ
ステムを活用した業務の効率
化が必要となる。

　
国
民
健
康
保
険
被
保
険
者

　国保連合会にお
いて審査の済ん
だレセプトを点検
し，受診者の資格
及び医療費支払
額の確認をする。

　医療費の適正化によ
る国保財政の健全化

11,565 5

　審査を経
たレセプトを
保険者とし
て点検する
ことは医療
費の適正化
には極めて
重要であ
る。

4

　現時の状
況は経験
豊富な点検
員による業
務であり実
績も大き
い。

4

　レセプト
の電子
化オンラ
イン化に
より作業
量が変
動する可
能性があ
り事務の
合理化
が図られ
るが，本
年度は
電子化さ
れない紙
レセプト
の審査も
残り，今
後の経
過を見な
がら行う
必要があ
る。

2

　現在も
専門性
のあると
ころへの
委託事
業となっ
ている。

4

　レセプ
ト点検を
行うこと
による医
療費の
適正化
は，国保
のみなら
ず財政
の健全
化のた
め必要
である。

3

　市民に
とっても
医療費を
精査し適
正化する
ことがで
きるため
必要性
は高い。

22 B
未
実
施

継
続
継
続

　レセプト点検
業務は国保財
政にとって必
須である。現
在の業績を保
つようレセプト
点検員のスキ
ルアップと状
況把握を行っ
ていく。

無
し

継
続

医療費の適
正化のた
め，引き続
き，委託先
のレセプト
点検員のス
キルアップ
やシステム
管理を図り
ながら実施
する必要が
ある。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

有
り

5
 
組
織
・
機
構
の
見
直
し

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

20／63 2010/11/18
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年
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年
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単
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H20
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度
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H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容
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他
の
内
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有
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改
善
区
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総
合
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他
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分
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よる成果向上
の余地
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削減余地

市関与の
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社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
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H20
年
度
評
価
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成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
受給者証
の発行数 枚 1,788 1,818 1,845

８月１日更新
時現在

H
2
0
148,607 ⑷

医療費の
公費負担

千円 254,777 255,779 267,949

重度心身障
害者医療公
費負担額

⑵
H
2
1
147,190 ⑸

⑶
H
2
2
149,499 ⑹

⑴
総合集団
健診回数

28 27 29

休日健診を
増やすなど，
より受診しや
すいように改
善している。

H
2
0
1,015,178 ⑷

総合集団
健診受診
者数

1,213 1,374 1,500

受診環境の
改善により
受診者が増
加している。

⑵

人間ドッ
ク・脳ドッ
ク受診可
能者数

1,575 1,618 1,889

ドック検診機
関と調整し，
受入人数の
増員を要請
している。

H
2
1
979,185 ⑸

個別検診
受診者数

562 412 500

国の定める
健診項目が
少ないため，
受診者数が
減少してい
る。

⑶
H
2
2
1,470,103 ⑹

人間ドッ
ク・脳ドッ
ク受診者
数

943 920 950

自己負担額
が一番高い
検診のた
め，受診者
数が伸び悩
んでいる。

⑴
訪問啓発
件数 件 58 47 72

7ヶ月間の取
り組みとなっ
たため，件数
が減少して
いるが，1ヶ
月あたりの
件数は増加
しているた
め， ストは

H
2
0

43,275 ⑷
訪問啓発
件数 件 58 47 72

7ヶ月間の取
り組みとなっ
たため，全体
件数は減少
している。

⑵
H
2
1

33,148 ⑸改善件数 件 20 29 36

短い取り組
みではあっ
たが，改善
件数は増加
している。

⑶
H
2
2

38,819 ⑹
1ヶ月あた
りの医療
費削減額

円 765,350 850,000

確実に医療
費の適正化
に効果が出
ている。

⑴稼動日数 365 365 365
がん治療に
対応する日
数である。

H
2
0

44,208 ⑷
がんに係
る手術件
数（年間）

384 435 450

がん治療水
準の客観的
指標である。

⑵
H
2
1

49,723 ⑸
外来化学
療法件数
（月平均）

144 135 150
がん治療水
準の客観的
指標である。

⑶
H
2
2

55,643 ⑹
がん相談
支援件数
（年間）

125 180 300

がん相談支
援の市民
ニーズを直
截的に表す
指標である。
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22

保
険
年
金
課

重度心
身障害
者医療
費支給
事業

　身体障害者手帳１～３級所
持者・療育手帳Ⓐ･Ａ･Ⓑ所持
者で，本人・配偶者・扶養義務
者が一定以内の所得である
方を対象に支給。総医療費と
保険給付額との差額から一部
負担金（入院１日200円（14日
を限度）入院外1日200円（4日
を限度））を除いて支給。医療
機関においては，受給者証を
提示することで，一部負担金
の支払いで受診可能。県外受
診・補装具については，償還
払い。
　事務事業としては，受給者
証申請の受理（社会福祉課，
支所での手帳交付時にあわ
せて）・審査（保険年金課・支
所では即時審査），受給者証
の発行・送付、償還払申請の
受理・審査・給付，医療費・手
数料の支払がある。

全対象者が適切な医療を受け
られるように，未申請者（過去
に非該当になった方等）への
周知について検討が必要であ
る。

身
体
障
害
者
手
帳
１
〜
３
級
・
療
育
手
帳
Ⓐ
･
Ａ
･
Ⓑ
所
持
者

現物給付：医療費
を医療機関の窓
口で支払う時に，
三次市が発行す
る受給者証を提
示すれば，一部負
担金を除く自己負
担部分について
支払う必要ない。
現金給付：県外受
診・補装具装着
等，受給者証が
使えないため，一
旦支払った自己
負担分について
償還払い申請に
より，一部負担金
を除く額について
返還。

重度心身障害者が適切
な医療を受けられるよう
にする。

267,592 5

所得が少な
く，比較的
医療機関を
受診する回
数の多い障
害者の方
が，適切な
医療が受け
られるように
している。

3

所得制限
により前年
度非該当と
なられた方
への周知を
検討する必
要がある。
市広報で申
請を促して
はいるが，
全ての対象
者が申請し
ているとは
思われな
い。

4

事務経
費につい
ては，縮
減を図っ
ていくこと
が必要で
あるが，
事務効
率，正確
性も含め
て検討が
必要。

5

障害者
手帳・療
育手帳
の交付
に関わる
他の制
度とあわ
せて，身
近な市
が行って
いくこと
が必要。

5

社会的
弱者であ
る重度心
身障害
者が安
心・充実
の医療を
継続して
受けられ
ること
は，バリ
アフリー
の社会
において
他の制
度と合わ
せて，
ニーズは
高い。

5

重度心
身障害
者は，病
院にか
かる頻度
も多く，
また、補
装具等
継続して
使用され
ることも
多いため
その費
用負担
は多く，
公費負
担の
ニーズは
高い。

27 A
未
実
施

継
続
継
続

事務事業実施
の過程で改善
の余地はある
ものの，事業
そのものは，
社会的弱者で
ある重度心身
障害者へ安定
した医療を提
供するもので，
継続して事業
を行うことが必
要。 継

続

対象者が適
切に医療を
受けられる
ように，転
入者等への
制度の周知
を徹底し，
継続して事
業を実施す
る。
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20

保
険
年
金
課

特定健
診業務

保険者が40歳から74歳までの
被保険者を対象に、メタボリッ
クシンドローム（内臓脂肪症候
群）の該当者や予備群を抽出
し，特定保健指導につなげる
とともに，高血圧や高脂血症、
糖尿病などの有病者のコント
ロール状態の確認や医療機
関の受診勧奨など，生活習慣
病の予防・重症化防止など多
面的な取り組みを進めるため
の入り口である。
このような特定健診・特定保
健指導により、生活習慣病の
予防や早期発見の大切さを啓
発し、三次市国保被保険者の
みならず、広く三次市民全体
が健康になることを目指す。
また、平成24年度に特定健
診・特定保健指導の受診率や
実施率等が国の定める参酌
基準に届かなかった場合、後
期高齢者医療制度への拠出
金の増額が課される。

現在の受診率は，国の定める
基準値まではほど遠い。受診
率向上に努める必要がある。 三

次
市
国
民
健
康
保
険
被
保
険
者
の
う
ち

、
4
0
歳
か
ら
7
4
歳
ま
で
の
方

総合集団健診（市
内各会場で検診
車による巡回検
診）
個別検診（県内各
検診医療機関で
直接検診）
人間ドック・脳ドッ
ク（3つのドック医
療機関で検診）

対象者のうち，健診受
診が必要な方の全員受
診

26,438 5

現在行って
いる検診手
段は、現在
考えられる
検診方法を
全て行って
いる。

1

人員と予算
があれば
受診率向
上のための
取組は実
施可能。

3

受診率
が上が
ればあが
るほど、
コストは
大きくな
るため、
削減は
困難であ
るが，で
きるかぎ
り入札に
よる価格
競争によ
る削減す
べきであ
る。

5

三次市
国保保
険者であ
る三次市
しか、三
次市国
保被保
険者へ
の検診
が行えな
い。

5

糖尿病を
はじめと
する生活
習慣病
は増加
の一途を
たどって
おり，発
症抑制
への
ニーズは
高い。

5

生活習
慣病の
なかで
も，とくに
糖尿病
は進行
すれば
様々な
合併症を
引き起こ
し，社会
生活に
支障をき
たすこと
になるた
め，ニー
ズは高
い。

24 B
未
実
施

拡
大
拡
大

健康づくりの
チームである
「いきいき・とも
え・プロジェク
ト」を設置して
はいるが，多
種多様な業務
を兼務してお
り，専属で活
動できる担当
者が必要。生
活習慣病への
取り組みは，
がんへの取り
組みと同様
に，国を挙げ
て取り組むべ
き重要な事項
であり，取り組
みを強化して
いく必要があ
る。

人
員

知
識
，
経
験
の
あ
る
専
属
担
当
者
の
配
置

有
り

5
 
組
織
・
機
構
の
見
直
し

拡
大

Ｈ２２．５月
に発足した
「いきいき・
ともえ・プロ
ジェクト」の
推進体制の
基となる「健
康いきいき
長寿推進本
部」，「健康
いきいき長
寿推進プロ
ジェクトチー
ム」が有機
的に連携
し，実効性
のある施策
を展開して
いく必要が
ある。
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保
険
年
金
課

適正受
診の訪
問啓発
指導事
業

啓発指導員（看護師）を雇用
し，国保被保険者に対し医療
の適正受診について，訪問指
導等を行なう。

何度訪問しても意識変容でき
ない方があり，常習的な重複
受診者への対応の方法が課
題である。

三
次
市
国
保
被
保
険
者
の
う
ち
，
適
正
受
診
の
指
導
が
必
要
と
認
め

ら
れ
る
方

啓発指導員が対
象者を各戸訪問
し，多受診，重複
受診等の適切な
アドバイス・指導
を行なう。

被保険者の適正受診と
健康づくりを進め，医療
費の適正化を図る。

1,558 5

多受診重複
受診の背景
には医療に
対する不安
がある。専
門職のアド
バイスによ
り医療的な
不案が軽減
し適正な受
診へつなが
ると考える
ため、訪問
指導は手段
として適切
である。

3

訪問指導
においては
医療の削
減のみを説
明するだけ
では対象者
の納得は
得ることが
できない。
保健師と連
携し日常の
生活習慣
等をあわせ
て指導する
ことにより
効果的にな
る。指導の
内容につい
てスキル
アップが必
要。

5

主なコス
トである
人件費
は専門
職の雇
用費用で
あり削減
余地は
少ない。

3

国民健
康保険
の被保
険者に
ついては
保険者
の責任と
して市が
行うべき
である。

5

三次市
国保医
療費の
増加によ
り，国保
税の税
率改正
が必要
になって
おり，医
療費の
適正化
のため
の受診
の適正
化は必
要事項
である。

3

多受診、
重複受
診につい
ては
個々の
必要な
判断によ
り起こっ
ている現
象であり
それを否
定するこ
とは市民
の思い
に逆行
するもの
である
が、正し
い医療
の受け
方、健康
づくりに
重点を置
いた事業
であれば
ニーズは
高くな

24 B
未
実
施

拡
大
継
続

確実に効果を
挙げており，
保健師との連
携も含めて継
続して取り組
んでいくべきも
のと考える。

無
し

継
続

訪問指導に
あたって
は，保健師
と連携し，
対象者に理
解が得られ
るように効
果的な指導
が進められ
ており，今
後も，引き
続き，指導
の内容につ
いてスキル
アップに努
める必要が
ある。
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医
事
課

がん診
療連携
拠点病
院事業

平成22年4月1日「地域がん診
療連携拠点病院」の指定更新
を受けた。更なるがん医療機
能の充実、他の医療機関との
連携協力体制の推進等、地
域のがん医療の水準を向上さ
せるため、つぎのとおり推進
する。
（１）集学的治療体制の確立
（２）地域がん医療ネットワー
クの構築
（３）地域がん医療従事者の
研修事業
（４）がん相談支援事業と普及
啓発・情報提供
（５）がん登録事業の推進（県
がん登録事業への参加、国へ
のがんデータの情報提供）

(１)がん医療専門医の確保（病
理医、麻酔科医、心療内科医）
(２)がん専門コメディカルの育
成（看護師、薬剤師、放射線技
師、リハビリテーション技師等）
(３)地域の医療・福祉資源の最
大活用を図る
(４)地域医療従事者への研修
を行い、地域全体のがん医療
水準の向上を図る

（
１

）
市
民

（
２

）
地
域
医
療
機
関

（
３

）
医
療

事
者

（１）医療機器整
備
（２）専門的医療
従事者の配置及
び育成
（３）地域医療従
事者を対象とした
合同カンファレン
スの実施
（４）緩和ケア研修
の実施
（５）市民を対象と
した「がん市民公
開講座」の開催
（６）がん相談の実
施及び「がん患
者・家族会」の支
援
（７）院内がん登録
データの活用（国
及び県への情報
提供）

（１）がん治療実績の向
上(早期診断、早期治
療）
（２）地域かかりつけ医と
連携し、在宅での緩和
医療連携体制を充実さ
せる。
（３）がん患者や家族の
不安、悩みを緩和する。

18,149 5

がん対策基
本法に基づ
くがんの施
策が推進さ
れ、市民の
がん医療に
対する関心
はますます
高まってい
る。
また、地域
医療従事者
とのがん合
同カンファレ
ンスを実施
するなど、
地域でがん
医療に取り
組む体制が
求められ
る。

3

治療実績
向上のた
め、診療機
能の充実、
専門的医
療従事者
の配置、医
療機器機
整備等取り
組む課題
は残されて
いる。

5

現在の
目的に対
する手段
方法は、
最大の
効用をも
たらす選
択の結
果であ
り、コスト
削減の
余地はな
い。

4

地域の
がん診
療拠点
病院とし
て、地域
のがん
医療水
準を向上
するため
には、市
としての
関与が
大きい。
市民公
開講座
の開催
など、公
共性は
高い。

5

国民の
疾病によ
る死亡の
最大の
原因と
なってい
る「がん」
への取り
組みは、
国、県の
重要課
題となっ
ており、
市民の
関心も高
まってい
る中、拠
点病院と
しての社
会的
ニーズは
高い。

5

3人に１
人がが
んに罹る
といわれ
る今日、
がんの
早期発
見、早期
治療な
ど、市民
の生命、
健康に
関する関
心は高
まってい
る。
安心して
地域で
標準的
がん医
療が受
けられる
よう、本
市のが
ん対策
は極め
て 要な

27 A 拡
大
拡
大
拡
大

市民及び地域
からのニーズ
は高い。中核
病院として、ま
たがん拠点病
院として地域
医療水準の向
上に果たす役
割は増大す
る。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

拡
大

地域がん診
療連携拠点
病院とし
て，さらなる
がん医療機
能の充実や
他の医療機
関との連
携，協力体
制を確立す
る必要があ
る。

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

資
源

有
り

8
 
事
務
事
業
の
効
率
化

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

事
業
規
模

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

21／63 2010/11/18



平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴受診者数 人 3,178 2,799 2,500

平成22年4月
から午後10
時以降の急
患診療につ
いては、市立
三次中央病
院が行うこと
になり、午後
10時以降の

H
2
0

8,091 ⑷受診者数 人 3,178 2,799 2,500

⑵
休日診療
日数 日 71 71 70

H
2
1

9,347 ⑸

⑶
H
2
2

10,028 ⑹

⑴診療日 日 365 365 365
救急医療で診
療した日数

H
2
0
863,594 ⑷

救急患者
数（小児
科を除
く。）

人 8,809 8,204 7,501
救急医療で
受診された
患者数

⑵
H
2
1
874,339 ⑸

⑶
H
2
2
933,890 ⑹

⑴診療日 日 365 365 365
小児救急で
診療した日
数

H
2
0
332,602 ⑷

救急患者
数 人 6,593 7,170 7,900

小児救急で
受診した患
者数

⑵
H
2
1
316,967 ⑸

⑶
H
2
2
283,583 ⑹

⑴
施設設備
等工事 件 5 5 6

病院の診療
のしやすい
施設環境の
充実及び，
患者様が利
用しやすいよ
う環境を整え
る。

H
2
0
119,200,600 ⑷

施設新設
等工事 件 5 1 新設工事数

⑵
H
2
1
32,510,800 ⑸

⑶
H
2
2
40,372,333 ⑹
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16

健
康
推
進
課

休日夜
間急患
センター
運営費
補助事
業

三次地区医師会が医療セン
ターで実施する，休日・夜間の
急患センターの運営費に対す
る補助を行う。
【平成21年度実績】患者数；
2,799人（うち市外409人）　運
営日数；休日71日，夜間365
日

　休日・夜間救急センターは，
休日・夜間における救急患者
に対する診療機能として市民
の安心の拠り所となっているこ
とから，今後も市民の初期救
急医療体制を確保・支援する
ため補助金の交付は必要であ
る。

　
市
民

　休日・夜間の急
患センター事業の
安定した運営を図
るため補助金を交
付する。

　市民の休日・夜間の急
病・救急時に適切な医
療を確保する。

26,164 5

　市からの
補助金によ
り休日・夜
間急患セン
ターの運営
が確保・維
持されてお
り急患に対
し、適切な
医療の確保
が行われて
いる。

3

　医療セン
ター医師の
減により午
後10時以
降の診療
について、
本年4月か
ら市立三次
中央病院
が対応する
ことになっ
た。これに
より急患セ
ンター運営
する医療従
事者の負
担が軽減で
きる。

4

　午後10
時から翌
朝の診
療を市立
三次中
央病院で
対応する
こととな
り、この
間の医
療従事
者等へ
かかる経
費は縮
小できる
が、休
日・準夜
へ配置す
る最低限
の医療
従事者
は確保す
る必要が
あるた
め、これ
らにかか
る

4

　休日・
夜間の
診療体
制の確
保・維持
すること
は公共
性が高
く、市が
関与す
べきであ
る。

4

　少子高
齢社会よ
り、一人
暮らし老
人や核
家族化
が進む
中、救急
医療体
制の整
備に対
する社会
的ニーズ
は高い。
市内はも
とより市
外からの
受診者も
増加傾
向にあ
り、三次
市の救
急医療
体制へ
の信頼
度は高
い

5

　年間を
通じた救
急診療体
制の確保
は、安心
して日常
生活を営
むうえで
重要であ
り、市民
ニーズは
高い。

25 B 継
続
継
続
継
続

 市民が安心し
て日常生活を
営む上で、医
療の提供・確
保は必要不可
欠なものであ
る。特に急病
に対する初期
救急医療は重
要であり、この
体制を維持し
ていくために
は、今後も市
として支援を
継続する必要
がある。

継
続

休日・夜間
における診
療機能とし
て，市民の
ニーズも高
いことから，
今後とも支
援を継続す
る必要あ
る。また，医
療体制につ
いては，今
後の経過を
見ながら検
討していく
必要があ
る。
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病
院
企
画
課

救急医
療拠点
病院

地域の中核病院として救急医
療体制（医師，看護師，放射
線技師，臨床検査技師，薬剤
師当直体制）を整備し，夜間
休日の住民の緊急時のため
に救急医療を確保している。

地域住民が安心できる救急医
療体制の確保及び充実を図っ
ていくためには，医師，看護
師，コメディカルスタッフを充実
し，体制整備を行っていく必要
がある。

住
民

救急診療 休日夜間の救急医療の
確保，充実

319,134 5

広島県保健
医療計画に
おいても病
院郡輪番制
病院に位置
づけられて
おり，備北
二次保健医
療圏におけ
る救急医療
対応を行っ
ている。

3

救急医療
の充実を
図っていく
ためには，
医師，看護
師，コメディ
カルスタッ
フの充実が
必要であ
る。

5

直接的な
経費は，
人件費
部分等で
ある。

3

地域の
中核病
院とし
て，市立
の病院と
して救急
医療体
制を整備
していく
必要が
ある。

5

地域の
中核病
院とし
て，社会
的ニーズ
は極め
て高く，
診療機
能，医療
の質の
面での
充実が
求められ
ている。 5

住民から
の医療
ニーズは
多様化し
ており，
診療機
能，質の
面での
充実が
求められ
ている。

26 B 継
続
継
続
継
続

県北の中核病
院として，更に
医療スタッフの
充実を図り，
救急医療体制
を整備する必
要がある。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

継
続

事業の周知
を図りなが
ら，引き続
き，救急医
療体制の確
保及び充実
を図る。
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小児救
急医療
拠点病
院事業

小児救急医療拠点病院の指
定を受け，２４時間救急医療
体制（小児科医師当直体制）
を確保し小児救急患者に対応
している。

３６５日２４時間小児救急医療
体制の確保及び充実を図って
いくためには，小児科医師，看
護師を確保し体制整備を行っ
ていく必要がある。

小
児
患
者

救急診療を行う。 ２４時間小児救急医療
の確保，充実

115,693 5

平成１６年７
月から２４時
間小児救急
体制を整備
し，救急対応
を行ってい
る。

3

小児救急
医療の充
実を図って
いくために
は，医師，
看護師の
確保が必
要である。

5

直接的な
経費は，
人件費
部分であ
る。

3

地域の
中核病
院とし
て，市立
病院とし
て小児
救急医
療体制を
整備して
いく必要
がある。

5

救急にお
いても小
児医療に
対する
ニーズは
高い。

5

小児専
門医へ
のニーズ
は高く，
１日平均
○○名
の小児
救急患
者がい
る。

26 B 継
続
継
続
継
続

小児救急医療
拠点病院とし
て，更に医療
スタッフの充実
を図り，医療
体制を整備す
る必要があ
る。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

継
続

事業の周知
を図りなが
ら，引き続
き，小児救
急医療体制
の確保及び
充実を図
る。
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16

病
院
企
画
課

医療施
設整備
事業

急性期病院として，必要の医
療施設を充実し，病院を利用
される方々に質の高い医療を
提供するとともに患者サービ
スの向上を図る。
　地域活性化対策事業として
キャノピー延長事業を実施す
るとともに，栄養科の空調機
設備改修工事等を実施した。

事務事業と総合計画との関係
を全職員に周知徹底し，行政
評価の評価結果を成果の確
認，改善を行うための仕組み
として位置付け，政策（総合計
画大項目）実現のための貢献
度を中心に，それに基づいた
予算編成を行うように進化させ
ていく。また市民との対話の材
料として，より使いやすいもの
とするために，実効あるＰＲを
行っていくことが必要である。

市
民

（
病
院
を
利
用
す
る
全
て
の
方

）

空調更新，自動
制御装置更新，
医療ガス更新，,
手術室電気工事

病院の診療しやすい施
設設備の充実及び，患
者様が利用しやすい環
境を整える。

162,554 4

質の高い医
療を提供す
る上で，施
設の充実は
患者サービ
スの向上に
つながる。

5

２４時間３６
５日いつで
安定して医
療を提供す
ための環境
づくりが必
要である。

4

入札を実
施し，コ
スト削減
を行って
いる。

5

救急も含
め，安心
で安全な
医療の
提供は，
公的病
院（三次
市）の責
務であ
る。

3

病院設
備の整
備は，医
療機関と
患者
サービス
の向上を
推進する
上で必
要不可
欠であ
る。

3

日常生
活を安
心・安
全・快適
に過ごす
上で質
の高い
医療
サービス
を提供す
る市民の
ニーズが
高い。

24 B 継
続
継
続
継
続

備北地域の医
療の質の向上
及び利用者の
利便性を図る
ため，病院施
設の整備を推
進する。

そ
の
他

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

継
続

患者への
サービス向
上のため，
計画的な整
備を継続し
て実施す
る。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

22／63 2010/11/18



平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
購入医療
機器数

台・式 83 44 17
医療機器の
購入台数

H
2
0

⑷
機器更新
数

台・式 61 30 28
現行医療機
器の更新台
数

⑵
H
2
1

⑸
機器新規
導入数

台・式 22 12 17
新規医療機
器の購入台
数

⑶
H
2
2

⑹

⑴
研修受講
者数 人 4 3

認定看護師
教育課程の
受講者数

H
2
0
1,418,250 ⑷

認定看護
師　合格
者数

人 4 3
認定看護師
に合格した
人数

⑵
H
2
1
#DIV/0! ⑸

⑶
H
2
2
1,671,000 ⑹

認定看護
師　合格
者数

人 4 3

⑴
入院患者
数 人 120,041 119,338 120,450

入院患者数
は減少傾向
にある。

H
2
0

⑷
経常収支
比率 ％ 100 101 100

経常収支比
率100％以上
の維持はで
きている。

⑵
救急患者
総数 人 15,402 14,325 15,426

救急患者数
は微減して
いる。

H
2
1

63,921 ⑸

患者１人
１日当た
り入院収
入

円 36,514 38,408 37,900

患者単価は
増加しており
収益は確保
できている。

⑶
救急車搬
送患者数 人 1,933 2,044 1,957

救急車によ
る搬送患者
数はほぼ横
ばいである。

H
2
2

63,331 ⑹
職員給与
費対医業
収益比率

％ 44 46 46

職員給与費
は増加傾向
にある。

⑴

整備（補
助）事業
を行った
件数

28 74 7
整備（補助）
事業を行っ
た件数

H
2
0
571,142 ⑷対象戸数 戸 751 3,617 81

整備（補助）
事業を行っ
た施設の受
益戸数

⑵
H
2
1
805,554 ⑸対象人口 人口 2,335 9,966 189

整備（補助）
事業を行っ
た施設の受
益者数

⑶
H
2
2
403,714 ⑹
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病
院
企
画
課

医療機
器等整
備事業

最新医療のへの対応のため
医療機器を計画的に更新する
ことにより医療レベルの向上
や効率化を図る。核医学検査
装置（ＲＩ）,心臓血管造影装置
（アンギオ），化学療法チェア，
医療用ベット床頭台等の整備
を行った。

医療機器は，平成６年に新築
移転時に整備したものが１６年
を経過し老朽化により機器の
故障が多発している。

市
民

（
患
者
様

）

最新の医療に対
応した機器へ更
新，新規機器の
導入を行う。

急性期，高度医療を中
心に最新の医療提供を
行う。

290,764 5

中山間地域
における中
核病院とし
て，高度医
療，救急医
療を担うた
め医療機器
の整備は必
要である。

4

予算の範
囲内で整備
するため，
優先順位
のが高い
機器から更
新・導入し
ている。

4

同等機
種を複数
メーカー
から選択
し仕様書
により，
入札を実
施し，購
入してい
る。

5

急性期
医療，高
度医療を
担う医療
機関とし
て，中核
病院とし
ての医
療レベル
の向上を
図る責務
がある。

5

医療環
境の変
化は，め
まぐるし
く，日進
月歩であ
り，市民
が安心し
て医療を
享受でき
る体制を
整備する
必要が
ある。 5

患者満
足度調
査等によ
れば，住
民ニーズ
の医療
現場へ
の反映と
スタッ
フ，医療
機器な
ど，充実
した機関
が求めら
れてい
る。

28 A 継
続
継
続
継
続

安心・安全な
医療を提供す
るために最新
の医療機器の
導入は必要不
可欠である。

そ
の
他

有
り

8
 
事
務
事
業
の
効
率
化

継
続

急性期医
療・高度医
療を担う医
療機関とし
て医療機器
の整備は必
要であり，
引き続き，
優先順位を
定めるなど
計画的に実
施する。
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病
院
企
画
課

認定看
護師育
成研修
事業

認定看護師とは，特定の看護
分野（救急看護，がん疼痛看
護等）において，熟練した看護
技術と知識を用いて，水準の
高い看護実践のできる看護師
であり，認定看護師を育成す
ることにより，市立三次中央病
院の看護レベルの向上を図
る。
全国の認定看護師数は，７，
３６３人，県内の認定看護師
数は，１５２人（平成22年6月
現在）である。
認定看護師の資格要件は(1)
保健師，助産師及び看護師の
いずれかの免許を有し，(2)認
定看護師として必要な実務経
験があり(3)日本看護協会が
認定した「認定看護師教育課
程」を修了した者である。認定
看護師教育課程は，看護協
会が認定した教育機関で６ヶ
月研修を行うものである。
平成21年度は研修参加者が
なかった。

資格取得者の院内における実
践・指導・相談体制及び病院
の支援体制の確立
看護師確保のため，有資格者
の数を増やしていく。

勤
務
年
数
３
年
以
上
の
看
護
師

認定看護師教育
課程の受講（６ヶ
月）

認定看護師資格の取得

5

研修計画に
基づき教育
課程を修了
し，認定看
護師に合格
した。

5

現在のとこ
ろ，６ヶ月
の研修に
参加した看
護師が認
定看護師
に合格して
いるため，
十分に成
果があると
考える。

4

経費は，
授業料と
旅費であ
る。

3

看護師
個人で
研修に
参加する
こともで
きるが，
期間が
６ヶ月間
であり，
現実的
でない。
三次中
央病院と
しては，
認定看
護師を育
成し，看
護師のレ
ベルを
アップす
ること
が，地域
医療に
貢献する
と考え
る。

5

より専門
性が求
められる
時代であ
り，熟練
した看護
技術と知
識を用い
て，水準
の高い
看護実
践のでき
る認定看
護師は，
全国的
にも社会
的ニーズ
が高い。

4

住民から
の良質
な医療に
対する
ニーズは
高く，水
準の高
い看護
技術をも
つ看護
師の育
成は，必
要であ
る。 26 B 継

続
継
続
継
続

認定看護師
は，特定の看
護分野におい
て，熟練した
看護技術と知
識を用いて，
水準の高い看
護実践のでき
る看護師であ
り，看護現場
において，実
践・指導・相談
の役割を担
う。
市立三次中央
病院において
は，実践力の
質の向上のた
め，引き続き，
認定看護師の
育成を推進す
る。

無
し

継
続

信頼性の高
い医療，看
護が求めら
れており，
引き続き，
人材の育成
に努め，中
央病院職員
の資質向上
を図ること
によって，
住民満足度
の高い病院
をめざす。
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第
2
 
保
健
・
福
祉

３
医
　
療

(

3

)

市
立
三
次
中
央
病
院
の
充
実

21

病
院
企
画
課

市立三
次中央
病院改
革プラン
の進捗
に関す
ること

平成21年10月市立三次中央
病院改革プランの作成。
市立三次中央病院の現在の
経常黒字を維持し経営の安定
化を図り，平成22年度におい
て経営形態の検討を行う。

中央病院の役割を維持するた
めの医師等の充実，地域医療
連携による収入の増加，より
適切な経営形態についての検
討。

市
民

病院事業の安定
経営を図るため，
経営の効率化，
経営形態等の検
討を行う。

経営の安定化で，地域
医療の確保。

7,628,310 5

総務省の「経
済財政改革
の基本方針２
００７につい
て」で公立病
院改革プラン
の作成を求
められてい
る。

3

改革プラン
を作成した
ばかりで，
十分な成果
は得られて
いない。

3

経費は
広範囲に
わたるた
め，削減
余地の
可能性
はある。

5

改革プラ
ンの進捗
管理に
関して
は，市で
なければ
できな
い。

5

公立病院
改革プラ
ンの作成
が総務省
の「経済
財政改革
の基本方
針２００７
につい
て」で求
められて
いる。

1

プランの
進捗に
関する市
民の関
心は低
いが，病
院の経
営安定
は市民
のニーズ
はある。

22 B
未
実
施

未
実
施

継
続

改革プランの
うち，中央病
院の「果たす
べき役割」や
「経営の効率
化」，「再編・
ネットワーク
化」，「経営形
態の見直し」
の各項目につ
いて，ほぼ目
標を達成でき
ている。 無

し
継
続

改革プラン
の指針に基
づき，効率
化等の検証
を進め，健
全な事業経
営に努めて
いく必要が
ある。
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第
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文
化
・
学
習

１
住
民
自
治
・
生
涯
学
習

(

2

)

住
民
自
治
活
動
の
推
進
と
地
域
リ
ー
ダ
ー
の
育
成

16

地
域
振
興
課

地域集
会施設
整備事
業等補
助事業

　地域におけるコミュニティ活
動を推進するため，地域住民
が自ら所有・管理運営してい
る地域集会施設の整備に要
する経費に対して，予算の範
囲内において補助金を交付す
る。
　補助金の額は，補助対象経
費の２分の１以内の額で，１０
０万円を上限としている。ま
た，補助対象経費が２０万円
に満たない場合は補助しな
い。但し，平成２１年度におい
ては，地域活性・緊急経済対
策として予算５６，１００千円で
７４件の補助を実施した。ま
た，補助率も７／１０（平成２１
年度限定）とし，新築及び買
収については，３００万円を上
限としている。
　※地域集会施設整備とは
「建物の新築・増改築」，「建
物の買収に要する経費」，「上
下水道の接続に要する経費」
等である。
　※平成２１年度からは家賃
補助を 設（補助対象経費の

　地域住民が自立し主体性を
持ち取り組んでいくまちづくり
活動は今後，益々増えていくも
のと思われる。最も身近な活
動拠点である，地域集会施設
の役割は大きく，そのため，老
朽化した施設の整備は非常に
重要である。多くの地域集会
施設は，高度経済成長期に建
設したものであり，建築後３０
年以上経過し老朽化が進み集
会施設としての機能が低下し
ている。機能回復等を図るた
め，本制度に対する市民から
の要望が非常に多い。また，
上下水道の整備が完了した地
域では，利便性や衛生面から
接続の要望も多い。
　しかしながら，地域の実情
（人口減少率・高齢化・立地条
件等）に違いがあり，改修や新
築を希望されても，地元負担
金が捻出できないため断念さ
れるケースも多く見受けられ
る。

地
域
集
会
所
を
所
有
，
管
理
運
営
を
行

っ
て
い
る
自
治
組
織

（
自
治

会
，
常
会
等

）

集会施設の機能
回復及び機能の
充実向上を図るた
め，整備費を補助

地域活動，地域づくりを
行う場としての機能を向
上させ，安心・安全で快
適な活動等を実現

59,611 5

老朽化した
集会施設や
新築・買収
される集会
施設の整備
補助を行う
ことにより，
機能の改善
と充実が図
られ，地域
コミュニティ
の推進に寄
与している。

4

地域住民
の負担を軽
減する制度
であり，成
果の向上
の余地は
小さい。集
会施設とし
て，必要不
可欠な修繕
等を優先し
ている。

4

施工金
額等地
域からの
申請であ
るため，
現地調
査及び申
請内容を
十分に審
査し，１
件でも多
く補助金
を交付す
る。 4

老朽化
が著しい
集会施
設の改
修や，ま
た，新築
及び買
収は費
用負担
が高額と
なり，全
額を地元
で負担す
ることは
非常に
厳しいた
め，市の
補助は
不可欠
である。

5

現在，住
民主体
の地域
活動の
高まりや
地域へ
の権限
移譲の
推進等
により，
最も身近
で活動す
るための
場とし
て，地域
集会施
設への
期待は
大きい。

5

地域活
動の拠
点，ま
た，防災
避難場
所となる
集会施
設に対
する市民
ニーズは
極めて
高い。

27 A 継
続
継
続
継
続

　平成２１年度
においては，
前年度補正予
算（第６号）「地
域活性・緊急
経済対策事業
経費」のうち当
該補助金５６，
１００千円を予
算措置し，ま
た，補助率を１
／２から７／１
０に改正したこ
ともあり，７４
件の補助を実
施した。平成
22年度は，補
助率を従来の
１／２に戻して
いる。
今後，更に地
域への権限移
譲を進め，自
主・自立した地
域活動を推進
する本市とし
ては の

継
続

地域の活動
拠点として
集会施設の
整備は必要
であり，計
画的な事業
実施を進め
る。さらに，
計画的に地
域への権限
移譲を進め
ていく必要
がある。

有
り

8
 
事
務
事
業
の
効
率
化

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

有
り

8
 
事
務
事
業
の
効
率
化

有
り

9
 
事
業
の
迅
速
化
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単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
自治組織
主催事業 回 7 7 6

主催事業開
催の支援

H
2
0
2,173,571 ⑷

自治組織
主催事業
参加者数

人 2,280 1,950 1,750

あったかむら
フェスティバ
ル・映画祭
り・講演会・
健康づくりハ
イキング・干
支土鈴作り・
コンサート

⑵
総会・理
事会等開
催

回 4 6 7
H
2
1
2,010,428 ⑸

総会・理
事会等出
席者数

人 58 80 100

⑶
そよ風通
信発行 回 12 12 12

住民へのま
ちづくりに関
する情報の
提供

H
2
2
2,354,000 ⑹

そよ風通
信発行部
数×頁

頁 140 136 124

⑴
まちづくり
ビジョン
会議

1 1 1

まちづくりに
関係する各
種情報提供
まちづくり連
合会主催事
業の支援
新たな「ふの
まちづくりビ
ョン」の

H
2
0
5,748,000 ⑷

イベント
開催 回 3 3 3

主催イベント
開催の支援

⑵
H
2
1
5,903,000 ⑸

（参加者
数／年）

（人） 1,834 1,500 1,800
（収穫祭や音
楽祭等の開
催）

⑶
H
2
2
5,814,000 ⑹

⑴
自治組織
との会議 回 37 40 45

まちづくりに関
する情報提供
自治連合会主
催事業
作木町まちづく
りビジョンの実
行サポート
自主防災組織
の活動展開に
向けての支援

H
2
0
375,756 ⑷

イベント
の開催 回 3 3 3

主要イベント
開催の支援

⑵
H
2
1
479,625 ⑸ （人） 2 2 2

ふるさとまつ
り、文化セン
ターさくぎ運
営協議会の
開催等

⑶
H
2
2
521,533 ⑹

⑴
まちづくり
サポート
回数

回 48 54 120

(1)情報ステーション機能，

(2)交流サロン機能，(3)相

談研修機能，(4)コーディネ

イト機能，(5)生涯学習振興

機能など，住民自治組織

へのサポートを行った回数

H
2
0

⑷
吉舎町住
民自治組
織の会議

回 46 53 60

地域自らが
町全体のま
ちづくりにつ
いて自ら検
討するため
開催された
会議等の回
数

⑵
H
2
1
136,648 ⑸

⑶
H
2
2

48,450 ⑹
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文
化
・
学
習

１
住
民
自
治
・
生
涯
学
習

(

2

)

住
民
自
治
活
動
の
推
進
と
地
域
リ
ー
ダ
ー
の
育
成

19

君
田
支
所

住民自
治活動
の推進
（まちづ
くりサ
ポートセ
ンター）

平成１８年３月に策定された
「君田地域まちづくりビジョン」
で示された基本施策・主要事
業の計画に基づいた次の主
要な事業を進めていく。
・ 自治活動拠点となる施設の
整備する。
・ 地域間や世代間の交流を
活発化するための地域イベン
ト，スポーツ活動，文化活動
の実施する。
・ 美術館や文化施設など地域
資源の活用促進を図り，生涯
学習の推進する。
・ 町内の観光資源を生かした
取り組み，情報発信を実施す
る。
・ 地域防災安全体制を充実さ
せる住民組織を構築する。
・ 地域コミュニティの醸成に努
める。

　定住促進等による地域活性
化，自主防災活動等の推進に
よる安心安全の地域づくり，そ
して農林業の再生への取り組
み等自治連を支援し地域課題
の解決に取り組む必要があ
る。
　特に次代を担うリーダーの育
成を図るとともに，君田の特色
を生かした活力あるまちづくり
を目指した取組みの中で，平
成２4年度以降に開通予定で
ある，中国横断道「尾道松江
線」の口和(仮称）インターチェ
ンジからの入り込み客を確保
するためのハード設備の整
備，PR活動の推進を行う必要
がある。

自
治
組
織
，
住
民

・ 君田自治区連
合会主催事業へ
の支援
・ 君田地域まちづ
くりビジョン及び行
動計画書実行の
サポート
・ まちづくりに関
する情報の提供
（各種情報誌・研
修情報等）

自治組織を核とした住
民による住民のための
自治活動の活性化を図
る。

14,073 4

君田地域ま
ちづくりビ
ジョン及び
行動計画書
に沿った事
業運営の支
援が出来て
いる。

3

自治組織
が主体とな
り，住民参
加の事業
運営が実
施されてい
るが，各自
治区の活
動に地域
差が見受
けられ，

4

自治活
動支援
事業交
付金や
自治活
動活性
化事業
補助金を
活用して
事業を進
めている
が，事業
推進には
相当の
経費が
必要であ
る。引続
き経費内
容の精
査や自
主財源
の確保を
検討しな
ければな
らない。

2

住民主
体型の
事業実
施が本
来の姿
である
が，地域
主催事
業の開
催にあ
たって，
行政職
員の応
援勤務
が不可
欠となっ
ているも
のもあ
り，行政
の関与
は縮小
すべきで
あるが，
支援・サ
ポートは
重要であ
る

4

地域資
源を活か
した観光
などに関
連した事
業やイベ
ントを進
めるため
には，行
政が持っ
ている幅
広い情
報・有利
な情報な
どを提供
するなど
のサ
ポートが
必要であ
る。

4

地域住
民の自
治活動
への参
加促進
やまちづ
くりの推
進におい
ては，行
政の中
立的な
サポート
が期待さ
れてい
る。

21 C 拡
大
継
続
継
続

新たに整備さ
れた君田生涯
学習センター
を住民自治活
動の拠点とし
て，自治組織
が主体となっ
た，まちづくり
ビジョン及び行
動計画の実行
に向けて，住
民による住民
のためのまち
づくり活動が
推進されるよう
支援をさらに
強化する必要
がある。

有
り

1
 
市
民
と
行
政
の
協
働

継
続

これまでの
取り組みの
検証しその
結果を踏ま
えた今後の
取り組みを
検討してい
く必要があ
る。また，自
治組織が主
体となった
取り組みを
進めるため
の人材育成
や情報の共
有化等側面
的支援を図
るとともに，
君田の特色
を活かした
取り組みを
進める。
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第
3
 
文
化
・
学
習

１
住
民
自
治
・
生
涯
学
習

(

2

)

相
互
の
助
け
あ
い
に
よ
る
安
全
・
安
心
な
ま
ち
づ
く
り

16

布
野
支
所

住民自
治活動
の推進
（まちづ
くりサ
ポートセ
ンター）

平成１７年度に策定した「ふの
まちづくりビジョン」に基づき，
８つの活動プランと４つの施設
活用プランの事業展開を平成
２０年度を目標に推進してきま
した。３年間の計画で完了で
きていないものもあり，継続し
て実施しなければなりませ
ん。今年の７月に，布野町ま
ちづくりビジョン検討委員会を
発足し，新たなビジョンの作成
に取り組んでいます。

・地域リ－ダ－育成のために，
生涯学習ボランティア講座等
積極的に企画する必要があ
る。
・自主防災組織同様，地域の
協同意識を高め，後継者の育
成を図り，布野町を知っていた
だくための特色あるまちづくり
をめざしていかなければならな
い。

自
治
組
織
及
び
町
民
一
般

・まちづくりに関係
する各種情報提
供（他町の自治組
織等からの情報
紙やイベントや研
修会などの情報）
・布野町まちづくり
連合会主催事業
への事務支援及
びサポ－ト
・新たな，布野町
まちづくりビジョン
の作成

自治会組織を基本とし
た町民による意欲的な
活動の活発化を図る。

5,903 4

町民の主体
的な意欲を
高めていく
ために，支
所のかかわ
りは大切で
あり，職員
が率先して
イベントに参
加しながら，
自治活動の
意義と自主
性を育て
る。 4

まちづくり
連合会とし
て，各自治
会組織へ
の連携が
図れるよう
になってき
ている。

4

地域イベ
ントの支
援はボラ
ンティア
で対応し
ているの
で実支出
はない。

3

住民主
体型に
移行する
ために
も，行政
指導は
かかせ
ないもの
があり，
責任を
持った対
応をして
いけば
前進する
と考えら
れる。

4

今後，住
民が主
体で自
治組織を
運営して
いくため
にも，情
報提供
など，行
政全般
の視野
に基づく
信頼の
おけるサ
ポ－トが
必要であ
る。

3

住民の
自治活
動への
参加促
進，まち
づくりの
推進に
ついて，
行政の
中立公
正なサポ
－トがよ
り期待さ
れる。 22 B 拡

大
継
続
継
続

住民が主役と
なり，自らの地
域課題は自ら
の地域で取り
組む地域力の
回復をさせる
とともに，住民
が積極的に活
動し新たな「ふ
のまちづくりビ
ジョン」を作成
し実現できる
よう支所は支
援する必要が
ある。地域リ－
ダ－の育成，
地域コ－ディ
ネ－タ－の育
成，協力体制
の充実を促進
指定かなけれ
ばならない。

継
続

これまでの
取り組みの
検証しその
結果を踏ま
えた今後の
取り組みを
検討してい
く必要があ
る。また，自
治組織が主
体となった
取り組みを
進めるため
の人材育成
や情報の共
有化等側面
的支援を図
るとともに，
布野の特色
を活かした
取り組みを
進める。
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第
3
 
文
化
・
学
習

１
住
民
自
治
・
生
涯
学
習

(

2

)

住
民
自
治
活
動
の
推
進
と
地
域
リ
ー
ダ
ー
の
育
成

18

作
木
支
所

住民自
治活動
の推進
（まちづ
くりサ
ポートセ
ンター）

・組織体制の確立
・地域相互の連携
・観光交流事業
・リサイクル事業の展開
・担い手の確保
・自主防災組織の展開

・自治連合会の支援体制（人
材育成、課題解決のための情
報提供）・自治連合会の意識
改革

・
作
木
町
自
治
連
合
会

・自治連合会の意
識改革により自主
運営を促進する。

・自治連合会と定期的な
協議や研修を行ない、
自治連合会の意識改革
を更に推進する事によ
り、自立した協働のまち
づくりを実現する為、自
分達の地域は自分達で
守るという住民自治を目
指していく。

19,185 4

住民自治組
織の自立の
ために自主
組織と行政
が、連携をも
ちサポートを
引き続き行な
う事で自主的
活動が継続
できた。

3

行政もサ
ポートして
いくが、自
治連合会
職員の意
識改革が
更に進む
事により向
上する。

4

自主組
織自体
の意識
改革がな
され、主
体的な活
動が出
来ればコ
ストは下
がるが、
今は、支
援が必
要であ
る。 5

協働の
まちづく
りの原則
に基づい
ている。

5

協働のま
ちづくりの
原則に基
づいてい
る。

5

協働の
まちづく
りの原則
に基づい
ている。

26 B 拡
大
継
続
継
続

自立した活発
な取組みが出
来る自治連合
会となるべく、
支所もサポー
トを地道に続
けていく必要
がある。

継
続

これまでの
取り組みの
検証しその
結果を踏ま
えた今後の
取り組みを
検討してい
く必要があ
る。また，自
治組織が主
体となった
取り組みを
進めるため
の人材育成
や情報の共
有化等側面
的支援を図
るとともに，
作木の特色
を活かした
取り組みを
進める。
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第
3
 
文
化
・
学
習

１
住
民
自
治
・
生
涯
学
習

(

2

)

住
民
自
治
活
動
の
推
進
と
地
域
リ
ー
ダ
ー
の
育
成

16

吉
舎
支
所

住民自
治活動
の推進
（まちづ
くりサ
ポートセ
ンター）

まちづくりサポートセンター
に，市民の自治活動及び学習
活動への支援機能として次の
機能を位置付ける。
(1)　情報ステーション機能，
(2)　交流サロン機能，(3)　相
談研修機能，(4)　コーディネイ
ト機能，(5)　生涯学習振興機
能
支所単位に設置するまちづく
りサポートセンターにおいて
は，支所地域づくり係の職員
をもって構成する。

地域活性化と地域リーダーの
育成のため，引き続き支援の
必要がある。

住
民
自
治
組
織
及
び
支
所
管
内
市
民

事業概要中の１
～５の機能を実施
する。

地域の住民自治活動が
活性化し，自らの地域
は自らで創り，自らの地
域に誇りが持つことがで
きるよう支援する。

7,379 4

住民自治組
織が主体的
に事業実施
できるよう支
援しており，
継続してい
る取組みは
自立した取
り組みが行
われてい
る。新しい取
り組みにつ
いても積極
的に取り組
んでおら
れ，活動に
幅ができて
いる。

4

現行どおり
継続したサ
ポートを行
う。

5

現行どお
り継続し
たサポー
トを行う
必要があ
る。

4

目的達
成するま
では，多
くの部分
で市の
関与が
必要であ
るが，
NPOなど
公共性
の高い
民間団
体の支
援体制
が軌道
に乗れ
ば，市の
関与は
縮小可
能であ
る。

4

支所の
機能とし
て地域
の期待
がある。

5

支所の
機能とし
て地域
の期待
がある。

26 B 継
続
継
続
継
続

目的達成する
までは，多くの
部分で市の関
与が必要であ
るが，NPOな
ど公共性の高
い民間団体の
支援体制が軌
道に乗れば，
市の関与は縮
小可能であ
る。

無
し

継
続

これまでの
取り組みの
検証しその
結果を踏ま
えた今後の
取り組みを
検討してい
く必要があ
る。また，自
治組織が主
体となった
取り組みを
進めるため
の人材育成
や情報の共
有化等側面
的支援を図
るとともに，
吉舎の特色
を活かした
取り組みを
進める。

有
り

1
 
市
民
と
行
政
の
協
働

有
り

1
 
市
民
と
行
政
の
協
働

有
り

1
 
市
民
と
行
政
の
協
働

有
り

1
 
市
民
と
行
政
の
協
働
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平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
組織運営
支援月数 月 12 12 12

自治振興区連
絡会議の運営
支援，情報提供
や助言

H
2
0
598,750 ⑷

情報提供
による各
種会議補
助金助成
金事業申
請件数

件 3 3 3

市の補助事
業をはじめと
する，各種補
助事業等の
情報提供結
果，各自治
組織から申
請あった件
数

⑵
自治連各
種会議支
援回数

回 12 12 12

毎月開催さ
れる運営会
議や部会，
各種補助事
業等の情報
提供結果，
各自治組織
から申請の
あった件数

H
2
1
614,916 ⑸

事業のう
ち，各種
団体と共
催で行う
場合

％ 10 10 10

特色あるま
ちづくりを一
体的に進め
るためには，
町内のあら
ゆる団体と
の連携が重
要である。

⑶
H
2
2
605,666 ⑹

⑴

住民自治
組織等と
の連絡調
整

回 100 85 70

これまでは事
務関係（手続
等）も含め連
絡調整をして
いたが，これ
から事務関係
については減
少することが
考えられる。

H
2
0

79,030 ⑷
まちづくり
ネット
ワーク

組織数 1 1

自治連合会
とは別組織
となっている
が，町内の
各種団体等
を組織した
「まちづくり
ネットワーク」
が設立され

⑵
H
2
1

86,811 ⑸

⑶
H
2
2

83,057 ⑹

⑴

自治組織
連合会及
び各地区
振興協議
会の支援
回数

122 124 126
各種事業支
援・相談等の
回数

H
2
0

47,114 ⑷

カーター
ピーナッ
ツ収穫祭
への参加
者

1,800 2,000 2,200

甲奴町振興
協議会が主
体となって行
う主要イベン
ト

⑵ 12 12 12
振興協議会
連合会との
協議回数

H
2
1

47,604 ⑸

⑶
H
2
2

46,142 ⑹

⑴
補助金交
付件数 件 19 19 19

住民自治組
織数

H
2
0
10,386,684 ⑷

⑵
H
2
1
11,026,368 ⑸

⑶
H
2
2
10,771,368 ⑹
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第
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文
化
・
学
習

１
住
民
自
治
・
生
涯
学
習

(

2

)

住
民
自
治
活
動
の
推
進
と
地
域
リ
ー
ダ
ー
の
育
成

19

三
良
坂
支
所

住民自
治活動
の推進
（まちづ
くりサ
ポートセ
ンター）

「まちづくりビジョン三良坂」に
基づく特色あるまちづくりの推
進
平成１７年度に策定した「まち
づくりビジョン三良坂」を基に
「三良坂まちづくり会議」を発
足させ，まちづくりビジョンに
基づく具体的な行動計画「ま
ちづくりビジョン三良坂を実現
するために」を策定。
平成１９年度から，より具体化
に向けて「まちづくりビジョン三
良坂」プロジェクト実行計画を
作成。
・住民との協働によるコミュニ
ケーション能力アップとスキル
アップ
・まちづくりサポートセンターの
機能化に向けた取り組みを行
う。

自立した市民・自治組織がめ
ざす姿は「地域のことは地域
住民自身・自治組織が決定
し，自ら実践していく」活動であ
るが，協働のまちづくりを進め
ていくうえで，一部の振興区は
取り組みを展開している。市民
や自治組織も「行政にやっても
らう」という受け身の姿勢から
脱皮し，主権者としての自立
性を意識付けることが必要で
ある。三良坂支所は住民の活
動を支援する役割に徹するた
めにも，住民自治組織と連携
し，情報提供・情報交換や自
治間交流を行う。

住
民
自
治
組
織
と
地
域
住
民

・三良坂町自治振
興区協議会運営
会議が毎月１回
定期的に開催さ
れている。支所職
員も出席し，まち
づくりビジョンに基
づく各種事業の推
進を協議してい
る。週１回定期的
に関係機関と連
絡会議を開催し，
事業調整や事業
企画を検討してい
る。また民生委員
児童委員と振興
区の連携により，
保健事業，各種
事業の取り組みを
展開している。

・各地域とも高齢化や地
域の連携が希薄になる
中，各市民の１人１人が
安心して健康に暮らせ，
個人の能力を発揮でき
る環境を醸成する。個
人の自主性と連携を深
めることで，個人が輝い
ているまちづくりを展開
する。

7,379 4

平成１８年
度に「まちづ
くりビジョン
三良坂を実
現するため
に」として，
具体的な行
動計画を策
定した。これ
を基にした
提案を行
い，自治振
興区と連携
し取り組み
をしている。

3

特色あるま
ちづくりに
向けた取り
組みを，市
民一人ひと
りに広げる
ためにも，
サポート機
能を全自治
振興区単
位に積極
的に行うこ
とで，成果
は向上する
と考える。

4

活動を推
進するた
め支所も
連携して
取り組む
必要があ
る。

3

行政と市
民の協
働のまち
づくりを
進めるた
めには，
市の積
極的な
関与が
必要であ
る。

4

地域のこ
とは地域
住民自
身・自治
組織が
決定し自
ら実践し
ていく必
要がある
ことか
ら，協働
のまちづ
くりのた
めには
行政と市
民が連
携して取
り組まな
ければな
らい。

4

協働の
まちづく
りはまだ
まだ成熟
途中であ
る。市民
の行政
からの支
援・サ
ポートに
対する
ニーズは
高いと考
える。 22 B 拡

大
継
続
継
続

特色あるまち
すくりに向け
て，まちづくり
サポートセン
ターとしての機
能を，係の枠
を超えて支所
全体（職員全
員）で取り組む
体制・意識が
必要。

そ
の
他

取
り
組
み
内
容
を
拡
大
す
る

。

有
り

1
 
市
民
と
行
政
の
協
働

継
続

これまでの
取り組みの
検証しその
結果を踏ま
えた今後の
取り組みを
検討してい
く必要があ
る。また，自
治組織が主
体となった
取り組みを
進めるため
の人材育成
や情報の共
有化等側面
的支援を図
るとともに，
三良坂の特
色を活かし
た取り組み
を進める。
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第
3
 
文
化
・
学
習

１
住
民
自
治
・
生
涯
学
習

(

2

)

住
民
自
治
活
動
の
推
進
と
地
域
リ
ー
ダ
ー
の
育
成

16

三
和
支
所

住民自
治活動
の推進
（まちづ
くりサ
ポートセ
ンター）

協働のまちづくりを進めるた
め，住民自治組織を中心とし
た市民によるまちづくり活動に
対して，行政として次の機能を
担い支援を行う。
①　情報ステーション
②　交流サロン
③　相談研修
④　コーディネイト
⑤　生涯学習振興

暮らしに係わって取り組まなけ
ればならない課題があります
が，なかなか進まない状況に
あります。このため，横軸でつ
ながる組織（ネットワーク）を自
治連合会に位置づけ，課題ご
とにネットワークを構成する組
織の特性（得意分野）を活かし
た活動が必要であると考えま
す。

市
民

課題となっている
事項等への取組
みや活動の裾野
を広げていくた
め，住民自治組織
等に対して支援機
能を発揮する。

地域のまちづくりへ向
け，自ら考え行動する市
民

7,379 4

各自治会や
振興区の活
動内容はコ
ミュニティー
の振興に係
わるものが
多く，暮らし
に係わる課
題への取組
みはあまり
見られない
状況であ
る。課題解
決へ向けた
取組み手法
など考えて
いくうえで支
援機能は必
要である。

2

手段として
は有効であ
ると思いま
すが，成果
を高めるた
めの係わり
方（役割分
担）の検討
が必要であ
る。

4

コスト計
算が難し
いが，住
民自治
組織等
の活動
が成熟す
れば市
の関与
は減り，
コスト削
減につな
がると思
われる。 3

市民と行
政による
協働の
まちづく
りを進め
ていくう
えで，市
の係わり
は必要
である。

3

目的を達
成してい
くうえで，
情報提
供や学
習振興
などの機
能による
支援は
必要であ
る。

2

サポート
センター
の機能
が市民
に認知さ
れていな
い状況
にある。
住民自
治組織
等と連携
すること
により
ニーズは
高まる。

18 C 拡
大
継
続
継
続

「みわ地域ま
ちづくりビジョ
ン」の実現に
向けて，行政
と住民自治組
織等との意見
交換を行い，
現状の共通認
識を深める必
要がある。
その中から出
てくる課題の
解決へむけ，
協働の取組み
を進めていくこ
ととなるが，ま
だそこまでに
は至っていな
い状況であ
る。
今後は住民の
暮らしにかか
る課題を取上
げ，住民自治
組織等と連携
し実践へ踏み
せる う

有
り

1
 
市
民
と
行
政
の
協
働

継
続

これまでの
取り組みの
検証しその
結果を踏ま
えた今後の
取り組みを
検討してい
く必要があ
る。また，自
治組織が主
体となった
取り組みを
進めるため
の人材育成
や情報の共
有化等側面
的支援を図
るとともに，
三和の特色
を活かした
取り組みを
進める。
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第
3
 
文
化
・
学
習

１
住
民
自
治
・
生
涯
学
習

(

2

)

住
民
自
治
活
動
の
推
進
と
地
域
リ
ー
ダ
ー
の
育
成

16

甲
奴
支
所

住民自
治活動
の推進
（まちづ
くりサ
ポートセ
ンター）

　より多くの市民が地域のまち
づくりに積極的に参画し，市民
と行政による協働のまちづくり
を展開していくため，市民によ
るまちづくり活動を支援する。
支所では，三次まちづくりサ
ポートセンターと連携を図り，
支所単位のまちづくりを支援
する。自治活動及び学習活動
への支援機能として，①情報
ステーション機能　②交流サ
ロン機能　③コーディネイト機
能　⑤生涯学習振興機能　を
位置つけている。

○甲奴町まちづくりビジョンに
ついて，現状と照らし合わせて
の見直しをする。
○甲奴町全体の取組みについ
て，より一体感のある活動につ
なげていくための具体的なサ
ポート。

市
民
，
住
民
活
動
組
織

まちづくりに関す
る情報提供・相
談。
振興協議会連合
会主催事業への
支援。
毎月１回開催され
る振興協議会連
合会の役員会に
出席し，情報提
供・交換。

・市民一人ひとりが地域
との関わりを深めて，主
体的・積極的にまちづく
りに
取り組む。
・甲奴町の特色を活かし
ながら，より一層の住民
自治活動を活性化。

5,903 4

　住民自治活
動の推進の
ため，情報提
供やイベント
への支援等
行った。

4

多くの方が
まちづくり
や自治活
動に参加で
きる体制づ
くりを工夫
することに
より，成果
は向上す
る。

4

住民自
治組織
の自主
財源確
保は難し
い現状な
ので，自
治活動に
対する交
付金・補
助金は
必要。サ
ポートセ
ンターと
しては，
直接経
費は必
要ないが
支所全
体として
サポート
する体制
は今後と
も必要。

3

市民と行
政による
協働の
まちづく
りを進め
ていくた
めには，
住民自
治組織と
の連携
やサ
ポートは
今後とも
必要。 4

特色ある
まちづくり
を推進し
ていくた
めには，
サポート
センター
へのニー
ズは高
い。

4

特色ある
まちづく
りを推進
していく
ために
は，サ
ポートセ
ンターへ
のニーズ
は高い。

23 B 拡
大
継
続
継
続

　住民自治組
織の推進・特
色あるまちづく
り・地域リー
ダーの育成等
を図っていくた
めには，街づく
りサポートセン
ターの機能充
実や職員の資
質向上が必要
である。

継
続

これまでの
取り組みの
検証しその
結果を踏ま
えた今後の
取り組みを
検討してい
く必要があ
る。また，自
治組織が主
体となった
取り組みを
進めるため
の人材育成
や情報の共
有化等側面
的支援を図
るとともに，
甲奴の特色
を活かした
取り組みを
進める。
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１
住
民
自
治
・
生
涯
学
習

(

2

)

住
民
自
治
活
動
の
推
進
と
地
域
リ
ー
ダ
ー
の
育
成

16

地
域
振
興
課

自治振
興活動
費補助
事業

地域まちづくりビジョン等に基
づく住民自治組織を主体とし
た広範な自治活動を支援。

　まちづくりの拠点である各コ
ミュニティセンターに勤務する
住民自治組織事務局の職員
は，組織運営に係る適切な事
務処理を行うことはもとより，
協働のまちづくりの牽引役とし
ての役割が期待される。住民
自治組織の実施する各種まち
づくりの事業に対し，一定の財
政的な支援は必要であるが，
引き続き地域づくりリーダーの
育成，行政との役割分担，活
動を継続するための自主財源
の確保について十分議論し，
基盤の確立を図る必要があ
る。

住
民
自
治
組
織

住民自治組織の
運営や基礎的活
動，協働のまちづ
くりにつながる事
業に対する補助

ちいき活動と学習活動
の一体的な展開により，
「市民一人ひとりが，ま
ちづくりを自ら考え，行
動していく住民自治」の
確立。

209,501 5

住民自治組
織に対する
財政支援に
より，組織
体制の継続
と，コミュニ
ティ・協働の
まちづくり活
動が推進さ
れている。

4

各種事業
の取り組み
により，地
域課題の
克服などコ
ミュニティ
の活性化
に寄与して
いる。

5

事務局
職員の
人件費，
各種事
業への
補助な
ど，適正
に執行さ
れてい
る。

5

協働の
まちづく
りを実現
するため
に，行政
として必
要な措
置であ
る。

4

行政と住
民の協
働による
まちづく
りが今後
も必要で
あり，住
民自治
組織の
体制強
化は地
域住民
のコンセ
ンサスが
得られて
いる。

4

コミュニ
ティセン
ターを拠
点とする
住民自
治組織
は，地域
づくり，
生涯学
習など広
範な企
画に取り
組んでお
り，市民
の参加も
積極的
である。

27 A
未
実
施

継
続
継
続

今後も協働の
パートナーとし
て住民自治組
織への期待は
大きく，また同
時に役割も増
している。引き
続き，各地域
で特徴あるま
ちづくりが展開
されるよう人
的･財政的両
面での支援を
行う必要があ
る。

継
続

地域におい
て自らの特
色を活かし
た活動や，
「地域まち
づくりビジョ
ン」の実現
のために
は，引き続
き財政的な
支援と合わ
せて，人づ
くりなど地
域の自主性
の育成等を
サポートし
ていく必要
である。

有
り

1
 
市
民
と
行
政
の
協
働

有
り

1
 
市
民
と
行
政
の
協
働

有
り

1
 
市
民
と
行
政
の
協
働

有
り

4
 
市
民
の
多
様
な
力
の
活
用
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平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴購入冊数 冊・点 12,514 12,641 11,334

市立図書館8
館での図書購
入冊(点)数の
合計。
書籍の単価等
で数量は変化
する。

H
2
0

2,163 ⑷
年度末蔵
書数

冊・点 247,841 258,451 268,400

市立図書館
８館の蔵書
数の合計。

⑵
寄付受入
冊数

冊・点 1,688 1,588 1,471

市立図書館８
館への寄贈図
書冊数の合
計。

H
2
1

2,131 ⑸貸出冊数 冊・点 243,494 247,354 250,000

市立図書館
８館の年間
貸出冊数の
合計。

⑶
H
2
2

1,770 ⑹

⑴
検討委員
会議回数 回 2 3 4

スポーツ・文
化振興事業
検討委員会
の会議の回
数

H
2
0
8,681,500 ⑷

補助金交
付事業数

件数 9 12 13

補助団体
【H21 スポー
ツ(5)文化(7)
／H22 ス
ポーツ(3)文
化(10)】

⑵

候補事業
協議・ヒ
ヤリング
回数

回 30 36 36

事業企画に
ついてス
ポーツ・文化
団体との協
議，提案事
業のヒヤリン
グ

H
2
1
4,852,333 ⑸市民参加

⑶
H
2
2
4,766,750 ⑹

⑴
協会の主
要事業数

15 10 17

(財)三次国
際交流協会
が主催する
事業の数
※平成21年
度は，新型イ
ンフルエンザ
流行の影響
により， 問

H
2
0
907,333 ⑷

外国人生
活相談 件 78 63 70

在住外国人
の生活相談
件数

⑵
H
2
1
169,600 ⑸

コーディ
ネーター
養成講座

人 - 83 -

日本語指導
に従事して
いる方を対
象としたコー
ディネーター
養成講座受
講人数

⑶
H
2
2
651,352 ⑹

国際交流
訪問及び
受入

人 99 16 97

国際交流訪
問団の受入
れ及び派遣
人数

⑴
開催箇所
数

箇所 12 12 12
H
2
0
401,916 ⑷

催事来場
者数 人 880 850 800

平和のつど
い、平和映
画会の入場
者

⑵
H
2
1
432,916 ⑸

寄せられ
た折鶴 羽 26,900 30,000

⑶
H
2
2
409,583 ⑹

寄せられ
た平和
メッセー
ジ

840 900
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１
住
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治
・
生
涯
学
習

(

3

)

生
涯
学
習
の
充
実

16

社
会
教
育
課

市立図
書館蔵
書整備
事業

　　三次市立図書館におい
て，図書貸出数は年々増加傾
向にあり平成２１年度は平成
１６年度に比べ１４％増加し
た。このことは市民が生活す
る上で必要な情報を提供し，
知る機会を保障する公立図書
館に対する要望が強まってい
ることを示している。この観点
から蔵書整備については，時
代の要請や社会情勢をとら
え，より新しい情報，より役に
立つ情報を提供できるよう，ま
た一方では郷土資料など市民
の知的財産の保存を行うよう
量的にも内容的にも充実を図
る。
　平成２１年度末の蔵書数は
中央館が１３３，７５９冊・点，
分館合計１２４，６９２冊・点，
合計２５８，４５１冊・点であ
る。「これからの図書館のあり
方検討協力者会議報告」（平
成１８年　文部科学省・生涯学
習政策局）の「公立図書館の
設置及び運営上の望ましい基
準 」に準 した基準は人

　市民のニーズに応えられる量
的・内容的な充実を図ると同時
に，平成２２年度は布野図書館に
おける中村憲吉図書構想（平成２
２年度実施設計，平成２３年度工
事）のなど特色ある図書館づくり
を目指す。また，今年度より指定
管理者制度を導入し民間活力を
導入する。また，平成２１年度リ
ニューアルした君田図書館・吉舎
図書館の蔵書について特に充実
を図るなど，中央館をはじめ全館
について三次市の情報サービス
拠点として充実を図る。 市

民

①図書の購入
②寄贈の受入
③購入希望のリク
エストアンケート
の実施
④時代にそぐわな
いもの等の除籍

　市民が必要とする教
養・調査研究・趣味娯楽
等の情報を，図書館の
文献により提供すること
により，市民生活や文
化水準が向上する。

26,949 4

  蔵書は図
書館の命で
あり，市民
は常に新し
い情報や新
しい知識を
求めてい
る。これは
新刊コー
ナーに関心
が高いこと
からうかがう
ことができ
る。市民の
知的活動を
支える拠点
として，公立
図書館の機
能を果たす
必要があ
る。又情報
については
適時入れ替
える必要が
ある。

3

  価値観や
趣味の多
様性により
図書館に
対する要望
は多様化し
ている。専
門性を求め
る方もある
一方，娯楽
を重視する
方も多い。
８図書館の
蔵書を相互
に活用し，
効率のよい
蔵書構成と
することが
必要であ
る。また，
それにあわ
せ，施設の
充実を図る
必要がる。

3

  ８図書
館の蔵
書を十分
に活用
し，でき
るだけ同
じ資料は
購入しな
いよう図
書館シス
テムによ
る相互の
やり取り
で対応す
る。また
図書館に
おけるコ
ストダウ
ンは同じ
経費でも
より多く
の利用を
促進する
ことであ
り，貸出
冊数や
者

2

　選書に
ついては
市から提
示した選
書基準
に則り，
指定管
理者㈱
暮らしサ
ポートみ
よしの社
員が８図
書館の
バランス
や社会
情勢，市
民のリク
エストを
勘案し選
書を行っ
ている
行ってい
る。

4

 調査研
究，趣味
娯楽，子
育て等に
資する図
書資料を
収集・整
備・管理
し，それ
を無料で
市民に
公平に
提供する
機関は
他にな
く，社会
的ニーズ
は高い。

4

  ８館の
来館者
数は全
館で平
成２１年
度１２７，
４７７人。
中央館
について
は一日
約２４０
人の利
用があり
貸出冊
数も増加
している
こと合わ
せて考え
ると市民
サービス
部門の
ニーズは
高い。

20 C 継
続
継
続
継
続

  貸出冊数も
登録者数も合
併以来増加し
ている。このこ
とは現代社会
の図書館への
社会的ニーズ
の高揚が第一
義的な理由と
考えられる
が，それに合
わせるべく合
併以来の蔵書
の充実や新シ
ステムの導
入，読み聞か
せボランティア
との連携，分
館の移転改築
などさまざまな
取り組みの結
果でもあると
考える。他方
利用者の図書
館に対する
ニーズは各分
の か

終
了

指定管理に
移行したた
め，終了と
する。
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２
 
芸
術
・
文
化

(

1

)

「
奥
田
元
宋
・
小
由
女
美
術
館

」
を
核
と
し
た
芸
術
に
よ
る

う
る
お
い
あ
る
暮
ら
し
の
実
現
と
感
性
豊
か
な
人
格
の
形
成

19

社
会
教
育

魅力あ
るス
ポーツ・
文化振
興事業

　スポーツ・文化みよし夢基金
の運用益金を財源として，市
民のスポーツ・文化活動及び
交流を推進するとともに，魅力
あるスポーツ・文化の創造及
び振興を図るため，対象事業
に補助金を交付し，支援を行
う。
事業の選定については，市民
（関係団体代表及び公募委
員）と行政で構成する三次市
スポーツ・文化振興事業検討
委員会を開催して選考する。
検討委員会は候補事業の検
討を行い，選考結果について
市へ提言する。市はこの提言
に基き事業を決定する。
平成２１年度はスポーツ５事
業，文化７事業で合計
12,712,351円の補助金を交付
した。

　文化関係の事業と比較して，
スポーツ関係の事業の実施が
少ない状況である。体育協会
やスポーツ少年団等の既存の
振興団体のみならず，この事
業の趣旨をさらに広く市民に
PRし，事業を展開していく必要
がある。また，うるおいのある
暮らし実現にむけ，事業の規
模の如何を問わず補助対象と
していくことを検討する。

市
民

魅力的で夢があ
ふれる事業を実
現するため，市民
と行政の協働によ
り事業を創造し，
対象事業に補助
金を交付して目的
が達成できるよう
支援する。

　良質のｽﾎﾟｰﾂ・文化に
触れる機会を増大させ
るとともに，スポーツ・文
化団体の活動や交流を
一層促進し，豊かな感
性を育む。特に青少年
による新たな事業提案
をめざす。

14,557 4

　市民と行
政が協働で
事業を創造
することに
ついては両
者による検
討委員会を
設置して事
業選考を
行っている。
市民が主体
的に事業企
画と運営が
できるよう，
補助金交付
及び支援を
行っている。

3

　魅力的で
夢があふ
れる事業が
実施できる
よう取り組
みを進めて
いるが，こ
の制度の
ついて，
もっと市民
に周知する
必要があ
る。

4

　事業の
趣旨は，
財源不
足で実現
できな
かった質
が高くて
高額の
経費を必
要とする
事業を実
施するこ
とであ
り，その
ためには
現行の
予算が
必要。

3

　財源は
基金利
子を充て
ており，
市民と行
政の協
働として
検討委
員会を設
置して事
業内容
や補助
金額の
是非を検
討を行っ
ており市
の関与
は必要
である。

4

　市民が
良質の
スポー
ツ・文化
事業に
参加・鑑
賞事業
する機会
を提供す
ること
は，心豊
かにうる
おいのあ
る社会生
活の実
現にとっ
て欠か
せないこ
とであ
る。社会
的ニーズ
は高い。

4

　夢のあ
るスポー
ツ・文化
事業を実
現できる
ことにお
いて市民
ニーズは
高い。

22 B 継
続
継
続
継
続

スポーツ・文化
みよし夢基金
の設置目的で
ある，スポー
ツ・文化の振
興に係るソフト
事業推進のた
め，本事業は
今後も継続し
ていくことが必
要である。市
民への周知を
さらに行う必
要がある。

継
続

この事業の
趣旨をさら
に広く市民
にＰＲし，企
画内容の助
言を行いな
がら，事業
を展開して
いく必要が
ある。
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芸
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文
化

(

3

)

み
よ
し
文
化
の
発
信
と
国
際
交
流
の
推
進

16

秘
書
広
報
課

国際交
流推進
業務
（財団法
人三次
国際交
流協会）

国際交流事業の推進及び交
流都市との都市提携に向けた
取組み。
三次市における国際化の進
展に適切に対処するととも
に，在住外国人と地域住民と
の親善交流及び市民レベル
での国際交流・国際協力を積
極的に推進する。
⑴在住外国人のための生活
相談・日本語教室　⑵賛助会
員の募集　⑶国際交流・協力
ボランティアの募集　⑷スピー
チ交流会　⑸国際交流・協力
事業報告会　⑹友好・姉妹都
市からの海外訪問団受入事
業協力　⑺外国人訪問者の
受入れ　⑻各交流団体への
助成交付事業

・現在の交流都市及び友好・
姉妹都市との相互交流の継続
的な推進を図り，国際感覚豊
かな人材育成を行う。
・市内在住外国人と市内の中
学・高校生を対象としたスピー
チ交流会の継続とさらなる参
加者拡大を図る。
・地域住民との相互理解を図
り，住みやすい環境を提供す
る。

三
次
市
民

（
在
住
外
国
人
を
含
む

）

三
次
市
を
訪
問
す
る
外
国
人

民

交

①三次市民の国
際意欲の高揚・国
際交流の推進
②在住外国人が
住みやすいまちづ
くりの形成
③民間国際交流
団体の活動支援
と団体強化
④国際理解，協
力に向けた人材
育成

⑴外国人との交流及び
国際理解　⑵外国人が
住みやすい・訪問しやす
いまちづくり　⑶協会の
活動拡大と強化　⑷国
際交流団体支援　⑸友
好・姉妹都市交流推進

1,696 4

三次市の国
際交流に関
する事業は
（財）三次国
際交流協会
を通して事
業実施をし
ており，この
協会は国際
交流・協力
のための事
業を広く展
開している
ため目的達
成への貢献
をしている
が，今後も
国際理解の
推進及び在
住外国人支
援に力を入
れる必要が
ある。

3

多様化する
国際交流・
協力に対し
て対応でき
るよう人的
支援を行う
必要があ
る。さらに
民間交流
団体が活
発に活動で
きるように
助言や協
力などの支
援を行う必
要があるた
め。

5

（財）三
次国際
交流協
会の事
務費に対
しては，
補助金を
交付せ
ず，財産
の運用
益で行っ
ている。

3

本市財
団の財
産規模・
事業規
模を考慮
して，行
政を中心
に事業
実施する
ことで充
実した活
動が展
開できる
ため。 4

多文化・
共生社
会の中
で国際
交流及
び外国
人支援
事業の
実施は
自治体
及び国
際交流
協会が
主体と
なって行
う事業の
中心にな
るべきも
のである
と考える
ため。

4

国際交
流・協力
に関する
意識は
市民の
なかでも
高くなっ
ている。

23 B
未
実
施

継
続
継
続

国際化が進む
なか，市と財
団法人三次国
際交流協会，
また各種国際
交流団体と連
携を図り，社
会的ニーズに
応えていくため
に，この事業
は継続する必
要がある。

継
続

社会的ニー
ズを踏まえ
ながら，国
際交流に関
心をもって
もらえるよう
な講座やイ
ベントを開
催し，相互
理解につな
がるよう継
続して事業
を実施す
る。
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(

1

)

平
和
の
継
承
と
創
造

16

地
域
振
興
課

平和推
進事業

被爆者や戦争体験者の高齢
化に伴い，原爆と戦争の記憶
は次第に風化し，忘れられよ
うとしている。
恒久平和の承継と創造をする
ことが重要な課題となってお
り，『三次市平和非核都市宣
言』の浸透と平和祈念事業に
よる国内・国外への平和の発
信を行います。
○平和のつどい　MIYOSHI　２
０１０
○平和映画上映会
○平和折鶴プロジェクト
○平和絵手紙展
○三次市平和非核都市宣言
のアピール
○８月６日，８月９日平和への
祈りの呼びかけ(サイレン，平
和の鐘の一斉放送）など

市民の関心を高めるため，より
多くの市民が参加できる事業
を創出する。

市
民

平和を考える機会
の提供として，平
和のつどいや平
和映画・折鶴プロ
ジェクト等の開
催。慰霊としてサ
イレン吹鳴・平和
の鐘一斉放送の
実施等により，市
民の平和意識の
高揚を図る。

市民一人ひとりが平和
の尊さについて考え，次
世代への平和の継承を
図っていく。

5,195 4

全市的な平
和メッセージ
や平和絵手
紙の募集や
折鶴プロ
ジェクトなど
により市民
参加も行わ
れている。

3

引き続き創
意工夫によ
り，啓発の
効果を高め
ることが必
要。

4

「平和の
つどい」な
どイベント
は，内容
によって
大きく経
費が異な
る。現在
の平和コ
ンサートを
中心とし
たイベント
としては，
アーティス
トに高額
な出演料
を出して
おらず，
大きくコス
トを削減
する部分
は無い。

5

平和の
推進に
ついて
は，イデ
オロギー
を異にす
る平和運
動により
左右され
ないよ
う，平和
行政の
基本理
念に沿っ
て取り組
みを推進
すべきで
ある。

4

世界初
の被爆
県とし
て，次世
代への
継承と，
平和の
創造へ
のニーズ
は高い。

3

平和へ
の願い
は，永遠
のもので
あり，今
後も市民
に平和
意識の
高揚を図
るため必
要なもの
である。
市民が
米軍機
の低空
飛行など
で平穏な
日常生
活が脅
かされる
ことにつ
いて関心
が高い。

23 B 継
続
継
続
継
続

平和は人類す
べての願いで
あり、恒久平
和の願いを次
世代に継承し
ていく取り組み
を地道に継続
していく必要が
ある。

有
り

1
 
市
民
と
行
政
の
協
働

継
続

平和の尊さ
生命の大切
さを後世へ
引き継ぐた
めにも，継
続して，広く
市民に啓発
し，参加を
促進を図
り，また，よ
り効果的な
手法の検討
をする必要
がある。

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

4
 
市
民
の
多
様
な
力
の
活
用

26／63 2010/11/18
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目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
講演会・
講座の開
催箇所数

箇所 5 4 4

２１年度は，
の委託事業と
して講演会等
を実施し，内
容的にも充実
した内容で経
費もかかった
が、２２年度
は、単市での
り みとな

H
2
0
1,546,000 ⑷

講演会・
講座の参
加者数

人 1,536 2,144 1,000

２２年度は，
収容人数の
少ない会場
での計画で
あり，効果的
な講演会と
し、啓発を進
める。

⑵
H
2
1
2,235,750 ⑸

⑶
H
2
2
1,467,000 ⑹

⑴
想定され
る相談回
数

回 144 144 144

毎月第1と第
3木曜日に30
分づつ6枠
6枠×2回×
１２月＝１４４
回

H
2
0

7,243 ⑷相談者 人 125 123 130

相談者数は
微増である
が，多重債
務問題が顕
著化してお
り，相談件数
は増えると思
われる。

⑵
H
2
1

7,298 ⑸

⑶
H
2
2

7,263 ⑹

⑴
開催箇所
数

箇所 4 4 4

講演会・セミ
ナーの開催
箇所数。
２１年度は、
市民アン
ケート経費
の間接経費
があった。

H
2
0
1,861,250 ⑷来場者数 人 227 338 240

２２年度、対
象をしぼった
講演会の実
施計画で，
多くの参加
が見込めな
い。

⑵
H
2
1
2,158,250 ⑸

⑶
H
2
2
1,903,500 ⑹

⑴実施回数 回 2 2 2

陸上記録会
は毎年10
月，水泳記
録会は毎年8
月に開催し
ている。

H
2
0
859,000 ⑷

児童の体
力･運動
能力が全
国平均
(h20)を上
回ってい
るテスト
種目の割
合

％ 30 49 55

広島県児童
生徒の体力・
運動能力調
査
（テスト種目
総数：８）

⑵
参加児童
数 人 489 683 680

H
2
1
834,000 ⑸

⑶
H
2
2
898,000 ⑹
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2

)

人
権
の
尊
重

16

地
域
振
興
課

人権啓
発事業

生命の尊さや個性の尊重と
いった人権一般の普遍的な視
点から人権尊重の理念につ
いて訴え，具体的な人権課題
に即し，親しみやすくわかりや
すいテーマや表現を用いるな
ど，創意工夫した取り組みを
進めていく。
●ひと・かがやきフェスタ２０１
０（各種団体からなる実行委
員会で実施。）
●ひと・かがやきセミナー（絵
本の読み語り等　　市内３会
場）
●ひと・かがやき映画会
●PTA人権教育講演会支援
（小学校１６校　中学校４校）
●日本語教室
●人権の花運動

ひと・かがやき・みよしプラン
(三次市人権教育・啓発推進プ
ラン）に基づき，時代の要請に
そった啓発の取組みについ
て，広く市民に伝え，理解をし
ていただく。

市
民

「ひと・かがやき
フェスタ」や「ひと・
かがやきセミ
ナー」，また課題
別の啓発事業を
開催し，市民の人
権意識の高揚を
図る。

市民だれもが人権尊重
の理念について理解を
深め，互いに認め合い，
共に生きるひとづくり・ま
ちづくりを目指す。

8,943 3

人権フェスタ
や人権セミ
ナーの開催
により，人権
意識の高揚
にある程度
繋がってい
る。

3

人権教育・
啓発につい
て，より効
果が上がる
施策が必
要ではある
が、人権
フェスタや
人権セミ
ナーのよう
な誰でも参
加でき人権
を考える機
会は必要で
あるが，よ
り成果の上
がるよう内
容の検討
の余地は
ある。

4

啓発内
容によ
り，経費
が大きく
変わる。
経費をか
ければ，
著名な講
師により
効果的で
多くの市
民の共
感をえる
ことがで
きるが，
最小の
経費で最
大の効
果をあげ
ることが
必要であ
る。

5

人権尊
重の理
念につい
て啓発し
ていくこ
とは，行
政の責
務として
市として
行なうべ
きことで
ある。

4

人権の
置かれ
ている状
況は，改
善してい
る反面，
人権を無
視あるい
は軽視
する事件
も発生し
ている。
基本的
人権が
侵すこと
のできな
い永久
の権利と
して憲法
で保障さ
れてお
り，社会
的にも啓
発をすす
める必要
がある。

3

人権は
わかりに
くいとの
意識もあ
るよう
に，市民
のニーズ
は高くは
ないが，
多様な
人権課
題を市民
がすべて
を自分の
こととし
て捉える
ことは難
しい。

22 B 継
続
継
続
継
続

市民一人ひと
りに人権尊重
理念を普及
し，それに対
する市民の理
解を深めるた
めには，地道
な啓発活動を
継続していく必
要がある。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

継
続

より多くの
市民の参加
を促すよう
に，身近な
取り組みと
して，引き
続き開催場
所，開催方
法等を検討
し，事業目
的の実現に
向け継続し
て取り組む
必要があ
る。
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(

2

)

人
権
の
尊
重

15

市
民
生
活
課

市民無
料法律
相談

多重債務，相続，離婚，土地
境界問題等について，弁護士
による無料の法律相談を毎月
第１・第３木曜日の１３時から
１６時まで，相談時間３０分単
位で実施する。法的に専門知
識を要する相談事例が多く，
市職員，消費生活相談員で
は，問題解決が困難な問題に
ついて，弁護士の相談，アド
バイスを受けてもらう。特に近
年は，多重債務問題が顕著
化し，国においても，多重債務
相談マニュアルを作成し，対
応しているところであるが，最
後は，法律の専門家である弁
護士に依頼して，問題解決を
図る必要があるため，ぜひと
も必要な事業である。

毎月第１・３木曜日に実施して
いるが，相談件数も多く，事業
の継続は必要である。
限られた時間（３０分）なので，
相談者には質問内容を整理し
て相談するよう勧めている。
また多くの市民に利用してもら
うため相談者の同一相談は受
けないようにしている。
予約が定員いっぱいになり、
受け付けられない場合は、広
島県三次庁舎の県民相談室も
第３木曜日に無料弁護士相談
を行っているので，紹介してい
る。

原
則
と
し
て
三
次
市
民

。
電
話
で
予
約
受
付
を
行
い
相
談
を
受
け
て

も
ら

っ
て
い
る

。

市と広島弁護士
会が業務委託契
約締結し，広島弁
護士会から派遣さ
れる弁護士が，刑
事・民事・その他
の法律相談全般
に応じる。

相談者が法的に問題解
決の道筋を付けられる
よう，助言と指導を行
う。

1,051 4

相談者の
ニーズに応
えている。

2

解決に向け
て方向性が
明確であ
る。

4

コストは
弁護士
への業
務委託
料であ
り，弁護
士費用
が高額で
あること
から，削
減の余
地は小さ
い。

4

市民の
立場に
立った行
政を目指
すなら
ば，市で
行わなけ
ればなら
ない。ま
た、市の
相談業
務で法
律的な
解決を必
要とする
場合、市
の法律
相談が
必要であ
る。（有
料の法
律相談
は毎週
木曜に
広島弁
護士会
が行って

4

多重債
務等を解
消して安
定した生
活を取り
戻すため
には，必
要性は
高い。

4

予約制
で受け付
けている
が，他機
関へ紹
介するほ
どで，市
民ニーズ
は高い。
相談者
は，低所
得者等
が多く，
民間へ
の相談
は困難
である場
合必要
性は高
い。

22 B 継
続
継
続
継
続

多重債務者，
中山間地で高
齢者の一人暮
らしの世帯で
の，法的トラブ
ル，架空請求
等は増加して
おり，無料法
律相談のニー
ズは高く，事業
の継続が必要
である。相談
件数は増加し
ているが、県
や司法書士会
でも無料法律
相談をおこ
なっており、市
で行う無料法
律相談の回数
は、継続でよ
い。

無
し

継
続

相談者は微
増している
ことから，市
民ニーズは
高く，今後
の推移を考
慮しなが
ら，開催回
数等につい
て検討す
る。
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(

3

)

男
女
共
同
参
画
社
会
づ
く
り

16

地
域
振
興
課

男女共
同参画
推進事
業

男女が互いに人権・個性を尊
重しつつ，責任を分かち合
い，その個性と能力を十分に
発揮することができる男女共
同参画社会の実現を目的と
し，総合的かつ計画的な事業
の実施。
○男女共同参画週間講演会
（６月）
○男女共同参画セミナー（全
３回　10月～11月）
○男女共同参画情報誌「パー
トナーみよし」発行（年３回）

一般市民への啓発のみなら
ず，各種団体を対象とした啓
発や，事業所等へ女性支援策
など実行性のあるものが必要
である。

市
民

講演会(男女共同
参画週間中），セ
ミナー（全3回，10
月～11月），広報
誌「パートナーみ
よし」の発行（年3
回）

男女共同参画社会への
理解促進。

8,633 4

市民啓発の
ための講演
会やセミナー
を実施してい
る。課題別の
啓発事業に
より課題解決
に向けた啓
発内容とする
工夫が引き
続き必要。

3

講演会，セ
ミナーとも
アンケート
の結果から
は，６０代
以上の参
加が多い。
もう少し若
い世代の
参加を増や
すことが大
切。

3

団体補
助金が
事業費
の３分の
２を占め
る。市民
団体の
自主活
動は大
切である
が，補助
金のみに
よらない
事業へ
の創意
工夫が
必要であ
る。

5

男女共
同参画
事業は，
推進条
例第４条
に掲げる
市の責
務に基
づき，積
極的に
推進して
いく必要
がある。

5

男女が社
会の様々
な分野で
参加，活
躍しやす
い環境の
構築につ
いて，緊
急の課題
である。

4

市民や
事業者
へ対して
の男女
共同参
画の必
要性が
まだ徹底
していな
い面が
あるが，
徐々に
市民の
理解と環
境の改
善は進
みつつあ
る。

24 B 拡
大
継
続
継
続

男女の人権が
尊重され，固
定的な性別役
割分担意識を
なくした男女平
等の社会を実
現していくため
には，引き続
き，市民を対
象とした啓発
活動が必要で
ある。

有
り

1
 
市
民
と
行
政
の
協
働

拡
大

男女共同参
画基本計画
（第２次）に
沿って，女
性キャリア
アッププラン
事業等との
連携を強化
し，推進を
図る。
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文
化
・
学
習

４
ス
ポ
ー
ツ

(

2

)

子
ど
も
が
ス
ポ
ー
ツ
に
夢
を
も
て
る
環
境
づ
く
り

17

社
会
教
育
課

小学生
スポー
ツ振興
事業
（小学校
６年生
陸上記
録会・学
童水泳
記録会）

・小学校6年生陸上記録会
　市内小学校6年生がみよし
運動公園陸上競技場におい
て，100m競走・走り幅跳び・ソ
フトボール投げ・800m走・4×
100mリレーなど5種目により陸
上記録会を行う。
・学童水泳記録会
　三次市内小学生が十日市
水泳プールにおいて記録会を
行う。
・学校間の親睦を深めること
はもとより，児童の体力・運動
能力・競技力の向上を図る。
また，自己記録目標達成を果
たすため，練習に取り組むこ
とで知・徳・体のバランスのと
れた人間形成を図る。

競技力向上へ向けた技術指導
のため，学校教員の指導者研
修を行なっているが,より充実さ
せる必要がある。また，参加す
る児童の意欲を高めるため，
記録の公表や表彰等を実施す
ることも必要である。

小
学
生
児
童

。

陸上競技連盟，，
水泳連盟と共に
実行委員会を組
織し，大会の企画
運営を行なう。

記録会を通じて市内小
学生の体力・運動能力・
競技力が向上させる。

1,668 4

陸上競技，
水泳という
専門性の高
い種目であ
り，地元の
競技連盟と
実行体制を
設けること
は適切であ
る。

2

出場する学
年を増やす
など，児童
が参加する
機会を増や
すことも必
要である。

4

小学校
間のバス
輸送費
が経費
の大部
分を占め
ているた
めコスト
削減の
余地は
少ない。

3

学校行
事である
ため，市
が関与
する必要
がある。

3

児童の
体力・運
動能力
は低下し
ており，
社会的
にも運動
を励行す
る傾向が
あるた
め，記録
会を通じ
ての体
力・運動
能力・競
技力の
向上は
社会的
ニーズが
ある。

3

当該事業
は市内小
学校が対
象である
ため，市
民の認知
は少な
い。しか
し，社会
的に運動
を励行す
る傾向に
ある中，
児童がス
ポーツを
行い体
力・運動
能力の向
上を図る
ことに対
しての市
民ニーズ
はあると
思われ
る。

19 C 継
続
継
続
継
続

記録会を開催
することにより
目標に向かって
練習，努力する
ことの大切さを
学ぶことができ
る。児童の体
力・運動能力・
競技力の向上
を図り，運動を
始める契機づく
りができる。目
標の一つである
小学校間の交
流及び教職員
の指導力向上
について手段・
方法を再検討
する必要があ
る。

継
続

競技会の開
催を通して
児童の体
力・運動能
力・競技力
の向上を図
るだけでな
く，運動を
通じた人間
形成の場と
なるよう今
後も事業を
展開する。
また，他事
業の活用等
により教職
員の指導力
向上を図る
必要があ
る。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

8
 
事
務
事
業
の
効
率
化

そ
の
他

有
り

1
 
市
民
と
行
政
の
協
働

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善
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平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
クラブ設
立数

組織 1 1 1

平成18年度
にみわス
ポーツクラブ
が設立され
た。平成20
年度にきさ
わくわくス
ポーツクラブ
が設立され

H
2
0
2,437,000 ⑷

クラブ会
員数 人 262 300 300

⑵
クラブ設
立準備組
織

組織 2 1 1
H
2
1
1,975,000 ⑸

⑶
H
2
2
2,953,000 ⑹

⑴整備面積 5 2 2
当該年度の
整備面積

H
2
0
394,384,000 ⑷

野球教室
参加者・
見学者

人 300 1,200 1,200

野球教室、
テニス大会
等参加者・見
学者

⑵

三次市出
身のプロ
野球選手
による少
年野球教
室

回 1 1 1

プロ野球選
手による少
年野球教室
開催数

H
2
1
59,158,235 ⑸来園者 人 86,813 122,828 123,000

運動ｌ公園へ
の来園者数

⑶

指定管理
者による
企画イベ
ント

回 15 16 16

テニス大会、
親子テニス
大会、ジュニ
アテニス交
流会等

H
2
2
32,571,764 ⑹

⑴
主な取組
事業数

11 10 11

観光キャン
ペーン実行
委員会にお
いて取組む
事業数。平
成２１年度の
事業として
は，形骸化し
た ベントを

H
2
0
2,712,090 ⑷

入込観光
客数

千人 1,947 1,865 1,900

増加した施
設もあるが，
景気低迷，イ
ンフルエンザ
等の影響も
あり全体的
に減少して
いる。

⑵
H
2
1
3,578,200 ⑸

⑶
H
2
2
2,552,909 ⑹

⑴
新規認定
店舗

店舗数 12 7 7

地産地消の
店として新規
に認定した
店舗数

H
2
0
161,500 ⑷広報回数 4 14 14

各種広報媒
体での広報
回数（広報み
よし，三次
ケーブルテレ
ビ）

⑵
H
2
1
289,857 ⑸

⑶
H
2
2
286,714 ⑹
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文
化
・
学
習

４
ス
ポ
ー
ツ

(

1

)

だ
れ
も
が
ス
ポ
ー

ツ
に
親
し
め
る
環
境
づ
く
り

19

社
会
教
育
課

総合型
地域ス
ポーツク
ラブ設
立支援

総合型地域スポーツクラブ
は，誰でも，いつでも，好きな
レベルで，いろいろなスポーツ
を，世代を超えてみんなで創
る，みんなで楽しむクラブであ
る。
教育委員会は暮らしのなかに
スポーツ活動を取り入れ，ス
ポーツを楽しむことができる環
境を整えるためクラブの設
立，育成へむけた地域や団体
の取り組みに対して支援を行
う。設立にあたっては，地域の
特性や実情に応じたものとし
ていく。

スポーツクラブの活動をまちづ
くり活動の一環として位置づ
け，地域の特性を活かし実情
に応じたサポートを行う。

市
民

地域や体育団体
等へ設立の働き
かけやスポーツク
ラブを設立しようと
している地域・団
体，また，設立さ
れたクラブに対し
育成費を交付す
る。（上限５０万
円）併せて先進事
例等の情報提供
を行う。

市内に１９のスポーツク
ラブを設立（コミュニ
ティーセンター単位）し，
生涯スポーツ・健康体力
づくりとしてのスポーツ
活動を目指す。

1,975 2

社会的な
ニーズはあ
ると思うが，
各地域住民
からの思い
は感じられ
ない。
地域での啓
発活動など
が必要であ
る。

3

クラブの活
動をとおし
て自分の住
んでいる地
域の住民
や多世代と
の交流が
図られ，地
域づくりへ
つなげてい
くことができ
る。

2

自主運営
が目標で
ある。

3

地域住民
が主体と
なって設
立・運営し
ていくこと
が基本で
あるが，設
立までの
啓発活動
や団体間
のコーディ
ネイトは市
で行うほう
がよくでき
る。

4

体力や
健康に
関心を持
つ人は
多く，スト
レス社会
といわれ
る中で，
スポーツ
の果た
す役割
は大き
い。

2

スポーツ
活動に
取り組み
たいが，
そのため
に会費
（受益者
負担）を
支払うこ
とにまだ
抵抗が
ある。

16 D 拡
大
継
続
継
続

死ぬまで健康
であり続けるこ
とは，日頃の
運動習慣が重
要であること
は，一般的に
認知されてい
るところであ
る。
年齢・体力に
応じたメニュー
や運動する
「場」の提供は
必要であり，ま
た，この場は
住民同士の交
流や生きがい
づくりの場でも
ある。
このため各地
域における住
民の多様な力
を活かしたクラ
ブの設立や運
営が必要であ
る。

継
続

健康や体力
づくりの面
からも，ス
ポーツがで
きる環境の
整備は必要
であり，住
民自治組織
等と連携
し，協働の
まちづくりの
もとで啓発
を図りなが
ら，設立の
ためのサ
ポートを進
めていく。

110

第
3
 
文
化
・
学
習

４
ス
ポ
ー
ツ

(

3

)

ス
ポ
ー
ツ
施
設
の
充
実

63

都
市
整
備
課

みよし
運動公
園整備
事業

県北のスポーツ・レクリエー
ション活動の拠点を担う都市
公園施設として位置づけ，都
市計画決定及び事業認可を
受け整備を行なっている。
これまでには平成６年度のア
ジア競技大会、平成８年度の
国民体育大会でのサッカー会
場として，平成１６年度の全国
高校総体の自転車競技会場
として活用しており，スポーツ
人口の増加や競技レベルの
向上に寄与している。
平成２０年度は野球場施設整
備工事を行うとともに，計画的
に公園用地の土地開発公社
からの買戻しを行なっている。
今後も多目的広場等の施設
整備を進め，公園施設の充実
を図る。

多目的広場整備工事を完了す
ると、みよし運動公園整備事
業がすべて終了する。新たな
利用促進等を図るため、指定
管理者と協議を図る必要があ
る。

市
民
・
広
島
県
北
部
の
ス
ポ
ー
ツ
愛
好
家
・
フ

ァ
ミ
リ
ー
層
・
近
隣

施
設
利
用
者

①利用者の利便
性の向上やシン
ボル性を持った施
設整備
②広域的な利活
用（定期的な各種
スポーツ教室の
開催，大会・プロ
スポーツ競技の
開催，誘致及び県
内外からの合宿
利用の促進など）

スポーツ人口の増加及
び競技レベルの向上，
市民の憩いの場の提供

100,569 5

県北のス
ポーツ・レク
リエーション
の拠点施設
として、また
県内外から
の利用者が
増加してい
る。また。

3

高速航路
のＩＣチェン
ジ近くと、
立地条件も
よく、さらな
る取り組み
により、より
成果向上
の可能性
がある。プ
ロ野球開催
により宣伝
効果を活用
する。 4

利用料
金の増
加による
コスト削
減の検
討余地
がある。

5

運動公園
整備事業
は都市公
園法に基
づき行うも
のである。
維持管理
について
はし指定
管理者の
管理によ
る。

5

県北の
スポー
ツ・レクリ
エーショ
ンの拠点
施設とし
ても。災
害地の
避難所
等多目
的な利
用が可
能。

5

住民アン
ケートに
よるニー
ズはきわ
めて高い

27 A 縮
小
縮
小
継
続

平成２３年度
をもってみよし
運動公園整備
事業は終了す
るが、引き続
き、独自の魅
力を出し、近
隣施設とのタ
イアップを行
い、県内外か
らの利用促進
を図る必要が
ある。 縮

小

事業規模を
縮小すると
ともに，県
北のスポー
ツ・レクリ
エーション
拠点施設と
して，周辺
施設と連携
したイベント
等の企画や
誘致が必
要。
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産
業
・
経
済

１
観
　
光

(

1

)

観
光
資
源
の
魅
力
ア

ッ
プ

17

商
工
観
光
課

観光振
興・情報
発信事
業

本市が保有する豊かな自然，
個性ある歴史・伝統・文化資
源，市民が持つ魅力やエネル
ギーを全国に積極的に発信す
ることにより，「三次」の知名
度・認知度を高め，観光客の
誘致拡大を図り，本市がにぎ
わい溢れる活気のあるまちと
なり，また市民をあげて「おも
てなしの心」で，何度も訪れて
みたい魅力あるまちとするた
め，官民が協働で「三次市観
光キャンペーン実行委員会」
を設立し，各種イベント，事業
の展開を図る。

官から民への事業主体の移行
を行うべく，観光協会の機能強
化，さらなる市民のおもてなし
の心の醸成が必要である。
また，三次の魅力，情報の発
信強化と，地域と連携した新た
な観光資源の発掘，既存の地
域行事等の観光商品化への
取組など，着地型観光の実践
が必要である。

観
光
客
及
び
市
民

地域で開催される
各種イベントや観
光情報など，三次
の魅力を全国に
発信するため，HP
や雑誌などを活用
し広報PRを強化
するとともに，実
行委員会が主体
となり，より多くの
観光客を誘致でき
るよう四季を通じ
で全市的なイベン
トの開催に取り組
む。

観光客誘致の拡大，観
光消費額の増大
市民をあげてお客様を
おもてなしするという心
の醸成

35,782 4

官民が協働
して各種イベ
ントを開催す
ることで，市
民の一体感
の造成につ
ながり，市全
体で観光客
の誘致に取
組むことがで
きる。

3

　キャン
ペーンの取
り組みが，
観光客数
及び観光
消費額に
影響を与え
ていると考
えられるこ
とから，一
定の成果
が上がって
いる。
　今後，さ
らに観光施
設等の連
携を深め周
遊性を図る
ことにより，
成果の向
上が期待で
きる。

3

各種事
業が本
市の観
光ＰＲに
及ぼす効
果につい
て厳選し
事業計
画を行う
必要があ
る。ま
た，広報
PRにに
ついて
は，ある
程度のコ
ストをか
け戦略的
に実施す
ることに
より，全
国への
波及効
果が期
待できる
ものであ
る

3

各団体
が連携し
て各種
事業に
取り組む
ため，調
整役とし
て市の
関与は
必要であ
る。

4

「体験交
流」や「自
然・食」を
求める観
光客は多
く，三次
の自然や
地域産品
等を活か
しながら，
集客施設
との組み
合わせに
よる観光
力の創出
は社会的
関心も高
い。

3

魅力ある
地域は，
そこに住
む人の
力であ
り，交流
人口の
増加は
地域を活
性化させ
る最大の
方法であ
る。観光
振興によ
る地域の
まちづく
りは，市
民ニーズ
がある。

20 C 継
続
継
続
継
続

観光キャン
ペーン事業の
取り組みは市
内外に定着し
てきており，着
実に観光客の
増大，観光消
費額の拡大に
つながってい
ると考えられ
る。
今後は，新た
な企画を考え
る中，民が主
体となって観
光施策の展開
が図られるよ
う，観光協会
の機能強化，
地域団体間の
連携の強化を
模索し，さらな
る継続して三
次市の魅力の
発信に努める
必要がある。

有
り

4
 
市
民
の
多
様
な
力
の
活
用

継
続

これまでの
事業効果を
検証し，民
間主導に向
け，関係団
体との連携
強化を進
め，新たな
事業の展開
を進めてい
く。また，観
光ビジョン
や地域戦略
プランの方
向性を踏ま
え，新たな
事業展開を
図る。
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農
政
課

「地産地
消の店」
認定事
業

三次産農産物を食材として積
極的に使用した料理を提供す
る飲食店を「地産地消の店」と
して認定することにより，三次
産農産物の宣伝と消費拡大を
図り，地産地消を推進する。
２１年度は７店舗認定

三次市内の認定店の数を増や
すとともに，三次市以外の店
舗について認定を行うか検討
する。
また，三次産農産物を積極的
に販売している小売店につい
ても認定対象とするか検討す
る。
認定されたことによるメリットが
見える事業を考える。

三
次
産
農
産
物
を
食
材
と
し
て
積
極
的
に
使
用
し
た
料
理
を
提
供
し

て
い
る
飲
食
店

三次産農産物を
食材として積極的
に使用して料理を
提供している飲食
店を「地産地消の
店」として認定し，
市広報や市の
ホームページおよ
びＣＡＴＶなどで紹
介する。
地産地消の店を
紹介したパンフ
レットの作成など
も行い、積極的に
ＰＲする。

認定店は地産地消に対
する姿勢や意識の高い
店で，使用している食材
は安全・安心で新鮮で
あると意識付け，利用者
や三次産農産物の購買
意欲の増加，消費拡大
へと繋げる。

2,029 5

生産者・飲
食店・消費
者のそれぞ
れがメリット
を享受しな
がら地産地
消の推進を
図ることが
できる事業
である。

2

地産地消
の店認定
店の増加
のほか，原
材料に三
次産農産
物を高い割
合で使用し
ている加工
品などを販
売している
小売店など
も認定して
いくように
する。

5

認定証
の作成
経費と印
刷製本
費のみ
の予算
計上であ
り，コスト
の削減
は厳し
い。

3

地産地
消の推
進のた
め，関係
機関と連
携を図り
ながらも
市が主
体となっ
て進めて
いく必要
がある。

5

産地偽装・
賞味期限
の改ざん
などによっ
て，食に対
する社会
的な関心
は非常に
高くなって
いる。地元
で生産され
た安全・安
心で新鮮
な農産物
を地元で
食すという
当たり前の
ことが見直
されてい
る。

5

「食」に
対する市
民の目
は大変
に厳しく
なってお
り，地産
地消を掲
げる飲食
店は話
題となる
昨今であ
る。安
全・安心
でしかも
新鮮な
地元産
の農産
物を積極
的に食
材と使用
している
飲食店を
求めて
食事をす
ること
で 市民

25 B 継
続
継
続
継
続

認定店舗数の
増加に向けた
取り組み，およ
び認定店の積
極的なＰＲなど
今後も継続し
て行う必要が
あると考えら
れる。

継
続

三次産農産
物を食材と
して積極的
に使用する
認定店の拡
大と，三次
産農産物の
消費拡大を
図り，地産
地消を推進
する。また，
認定店とし
ての意識付
けを保つ取
り組みが必
要である。

有
り

1
 
市
民
と
行
政
の
協
働

事
業
規
模

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

28／63 2010/11/18



平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴

グリーン
アスパラ
ガス植栽
条件整備
面積

㎡ 18,900 10,000

H20年度　大
力地区
0.44ha　本谷
地区　0.92ha
             室
谷地区
0.53ha
H22年度　ち
はや 区

H
2
0

1,162 ⑷植栽法人 3 2

⑵

肉用牛導
入堆肥舎
飼料庫作
業用機械
整備

6,977
H
2
1

1,021 ⑸導入法人 1

⑶
H
2
2

1,214 ⑹

⑴
肉用牛ブ
ランド化
助成

件 56 55 55

優良血統牛の保
留や，規模拡大
により申請件数
が増加傾向にあ
る。

H
2
0
132,339 ⑷

ブランド
化助成頭
数

頭 74 84 84

三次市内の
優良血統牛
数が順調に
増加してい
る。

⑵
酪農ヘル
パー利用
助成

件 18 20 20

１戸あたりの
ヘルパー利
用額は増加
傾向にある。

H
2
1
135,745 ⑸

⑶
肉用牛ヘ
ルパー利
用助成

件 21 17 17

農家の廃業
等により，申
請の件数は
減少している
が，１戸あた
りのヘル
パー利用額
は増加傾向
にある。

H
2
2
144,054 ⑹

⑴
和牛の里
創造事業 件 1 6 6

周知方法を
見直した結
果，事業実
施件数が増
加した。（和
牛改良組合
総会等で事
業説明を実
施）

H
2
0
1,218,000 ⑷

和牛繁殖
雌牛頭数 頭 715 719 750

農家数は減
少している
が，企業参
入や規模拡
大等により
順調に増加
している。

⑵
H
2
1
443,983 ⑸

⑶
H
2
2
575,500 ⑹

⑴
新規就農
者数

5 4 5
事業採択者数（新
規就農者数)

H
2
0
1,805,200 ⑷

新規就農
者累計 人 5 9 14

新規就農累
計

⑵
H
2
1
2,433,000 ⑸

⑶
H
2
2
2,290,600 ⑹
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る
農
業
戦
略
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農
政
課

園芸産
地構造
改革推
進事業

広島県新農林水産業・農山漁
村活性化行動計画（以下「行
動計画」という。）の実現を目
指し，担い手を中心とした園
芸産地の構造改革や畜産の
生産構造改革を加速化するこ
とにより，産業として自立でき
る農業の確立を図る。
特に，集落型農業生産法人の
経営安定と高度化により，水
稲依存から脱却し，持続的・
安定的な経営を行うため，法
人がグリーンアスパラガス栽
培に取り組む場合，栽培設備
の整備に係る経費について，
補助金を交付する。
肉用牛導入堆肥舎・飼料庫・
作業用機械整備１法人

北部農林水産事務所や北部
農業技術指導所等との連携を
より強化し，他の法人支援策も
含めた支援を行う必要があ
る。

集
落
法
人

グリーンアスパラ
ガス植栽に係る土
地条件整備（排水
溝・耕地・堆肥投
入・整地等の一貫
作業）に係る費用
を補助する。生産
に係る条件整備
では，パイプハウ
ス・果樹棚等生産
施設，移植機及び
収穫機等農業用
機械，暗渠排水
の設置等基盤整
備（植栽条件整備
含む）等，収穫ま
でに必要な機械
施設に要する費
用について補助
する。
肉用牛導入に必
要な施設及び作
業用機械等の整
備

永続的な農業生産活動
が可能となる集落法人
等を経営体の基本とし，
稲作中心の農業経営か
ら収益性の高い園芸を
経営の柱とした力強い
農業構造への転換を進
める。

7,124 5

本事業を活
用すること
で，基盤整
備に係る経
費負担削減
ができ，新
規でグリー
ンアスパラ
ガスの植栽
導入や牛飼
育のきっか
けになって
いる。

4

園芸作物
の振興は
米価下落
の折，農家
の所得安
定のための
有効な手法
のひとつと
考えられ
る。

4

補助率に
ついては
削減する
余地は
少ない。

5

市が関
与し事業
の拡大を
図る必要
がある。

3

農産物の
生産が拡
大すれ
ば，より
品質のよ
い商品を
求められ
る幅が広
がり，消
費者に
とってもメ
リットがあ
る。

5

当事業
は導入
する側に
とっては
有効な
支援策
である。
にも関わ
らず新規
参入が
増えない
のは，自
己資金
の負担
の大き
さ・グ
リーンア
スパラガ
スの栽
培に要
する労務
が大変
であると
の思い
が大きい
ためと考
えられ

26 B 継
続
継
続
継
続

今後も継続
し，グリーンア
スパラガスの
植栽拡大を
図っていく必
要がある。
稲作に依存し
ている法人の
経営につい
て，米価の低
迷が続くなか，
今後継続して
ある程度の収
入の確保が見
込めるグリー
ンアスパラガ
スの栽培に取
り組むことは，
経営の安定に
有効な手段で
あり，それを市
が支援するこ
とで多くの法
人が取り組む
ことが可能と
なる。

継
続

法人の経営
基盤を強化
する上でも
稲作依存か
らの脱却は
必要な事業
である。ま
た，関係機
関との連携
を強化し，
周知を図
る。
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農
業
戦
略
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農
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酪農・和
牛支援
対策事
業（優秀
繁殖雌
牛導入
奨励事
業等）

(肉用牛ブランド化)畜産農家
が行う肉用牛の改良事業に
補助金を交付することで，肉
用牛の改良増殖を推進し，肉
質・増体等の産肉能力の向上
を図り，優秀な『三次和牛』の
ブランドを構築することで収益
性の高い畜産経営の確立に
資する。

(酪農ヘルパー・肉用牛ヘル
パー)市内の酪農家・畜産農
家が定期的または臨時的に
利用するヘルパーの利用料
の一部を市が助成すること
で，休日の取得を促進し，安
定的でゆとりある畜産経営の
発展に資する。

　三次市内の畜産農家・酪農
家においては，小規模の飼養
農家では高齢化が進み，体力
的にも一般管理作業等が困難
になり廃業する農家が増加し
ている。また経営的にも飼料
価格や原油価格の高騰，子牛
価格の下落などにより大変厳
しい状況である。
　一方，三次市内の繁殖牛レ
ベルは一定以上に達してお
り，当事業が効果的に機能し
ているといえる。今後は，ＪＡと
協議を進めながら，産子の保
留や繁殖農家の確保に重点を
置くことで，市内に安定して優
良種を維持できるように，農家
へ促していく。また，広島県・三
次市・ＪＡ等が参加するプロ
ジェクトチームでは，集落法人
に繁殖雌牛を導入し，法人とし
て牛の飼養管理を進める形態
を促進しており，新たな和牛飼
養者の増加を目指す。
肉用牛ブランド化事業８４頭，
酪農ヘルパー利用者２０名，
用 ー利用者１

市
内
に
居
住
し
，
市
内
で
肉
用
牛
ま
た
は
乳
用
牛
を
飼
育
し
て
い
る

者

(肉用牛ブランド
化)肉用牛の改良
増殖促進にかか
る費用の一部助
成。
(酪農・肉用牛ヘ
ルパー)ヘルパー
利用料の一部助
成。

収益性の高い牛を飼育
することで，農家の所得
を向上する。
ヘルパー事業により，休
みのない牛の飼育管理
を解消することで，農家
の生活にゆとりをもたら
す。

7,466 4

農家の高齢
化は深刻で
あり，今後も
ヘルパー利
用への助成
の必要性は
高い。
血統のよい
牛でないと
高価格が期
待できない
状況であ
り，個々の
農家単位
で，優良種
への更新に
係る負担を
軽減するこ
とが重要で
ある。

4

今後は，優
良血統牛
の三次市
内への保
留を行うた
め保留事
業を優先的
に行う必要
がある。

4

ＪＡと協
力し，事
務作業
の効率
化を図っ
ている。

4

牛の地
域ブラン
ドの確立
のために
は，優秀
な牛を地
域内に
確保する
ことが重
要であ
り，市が
支援する
ことによ
り，農家
の飼養
意欲の
向上が
期待でき
る。

4

三次市
の地場
産業の
強化・ト
レーサビ
リティ等
による食
品の産
地の特
定，地産
地消によ
る食の安
心安全
性の重
視の観
点からも
三次和
牛ブラン
ド化への
ニーズは
高い。

3

和牛の
繁殖は
当市の
農業に
おいて重
要な位
置を占め
ており，
その振
興を図る
必要性
は高い。

23 B 継
続
継
続
継
続

古くからの肉
用牛産地であ
る三次市であ
るが，農業者
の高齢化や，
毎日の飼養管
理の必要性か
ら，飼育農家
は減少してい
る。また，経費
の上昇や子牛
価格が不安定
なことも飼育
農家減少の要
因としてあげら
れる。
牛の飼育は，
飼料作物の作
付け等転作田
の有効利用
や，牛の堆肥
を使用するこ
とによる化学
肥料使用料の
低減等，農家
の所得向上以
外にも多くの

継
続

これまでの
取り組みに
より，市内
の繁殖雌牛
群は一定以
上のレベル
に達してい
る。酪農・畜
産農家の後
継者の育成
や関係機関
との連携に
よる研修の
実施等，経
営の安定に
つながる支
援策を考え
る必要があ
る。
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和牛の
里創造
事業

・和牛飼養環境整備事業
　　牛舎の新増改築にかかる
経費が５０万円以上のものを
対象に，３分の１以内（上限５
０万円）の補助。
・水田放牧促進事業
　　水田放牧を実施する際の
電気牧柵等購入経費を対象
に，３分の１以内（上限５万
円）の補助。
和牛飼養環境整備事業２件，
水田放牧促進事業４件

　農業従事者の高齢化や後継
者不足，飼料価格の高騰によ
り繁殖農家戸数は減少傾向に
あるが，三次の肉用牛の振興
を促進するためにも県やＪＡと
連携して，農家の現状を把握
し，本事業を新規就農や規模
拡大の意思がある方に対して
効率的に推進していく。
　広島県，三次市，ＪＡ等が連
携して組織するプロジェクト
チーム「チーム広島牛」におい
て，水田放牧の推進，放牧技
術の啓発，農家を対象とした
放牧研修会等を行っており，
今後も継続的に水田放牧を推
進していく。
　また，広報誌等を活用するこ
とにより，本事業の周知を幅広
く行っていく。

市
内
居
住
の
当
事
業
を
実
施
し
よ
う
と
す
る
者

。

牛舎の新増改築
および電気牧柵
等購入にかかる
費用の一部助
成。

・牛舎の新増改築に伴う
農家の負担を軽減する
ため補助金を交付する
ことで，新規飼育農家の
確保，中核経営農家の
経営規模拡大を目指
す。
・水田放牧を実施する際
の，初期投資にかかる
負担を軽減するために
補助金を交付すること
で，和牛飼育管理の省
力化及びそれに伴う規
模拡大を目指す。 2,664 4

農家の牛舎
新増改築及
び水田放牧
による経営高
度化は，三次
市の肉用牛
生産の振興
につながる。

3

簡易牛舎な
ど農家が手
作りできる
ようなもの
は，比較的
安価で建設
が可能なた
め，補助対
象外とな
る。
電気牧柵
は，法人等
が大規模
に実施する
場合，補助
上限（５万
円）を軽く
超えてしま
う。

4

牛舎の
新増改
築にかか
る経費は
大きく，３
分の１以
内（５０万
円が上
限）の補
助額は
妥当であ
る。

4

県・ＪＡと
の密な
情報交
換など，
連携が
不可欠
である。

5

消費者の
意識が食
の安全・
安心，地
産池消へ
関心が深
まってお
り，地元
産牛肉を
流通させ
るために
も，市内
の農家の
規模拡大
による経
営高度化
は必要で
ある。ま
た，自給
飼料を確
保するこ
とは，食
料自給率
の向上に
つなが
る。

3

和牛の
繁殖は
当市の
農業に
おいて重
要な位
置を占め
ており，
その振
興を図る
必要性
は高い。

23 B 継
続
継
続
継
続

飼養頭数の拡
大や新規で飼
育を始める場
合は，牛舎の
整備が必要で
あり，農家の
投資を軽減す
るための支援
を行うことで，
それらを可能
とする。また，
堆肥の利用に
よる循環型農
業の実践によ
り，環境への
配慮と安全な
農産物の生産
に資すること
が可能となる。
水田放牧は，
和牛飼養管理
の省力化や低
コスト化のみ
ならず，耕作
放棄地の解消
等にもつなが
り 環境

継
続

法人等へ事
業の周知を
図り，また，
担い手の確
保，育成を
図りなが
ら，新たな
和牛飼養者
の増加，飼
養頭数の拡
大を図る。
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産
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(

1

)

儲
け
る
農
業
戦
略

22
農
政
課

新規就
農者受
入拡大
事業

　（趣旨）
　新に農業を営み，農村社会
の安定的な発展及び活力あ
る農村社会の形成に参画しよ
うとする者に対し，新規就農
者の経営等に要する
　経費に対して支援する。
　　・新規就農者・新規就農予
定者へ200千円/月（上限）の
生活支援，及びその扶養家族
へ14千円/月（上限）の支援。
　・機械又は農地の購入経費
として3,000千円を上限に1/2
以内で補助
　・基幹作業用機械の借上と
して，20千円/回を実費額で補
助　ほか
　・営農指導助成として，新規
就農受入者へ50千円/月で補
助
新規就農者４名，平成２０年
度から継続２名

　新規就農者の受入体制の整
備が不十分である。（農地の確
保，住居の確保，農業技術指
導等）
　これまで当事業を実施した者
に対するフォローアップがなさ
れていない。

　
新
規
就
農
者
・
新
規
就
農
予
定
者
・
新
規
就
農
受
入
者

　新規就農者へ
の生活支援，機
械導入又は基幹
作業用機械等の
借り上げ料支援
並びに新規就農
受入者への営農
指導助成等

　新規就農者の支援，
確保等による農村社会
の安定，人口の増加に
つな
げる。

9,732 3

新規就農の
希望はある
が，すぐに
収入につな
がらないた
め，市によ
る生活支援
は妥当であ
る。

2

現在のとこ
ろ，十分に
成果があ
がるものと
考えている
が，新規就
農者の実
態には
様々なもの
があり，生
活支援が
必要にない
人への補
助が行わ
れる可能性
もある。

3

新規就
農者が
安心して
就農でき
るような
支援単
価を設定
してお
り，現在
のところ
コスト削
減余地
はない。

5

根拠とな
る計画が
「オアシ
ス！三
次プロ
ジェクト」
なので，
市でなけ
ればでき
ない。

4

同制度
により集
落に若
者が定
着すれ
ば，集落
の維持
にもつな
がり，人
口増加
にもつな
がるた
め。

4

新たな担
い手を確
保するこ
とは，農
村地域
である本
市の重
要施策
ではある
が，直接
的な生
活支援
が市民
の理解を
得られる
かどう
か。

21 C 継
続
終
了
継
続

要綱上，Ｈ２１
で事業の終了
時期を迎えた
が，農業後継
者の不足・農
業者の高齢化
等により，将来
の農業の担い
手の確保は，
必要不可欠な
現実問題と
なっているた
め，再度Ｈ２２
年度～Ｈ２４年
度までの3カ年
間を事業実施
期間として事
業期間の延長
を行った。

継
続

新規就農者
の支援を行
うことによ
り，農業の
担い手確保
を図る必要
がある。ま
た，関係機
関と連携
し，受け入
れ体制の整
備やフォ
ローアップ
の方法を検
討する必要
がある。

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

29／63 2010/11/18



平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴

賃借権を
得ている
認定農業
者数

件 17 32 10

賃借権の設
定により経
営規模の拡
大に取り組
み，経営の
安定を図っ
ている認定
農業者数

H
2
0
1,218,176 ⑷

賃借権設
定面積 ｈａ 108 183 50

認定農業者
への農地集
積が拡大し
ている。

⑵
H
2
1
1,058,375 ⑸

⑶
H
2
2
817,200 ⑹

⑴
出荷販売
数量 ｋｇ 185,000 374,000 400,000

H
2
0

41 ⑷申請件数 件 71 112 150

⑵
H
2
1

29 ⑸

⑶
H
2
2

15 ⑹

⑴

市内小中
学校給食
における
米使用量

ｋｇ 9,000 20,000 25,000
H
2
0

1 ⑷

市内小中
学校給食
における
こだわり
米導入率

％ 50 43 50

市内共同調
理場数　１３
箇所、デリバ
リー（中学
校）　１箇所

⑵
H
2
1

⑸

⑶
H
2
2

⑹

⑴
グループ
数 組 5 8 10

当該事業を採
択した農産物
加工グループ

H
2
0
670,400 ⑷

グループ
数 組 5 8 10

⑵
H
2
1
605,500 ⑸

⑶
H
2
2
495,300 ⑹
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経
済

２
農
林
畜
産
業
等

(

1

)

儲
け
る
農
業
戦
略

20
農
政
課

認定農
業者育
成事業

農業従事者の高齢化や後継
者不足による耕作放棄地・遊
休農地が増加している。意欲
と能力のある認定農業者の農
業経営規模の拡大により経営
の安定を図り，併せて農地保
全を図るため，農地の利用権
権設定による認定農業者へ
の農地集積を支援する。
利用権設定の面積及び期間
に応じて，補助金を交付する。
１５法人及び１７人の認定農
業者により，約１８３ｈaの農地
集積を行う。

農業従事者の高齢化や後継
者不足による耕作放棄地・遊
休農地が増加しており，農地
保全の観点から，認定農業者
が農地集積に取り組めるよう
誘導する施策が必要である。

３
年
以
上
の
賃
借
権
の
設
定
を
受
け
た
認
定
農
業
者

賃借権の設定に
よる農地集積を支
援（補助金の交
付）
①　３年以上６年
未満：６，０００円
以内の額／１０a
②　６年以上１０
年未満：１５，０００
円以内の額／１０
a
③　１０年以上：２
０，０００円以内の
額／１０a

認定農業者の農業経営
の安定を図る。

33,868 4

耕作放棄地
の減少につ
ながる。農
業の担い手
が不足する
中，意欲と
能力のある
認定農業者
の農業経営
拡大意欲を
図ることに
つながって
いる。

4

この制度
は，認定農
業者の経
営安定を目
的としてお
り，地域農
業の担い
手としての
認定農業
者の増加
につながっ
ている。認
定農業者
が中山間
直接支払
制度等各
種補助事
業の交付
要件となっ
たため今後
更に増加
傾向にあり
本制度の
利用も増
え，耕作放
棄地の減
少につなが

3

集落法
人へ交
付する補
助金額を
見直す必
要があ
る。

4

認定農
業者の
育成・支
援は，市
とＪＡが
共に取り
組む課
題でもあ
るが，現
段階で
は，地域
保全を含
め，市が
主体的
に取り組
む必要
がある。

4

農業者
の高齢
化，担い
手不足
による農
地荒廃
は深刻
な問題で
あり，農
地保全
及び環
境保全
の両面
から社会
的ニーズ
は極め
て高い。
また，効
率的で
安定した
農業経
営を推進
し，地域
の担い
手として
の認定
業者を

2

本事業
は，農地
荒廃の
防止は，
水田の
多面的
な機能
（洪水防
止，生態
系維持
等）の確
保に重
要な役
割を果た
している
が，面積
に応じた
一定金
額の補
助は目
的が明
確でな
く，市民
への理
解が得ら
れにくい
のではな

21 C
未
実
施

縮
小
継
続

農業従事者の
高齢化や後継
者不足による
耕作放棄地・
遊休農地が増
加しており，認
定農業者によ
る農業経営規
模拡大・経営
の安定と農地
保全の観点か
ら，認定農業
者育成事業を
継続していく必
要がある。し
かし，市財政
の現状を考慮
すると，面積に
応じた一律の
補助金は「バ
ラマキ」の要素
もあり，事業の
内容について
再考する必要
がある。

継
続

認定農業者
確保やそれ
らによる経
営規模拡
大・経営の
安定と農地
保全の観点
から事業の
継続は必要
である。事
業の効果を
検証し，交
付内容につ
いて検討す
る必要があ
る。
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２
農
林
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産
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(

2

)

「
消
費
者
が
求
め
る
安
全
・
安
心
，
そ
し
て
お
い
し
い
も

の

」
へ
の
こ
だ
わ
り

19
農
政
課

特殊農
法チャレ
ンジトラ
イ支援
事業

他産地との農業経営における
差別化を図り、自然と調和し
た環境保全型農業を推進する
ため、特殊農法による農産物
の生産出荷に要する経費に
対して補助金を交付する。
申請１１２件，栽培面積約８９
ha

市内一円で特殊農法が広まる
よう、PRする。（一部の地域に
集中しないように）

市
内
に
居
住
し

、
市
内
の
農
地
に
お
い
て
出
荷
販
売
す
る
た
め
の
農
産
物
を
生
産
す
る
個
人

、
団

体

（
集
落
及
び
農
業
生
産
法
人
等

）

有機農法（JAS規
格）により栽培さ
れた農産物及び
特別栽培農産物
の生産出荷に要
する経費に対して
（10ａ当り１万～２
万円）補助する。

市内の農家、団体が特
殊農法により、環境にや
さしい農業の実践を行う
ことで環境保全に寄与
するとともに、より付加
価値のある農産物を出
荷することにより、農業
所得の向上につなが
る。

11,157 4

補助金を交
付すること
により、環境
保全型農業
の推進と農
業所得の向
上につなが
る。

2

今年度で要
綱上、期限
が切れるた
め、制度の
あり方につ
いて検討す
る必要があ
る。

5

コスト削
減には、
該当しな
い。

5

補助金
の交付と
いうこと
に限定
すれば、
市以外
に実施で
きるとこ
ろはな
い。

4

現在、食
の安全
安心に
対する意
識は非
常に高
まってお
り、生産
者の顔
が見える
特殊農
法による
農産物
の生産
出荷の
推進は
社会的
ニーズも
高いと思
われる。

4

　市内に
おいて
は、特に
地産地
消や食
農教育
の観点
からも
ニーズが
高い。

24 B 継
続
継
続
継
続

年々、特別栽
培農産物の認
証件数は増え
ており、当事
業を継続して
行うことによ
り、安全・安心
な農産物の生
産拡大につな
がるものと考
える。

終
了

平成２２年
度が事業終
期のため，
終了とす
る。
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経
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２
農
林
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産
業
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(

2

)

「
消
費
者
が
求
め
る
安
全
・
安
心
，
そ
し
て
お
い
し
い
も

の

」
へ
の
こ
だ
わ
り

20
農
政
課

三次産
こだわり
米学校
給食導
入支援
事業

　本市の小中学校における学
校給食へ農薬及び化学肥料
の使用を抑えた、より安全・安
心で生産履歴の明らかな三次
産特別栽培米及びエコファー
マー栽培米を導入することに
より、地域農業の振興を図る
とともに、地産地消及び食農
教育を推進していくことを目的
とする。
実施は６調理場

　生産者・学校現場・関係機関
の連携が必要不可欠である。
　こだわり米の供給量の確保

市
内
の
小
中
学
校

　市内の小中学
校給食へ三次産
こだわり米を導入
するため、各学校
給食調理場運営
委員会等が従前
から購入していた
米の価格とこだわ
り米の購入価格
の差額に対して、
補助する。

市内の小中学生が、地
元で生産され、生産者
の顔が見える安全・安
心な米を消費すること
で、食農教育の推進が
図られる。

2,137 4

現時点では、
学校給食費
の値上げが
困難であるた
め、補助金を
出すことによ
り、給食費は
従来どおりで
三次産こだ
わり米が導
入できる。

3

米飯給食
の実施を推
進し、米の
供給量を増
やす。

5

コスト削
減には、
該当しな
い。

5

補助金
の交付と
いうこと
に限定
すれば、
市以外
に実施で
きるとこ
ろはな
い。

5

全国的に
も、学校
給食への
米飯導入
は、拡大
傾向にあ
り、社会
的ニーズ
は高い。

5

　市内に
おいて
は、特に
地産地
消や食
農教育
の観点
から、学
校側及
び保護
者からも
ニーズが
高い。

27 A
未
実
施

未
実
施

継
続

年々、各調理
場の米の使用
量は増加傾向
にあり、米飯
給食が徐々に
拡大している
ため、当事業
を継続し、引き
続き普及拡大
に努める。

廃
止

こだわり米
に限定せ
ず，地産地
消（ふるさと
ランチ，米
飯給食拡
大）の取り
組みを進め
る。三次産
こだわり米
学校給食導
入支援事業
は廃止す
る。
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(

1

)

儲
け
る
農
業
戦
略

17
農
政
課

農産物
加工
チャレン
ジ事業

地域農産物を有効活用した特
産品の新規開発，改良に要す
る経費の1/2（上限100万円）
を補助する。
農産物加工設備７件
商品パッケージ印刷１件

市内で生産される農産加工品
が漬物やもちなどに偏る傾向
があり，より独自性のある商品
の開発により，三次の誇る特
産品のラインナップの充実を
図ることが必要。

市
内
で
農
産
加
工
品
の
生
産
を
行
う
生
産
者
団
体
等

特産品開発の初
期投資にかかる
経費の1/2に相当
する額を補助（上
限100万円）する。

地域農産物を有効活用
した農産加工品を開発
し，地域農業の振興を
図るとともに，生産者
（加工グループ)の所得
向上と，特産品の販路
拡大を図る。

4,844 4

特産品や加
工品の開発
により，地域
農産物の販
路が拡大
し，農業振
興を図るこ
とができる。
特に，高齢
化した地域
において
は，高齢者
に適した農
産物の栽培
と加工を行
うなど，地域
の特色を活
かした農業
振興を図る
ことができ
る。

4

特産品開
発には，加
工機器の
導入等の
条件整備
が必要とな
るが，これ
らの資金の
調達には
かなりの負
担を要する
ことから，
立ち上げ時
の補助を行
なうことで
農業者及
び加工グ
ループの活
動が停滞
することの
ないよう，
支援を行な
う。

4

本事業で
導入され
た加工機
器等が
有効に活
用される
よう，加
工グルー
プ同士の
連携によ
り利活用
を行な
い，稼働
率を上げ
る等の取
組みが
必要。

5

機器導
入時の
資金調
達につい
ては，融
資制度
の利用
が困難
であるこ
となど，
加工グ
ループの
活動に
支障が
生じる可
能性が
あり，補
助を行な
うことに
より製造
及び販
売を軌道
に乗せ，
生産者
の所得
向上を図
ることが

5

過疎化
や高齢
化が進
み，集落
機能の
維持が
難しく
なってい
る地域も
あり，農
村での
新たな事
業として
加工品
製造事
業を掘り
起こすこ
とは，農
業振興と
併せて
地域振
興を図る
ことにも
つなが
り，社会
的にも大
きな意

5

地元産
の原料
ででき
た，安心
できる加
工品が
求められ
ている。
地域の
特色を活
かした加
工品開
発は，地
域の活
性化に
つながる
ととも
に，誇る
ことがで
きるふる
さと産品
の創出
につなが
る。

27 A 継
続
継
続
拡
大

新規の特産品
開発や，既存
の特産品の改
良による地域
経済への波及
は大きく，また
毎年申請を望
むグループも
多いことから，
引き続き取り
組む必要があ
る。

予
算
額

継
続

販売効果の
ある製品と
なることを
目的とし
て，大学連
携等を活用
するなど支
援を考えな
がら，地域
の活性化に
つながる特
産品の開発
を継続して
実施する。

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善
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単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
協定締結
数 件 265 265 265

集落協定を
締結した集
落及び個別
協定を締結
した担い手
農家の数

H
2
0
1,849,811 ⑷

保全され
た農地 ｈａ 3,431 3,437 3,437

協定に基づ
き保全され
た農地面積

⑵協定面積 ｈａ 3,431 3,437 3,437
協定を締結
した面積

H
2
1
1,795,343 ⑸交付金額 千円 455,678 472,195 472,195

交付金の交
付額

⑶
H
2
2
1,756,558 ⑹

⑴

交付対象
となる基
礎森林面
積

ｈａ 7,000 7,000 7,000

交付対象と
なる積算基
礎森林面積
は毎年県の
内示により
決定し，２２
年度も7000ｈ
ａである。

H
2
0

5,153 ⑷
施業実施
区域の明
確化作業

件 82 48 55
作業実施件
数

⑵
H
2
1

5,158 ⑸
歩道の整
備 件 23 41 35

作業実施件
数

⑶
H
2
2

5,155 ⑹

⑴
広報等へ
の啓発回
数

回 1 広報回数
H
2
0
#DIV/0! ⑷

事業実施
数 件 1 1 1

事業実施件
数

⑵
H
2
1
#DIV/0! ⑸

⑶
H
2
2
4,213,000 ⑹

⑴
境界調査
を行った
件数

件数 104 67 80

調査を行っ
た所有者の
件数。所有
者の所在状
況等によって
調査の進捗
状況も変
わってくる。

H
2
0

29,586 ⑷
境界調査
を行った
面積

ｈａ 68 54 60
調査実施面
積

⑵
H
2
1

46,358 ⑸

⑶
H
2
2

38,825 ⑹
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産
業
・
経
済

２
農
林
畜
産
業
等

(

4

)

美
し
い
里
づ
く
り

22
農
政
課

中山間
地域等
直接支
払交付
金

　農業生産条件の不利を補正
するための交付金を交付する
ことで，適正な農業生産活動
を推進し，耕作放棄地の発生
防止と多面的機能の確保に
資する。
 平成２１年度においては、２６
５協定　3,437ｈａの農地につい
て交付金を交付した。

　本事業により，耕作放棄地
の防止，集落での共同活動の
維持，活性化が図られている。
しかし，担い手不足，高齢化が
進行している地域での継続的
な農業生産活動等の体制整
備への取り組みの割合が少な
い。

　
地
域
振
興
８
法

（
過
疎
法

）
の
指
定
を
受
け
て
い
る
地
域
で
，
交

付
要
件
に
該
当
す
る
協
定
農
用
地
を
持
つ
集
落
協
定
参
加
農
家
及

び
，

協
定
を

し
て
い
る
担
い

家

。

集落協定を締結し
た集落及び，個別
協定を締結した担
い手農家に対し交
付金を交付する。
　集落及び担い手
農家は協定に基
づき農業生産活
動等に関する取り
組みを行う。

　農業生産条件の不利
を補正することで，適正
な農業生産活動を推進
し，耕作放棄地の発生
防止と多面的機能の確
保を図る。

475,766 4

交付金を活
用して鳥獣
害対策や共
同機械の購
入が行われ
ており，農
地の保全及
び農業生産
活動の活性
化につな
がっている。

3

交付金の
活用方法
について，
先進的な事
例を紹介す
るなどし，
市内の各
協定の取
組みをより
活性化させ
る。

5

交付金
は集落
協定に基
づいて算
定されて
おり，削
減の余
地はな
い。

5

本事業
の事業
主体は
市であ
る。

4

農地の
保全及
び多面
的機能
の維持
は将来
に向けた
重要な
課題であ
り，社会
的ニーズ
は大き
い。

4

農地の
保全及
び多面
的機能
の維持
は市内
全域に
関わる課
題であ
り，市民
のニーズ
は大き
い。

25 B 終
了
継
続
継
続

本事業は国の
制度であり，
協定期間につ
いては平成22
年度から5年
の定めがある
ため，平成26
年度までの継
続実施が決
まっている。
集落にとって
は，集落の維
持と農業の継
続のために不
可欠の交付金
となっている。

継
続

耕作放棄地
の防止の取
り組み，集
落での共同
活動が実施
されるなど
効果も見ら
れる事業で
ある。各集
落の取り組
み内容を検
証しなが
ら，集落の
協定書等の
作成や活動
に対して必
要な助言を
行う。
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産
業
・
経
済

２
農
林
畜
産
業
等

(

4

)

美
し
い
里
づ
く
り

19
農
政
課

森林整
備地域
活動支
援交付
金

森林の有する多面的機能が
十分に発揮されるよう適切な
森林整備の推進を図る観点
から，森林所有者等による計
画的かつ一体的な森林施業
を行うため，施業区域の明確
化，歩道等の整備及びその他
地域における活動の確保を図
る。
平成２１年度は，協定を締結
している３８地区において４５
年生以下の人工林７，０００ｈａ
を対象に，施業実施区域の明
確化作業，歩道の整備等を実
施した。

本来の目的である，施業計画
を遂行するための森林環境整
備のための事業という観点か
ら，毎年，森林整備の実施状
況と施業計画との整合性，進
捗状況を確認する必要があ
る。

森
林
施
業
計
画
の
認
定
を
受
け
た
森
林
所
有
者
で
あ

っ
て
，
市
と
協

定
を
締
結
し
た
者

。
た
だ
し
，
広
島
県
で
は
低
コ
ス
ト
林
業
団
地
に

設
定
さ
れ
た

を
対
象

と
す
る

を
定
め
て
い
る

。

森林所有者等に
よる計画的・一体
的な森林整備の
実施に不可欠な
森林の施業実施
区域の明確化作
業、歩道の整備
等
交付金額　1haに
つき5,000円

森林の多面的機能の発
揮を図る観点から，森
林整備のための地域に
よる取り組みを推進する

36,106 4

この制度
は、森林所
有者等によ
る森林施業
に不可欠な
森林の施行
区域の明確
化等の地域
活動の確保
を目的とし
ており、効
果がある。

3

地域の実
情に合わ
せた地域
活動メ
ニュー（交
付対象作
業）の拡充
を図る必要
がある。た
だし，国に
よる制度で
あるため，
市独自で変
更すること
は困難であ
る。

4

第２期か
らの積算
基礎森
林面積に
基づく交
付金額
が5,000
円／ｈａ
に変更さ
れ，より
施業実
施を具体
的に進め
る森林が
対象とな
り，面積
は増加し
たが，事
業の目
的にか
なった交
付額と
なってお
り，削減
余地は
小さい。

4

市の関
与は協
定の作
成指導・
書類審
査・地域
活動の
実施状
況の確
認・交付
金の交
付事務
であり、
市で実
施すべき
であると
考える
が、森林
組合等
へ委託
できる事
務もある
と考え
る。

4

この制度
は、森林
の有する
多面的
機能を持
続的に
発揮する
ため、森
林施業
に不可
欠な地
域活動を
確保する
ことを目
的とした
ものであ
り、地域
活動が
適切に
実施され
ることに
より、森
林施業
の促進
につな
がってい
る

3

この制度
は，森林
施業の
実施に
不可欠
な地域
活動を確
保するこ
と目的と
してお
り，重要
であると
考える
が、森林
施業と地
域活動と
の結び
付きを市
民に十
分理解さ
れていな
い。

22 B 継
続
継
続
継
続

国の制度であ
り，協定期間
については5
年の定めがあ
るため，平成
23年度までの
継続実施が決
まっている。

継
続

引き続き，
事業を実施
し，森林施
業と地域活
動の結び付
きや多面的
機能につい
て，市民に
啓発が必
要。
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産
業
・
経
済

２
農
林
畜
産
業
等

(

4

)

美
し
い
里
づ
く
り

20
農
政
課

さと山再
生プロ
ジェクト

 荒廃しつつある里山を豊かな
自然資源として再び活用でき
るよう，また次世代への森林
への関心を深めることを目的
とし，20年度の調査・研究等を
分析・活用し，「さと山再生」の
ための具体的な事業を実施し
ていく。

 平成２１年度は、広島の森づ
くり事業を活用し、放置林整備
を市内６箇所で行い、松くい虫
被害跡地の整備や、竹林除
去など、里山の景観保全につ
とめました。

さと山が多面的機能を有する
資源として，広く市民に認知し
てもらうための普及啓発と，多
くの市民を巻き込んでさと山再
生活動（森林の整備など）を行
える体制の整備が必要であ
る。

市
民

さと山再生を目的
とした啓発活動お
よび業務の委託
等を行う

市民のさと山への関心
を深め，ひいては森林
整備の重要性や環境保
全への理解を深める。

1,106 3

「里山」とい
うものに対
する市民・
森林所有者
のイメージ・
ニーズを調
査し，より具
体的な事業
実施の参考
にする。

3

調査報告を
もとに，各
地域の状
況を踏まえ
たより具体
的な事業を
行っていく
必要があ
る。

4

今後の
事業展
開次第と
考える。

3

効果的
な事業と
するた
め，広い
エリアで
の森林
整備等
は，市と
して取り
組むべき
と考え
る。プラ
ン作成に
より，明
確な目
的を持っ
て市とし
て取り組
むべきと
考える。

4

森林のも
つ多面
的機能，
環境問
題等が
注目さ
れ，社会
的ニーズ
は高い。

4

個人で
は手入
れできな
くなった
森林が
多くあ
り，市民
ニーズは
高い。

21 C 拡
大
継
続
継
続

平成21年度
は，20年度に
行った市民意
識調査を基
に，さと山再生
プランを策定
することとして
いたが，具体
的体制整備が
できなかった。
事業としては，
ひろしまの森
づくり事業を活
用して，別に
補助事業を
行っている。

継
続

市民への事
業内容の周
知と，多くの
市民の参加
を得て，多
面的機能を
活かしたさ
と山再生活
動（森林の
整備など）
を行える体
制の整備が
必要であ
る。
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業
・
経
済

２
農
林
畜
産
業
等

(

4

)

美
し
い
里
づ
く
り

20
農
政
課

民有林
境界確
定支援
事業

失われつつある山林境界情
報を収集し，再現可能なデー
タとして保存することは，適正
な　森林整備の推進および将
来の地域開発や高度利用に
資する重要なものとなることか
ら，本調査事業を試験的に実
施することにより，市民（山林
所有者）の境界管理に対する
意識（関心）を高め，市内山林
の境界情報整理を促進する。

平成２１年度は，調査件数67
件，面積54ｈａの境界調査を
実施しました。

山林が日常の生活から遠ざか
り，木材価格も低迷し，所有者
の山林への関心も薄れてきて
いるなか，山林所有者自体
が，自分の財産である山林の
境界を知らない状況が進んで
いるのと同時に，境界を知って
いる所有者は，高齢化により
山林に行けない状況も発生し
ている。
山林境界の確定は，早急に対
応すべき課題であると考える。

市
民

森林情報（境界
等）の調査・整理

境界等の森林情報を再
現可能なデータとして保
存し，今後の適正な森
林管理に活用する。

3,106 4

地籍調査の
実施が，遠
い将来であ
る地域の場
合，この事
業に取り組
むことによ
り，境界を
知っている
所有者が元
気なうちに，
境界が明確
化されるた
め，有効な
手段だと思
われる。

4

地籍調査と
の整合を取
りながら，
実施する
等，むだな
経費がか
からないよ
うな対応が
必要と思わ
れる。

3

今後，費
用対効
果につい
て，検証
する必要
がある。

3

個人の
財産の
保護とい
う視点で
見れば，
市が関
与する必
要はない
が，地籍
調査と同
様の目
的を持っ
た事業で
あること
を考慮す
れば，市
が関与
すること
も妥当と
思われ
る。

4

山林境
界が確
定できな
いケース
が増加し
ているな
か，境界
の確定を
行うこと
は，今後
の森林
整備や
環境保
全の観
点から，
必要な
作業だと
思われ
る。

4

山林所
有者に
とって
は，境界
が確定
すること
は，自分
の財産
管理上メ
リットが
大きく，
今後ます
ますニー
ズは高
まってく
ると思わ
れる。

22 B 継
続
継
続
継
続

地籍調査実施の
計画が，近い将
来でない場合，山
林所有者の高齢
化等により，境界
を確認できない
ケースが増大す
ることが予想され
る。
境界を知っている
人が健康なうち
に，境界を確認し
ておくことは，将
来の地籍調査時
にも有効であり，
今後も継続して実
施することが望ま
しい。

継
続

境界が分か
る山林所有
者が高齢化
しており，境
界の明確化
は将来，森
林の整備等
の事業を実
施するをす
るうえでも
必要な業務
で，今後も
継続して，
早期完了に
向け，計画
的に実施す
る必要があ
る。

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

有
り

4
 
市
民
の
多
様
な
力
の
活
用

有
り

8
 
事
務
事
業
の
効
率
化
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活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
防護柵設
置助成額

12,263 10,347 5,500

いずれも当
初予算に対
して補正増
対応により，
設置を推進
している。

H
2
0

1,175 ⑷
鳥獣被害
金額

54,010 17,350 20,000
鳥獣被害金
額（単位は千
円）

⑵
H
2
1

1,178 ⑸

⑶
H
2
2

1,330 ⑹

⑴ 4 3 5

森林組合以
外の事業体
からの補助
金申請を受
けられるよう
なはたらきか
けを行うこと
も検討。

H
2
0
4,956,750 ⑷

人工林間
伐 ｈａ 62 94 76

県の配分に
より，昨年度
より実施量
が減少する。

⑵
H
2
1
10,035,333 ⑸

簡易作業
路の開設 ｍ 335

⑶
H
2
2
4,421,200 ⑹

被害木の
処理 ｈａ 1

⑴
交付金を
交付した
件数

件 9 9 12

事業自体の
認知度は
徐々に広
がっている。

H
2
0
4,519,666 ⑷

里山林整
備面積 ｈａ 22 20 25

21年度はソ
フト事業への
助成が多
かった。引き
続き森林整
備面積の拡
大をはかっ
ていく。

⑵
H
2
1
3,524,888 ⑸

⑶
H
2
2
2,733,833 ⑹

⑴

耕作放棄
地復興取
り組み面
積

ａ 247 46 90
耕作放棄地
の復興を取
り組む面積

H
2
0

12,647 ⑷

⑵
耕作放棄
地解消面
積

ａ 247 46 90
耕作放棄地
が解消され
た面積

H
2
1

40,760 ⑸

⑶
H
2
2

28,144 ⑹
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産
業
・
経
済

２
農
林
畜
産
業
等

(

3

)

や
り
た
い
農
業
の
支
援

17
農
政
課

鳥獣被
害防護
柵設置
事業
（集落・
個人対
策）

地域又は集落が一体的に取
り組む防護柵の設置に要する
経費（金網・フェンス等資材
費）が１５０万円以上の場合，
その経費のの3分の１を補助
することにより，イノシシ等の
鳥獣による農作物被害の増
加を防止し，集落機能の維持
及び集落営農の推進を図る。
　個人が防護柵の設置に要す
る経費（電気牧柵・金網・フェ
ンス等資材費）の２０％を補助
することにより，イノシシ等の
鳥獣による農作物被害を防止
し，収入の確保を図る。
　平成21年度においては、６
集落のネットフェンス、３８４戸
の農家の防護柵等に対して助
成を行っています。

有害鳥獣の被害は年々増加
傾向にあり，また，中山間部に
限らず平野部においても，被
害が出ている。
農産物価格の低迷と農業者の
高齢化の進行により，防護柵
設置より耕作放棄を選択する
ケースが発生している。
また，防護柵設置だけでは有
害鳥獣の減少にはならないた
め，駆除対策をあわせて行う
必要があるが，駆除班員の高
齢化と後継者不足のため，そ
の対応が必要である。
農作物被害を防止し，農家の
生産意欲向上にも直結してい
る，本事業は今後も継続させ
る必要がある。

三
次
市
内
の
集
落

三
次
在
住
者

有害鳥獣からの
農作物の被害を
防ぐことが目的の
防止柵を，農家や
集落が設置する
場合の経費に対
し，補助金を交付
する。

農産物の被害を軽減す
ることで，収入が確保で
きる。

12,191 5

鳥獣被害対
策の一環
で，防除対
策は当然す
すめられる
べきである。

5

鳥獣被害
対策の一
環で，防除
対策は最も
効果が見え
やすい。

5

設置にか
かるニー
ズや補助
率の向
上につい
て要望が
多数あ
る。

3

他団体
でも類似
制度が
あるが，
自然鳥
獣対策
は公共
性でやる
意義も大
きい。

5

今後の
農業は，
鳥獣対
策もセッ
トですす
められる
べきであ
ることを
啓発推
進してい
くうえで，
意義も大
きい。

5

鳥獣被
害そのも
のや対
策要望
は増える
一方であ
る。

28 A 拡
大
継
続
継
続

イノシシやシカ
等の有害鳥獣
による農作物
の被害は増加
しており，今
後，要望の増
加が予想され
る。

継
続

有害鳥獣に
よる農作物
被害に対し
ては，駆除
班による駆
除だけでは
限界がある
ため，里山
の整備，耕
作放棄地の
復旧といっ
た事業との
あわせて実
施するなど
の対策が必
要。また，
被害範囲も
拡大してお
り，農家の
自衛手段に
対して支援
を図る必要
がある。
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２
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林
畜
産
業
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(

4

)

美
し
い
里
づ
く
り

19
農
政
課

環境貢
献林整
備事業

広島県による森林税を財源と
した事業で，主に15年以上放
置された人工林の間伐を行
い，荒廃しつつある人工林を
健全な状態にし，森林の多面
的機能の維持につとめる。間
伐を行う人工林については，
市民からの実施希望などに
よっても行う。実施にあたって
の森林所有者負担は10,000
円／ｈａ。

平成２１年度は約９４haの人
工林間伐を実施しました。

より効果的な事業を行えるよ
う，引き続き市民への広報活
動を行い，事業の目的・内容
の周知を行う。

市
民

人工林間伐にか
かる費用の助成
を行う。

これまで放置されていた
人工林への関心を広
め，ひいては森林整備
の重要性や環境保全へ
の理解を深める。

30,106 4

森林間伐を
行う事業費
の助成は所
有者にとっ
ても希望す
るところであ
る。

4

制度を所有
者のニーズ
に合うかた
ちにする余
地がある。

4

より効果
的な整備
を行うこ
とで，貢
献度の
低い事業
を実施す
ることを
省くこと
ができ
る。

3

ただし，
県との事
務処理
における
関係に
ついては
改善の
余地もあ
ろうと思
う。

4

データに
よれば，
対象とな
る森林は
かなりの
量があ
り，ニー
ズとすれ
ば高いと
言える。

3

実際，自
らが負担
してまで
のニーズ
にまで押
し上げる
ため，そ
の事業
効果等
について
さらに深
く広く広
報するこ
とで，引
き出すこ
とができ
ると考え
る。

22 B 拡
大
継
続
継
続

ひろしまの森
づくり税（県
税）を財源とし
た事業であり，
平成23年度ま
での継続実施
が決定されて
いる。

継
続

継続して市
民への制度
及び事業の
効果の周知
を行い，計
画的な事業
の実施を図
る。
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美
し
い
里
づ
く
り

19
農
政
課

みよし
の森づく
り事業

広島県による森林税を財源と
した事業で，里山林整備，森
林体験教室，間伐材の利用な
ど，森づくりを目的としたハー
ド面，ソフト面での事業に対し
て助成を行う。（市民等から提
案を受けた事業について，市
内の有識者等による協議会で
事業実施の適否の審査を行
う。）

 平成２１年度は、広島の森づ
くり事業を利用して、市内9箇
所で里山林整備事業などを行
い、手入れのされていない里
山を実際に整備していく外、
森林作業体験活動の実施
や、地域活動として森づくりを
進めていく団体への助成、間
伐材を利用した公共物の設置
等を行いました。

効果的な森林整備等が行える
よう，事業自体の認知度を高
めるため普及啓発を行ってい
く。

市
民

里山林整備や森
林体験教室など
森づくりににかか
る事業費用の助
成を行う。

荒廃しつつある里山林
の整備を行い，森林の
多面的機能の維持をは
かるとともに，ひいては
市民の森林整備の重要
性や環境保全への理解
を深める。

31,724 4

ハード面，ソ
フト面ともに
助成は所有
者および森
づくり事業を
実施する者
も希望する
ところであ
る。

3

事業の採
択等迅速
に行い，速
やかに事
業実施を行
うことがで
きる。

3

より規模
の大きな
事業を行
うことで，
効果の
見える事
業に取り
組むこと
ができ
る。

4

市として
の森林・
さと山再
生に対
するビ
ジョンが
明確であ
れば，当
然市とし
て取り組
んでいく
べき事業
と考え
る。 4

森林の持
つ機能の
重要性，環
境への配
慮など社
会的ニー
ズは高い。

4

社会的
ニーズの
高まりと
あわせ，
地元の
里山に
関心を持
つ市民も
多く，本
事業へ
のニーズ
は高い。

22 B
未
実
施

継
続
継
続

ひろしまの森
づくり税（県
税）を財源とし
た事業であり，
平成23年度ま
での継続実施
が決定されて
いる。

継
続

市民提案事
業について
は，計画内
容について
助言し，適
正な事業実
施と効果的
な森林整備
につなげる
必要があ
る。また，事
業自体の認
知度を高め
るため普及
啓発を行っ
ていく。ま
た，計画的
な事業の実
施を図る。
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美
し
い
里
づ
く
り

20
農
政
課

耕作放
棄地復
興チャレ
ンジモ
デル事
業（一般
復興）

耕作放棄地を解消するため，
集落や地域等で耕作放棄地
を指定し，その復興を行う自
治組織・生産者団体等の団
体・認定農業者等に対して耕
作放棄地の面積に応じて補助
金を交付する。
平成２１年度は３件で４，６４１
㎡の耕作放棄地を解消。

本事業により耕作放棄地の復
興が行われ，農地の有効活用
が図られた。ただし，事業要望
件数が少ない状況が続いてお
り，本年度が最終年度である
ため，事業の検証を行ってい
く。

市
民
ま
た
は
団
体

（
自
治
組
織
，
生
産
者
団
体
等
の
団
体
，
認
定
農

業
者
等

）

耕作放棄地の復
興を行う者に対し
て，再生作業につ
いては耕作放棄
地の面積に応じた
交付金を交付。農
地の圃場整備等
については経費
の１／２の交付金
を交付。

交付金による活動支援
により，耕作放棄地復
興に向けた各種事業を
行いやすくし，耕作放棄
地の解消を図っていく。

1,875 4

耕作放棄地
復興にむけ
た各種事業
を行うには
多額の経費
が必要とさ
れるため，
その資金援
助は必要で
ある。

3

交付金の
単価や交
付対象など
今後の事
業実施状
況を踏ま
え，改善を
行っていく
必要があ
る。

3

耕作放
棄地の
復興を積
極的に進
めるに
は，交付
金単価を
下げるこ
とは望ま
しくない。
ただし，
国の事
業を優先
実施する
ことによ
り該当件
数が少な
くなると
思われ
る。

4

農村環
境の保
全，集落
と農地の
維持等，
行政が
関与す
べき課題
であると
考える。

4

耕作放
棄地の
増加は，
集落の
崩壊にも
つながる
問題であ
り，全国
的な課
題となっ
ている。

3

耕作放
棄地増
加の課
題は中
山間地
域である
本市に
おいても
深刻な
課題であ
る。しか
しなが
ら，耕作
放棄地を
活用する
には
様々な
問題が
あり，事
業件数
が少ない
のが実
情であ
る。

21 C 継
続
縮
小
終
了

耕作放棄地の
解消には行政
による資金援
助が必要であ
るが，これまで
本事業を行っ
た２年間で採
択事業は少な
いため，復興
のための補助
とは別な視点
から耕作放棄
地の解消を図
る必要があ
る。

終
了

事業の内容
を検証し，
今後の事業
を検討する
必要があ
る。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

有
り

１
市
民
と
行
政
の
協
働

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

32／63 2010/11/18



平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴工事件数 件 29 7 7
指標数値は
工事件数

H
2
0
1,286,586 ⑷

かんがい
排水事業 件 2 1 2

必要用水量
確保により、
農業経営の
安定化が図
られた。

⑵
H
2
1
4,561,000 ⑸

農道整備
事業 件 4 3 3

農業機械の
搬出入が容
易となり、作
業の省力化
が図られた。

⑶
H
2
2
4,908,571 ⑹

老朽ため
池補強事
業

件 1 2 2

取水施設改
良で維持管
理経費が削
減でき、農業
経営の安定
化が図られ
た。

⑴組織数 地区 14 17 17
協定締結済活
動組織

H
2
0
791,785 ⑷

保全され
た農用地 ha 568 642 642

協定に含ま
れる農用地
面積

⑵ ha 568 642 642
協定に含ま
れる農用地
面積

H
2
1
869,411 ⑸

⑶
H
2
2
862,882 ⑹

⑴支援面積 ｈａ 244 346 346
H
2
0

19,922 ⑷支援面積 ｈａ 244 346 346

⑵
H
2
1

38,991 ⑸

⑶
H
2
2

57,803 ⑹

⑴負担金 千円 37,500 39,000 39,000

県営事業に
係る負担金
負担率
10.0％

H
2
0

1,038 ⑷事業費 千円 375,000 390,000 390,000 事業費

⑵
H
2
1

1,037 ⑸

⑶
H
2
2

1,037 ⑹
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づ
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り

16
農
政
課

小規模
農業基
盤整備
事業

・施設老朽化・未改良のため、
用水安定確保が困難な地域
の水路改良
・道路幅員狭小による大型農
業機械搬出入の不便さ、砂利
道維持管理労力の軽減及び
農作物荷傷み防止のための
農道改良・舗装
・老朽化のため用水確保が困
難であり、地域防災上危険な
ため池の補強工事　等

これらの施設改良を実施する
ことで、農業の近代化と経営
の安定化を図る。

本事業は、生産から販売まで
のシステム構築を図るうえで
欠かせない農業基盤整備事業
であり、事業要望は多い。
しかし、県補助事業であるた
め、広島県の予算縮小に伴い
事業実施箇所が縮小するこ
と、また、事業採択要件が農
業集落法人活動地域に限定さ
れることから、法人設立が困
難な地域への対策が必要とな
る。
今後も事業要望箇所の増加が
予想されるが、老朽度が高く、
事業効果が早期に発揮できる
地域を優先的に事業実施して
いくことが求められる。

農
業
生
産
に
必
要
な
施
設

（
水
路
・
農
道
・
た
め
池
等

）
の
受
益
者

農業施設を使用
する受益者の事
業要望に基づき、
労力軽減・地域防
災効果が発揮で
きる農業用施設
改良工事の実
施。

農業生産基盤を整備す
ることにより、農業経営
の近代化を図る。また、
農業生産物の品質向上
と農業収益の増加を実
現する。

31,927 5

維持管理経
費の削減と
ともに、農業
の近代化を
図ることが
できた。

5

地元要望
に対して事
業を実施し
ているた
め、成果が
得られてい
る。

3

地元負
担を伴う
ことから
コスト削
減をより
意識した
工事を実
施した。

4

事業要
望の取り
まとめは
土地改
良区が
行なって
いるが、
品質の
高い施
設構築
の観点
から市が
関与する
必要が
ある。

4

農業関
係者が
受益主
体となる
事業であ
るが、国
土保全
にも関係
してくる
ため、社
会ニーズ
はある。

4

本市に
おける農
業は、骨
格的な
基幹産
業であり
農業者
のニーズ
は市民
ニーズと
考える。

25 B 継
続
継
続
継
続

事業要望も多
く、生産から販
売までの農業
確立を図るう
えで、ハード面
整備は不可欠
である。

有
り

1
7
 
コ
ス
ト
の
削
減

継
続

緊急度等一
定の基準を
設けて整備
をする必要
がある。
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19
農
政
課

農地・
水・環境
保全向
上対策

　農地・水・環境の良好な保全
とその質の向上を図る目的
で，将来にわたって農業・農村
の基盤を支え環境の向上を図
る活動
に対して交付金が支給され
る。

①これまでの保全活動に加え
て，施設を長持ちさせながらき
め細かな手入れや，農村の自
然や景観などを守る地域共同
活動
　の実施。
②地域共同活動に加えて，化
学肥料と化学合成農薬の５割
低減等の環境にやさしい農業
に向けた取組みを実施。

　地域ぐるみの共同活動や先
進的な営農活動が将来にわ
たって持続されることをとおし
て，「農地・水・環境保全向上
対策」が有効に機能していくた
めには，担い手が中心となっ
た営農が図られることが必要
である。

農
業
者
だ
け
で
な
く
地
域
住
民

、
自
治
会

、
関
係
団
体
な
ど
幅
広
く

参
加
す
る

農地や農業施設
を保全する活動
組織と市とで協定
書を締結。地域に
対し
て草刈や農業用
水の補修などの
共同活動支援並
びに営農活動に
対す
る支援をする。

国土保全の観点から農
地や農業用水等の資源
を守り、維持管理の質を
高める地域共同の取組
みと、
環境保全に向けた先進
的な営農活動を総合的
に支援する。

14,780 4

農業者だけ
でなく地域住
民、自治会、
関係団体な
ど幅広く参加
する活動組
織に対して支
援している。

3

地元組織
の活動内
容に係り，
技術的な部
分での改善
の余地が
ある。

5

国補事
業であ
り，基準
どおりの
負担であ
る。

5

国補事業
であり，
基準どお
りである。

5

将来にわ
たって農
業・農村
の基盤を
支え環境
の向上を
図る活動
であり，
化学肥
料・農薬
の５割低
減等の環
境にやさ
しい農業
に向けた
取組みな
どを実施
する。

4

農業者だ
けでなく
地域住
民、自治
会、など
が参加し
ている。

26 B 継
続
継
続
継
続

農村の集落機
能低下を受け
て平成１９年
度から新たに
事業が始まっ
たもので，農
村資源の保全
活動に対する
支援のほか，
環境に配慮し
た農業に取組
むことにより市
民ニーズはあ
るが，補助対
象年度が平成
23年度までで
あるため，現
況以上の事業
規模増加はか
えって農家の
負担になる。

継
続

今後は取り
組み効果の
検証が必要
である。
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19
農
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課

三次市
農村環
境保全
事業

  農地・水路・農道・ため池な
どの農業施設や農村部の住
環境を守る地域づくりの共同
活動団体や個別の小規模農
家を直接
支援することにより，農村地域
の「農地・水・環境」の良好な
保全と質的向上並びに地域
間格差の是正を図ることを目
的として
いる。

　高齢化、非農家混住化の進
展の中で，農地・農業施設を
守る取組みは地域コミュニティ
の向上と地域環境並びに国土
保全を図る上で重要な役割を
担っています。よって，本制度
のさらなる周知徹底と活動の
輪を広める必要があります。

中
山
間
直
接
支
払
制
度
及
び
農
地
・
水
・
環
境
保
全
向
上
対
策
に
よ

り
交
付
金

を
受
け
て
い
る

以
外
の

家
等
を
対
象
と
し
ま
す

。

①水路・農道・た
め池の維持管理
②畦畔管理の省
力化
③荒廃農地の復
元
④花木植栽等の
景観向上

「農村環境」をみんなで
支えていくことを目的と
しています。

13,491 4

国・県費の
基準に達し
ない小規模
な事業を対
象にして，
農村の環境
保全の支援
を行ってい
る。

2

きめ細やか
な事業に発
展させる余
地がある。

4

補助対
象は事
業のう
ち、工事
費部分だ
けであ
り、更な
るコスト
削減は
農業者
の意欲を
削ぐ。

3

農地・土
地改良
施設の
維持だけ
でなく、
農村の
環境全
体を保全
するため
には行
政支援
が必要
である。

5

国全体・
地球規
模での
環境保
全を求め
られてい
る。

5

住民から
の支援
要望は
増大して
いる。

23 B 継
続
継
続
継
続

　これまで受け
継がれてきた
美しい農村の
景観を保全す
るためにも，地
域ぐるみでの
活動を根付か
せることが必
要です。
　農村資源の
保全に対する
支援のほか，
環境に配慮し
た農業に取組
んだ場合の支
援を図る市民
のニーズがあ
ります。
　また，各地域
にある水生昆
虫，植物保護
の推進に資す
るため「環境
保全」項目を
設けており，特
色ある地域の
が可能と

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

継
続

中山間直接
支払制度及
び農地・水・
環境保全向
上対策地域
以外の農家
等が対象で
必要な事業
であり，制
度の周知を
図る。今後
も，取り組
み効果の検
証を進めな
がら，市民
ニーズに応
じた取り組
みの支援を
図る必要で
ある。
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課

県営広
域営農
団地農
道整備
事業
（備北南
部地区）

小規模な営農集団を連結さ
せ，広域営農団地を形成し，
生産から集出荷に至る流通条
件の整備と農業近代化施設
の有効利用による農産物の
生産性の向上と輸送体系の
改善，特産物の販路拡大を図
ること，また地域の道路網整
備を目的とし，東酒屋町を起
点とし，下志和地町春木を終
点とする総延長6,646ｍの第１
期整備を県が事業実施主体と
なり行うことに対して負担金の
支出を行う。

生産から販売までのシステム
構築を図るうえで，施設配置
の整理，経済効果の算定など
を行い，平成23年のⅠ期採択
区間供用に向け利活用方法を
再検討する必要がある。

市
民

広域営農団地整
備を目的とした道
路網整備

流通条件の整備によ
り，農産物の輸送体系
の確立，販売拡大を図
る。

40,475 5

生産から販
売までと位
置づけた本
市の施策の
中で，道路
網の整備は
不可欠であ
る。

4

事業完了
は平成31
年である
が，路線開
通により輸
送体系の
確立などの
成果が十
分発揮でき
る。

3

建設発
生土の
有効利
用を通
じ，コスト
の削減を
図ってい
る。

4

広域にま
たがる事
業である
ため，関
係者へ
の説明
などがあ
り市が
やった方
がよりよ
くできる。

5

輸送体
系の整
備によ
り，消費
者の求
める新鮮
な農産
物が出
荷できる
ため社
会ニーズ
も高い

5

農産物
生産性
の向上，
販路拡
大と併せ
た地域
の道路
網整備
であり生
活道路
の性格も
有し市民
ニーズは
高い。
 
 
 
 

26 B 継
続
継
続
継
続

生産から集出
荷に至る流通
条件の整備に
より，本市の
農産物の生産
性向上につな
がると考える。

継
続

早期完成に
向け，計画
的に事業を
進める。

有
り

1
7
 
コ
ス
ト
の
削
減

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

有
り

9
 
事
業
の
迅
速
化

33／63 2010/11/18



平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
駆除班補
助金額

7,801 9,971 10,500

市内の各駆
除班への補
助金交付額
有害鳥獣に
よる農作物
被害の増加
に伴い，駆
除活動経費
と 除頭数

H
2
0

1,276 ⑷

有害鳥獣
駆除頭数
（イノシ
シ・シカ）

頭 711 727 900

駆除活動に
より捕獲され
た有害鳥獣
の数

⑵
H
2
1

1,258 ⑸

⑶
H
2
2

1,207 ⑹

⑴
間伐実施
面積 ｈａ 197 262 250

間伐実施面
積

H
2
0

19,898 ⑷

⑵
H
2
1

15,522 ⑸

⑶
H
2
2

16,268 ⑹

⑴施業面積 ｈａ 116 62 180

適正な森林
管理のため
の保育施業
面積

H
2
0
276,084 ⑷販売収入 千円 10,021 4,498 2,000

分収造林契
約は，木材
の販売収益
を分収するこ
とを目的とし
ているが，森
林所有者へ
の収益分配
には って

⑵
H
2
1
399,035 ⑸

⑶
H
2
2
267,311 ⑹

⑴

国県補助
金で整備
した林道
事業件数

件 3 1 3

国県補助金
で整備した
林道事業件
数

H
2
0
21,744,333 ⑷

当該年度
に国県補
助金で整
備完成
（見込み）
林道事業
件数

件 1

当該年度に
国県補助金
で整備完成
（見込み）
林道事業件
数

⑵
H
2
1
46,180,000 ⑸

当該年度
国県補助
金で開
設，改良
した実績
（見込み）
延長

ｍ 290 245 979

当該年度国
県補助金で
開設，改良し
た実績
（見込み）延
長

⑶
H
2
2
17,506,666 ⑹
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や
り
た
い
農
業
の
支
援

16
農
政
課

有害鳥
獣駆除
対策事
業
（駆除班
の活動
支援）

有害鳥獣の駆除活動につい
ては，狩猟免許を有し狩猟登
録を行っている者で構成する
有害鳥獣駆除班に，農家から
の被害届により，市が依頼し
て行う仕組になっている。（市
の代理で活動を実施）
その駆除活動に要する経費
を，市が補助金として交付して
いる。
 平成２１年度においては、駆
除班員１２５名で、延べ２，０９
２人日の出動をお願いし、イノ
シシ５２５頭、鹿２０２頭、カラ
ス６３羽　等の実績を得てい
る。

駆除活動については，猟期で
ない時期に狩猟ができるという
観点でみると，個人の趣味の
部分もあるようにも見えるが，
実際には農家（市民）の要望
により実施するものであり，駆
除班員には肉体的にも金銭的
にもかなりの負担が発生して
いる。
また，駆除班員の高齢化の進
行と後継者不足の状況が深刻
化しており，これへの対応が必
要である。
被害届の増加に伴う出動回数
の増加，駆除活動中の猟犬の
事故，燃料費の上昇等駆除活
動に要する経費は増加してお
り，駆除班からは補助金増額
の要望が強い。
個人で，狩猟免許を取得した
農家から，個人で駆除をしたい
との申し出があり，今年度から
条件を付して許可することと
なった

三
次
市
内
の
農
家

（
た
だ
し
，
補
助
金
交
付
対
象
者
は
，
駆
除
班

）

有害鳥獣からの
農作物の被害を
防ぐため，市から
駆除班に駆除活
動を依頼する。そ
の駆除活動に要
する経費につい
て，市が補助金を
交付する。

農産物の被害を軽減す
ることで，農家の収入の
確保と農業生産活動の
継続，農地の保全，耕
作放棄地の発生の予防
ができる。

12,553 5

有害鳥獣に
よる被害を
減少するに
は，防護柵
の設置だけ
では鳥獣の
頭数が減ら
ないことか
ら，駆除活
動を行う必
要がある。
駆除活動を
行うには，
狩猟免許等
の資格が必
要であり，
市の職員で
は対応でき
ないため，
有資格者に
駆除経費を
補助するこ
とは目的に
合致してい
る。

4

被害届によ
り駆除活動
を実施する
が，必ず捕
獲できると
は限らない
ため，捕獲
できなかっ
た場合，農
家から不満
が出る。
また，捕獲
できても被
害が続く場
合もあり，
継続した駆
除活動が
必要となる
ケースもあ
る。

5

市が依
頼して実
施する駆
除活動に
ついて
は，駆除
班のボラ
ンティア
的な面も
あり，活
動に要す
る経費に
ついて，
どこまで
市が負
担するか
は検討を
要する。

4

猟期以
外の鳥
獣捕獲
について
は，法律
に基づい
て許可さ
れるもの
であり，
本来農
家からの
被害届を
受けた市
が駆除
活動を実
施するも
のであ
る。

5

有害鳥
獣による
被害が
増加して
おり，農
地以外
にも公
園，道路
等でも発
生してい
る状況で
あるた
め，社会
的ニーズ
も極めて
高いとい
える。

5

被害が
増加して
いること
から，農
業者の
ニーズは
きわめて
高い状
況にあ
る。

28 A
未
実
施

拡
大
拡
大

有害鳥獣の被
害は，時期や
場所を問わず
発生する傾向
にあり，農地
以外にも水
路，道路，公
園等でも発生
していることか
ら，今後も駆
除の要望は増
加するものと
思われ，駆除
活動の増加に
伴い要する経
費も増加する
と思われる。
有害鳥獣の被
害は，時期や
場所を問わず
発生する傾向
にあり，農地
以外にも水
路，道路，公
園等でも発生
していることか
ら 今後も

予
算
額

継
続

有害鳥獣に
よる被害は
増加傾向に
あり，農家
の就農意欲
の減退によ
る農業・農
地の保全へ
の影響が懸
念される。
駆除班の駆
除活動への
支援を図る
必要であ
る。
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16
農
政
課

濃密林
間伐事
業

森林のもつ公益的機能の持
続的な発揮を図るために必要
な保育（下刈・除伐･間伐）のう
ち、全体的に遅れている間伐
の推進を図る必要があるた
め、森林所有者負担の2分の
1を補助する。

平成２１年度は、三次市地方
森林組合255.42ｈａ，甲奴郡森
林組合7.49ｈａの間伐に対し
て，計3,000千円の助成を行い
ました。

間伐をより一層推進するため
には間伐材の利用促進、団地
化による効率的な間伐の実施
に取り組む必要がある。

造
林
事
業
の
補
助
対
象
と
す
る
事
業

（
流
域
公
益
保
全
林
整
備
事
業

又
は
流
域
循
環
資
源
林
整
備
事
業

）
に
よ
り
実
施
す
る
間
伐
事
業
の

事
業

。

流域公益保全林
整備事業又は流
域循環資源林整
備事業により実施
した事業費から国
県補助金を控除し
た金額（2分の1）
の2分の1以内を
補助する。（森林
所有者負担は４
分の1）

間伐の推進を図ること
により，森林の公益的
機能の持続的な発揮を
図る。

4,067 4

自己負担が
軽減されるこ
とにより、間
伐実施への
誘導等推進
が図られてい
る。

3

市内の人
工林面積
の約6割に
あたる
9,931haが
間伐等を必
要とする35
年生以下
の林分であ
り、それら
の解消につ
ながってい
る。

4

事業費に
対する国
県補助
が行わ
れても，
なお全体
的に間伐
が遅れて
いる森林
につい
て，その
負担を軽
減し，森
林所有
者の整
備意欲を
喚起する
ために行
う事業で
あり，コ
スト削減
は望めな
い。

4

森林保
全の面
からも間
伐の実
施は重
要であ
り、推進
を図る上
でも市の
関与は
必要。

4

林業の採
算性の悪
化から、
適正な森
林管理が
行われな
いまま放
置される
人工林が
増加し、
森林の持
つ水源か
ん養や土
砂流出防
止などの
公益的機
能の発揮
が損なわ
れること
が懸念さ
れてい
る。間伐
を適期に
実施する
ことによっ
て森林の
保全を図
る必要が
あり

3

森林のも
つ多面
的機能・
地球の
温暖化
防止機
能を保
持・推進
への住
民の
ニーズ・
関心は
高く、土
砂流出
防止など
の公益
的機能
の維持・
発揮に
つながる
間伐の
推進を図
る施策は
重要。

22 B
未
実
施

未
実
施

継
続

適正な森林管
理が行われな
いまま放置され
る人工林が増
加すると、森林
の持つ公益的
機能が発揮され
ず土砂流出等
につながる危険
性がある。間伐
等の施業適期
を迎えている林
分を解消してい
くことが森林の
保全につながる
と考えるが、効
率的な間伐実
施のためには
作業道の整備
を促進する必要
がある。また、
事業を推進する
上で、間伐材の
利用促進を図る
ことによるコスト
の軽減を実現さ
せることが必要
である。

継
続

森林の公益
的機能を維
持するため
にも必要な
事業であ
り，間伐材
の利用促進
や効率的な
間伐に取り
組み，計画
的に実施す
る必要があ
る。
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43
農
政
課

公的森
林整備
推進事
業

市が森林所有者と分収造林
契約を締結し，植林・保育・伐
採までの造林事業を一体的に
行う。
木材の販売等により収益が生
じた場合，４０％を森林所有者
に支払う。
平成２１年度は，除伐４．５３ｈ
ａ，枝打（２ｍ）２．２６ｈａ，枝打
（４ｍ）２７．１７ｈａ，間伐１０．
０４ｈａ，搬出間伐１８．２１ｈａ
の施業を行った。

契約期間が長期であり，木材
を出荷するまでは市が経費を
全額負担するため，市は資金
借入により対応している点もあ
り，販売時の木材価格によっ
ては投入資金を回収できない
可能性もある。
木材価格の動向を見ながら，
分収率の変更を検討する必要
が生じる可能性がある。

分
収
造
林
契
約
を
締
結
し
た
森
林

森林組合への委
託契約により間伐
や枝打ち等の保
育事業を実施

分収造林契約を締結し
た山林を適正に管理し，
山林の荒廃を防止する
とともに，森林の持つ多
面的機能が発揮できる
よう施業を実施すること
で，環境保全・循環型社
会を構築する。また，適
正な保育により契約者
及び市の財産となる優
良な木材生産を行う。

24,824 4

分収造林契
約を締結し
た山林を，
保育事業に
より適正な
施業を実施
する。

4

今後，搬出
間伐を実施
し分収契約
者と収益を
分収するこ
とにより山
林への関
心を高める
とともに，
複層林化を
行い森林
の機能持
つ多面的
機能が発
揮につなげ
る。

3

分収造
林契約を
締結した
山林を含
め，近隣
の人工
林と一体
的に施業
を実施す
ることに
より，コス
トの削
減，森林
の機能
持つ多面
的機能
が発揮に
つなげ
る。

5

分収造
林契約
に基づ
き，実施
している

4

大雨によ
る土砂災
害，地球
の温暖
化が懸
念されて
いる中
で，この
事業は
森林のも
つ多面
的機能
の維持・
増進に
つながる
もので，
社会的
ニーズは
大きい。

3

森林に
対する市
民の
ニーズ
は，地球
温暖化
の防止
への貢
献，災害
に対する
安全の
確保，き
れいな水
の供給
など多様
である
が，これ
らのニー
ズに将
来にわた
り応えて
いくため
には，適
切な森
林施業
なくして
は実

23 B
未
実
施

未
実
施

継
続

分収造林契約
に基づき，これ
まで保育事業
を継続して推
進した結果，
契約地の人工
林は適正に管
理されている。
利用期を迎え
る人工林もあ
り，引き続き事
業を実施する
ことで，事業の
目的である優
良材の生産を
達成できるだ
けでなく，森林
の持つ多面的
機能の維持・
増進につなが
る。

継
続

優良材の確
保のため，
保育事業に
取り組む必
要があり，
計画的な事
業実施を図
る必要があ
る。
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17
農
政
課

林道整
備事業
（黒鞘，
滝の
上，東
山）

①木材等の森林資源の有効
活用による林業の振興を図
る。
②森林作業軽減による間伐
の実施促進等による森林機
能の維持増進と地域環境の
保全を図る。
③地域の道路網（生活道，防
災道）を整備することにより，
生活環境の向上を図る。
上記事項を目的として，国庫
補助事業や単独県費事業に
より，林道開設，改良，舗装整
備を実施する。

　国県補助金が削減される中
で，効果的に事業実施するた
め，森林整備計画との整合に
留意しながら実施路線を決定
する必要がある。

受
益
地
内
林
家
・
生
活
圏
内
市
民
及
び
観
光
利
用
の
都
市
住
民

。

開設，改良，舗装
等の林道整備。

・生活道，防災道として
整備し，生活環境の向
上を図る。
・森林作業の労力軽減
を図り，生産性の向上を
図る。
・観光客のアクセス道路
としての機能もあり、観
光産業の拡充を図る。

46,180 4

林業振興，
住民生活の
利便性向上
に貢献して
いる。

4

林道整備後
の担い手の
育成，地域
の活性化施
策などの有
効活用策に
より成果は
向上する。

3

国・県に
おいても
事業実
施にあた
りコスト
縮減を求
めてお
り，事業
執行にお
いて大き
な条件と
なってき
ている。

4

林道管
理者であ
る市が施
行すべき
ものであ
る。

5

・道路網
整備は，
地元住民
の利益に
留まら
ず，観光
面（観光
資源の有
効活用）
や人，物
の交流拡
大につな
がる。
・森林資
源の利活
用，森林
機能の維
持増進等
国土保全
に資す
る。

5

・三次市
の道路網
整備は，
地元住民
の利益に
留まら
ず，観光
面（観光
資源の有
効活用）
や人，物
の交流拡
大につな
がる。
・地域・近
隣住民の
利便性が
向上す
る。

25 B 継
続

未
実
施

継
続

・林道整備は三
次市の道路網
整備であり，林
業の振興と，住
民の生活環境
の向上，地域間
の交流拡大に
よる地域の活性
化に寄与してい
る。
・国県の補助金
削減の傾向もあ
り，整備路線の
選定，費用対効
果の検証，有効
（妥当）性とコス
ト縮減を検討
し，計画的に事
業実施する必
要がある。

有
り

1
7
 
コ
ス
ト
の
削
減

継
続

費用対効果
や有効（妥
当）性，コス
ト縮減を検
証し，計画
的に事業実
施する必要
がある。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

有
り

1
7
 
コ
ス
ト
の
削
減

34／63 2010/11/18



平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴広報活動 件 4 2 4
制度の啓
発，周知，広
報活動

H
2
0
2,313,750 ⑷

交付決定
件数 件 4 2 5 補助件数

⑵説明会 件 2 2 4

商工会議
所，商工会，
商店街等へ
の説明回数

H
2
1
1,636,500 ⑸

⑶
パンフ
レット作
成

枚 300 300 300
各窓口，イベ
ント，説明会
などで配布

H
2
2
4,022,500 ⑹

⑴広報回数 件 3 1 4
制度の啓
発，周知，広
報活動

H
2
0
1,270,000 ⑷

交付決定
件数 件 3 2 4 補助件数

⑵説明会 件 2 1 4

商工会議
所，商工会，
商店街等へ
の説明回数

H
2
1
2,773,000 ⑸

⑶
パンフ
レット作
成

枚 300 50 300
各窓口，イベ
ント，説明会
などで配布

H
2
2
1,627,000 ⑹

⑴広報活動 件 1 1 2
制度の啓
発，周知，広
報活動

H
2
0
308,000 ⑷

交付決定
件数 件 1 2 4 補助件数

⑵
パンフ
レット作
成

件 100

制度概要を
まとめたパン
フレットの作
成。

H
2
1
618,000 ⑸

⑶
H
2
2
431,500 ⑹

⑴広報活動 件 5
制度の啓
発，周知，広
報活動

H
2
0
#VALUE! ⑷

交付決定
件数 件 40 補助件数

⑵
パンフ
レット作
成

件 100
H
2
1
#VALUE! ⑸

⑶
H
2
2
872,600 ⑹
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16

商
工
観
光
課

空店舗
対策事
業

○商店街等の中の空店舗（過
去に事業を営んでいた店舗で
現在は弊店している店舗）に
おける，新規出店者に対し，
店舗改装に係る費用の一部
を助成する。
補助限度額：３００万円
補助率：２分の１
補助対象経費：空店舗改修に
要する経費
○２１年度実績：２件　２，３８
８千円

商店街活性化に向け，組合加
入等の要件を検討する必要が
ある。

市
内
に
本
社
を
有
す
る
会
社
ま
た
は
個
人

市
内
に
住
所
を
有
す
る
新
規
創
業
者

出店に係る店舗
改装費の一部を
助成する

商店街等の空店舗を解
消し，にぎわいの回復・
創出を図る

3,273 5

新規出店者
を支援し空
店舗を解消
することは，
商店街の活
性化に直結
している。

3

出店希望
者への分
かりやすい
情報提供を
行うことに
より，成果
の向上を図
れるものと
考える。

3

空店舗
への出
店の動
機づけを
損なうこ
となく，補
助上限
額・補助
率の引
下げや，
補助対
象経費
の縮小
等を実施
すること
ができれ
ば，申請
件数に変
化はない
と考え
る。

3

商工会，
商工会
議所など
に事務
委託する
ことは可
能である
と思う
が，開業
計画作
成の支
援など，
それぞ
れの強
みを活か
して，市・
関係団
体が多
面的に
新規出
店者を支
援するべ
きと考え
る。

5

昨今，全国
的に商店
街は，大型
店の進出，
駐車場の
未整備，後
継者不足
等により，
空店舗が
増加し非
常に厳しい
状況にお
かれてい
る。「街の
顔」である
商店街の
にぎわいを
回復・創出
すること
は，本市の
みならず全
国的な課
題である。

4

本事業に
対する市
民の関心
は，年々増
加してお
り，出店希
望者のみ
ならず，関
係団体や，
店舗を管
理する不
動産業者
等からも多
くの問合せ
をいただく
ようになっ
た。また，
地元商店
街等に新
たな出店
がされるこ
とは，一般
の市民に
とっても，
買物や飲
食等，日常
生活の利
便性向上
に繋がるこ
とである

23 B 継
続
継
続
継
続

出店希望者等
からの問合せ
は，継続して
行われてお
り，制度の認
知は進んでい
ると考える。
今後は，出店
希望者に対
し，分かりやす
い情報の発信
に努め，利用
者サービスの
向上に努めて
いきたい。

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

継
続

今後も，制
度の周知を
進め，ま
た，関係機
関と連携し
たフォロー
アップ等の
展開も検討
する必要が
ある。
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商
工
観
光
課

チャレン
ジショッ
プ支援
事業

○商店街等の中の空店舗を
チャレンジショップとして運営
する商店街振興組合などに対
し，運営費を助成する。
補助上限額：１チャレンジ
ショップあたり１００万円　１補
助対象者あたり２００万円
補助対象経費：店舗賃借料，
使用料，光熱水費等，運営管
理に要する経費
○２１年度実績：２商店街　５
店舗　２，２５７千円

にぎわい創出を図るため，新
たな制度も含め，事業主体等
と検討を行う必要がある。

法
人
格
を
有
す
る
商
店
街
振
興
組
合
，
事
業
協
同
組
合

三
次
商
工
会
議
所
，
三
次
広
域
商
工
会

新たに事業を開
始しようとするも
のに対し，気軽に
出店してもらうた
め，空店舗をチャ
レンジショップとし
て運営する商店
街等に対し，運営
費を助成する

商店街等の空店舗を解
消し，にぎわいの回復・
創出を図る

2,773 5

新規出店者
を支援し空店
舗を解消する
ことは，商店
街の活性化
に直結してい
る。

3

出店希望
者への分
かりやすい
情報提供を
行うことに
より，成果
の向上を図
れるものと
考える。

3

チャレン
ジショッ
プの運営
を，市が
委託して
いる性格
の補助
金である
ため，最
低限必
要な経費
の支援
は必要で
あるが，
出店者な
ど受益者
負担等に
ついても
検討して
いく必要
がある

4

現状とし
て，各商
店街等
は非常
に財源
が乏し
く，自主
運営が
行える状
況にはな
く，商工
会，商工
会議所と
いった経
済団体も
補助対
象者とし
ているの
で，直接
行政が
行うこと
が望まし
い

5

昨今，全
国的に商
店街は，
大型店の
進出，駐
車場の未
整備，後
継者不足
等により，
空店舗が
増加し非
常に厳し
い状況に
おかれて
いる。「街
の顔」で
ある商店
街のにぎ
わいを回
復・創出
すること
は，本市
のみなら
ず全国的
な課題で
ある

4

営業未
経験者
の出店も
継続して
行われ
ており，
チャレン
ジショッ
プに対す
る市民
ニーズは
高いと考
える。ま
た，地元
商店街
等に新た
な出店
がされる
ことは，
一般の
市民に
とって
も，買物
や飲食
等，日常
生活の
利

24 B 継
続
継
続
継
続

出店希望者等
からの問合せ
は，継続して
行われてお
り，制度の認
知は進んでい
ると考える。
今後は，受益
者負担，運営
管理の方法な
ど制度内容に
ついて事業主
体等と検討し
ていく必要が
ある。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

継
続

事業効果が
発揮される
ように，事
業効果の検
証や対象者
のニーズに
応じた制度
の内容の見
直しを進め
る必要があ
る。
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産
業
・
経
済

３
商
工
業

(

1

)

元
気
な
お
店
づ
く
り
と
に
ぎ
わ
い
の
創
出

20

商
工
観
光
課

販路拡
大支援
事業

○中小企業者が開発した新
製品・新技術の販路拡大を支
援するために，産業見本市等
へ出展する経費に対して助成
する
補助上限額：２５万円
補助率：２分の１
補助対象経費：小間料，備品
借上料等，出展にかかる経費
○２１年度実績：２件　２５０千
円

制度の周知を図るとともに，三
次商工会議所，三次広域商工
会，三次イノベーション会議等
と連携し，産業見本市等の情
報提供に努める

市
内
に
主
た
る
事
業
所
を
有
す
る
会
社
ま
た
は
個
人

出展に係る経費
の一部を助成す
る

販路拡大により，市内
企業の発展を支援し，
所得の向上や雇用等の
創出につなげるととも
に，新製品・新技術の開
発を促す。

618 4

企業が見本
市・展示会
へ新商品を
出展するこ
とで，販路
拡大の契機
となる。それ
により，企業
収益の伸張
につなが
る。

4

企業の新
商品開発
の意欲を喚
起し，市場
競争力の
強い新商
品の開発
につなが
る。

4

商工会
議所，広
域商工
会などと
連携し，
制度の
周知に努
める

2

三次商
工会議
所，三次
広域商
工会の
事業実
施を検討
する余地
がある。

5

経済団
体である
三次商
工会議
所，三次
広域商
工会から
は，中小
企業の
販路拡
大支援
に対する
要望は
強い。 3

市内企
業の企
業活動を
支援する
事業であ
るが，本
市経済
の発展と
商工業
の活性
化施策
に対する
市民
ニーズが
ある。

22 B 継
続
継
続
継
続

本制度の周知
を図るととも
に，産業見本
市・物産展等
の情報提供に
努める。

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

継
続

制度の周知
や情報提供
を進め，利
用を促進す
る。
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産
業
・
経
済

３
商
工
業

(

1

)

元
気
な
お
店
づ
く
り
と
に
ぎ
わ
い
の
創
出

22

商
工
観
光
課

地域商
店街活
性化事
業

○商店街等の活性化を支援
するため，商店街等が実施す
るイベントや情報発信事業に
係る経費を助成する
補助対象事業：イベント，ブラ
ンド化，情報発信，人材育成，
調査研究
補助上限額：５０万円
補助率：２分の１
対象経費：印刷製本費，委託
料など商店街の活性化に資
する事業に係る経費
○Ｈ２１年度実績：０件（Ｈ２２
年度新規事業）

関係機関と連携を図り，補助
対象者に対し制度の周知に努
めるとともに，活用方法につい
て助言を行う。

法
人
格
を
有
す
る
商
店
街
振
興
組
合
，
事
業
協
同
組
合

任
意
の
既
設
商
店
街

三
次
商
工
会
議
所
も
し
く
は
三
次
広
域
商
工
会
，
又
は
地
域
と
共
同
事
業
を
実
施
す
る
お
お
む
ね

１
０
人
以
上
の

小

業
者
で

成
す
る

商店街等の活性
化に資する事業
に係る経費の一
部助成

特色ある商店街等づくり
を支援することで，もっ
て元気なお店づくりとに
ぎわい創出を図るととも
に，組合活動等の活性
化を促す。

5

商店街等の
イベントや
人材育成等
に係る経費
を助成する
ことは，商店
街の活性化
に直結して
いる。

3

新規事業で
あるので，
本年度の
状況を踏ま
えながら検
証していき
たい。

3

新規事
業である
ので，本
年度の
状況を踏
まえなが
ら検証し
ていきた
い。

4

関係団
体である
会議所
や商工
会は，商
店街等
の事務を
担ってい
る場合も
あり，業
務の公
平性を確
保するた
めにも，
第三者
である行
政が行う
ことが望
ましい。

5

昨今，全
国的に
商店街
は，大型
店の進
出，駐車
場の未
整備，後
継者不
足等によ
り，空店
舗が増
加し非常
に厳しい
状況に
おかれて
いる。
「街の
顔」であ
る商店街
のにぎわ
いを回
復・創出
すること
は，本市
のみなら
全

4

既に各
商店街
から多く
の申請
や問合
せをいた
だいてお
り，本事
業への
ニーズは
高いと考
えてい
る。

24 B
未
実
施

未
実
施

継
続

新規事業であ
るので，本年
度の状況を踏
まえながら検
証していきた
い。
また，関係機
関等と連携し，
制度の周知，
活用促進に努
めていく。

無
し

継
続

関係機関等
と連携し，
制度の周
知，活用促
進を図る必
要がある。

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上
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平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴広報活動 件 1 1 2
制度の啓
発，周知，広
報活動

H
2
0
1,292,000 ⑷

交付決定
件数 件 4 4 4 補助件数

⑵
パンフ
レット作
成

件 100

制度概要を
まとめたパン
フレットの作
成。

H
2
1
1,145,000 ⑸

⑶
H
2
2
1,181,500 ⑹

⑴広報活動 件 2 1 3
制度の啓
発，周知，広
報活動

H
2
0

71,500 ⑷
交付決定
件数 件 1 補助件数

⑵
パンフ
レット作
成

件 100

制度概要を
まとめたパン
フレットの作
成。

H
2
1
147,000 ⑸

⑶
H
2
2
502,666 ⑹

⑴
ＰＲ活動
（チラシ配
布）

枚 100 100 100
制度の啓
発，周知

H
2
0

12,870 ⑷
新規融資
件数 件 1 1

利用は伸び
悩んでいる

⑵
H
2
1

2,950 ⑸

⑶
H
2
2

22,900 ⑹

⑴
訪問企業
数 社 94 128 100

H
2
0
180,489 ⑷

三次工業
団地企業
立地件数

社 1

⑵
H
2
1
152,031 ⑸

三次工業
団地内雇
用人数

人 1,767 1,651 1,545
団地全体の
従業員数の
推移

⑶
H
2
2
189,190 ⑹
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産
業
・
経
済

３
商
工
業

(

2

)

雇
用
の
拡
大
を
め
ざ
し
た
企
業
誘
致
や
起
業
支
援

20

商
工
観
光
課

中小企
業信用
保証料
補助事
業

○中小企業者の創業や経営
革新を支援するため，広島県
信用保証協会の保証により融
資を受けた際の保証料に対
し，助成する。
補助上限額：５０万円
補助率：①創業支援　１００％
②経営革新　２分の１
補助対象経費：信用保証料
○２１年度実績：４件　７７７千
円

経営革新，創業に取り組む中
小企業者を増やすことが重要
な事業であるので，広島県や，
商工会議所・商工会，金融機
関など，関係団体との連携を
更に図るとともに，本市の空店
舗対策事業や創業支援融資
等，創業を支援する事業と一
体的に事業ＰＲを行っていく必
要がある。

市
内
に
本
社
を
有
す
る
会
社
ま
た
は
個
人

市
内
に
住
所
を
有
す
る
新
規
創
業
者

経営革新や創業
に係る融資を受け
た場合に，信用保
証料の一部を助
成する

中小企業の育成，新規
起業者を創出すること
で，商工業の活性化を
図り，市民の所得の向
上や新たな雇用の創出
につなげる

1,145 4

新商品開発
や経営革新
に取り組む
企業の育成
や新たな企
業を創出す
るための支
援策として
有効と考え
られる

3

商工会議
所・広域商
工会など関
係機関との
連携で，向
上が図れる
と考えられ
る

4

補助上
限額・補
助率につ
いて，検
証は必
要だが，
現状では
妥当と考
えている

4

信用保
証料を補
助するこ
とで，商
品開発
費や起
業者の
初期投
資を軽減
する

4

新規企
業の創
出や，経
営革新を
図る中小
企業を支
援するこ
とは，産
業構造
の転換
に対応
するため
にも必要
である 3

経営改
善に意
欲的な
中小企
業や起
業者が
増えるこ
とは，所
得の向
上や雇
用の創
出につな
がる

22 B 継
続
継
続
継
続

 広島県や，商
工会議所・商
工会，金融機
関など，関係
団体との連携
を更に図るとと
もに，本市の
空店舗対策事
業や創業支援
融資と一体的
に事業ＰＲを
行っていく必
要がある 有

り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

継
続

関係機関と
の連携を図
り，関連事
業との一体
的な取り組
みにより，
制度の周知
を図り，推
進していく。
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産
業
・
経
済

３
商
工
業

(

2

)

雇
用
の
拡
大
を
め
ざ
し
た
企
業
誘
致
や
起
業
支
援

16

商
工
観
光
課

ニュービ
ジネス
開発促
進事業

○中小企業者が主体となって
行う新技術や新製品の研究
開発に係る経費を助成する
補助上限額：１，０００万円
補助対象経費：調査研究及び
試作開発に係る経費
○２１年度実績：０件

本年度において，創業者・中
小企業者にとって利用しやす
い制度にするため，旧要綱を
廃止し，名称も新たに要綱を
制定したところである。
今後は，制度の周知に努めて
いきたい。

市
内
に
本
社
を
有
す
る
会
社
法
人
，
個
人
事
業
主

市
内
に
住
所
を
有
す
る
新
規
創
業
者

中小企業者が主
体となって行う新
技術や新製品の
研究開発に係る
経費を助成する

中小企業の新商品，新
技術の開発を支援し，
産業の活性化と併せて
雇用の創出を図る

147 4

新技術，新
製品，新商
品などの開
発に取り組
む企業等を
支援するこ
とは，市場
に直結して
おり，商工
業の活性
化，雇用の
創出に繋が
るものであ
る。 3

資金力の
乏しい中小
企業の新
技術，新製
品，新商品
などの開発
費の一部を
補助するこ
とは，非常
に有効な商
工業の振
興である。

3

支援策と
しては融
資制度，
利子補
給制度
等コスト
の削減
は考えら
れるが，
資金力
の乏しい
中小企
業の新
技術，新
製品，新
商品など
の開発に
対して，
スムーズ
な融資は
先ず不可
能である
ため補助
制度とし
ている。

4

産学連
携強化
の施策
におい
て，新規
産業の
発掘，振
興に関し
て，行政
として支
援すると
ともに体
制を確立
しておく
ことは，
今後
益々重
要とな
る。国・
県等でも
新産業・
新商品
開発の
支援が
あるた
め，市制
度との

3

農商工・
産学連
携を含め
た，新規
産業の
創出に
対する行
政の支
援は，近
年益々
その重
要性が
高まって
いる。 3

三次市
において
も，新規
産業の
創出（新
技術，新
製品，新
商品など
の開発）
意欲は
高まって
いる。

20 C
未
実
施

縮
小
継
続

  実績は，結
果的に無かっ
たが，ものづく
りの視点とし
て，地域の特
色ある農林水
産物，産地の
技術等，地域
産業資源を活
用した中小企
業の事業活動
の支援が必要
である。本年
度，制度改正
を行ったので，
関係機関等と
連携し，制度
の周知に努め
る。

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

継
続

引き続き，
関係機関等
と連携し，
制度の周知
に努める。
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産
業
・
経
済

３
商
工
業

(

2

)

雇
用
の
拡
大
を
め
ざ
し
た
企
業
誘
致
や
起
業
支
援

16

商
工
観
光
課

創業支
援等融
資事業

市内で新たに創業する，また
は，創業後1年以内の事業主
に対し，必要な事業資金を供
給し創業を支援するための融
資を実施。
市内にある5つの金融機関で
取り扱っている。

21年度実績
新規0件
継続1件　融資残額100千円

県や国民生活金融公庫などが
提供する融資メニューがあり，
本制度の利用は停滞してい
る。取扱金融機関と連携しな
がら周知を図るとともに，他機
関との差別化を図り利用実績
の向上につなげる必要があ
る。

市
内
で
新
た
に
創
業
し
よ
う
と
す
る
者
又
は
市
内
に
主
た
る
事
業
所

を
有
す
る
創
業
後
1
年
未
満
の
中
小
企
業
者

。

金融機関が融資
を実施した場合，
融資額の半額を
預託する。

創業時に必要な事業資
金を供給することによ
り，市内での創業を容易
にする。

295 4

創業時に必
要な資金の
援助となり，
創業が容易
になる。

3

融資条件
の見直しや
制度の周
知により，
利用実績
が増える可
能性がある

4

預託金
のため，
基本的に
は年度
末に同額
が返還さ
れる

4

県，政府
系金融
機関等
に同様
の制度
がある
が，利用
者にとっ
てより身
近で利
用しやす
い制度と
するため
には，市
の関与
が必要
である。

4

経済状
況が依
然として
厳しい
中，やる
気やアイ
デアを
もった起
業者を支
援し，経
済活動を
活発化さ
せる必要
がある。 2

創業支
援に関
する相談
はある
が，実績
は少な
い。

21 C
未
実
施

継
続
継
続

企業誘致の際
の支援策を主
にするなど，制
度内容，融資
枠，所管部署
等を検討する
必要がある。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

継
続

制度の周知
に努めると
ともに，関
係機関と連
携した利用
促進が必要
である。
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産
業
・
経
済

３
商
工
業

(

2

)

雇
用
の
拡
大
を
め
ざ
し
た
企
業
誘
致
や
起
業
支
援

16

企
業
誘
致
課

工場立
地推進
事業

これから人口減少が言われる
中で，いかに若者の定住を進
め，雇用を創出し，元気な三
次市を維持していくことが問わ
れており，そのためには企業
の誘致活動は非常に重要で
ある。昨年6月に三次工業団
地Ⅲ期が完成し，企業の誘致
には大きな期待も寄せられて
いる。
昨年に引き続き，三次工業団
地Ⅲ期の誘致活動を重点的
に推し進める。また既存の進
出企業との連携と支援を行
う。

最近は景気動向は改善されて
いる部分もあるが，企業の設
備投資は海外が中心になりつ
つある。突然に工場閉鎖が決
定する企業などもあり，特に地
方の中・小規模の工場は危機
感が拭えない状況である。
このような状況下で新規立地
を進めるためには，企業の動
向にいち早く対応できるような
情報収集や平素からの宣伝・
営業活動が必要である。一
方，立地企業の閉鎖や流出を
防ぐため，細やかなサービス
の実施，日ごろの連携や御用
聞きなどにより立地企業の満
足度を高める必要がある。
また，中国横断自動車道尾道
松江線の完成が間近に控え，
三次市の特色やメリットを十分
に発信しながら，戦略的な誘
致活動を進める。

市
民
，
企
業

三次工業団地Ⅲ
期を中心に市内
への企業誘致を
進めるため，企業
誘致セミナーの開
催や企業訪問な
どによる誘致活
動，県人会等も活
用した人脈ネット
ワークづくり，企
業情報や企業
ニーズに係る情報
収集，情報の発
信及び奨励金の
交付等による企業
支援を行う。

市民の雇用の場が拡大
する。
とりわけ，若年層の安定
就労が促進される。

19,460 4

安定雇用の
増大のため
には就労先
となる企業
の立地拡大
が必要であ
る。製造拠
点の海外移
設を目指す
企業が増加
する中で，
企業誘致に
おける地域
間競争は激
化しており，
本市のセー
ルスポイント
を積極的に
アピールし，
企業誘致に
取り組む必
要がある。

3

企業立地
の新たな受
皿となる三
次工業団
地Ⅲ期が
完成した。

5

積極的な
企業訪
問，三次
工業団
地内見
会や三
次セミ
ナーの開
催等によ
り積極的
にアピー
ルする必
要があ
る。 5

地元自
治体の
産業活
性化に
関して市
が行う事
業であ
る。

5

企業誘
致による
雇用の
拡大は，
事業所
の活動
に伴う経
済効果と
ともに，
人口の
増加・定
住化に
直結し，
これによ
る経済波
及効果も
大きい。

5

企業誘
致は，就
労の場
の確保，
とりわけ
若年層
の就労を
促進する
取り組み
として市
民の期
待が大き
い。
特に不
況下で
就労の
場が減
少してお
り，その
確保に
係るニー
ズは高
い。

27 A 拡
大
拡
大
拡
大

新たな分譲地
である三次工
業団地（Ⅲ期）
が昨年6月に
完成した。雇
用創出や地域
経済への効果
を高めるため
早期の企業立
地を推進する
必要がある。
市税収入へも
影響するた
め，数年間は
集中して取り
組む必要があ
る。

拡
大

定住人口を
増やすため
にも，雇用
の場の創出
のための企
業誘致は重
要である。
中国横断自
動車道尾道
松江線の開
通を見据え
た戦略的な
誘致活動を
行う必要が
ある。

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

事
業
規
模

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上
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単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
情報収集
活動・協
議

件 8 11 10

自治体にお
ける産業集
積の実態調
査と情報交
換，大学や
企業からの
情報収集及
び三次市ア
バイザーと

H
2
0
562,250 ⑷

ＩＴビジョン
の策定・
報告

件 4 4 4

⑵
H
2
1
456,363 ⑸

セミナー，
研修会等
の開催数

件 1 1 1

⑶
H
2
2
518,200 ⑹

⑴
セミナー,
研修会等
の開催数

回 17 15 15

セミナー，
ワーキング
グループ会
議，サロン等
の開催数，
会報の発行
回数，産学
官連携支援
事業支援

H
2
0
140,941 ⑷

マッチン
グによる
新製品，
新技術の
開発事例

件 2 3 4
新製品の開
発につなげ
る

⑵
H
2
1
164,933 ⑸

⑶
H
2
2
184,466 ⑹

⑴広報活動 回 4 4 4

協賛店への
配布・市ＨＰ
への掲載・Ｃ
ＡＴＶ・市広
報番組への
特集など。

H
2
0
278,500 ⑷

協賛店舗
数 件 135 122 135

平成２１年度
作成分（平成
２２年度使用
版）協賛店舗
数は前年度
より減少した
が，内容の
充実度は大
に 上し

⑵
H
2
1
625,000 ⑸

パンプ
レット配
布部数

部 8,000 6,000 8,000

年々認知度
は向上して
いる。内容も
充実したた
め，協賛店
の反応も良
い。

⑶
H
2
2
479,500 ⑹

⑴広報活動 件 2 4 4
制度の啓
発，周知，広
報活動

H
2
0
5,364,000 ⑷

交付決定
件数 件 99 128 120 補助件数

⑵
パンフ
レット作
成

件 100 100 100

制度概要を
まとめたパン
フレットの作
成。

H
2
1
5,813,000 ⑸

⑶
H
2
2
4,911,250 ⑹
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産
業
・
経
済

３
商
工
業

(

2

)

雇
用
の
拡
大
を
め
ざ
し
た
企
業
誘
致
や
起
業
支
援

18

企
業
誘
致
課

構造改
革IT調
査事業

ＩＴ産業を中心としたソフトウェ
アー事業や情報関連事業など
の集積を促進するため，先進
地の事例や動向を調査し，三
次市の実態に合わせたビジョ
ンを明らかにする。
また，友好都市であるインドの
ハイデラバード市との連携を
機軸に，人材交流などによる
人材育成や，ＩＴ企業の誘致を
推進していく。具体的には昨
年ハイデラバード市との連携
により「広島マブテック株式会
社」が起業したので，この効果
を拡充していく対策や支援策
も必要である。

IT産業を機軸にした産業の振
興のためにどのような具体的
な施策があるのか，引き続き
研究していくことが必要であ
る。
新しくインドとの合弁会社が設
立されたが，この動きが三次
市の産業界にどう活かされて
いくのか，また新たな産業集積
を進め，雇用の創出につなが
るのか検討していくことが求め
られる。
インドの連携により，三次市独
自のビジネスモデルを作り，産
業を活性化する取り組みが重
要である。

企
業
，
大
学
，
自
治
体

企業動向の調
査，ＩＴ分野の動向
調査，人材育成
のための対策な
ど総括的な三次
市の産業活性化
に向けた取り組み

三次市の産業に，ＩＴ産
業を基軸とした成長可
能なグローバル産業の
推進を図る。

5,020 4

将来的に三
次市の発展
に寄与する
重要な施
策。

3

市の組織
的なインセ
ンティブが
必要であ
り，動きの
早い取り組
みが求めら
れる。

4

インドと
の連携も
増えてお
り，より
具体的で
実用的な
取り組み
が進むこ
とになる
可能性
があり，
予算が
拡大する
可能性
がある。

4

一企業の
問題では
なく，産業
界や商工
会議所な
どとの連
携が必要
であり，
行政の支
援も必要
である。

4

産業の
活性化
は重要
な施策で
あり，期
待もあ
る。

4

雇用に
直結する
課題な
ので市
民生活
に大きく
関係す
る。

23 B 継
続
継
続
継
続

この事業の成
果として，新し
い会社が立ち
上がった。雇
用も生まれ今
後の発展によ
れば大きな雇
用と産業の活
性化が図られ
る。これはイン
ドとの交流と
三次市のＩＴ事
業に対する姿
勢が生んだ成
果と言える。
現在学生交流
を行っている
が，商工会議
所や商工会と
も連携を行
い，事業者の
交流を図るな
ど産業活性化
につながる取
り組みも必要
である。

継
続

成長が期待
される業種
として，本
市の地域産
業の活性化
と新たな雇
用を実現す
る事業でも
ある。今後
も人材育
成，企業のＩ
Ｔ化の推進
につながる
事業を実施
していく。
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産
業
・
経
済

３
商
工
業

(

3

)

商
工
業
の
活
性
化

16

企
業
誘
致
課

産学官
連携事
業

産業の振興や地域の活性化
のため，産業界，大学，行政，
地域社会等の連携を強化す
ることにより，大学の有する研
究成果，機能等を活用し，活
力ある地域の再生に貢献す
る。
技術ニーズ（企業）と技術シー
ズ（大学等）のマッチングによ
り，新商品，新技術を創造し
地域経済の活性化に貢献す
る。
市，県立広島大学，三次商工
会議所，三次広域商工会の
連携による，「三次イノベー
ション会議」を中心に事業実
施。

対象は主に市内の中小企業
や農業事業者となっている。サ
ロンの実施などで，随分大学と
のつながりが増え，積極的な
連携も図られるようになってき
た。
産学官連携支援事業により調
査・研究への支援も予算を増
額し，十分に対応ができるよう
になったので，その成果品の
取り扱いや販売に向けてどう
行政として連携が取れるの
か，また支援ができるのか対
策を研究する必要がある。最
終的に事業拡大につながり，
雇用促進までトータルに考え
た取り組みとなる。

市
民

産学官連携セミ
ナー，何でもサロ
ン，産学官連携事
業報告会の開
催。
会報の発行による
産学官連携機運
の向上。
ビジネスフェアへ
の参加。

産業界，大学，行政，地
域社会等の連携を強化
することにより，大学の
有する研究成果，機能
等を活用した産業振興
と，地域活性化を進め
る。

2,474 4

産業界，大
学，行政，地
域社会等の
連携に努め
ている。

3

産学の連
携強化によ
り，新技術
の開発の
可能性が
ある。

4

平成２２
年度から
予算を増
額した。
これは産
学官連
携支援
事業の
拡大を念
頭におい
たもので
ある。事
業を実施
してみ
て，どれ
くらいの
ニーズが
あるの
か，参加
事業者
がどれく
らいいる
のかに
よって予
算執行
状況が
わって

4

産学に
連携の
体制が
確立する
までは行
政による
後押しが
必要であ
る。

4

新技術・
新製品の
開発は意
識改革を
含め地域
経済の活
性化へ向
けた原動
力となる。
また産学
官連携事
業の成果
が認知さ
れ，全国
的にニー
ズは高
まってい
る。

3

新商品
の開発
や新たな
創業によ
り，地域
の雇用
創出や
定住に
つなが
る。
ニーズは
徐々に
高まって
きてい
る。

22 B 継
続
継
続
継
続

地域の産業活
性化のために
は，産学官連
携による地場
の企業・事業
者の育成や支
援が大事であ
る。
これまで地道
な取り組みに
より，その活動
の範囲も広が
り，成果も見ら
れるようになっ
てきた。引き続
き大学と事業
者をつなげて
いくためには，
大学との連携
を持つ行政が
関わっていか
ないといけな
い。今の三次
市では，商工
会議所や商工
会，行政が一
となった り

継
続

学とのマッ
チングを進
めていくうえ
で，制度の
周知や企画
調整機能の
充実を進
め，効果の
検証を行い
ながら，必
要に応じて
見直しを行
う。
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３
商
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3
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商
工
業
の
活
性
化

19

企
業
誘
致
課

ヤングラ
イフ快
適事業

市内在住の若者（18歳～30
歳）やU・I・Ｊターン等で転入し
た若者に対して，「新たに三次
に来た若者を応援していこう」
という趣旨に賛同する小売店
や飲食店，美容院・文化施設
等に協力により，割引特典の
ついたヤングライフカードを作
成，配布する。
　また，一人暮らしを行う上で
生活に役立つ情報（小売店，
飲食店，医療機関，レジャー
施設など）をまとめたマップを
作成し，転入者が安心して暮
らせ，地元の消費につながる
便利なツールを作成・配布す
る。

平成21年度実績：協賛店122
店舗　配布部数6,000部

若者の求める情報の提供と若
者の生活を応援する協賛店の
拡大及びより一層のサポート
ブックの認知度の向上。

市
内
在
住
の
1
8
〜
3
0
歳
の
若
者

若
者
を
支
援
す
る
店
舗
等

若者へ情報誌を
提供する

三次市へ就職，就学等
で新たに生活をはじめ
る若者や市内在住の若
者を応援することで，若
者の定住を図ることを目
的とする。また同時に，
市内中小企業(事業所）
の利用促進（売上向上）
を行い，経済の活性化
も目的とする。

2,500 4

これまで若
者向けの情
報誌が発行
されていな
かったた
め。

4

市民への
認知度向
上について
引き続いて
努力すべき
点はある。

3

今事業
は1年間
使用でき
る内容と
なってお
り，それ
相応の
品質（紙
質等1年
間耐えら
れる状
態・写真
等きれい
に表記で
きる紙
質）で作
成してい
るが，市
民感情と
してもう
少し紙質
を落とし
ても理解
していた
だける可
能性があ
る

3

事業が
定着す
れば，三
次商工
会議所，
三次広
域商工
会，民間
業者等
へ委託
すること
も検討す
べきであ
る。 4

本市に
おける
個々の
事業所
等（飲食
店等）の
情報提
供は十
分である
と言え
ず，事業
所も宣伝
広告費
がかけら
れない
（あるい
はできな
い）ところ
も多く，
冊子によ
る情報提
供は少
ないた
め，必要
性はあ
る。

4

新たに三
次暮らし
を始めた
若者から
のニーズ
はある。

22 B 継
続
継
続
継
続

若者向けの情
報提供であ
り，今後も継
続して実施す
る必要があ
る。また協賛
店側も無償で
宣伝広告がで
き，双方にメ
リットがある取
り組みである。

継
続

協賛店も増
加しており，
今後も継続
して実施
し，若者の
ニーズを反
映させなが
ら情報提供
を充実させ
る必要があ
る。
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3

)

商
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業
の
活
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化

20

商
工
観
光
課

住宅・店
舗リ
フォーム
資金補
助事業

○個人・法人が，住宅・店舗を
リフォームした際，工事費の
一部を助成する
補助上限額：２０万円（Ｈ２０年
は１０万円であったが，経済対
策としてＨ２１・Ｈ２２年と上限
額を増額して実施している）
補助率：工事費の１０％
補助対象経費：増改築等，リ
フォーム工事に係る経費
○２１年度実績：１２８件　２
０，８８４千円

本事業は３年間の経済対策と
して実施しているものであり，
本年度が計画最終年度であ
る。次年度以降，実施するか
どうかについて，景気動向等を
見極めながら検討する必要が
ある。

市
内
に
居
住
す
る
個
人
，
ま
た
は
市
内
に
登
記
さ
れ
て
い
る
本
店
・

支
店
等
を
有
す
る
法
人

住宅・店舗のリ
フォーム工事を実
施した場合，その
経費の一部を補
助する

住宅・店舗リフォームの
発注促進と，既存住宅・
店舗の機能維持，向上
を図る

23,252 4

住宅・店舗
の機能維持
と向上を進
め，併せて
リフォーム
事業による
建築業及び
関連産業の
景気回復を
図る

4

新規リ
フォームの
掘り起こし
に直接つな
がるため，
建築業など
の支援が
行える

4

景気は
持ち直し
ているも
のの，本
市におい
ては依然
として厳
しい経済
状況にあ
り，中小
企業へ
の緊急
経済対
策の側
面がある

3

事業は，
三次商
工会議
所への
委託事
業とし
て，審
査，補助
金交付
等の業
務委託を
実施して
いる

4

経営環
境の厳し
い小規
模零細
企業から
の要望
は強い

4

市民に
とって
は，リ
フォーム
工事の
契機，住
環境の
整備に
繋がり，
業者に
とって
は，新規
顧客獲
得，経営
環境の
改善に
繋がる。
例年多く
の申請・
問い合
わせをい
ただいて
おり，市
民ニーズ
は高いと
考える

23 B 継
続
継
続
継
続

事業の継続等
については，
今後の経済動
向を見極めた
上で，検討し
ていく事が必
要と考える。
実施する場合
には，利用者
の利便性向上
を図るため，
対象となる住
宅・店舗，工事
等について，
明確な基準を
設けることが
必要と考える。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

継
続

事業の効果
を検証しな
がら事業の
内容及び継
続実施を判
断する必要
がある。

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善
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平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
ＰＲ活動
（チラシ配
布）

枚 1,000 1,000 1,000
制度の啓
発，周知

H
2
0
150,574 ⑷融資件数 件 44 62 60

景気悪化の
影響もあり，
増加傾向

⑵
H
2
1
150,590 ⑸融資金額 千円 260,500 278,370 270,000

景気悪化の
影響もあり，
増加傾向

⑶
H
2
2
150,581 ⑹

⑴広報活動 件 2 4
制度の啓
発，周知，広
報活動

H
2
0
#DIV/0! ⑷

交付決定
件数 件 25 70 補助件数

⑵
パンフ
レット作
成

件 50 100

制度概要を
まとめたパン
フレットの作
成。

H
2
1
1,151,500 ⑸

⑶
H
2
2
1,840,750 ⑹

⑴広報活動 件 3 3 3
制度の啓発，周
知，広報活動

H
2
0
364,666 ⑷

交付決定
件数 件 7 9 4 補助件数

⑵ 件
H
2
1
326,333 ⑸

⑶
H
2
2
187,666 ⑹

⑴
ＰＲ活動
（チラシ配
布）

枚 200 200 200
制度の啓発，
周知

H
2
0
851,435 ⑷融資件数 件 25 19 21

一定の利用
がある

⑵
H
2
1
851,475 ⑸融資金額 千円 28,290 24,817 28,800

一定の利用
がある

⑶
H
2
2
851,450 ⑹
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産
業
・
経
済

３
商
工
業

(

3

)

商
工
業
の
活
性
化

16

商
工
観
光
課

中小企
業融資
支援制
度設置
事業

市内に主たる事業所を有する
小規模事業者や中小企業者
に対し，運転，設備資金を低
利で貸し出す融資制度。小口
事業資金融資の円滑化と事
業の維持発展を図るととも
に，経営基盤の確立・向上に
必要な事業資金を融資し，企
業経営の安定及び向上を図
る。
市内にある5つの金融機関で
取り扱っている。

21年度実績
・小規模事業資金融資　新規
32件　融資金額106,400千円
・中小企業経営安定資金融資
新規30件　融資金額171,970
千円

取扱金融機関と連携しなが
ら，中小企業者等への利用促
進を図り，経営の安定及び向
上につなげる。
県や国民生活金融公庫などが
提供する様々な融資メニュー
があるため，今後差別化を図
り利用実績の向上につなげる
必要がある。

市
内
中
小
企
業
者

市が金融機関に
対し預託金を拠出
し，金融機関は、
預託金の3倍以上
の額を資金として
融資を実施する。

小規模事業者の小口事
業資金融資の円滑化と
事業の維持発展を図る
とともに中小企業者の
経営基盤の確立・向上
に必要な事業資金を融
資し，企業経営の安定
及び向上を図る。

150,590 4

市内事業者
の経営安
定，向上に
つながる。

3

融資条件
の見直しや
制度の周
知により，
利用実績
が増える可
能性がある

5

預託金
のため，
基本的に
は年度
末に同額
が返還さ
れる

4

国，県，
政府系
金融機
関等に
同様の
制度が
あるが，
利用者
にとって
より身近
で利用し
やすい
制度とす
るために
は，市の
関与が
必要であ
る。

4

経済状
況が依
然として
厳しい
中，事業
者の経
営継続，
安定の
ために，
融資制
度の社
会的
ニーズは
高い。 4

市預託
額の2倍
近くの利
用があ
り，ニー
ズは高
い。

24 B 継
続
継
続
継
続

最悪期を脱し
たものの依然
として厳しい経
済情勢が続い
ており，今後も
本制度の利用
が見込まれ
る。

無
し

継
続

景気の状
況，ニーズ
に応じて制
度の見直し
が必要であ
る。また，制
度の周知や
相談等を進
め，制度の
活用促進を
図る。
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産
業
・
経
済

３
商
工
業

(

3

)

商
工
業
の
活
性
化

21

商
工
観
光
課

小企業
等経営
改善資
金利子
補給事
業

○日本政策金融公庫の小企
業等経営改善資金（マル経融
資）を利用した企業に，融資
実行後12ヶ月・24ヶ月後に利
子の１％相当額を補給する。
（但し，平成２２年３月末まで
の融資実行分については，緊
急経済対策として１２ヶ月まで
の利子を全額補給する）

○２１年度実績：２５件　１，９
３５千円

本事業は，１対象者につき，
２ヵ年に渡る補給を行う制度で
あるため，補給者の適正な管
理が必要である。

市
内
に
事
業
所
を
有
す
小
規
模
企
業
者

小企業等経営改
善資金（マル経融
資）に係る利子の
補給金を交付す
る

小企業の経営の安定を
図り，新規事業展開や
開発につなげる

2,303 4

小規模零細
企業のみ利
用でき，経
営改善を目
的とする融
資に対し行
う事業なの
で，目的に
合致してい
る

4

期間を決め
て利子補給
すること
で，事業主
の事業改
善を促進す
ると考える

4

補助率を
下げる
と，効果
が下がる
と予想さ
れるの
で，削減
余地は
少ない

4

世界的
に景気
が低迷
する中，
特に小
規模・零
細企業
において
は，企業
努力の
みでの
改善を図
れる状況
とは考え
にくいた
め，行政
の関与・
支援が
必要と考
える

3

厳しい経
営状況を
改善する
ため，融
資に対
する要望
は大きい

4

既に多く
の申請，
問合せ
等をいた
だいてお
り，本事
業への
ニーズは
高いと考
える

23 B
未
実
施

継
続
継
続

引き続き，商
工会議所・商
工会と連携を
図り，補給対
象者に対し，
制度周知を
図っていく。

無
し

継
続

関係機関と
連携し，制
度の周知を
図るととも
に，効果の
検証も必要
である。
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産
業
・
経
済

３
商
工
業

(

3

)

商
工
業
の
活
性
化

17

商
工
観
光
課

匠伝承
事業

○みよしの匠の指導のもと，
市内小中学校の生徒が技能
体験を行う場合に，補助金を
交付する。
対象経費：みよしの匠への謝
礼，技能体験に要する経費な
ど
○Ｈ２１年度実績：９件　３８９
千円

小・中学校の児童・生徒へもの
づくりへの興味関心を高める
事業として，意義あるものと考
えられるため，学習カリキュラ
ムに組み入れるなど，教育委
員会，学校と連携を図る必要
がある。

市
内
の
小
・
中
学
校

技能体験に係る
経費を助成する

優れた技能に接するこ
とにより，技能のすばら
しさ又は「ものづくり」の
おもしろさを体験し，優
れた技能への感動や
「ものづくり」への関心を
高める。

979 4

三次を代表
する技能の
周知・啓発
につなが
る。

3

学校教育と
の連携方
法を改善
し，全ての
学校で実施
するなど検
討できる。

3

実施回
数の縮
小，謝礼
等の削
減はでき
るが，削
減しすぎ
れば活
動が停
滞する。

3

小・中学
校の生
徒への
支援が
主である
ため，行
政の関
与が必
要であ
る。

4

団塊の
世代の
退職者
が増加
するなか
で，若年
層のもの
づくりば
なれは
深刻であ
り，職業
意識の
醸成は
急務であ
る。

3

小・中学
校の生
徒への
活動が
主である
ため，一
般的な
ニーズ・
要望は
少ない
が，保護
者，地域
の高齢
者と連携
した事業
展開も見
られる。

20 C 継
続
縮
小
拡
大

補助上限額
や，対象経費
について検討
が必要と考え
る。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

継
続

小・中学校
の児童・生
徒が地元の
優れた技能
に接するこ
とにより，も
のづくりに
対する興味
や関心を高
めていくこと
は意義があ
り，継続し
て実施する
必要があ
る。
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産
業
・
経
済

３
商
工
業

(

4

)

さ
ま
ざ
ま
な
立
場
の
人
の
就
業
の
場
の
確
保

17

商
工
観
光
課

生活応
援・提携
融資事
業

市内に勤務，又は居住してい
る勤労者に対して，住宅建設
関連費，教育資金，冠婚葬祭
費のほか，生活支援資金を融
資。
本融資制度により，市内勤労
者等の生活の安定を資金面
から支援する。
取扱金融機関：中国労働金庫

21年度実績
三次市生活応援融資　新規1
件　融資金額500千円
三次市提携融資　新規18件
融資金額24,317千円

依然として雇用情勢が不安定
な状況にあるため，本融資制
度は必要なものであるが，生
活応援融資については利用が
低調なため，見直しを検討す
る。
提携金融機関と連携しながら
市民への浸透を図り，利用促
進につなげる必要がある。

市
内
で
働
い
て
い
る
，
ま
た
は
居
住
し
て
い
る
勤
労
者

市内勤労者の生
活の安定を資金
面から支援するた
め，低利で利用し
やすい融資制度
を設ける

市内で働いている，また
は居住している勤労者
の生活の安定を図る

170,295 4

市内で働い
ている，また
は居住して
いる勤労者
の生活の安
定に繋がる

3

融資条件
の見直しや
制度の周
知により，
利用実績
が増える可
能性がある

3

預託金
のため，
基本的に
は年度
末に同額
が返還さ
れるが，
預託額
ほどの利
用はない
ため，事
業費の
縮小は
可能 4

金融機
関の商
品として
提供でき
るが，低
利率を実
現するた
めには，
市が資
金を提供
し関与す
る必要が
ある。

3

大きな支
出が必
要になっ
た場合
の資金
調達手
段とし
て，ニー
ズがあ
る。

3

一定の
利用が
あり，市
民ニーズ
はある。

20 C 継
続
継
続
縮
小

経済情勢の変
化により，本制
度の利用の増
加が見込まれ
るため，継続
する必要があ
るが，生活応
援融資枠を縮
小する方向で
調整する。

予
算
額

有
り

1
6
 
予
算
の
見
直
し

縮
小

依然として
景気が低迷
している
中，不安定
な雇用情勢
が続くもの
と予測され
る。生活応
援融資は縮
小するが，
提携融資の
周知，利用
促進を図る
必要があ
る。

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

事
業
規
模

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証
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平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴広報活動 回 4 6 6

・ジョブカフェ
の開催
・ジョブカフェ
の告知活動
・帰三促進登
録者への就
職情報案内
文書送付

H
2
0
567,000 ⑷来場者 人 61 80

就職相談会
来場者数

⑵
H
2
1
172,833 ⑸

⑶
H
2
2
161,833 ⑹

⑴
ＰＲ活動
（チラシ配
布）

枚 200 500 300
事業の啓
発，広報

H
2
0

13,970 ⑷受講者数 人 46 343 310
参加率は高
い

⑵
H
2
1

27,330 ⑸

(4)のう
ち，就職
者数（把
握分）

人 19 32 35

⑶
H
2
2

34,300 ⑹

(4)のう
ち，資格
取得者数
（把握分）

人 44 45

⑴
周知チラ
シ配布数

46,000 45,000 45,000
環境フェスタ
周知チラシ
配布数

H
2
0

111 ⑷来場者数 t-CO2 750 300 300

環境フェスタ
へり来場者
数
（平成21年度
から会場を
変更）

⑵
H
2
1

110 ⑸

⑶
H
2
2

104 ⑹

⑴

不法投棄
防止パト
ロール走
行距離

km 5,804 37,012 61,000

市内全域を
巡回すること
により不法
投棄の抑止

H
2
0

2,516 ⑷
不法投棄
廃棄物回
収量

㎏ 580 1,191 2,300

軽微なポイ
捨てを即時
回収すること
による誘発
の防止

⑵
H
2
1

826 ⑸

⑶
H
2
2

516 ⑹
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３
商
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業

(

4

)

さ
ま
ざ
ま
な
立
場
の
人
の
就
業
の
場
の
確
保

19

企
業
誘
致
課

帰三促
進・就職
相談事
業

  広島市内で，若年層から団
塊の世代までを対象に，三次
市の雇用関連情報や企業情
報を発信し，企業の人材確保
と同時に，三次市へのU・Iター
ンを進め，定住人口の増加を
目指す。市内企業のガイダン
ス及び田舎暮らし相談会を行
う。
  また就活に役立つ情報をダ
イレクトに送付する三次市就
職サポート事業を実施してい
る。

三次市内の雇用労働情報に
ついては，三次市雇用労働対
策協議会加盟，48社の企業情
報をガイドブックに掲載し提供
している。
従業員4人以上の事業所は平
成18年は3,457社（三次市内・
その内民間は3,216社・県企業
統計）と少なく5年間で293事業
所が減少しており，学生の希
望職種に適する企業が少ない
ことが課題である。
また現在の不況状況により，
就職相談会を開催しても参加
企業の応募が少ない（採用計
画が無い事業所が多い）状況
であり，三次で就職したい人と
のマッチングが難しい状況で
ある。

三
次
市
へ
の
就
職
・
定
住
を
希
望
す
る
者
及
び
市
内
中
小
企
業
者

企業の求める人
材を確保するた
め，企業ガイダン
スを開催し新規学
卒予定者を含め
た就職希望者と
のマッチングを行
う。併せて三次市
の魅力をPRする。

企業は多様な人材を必
要としており，人材確保
を支援することで，産業
の活性化に資するととも
に若者の流出を防ぎ，
三次市への転入者を増
やす。

1,037 4

企業の求め
る人材の確
保と就職を
希望する学
生とのマッ
チングによ
り，定住人
口の増加に
つながる事
業である。

4

資金力の
乏しい中小
企業にとっ
て，合同で
企業ガイダ
ンスを開催
し，人材確
保を行うこ
とは有効な
雇用労働
施策であ
る。

4

開催周
知のため
の広告
費，三次
PRの経
費が大
半であ
る。

4

企業の
人材確
保を行政
として支
援するこ
とは，商
工業の
振興と雇
用の拡
大にとっ
て重要で
ある。

5

製造業
において
は，技術
職の人
材確保
が厳しい
状況に
あり，市
内中小
企業から
の要望
は強い。
介護職・
看護師
職場に
おいても
人材確
保が非
常に厳し
い状況で
ある。

5

若者の
流出を防
ぎ，若者
を三次へ
呼び戻
す事業で
ある。保
護者から
の申込
み要望も
あり，市
民の関
心は強
い。 26 B

未
実
施

継
続
継
続

参加企業及び
相談者へのア
ンケートでも事
業継続への要
望が強かった
事業である。し
かし就職相談
会という事業
の性質上，今
後は商工労働
担当課（商工
観光課）が主
催し，定住促
進係が参画す
る形態に変更
し，継続するこ
とが望ましい。

継
続

若者の定住
にもつなが
るとともに，
企業の人材
確保のため
にも継続し
て実施する
必要があ
る。また，実
施にあたっ
ては，商工
労働部局と
の連携によ
る取り組み
等効果的な
方法を考え
ていく必要
がある。
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産
業
・
経
済

３
商
工
業

(

4

)

さ
ま
ざ
ま
な
立
場
の
人
の
就
業
の
場
の
確
保

20

商
工
観
光
課

職業訓
練委託
事業

就職活動中の市民および市
内事業所にお勤めの方を対
象に，資格取得，スキルアップ
などを支援。
就職活動中の方の就業機会
を広げ，勤労者の職業能力の
向上につなげる。
広島北部地域職業能力開発
協会（広島北部地域職業訓練
センター）へ訓練講座を委託
し，実施している。

21年度実績
・三次市緊急職業訓練委託事
業　委託額2,703千円　講座数
2　受講者数40名
・三次市緊急職業訓練委託事
業（9月補正分）　委託額
10,667千円　講座数18　受講
者数303名

依然として雇用情勢が不安定
なため，今後も就職活動中の
方の就業機会の確保と企業の
優秀な人材の確保を支援する
必要がある。

就
職
活
動
中
の
市
民
お
よ
び
市
内
事
業
所
に
お
勤
め
の
方

広島北部地域職
業能力開発協会
へ広島北部地域
職業訓練センター
で実施する職業
訓練を委託する。
緊急経済対策事
業のため，受講料
は無料とする。

就職に有利となる資格
取得や、在職者のスキ
ルアップなどを支援する

13,665 4

市では実施
できないた
め，研修ノウ
ハウのある
広島北部地
域職業開発
協会へ委託
し実施。

4

参加率が
高く，一定
の成果が
得られてい
る。

3

雇用情
勢が改
善されれ
ば，事業
規模の
縮小は
可能。

3

就労支
援やスキ
ルアップ
支援が
雇用機
会の拡
大や有
能な人
材の確
保につな
がる。
雇用施
策を一体
的に行う
ために
は，市が
行うべき
である。

3

厳しい雇
用情勢で
あるた
め，資格
の保有が
就業機会
の拡大に
つなが
る。

4

募集人
員に対
する参加
率は8割
を超えて
おり、市
民ニーズ
は高い。

21 C
未
実
施

未
実
施

継
続

受講料を無料
としていること
もあり，講座の
参加率は高
い。雇用環境
が改善されれ
ば，一定の受
益者負担を求
める必要はあ
る。

有
り

1
7
 
コ
ス
ト
の
削
減

継
続

市民ニーズ
は高く，受
益者負担を
含め成果の
検証を行う
必要があ
る。
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１
環
境
保
全
・
資
源
循
環

(

1

)

美
し
い
山
，
川
，
田
園
風
景
に
配
慮
し
た
ま
ち
づ
く
り

16

環
境
政
策
課

環境ク
リーン
フェスタ

　三次市かいてき環境保全条
例に規定する「かいてき環境
の日」に実施する市民参加の
環境活動に位置づけ，市民参
加型イベントとしてフェスタを
開催している。
　平成21年度は，市民一人ひ
とりが地球温暖化対策などの
環境保全について考える機会
となるよう，環境講演会，「み
よし環境大賞」の表彰，学校
版環境ＩＳＯ認定校の活動発
表，小・中学校児童・生徒及び
一般市民から募集した環境ポ
スター，手作りマイバッグの展
示，リサイクル品の抽選会な
どを実施した。

　三次市かいてき環境保全条
例では「かいてき環境の日」を
市民参加の環境活動を実施す
る日と定め，市民・地域・行政
が連携し具体的な取組を行う
ことを求めている。
　人類全体での課題である地
球温暖化など環境問題を解決
するため，一人ひとりの環境保
全意識が地域に広がるよう取
り組む必要がある。

市
民

　環境講演会，
「みよし環境大賞」
の表彰，作品募
集，学校での環境
活動の発表などを
通して，市民の環
境意識の向上を
図る。

　環境意識の向上によ
り，市民一人ひとりが日
常生活で環境負荷低減
に取り組むこと。

4,961 3

　環境問題
は継続的課
題であり，
市民等来場
者の環境意
識の向上を
企図する本
事業は目的
に合致して
いる。

3

　環境問題
を解決する
には，一人
ひとりが環
境に負荷を
かけない取
組を行うこ
とが必要で
ある。
　本事業を
通して，効
果的な環境
負荷低減
の取組事
例などをわ
かりやすく
紹介し，市
民の取組
が促進する
よう努める
必要があ
る。

3

　市主催
の他イベ
ントとの
合同開
催などに
よるコス
ト削減余
地があ
る。

5

　三次市
かいてき
環境基
本条例
におい
て，市は
市民参
加の環
境活動を
実施する
ものとの
規定に
基づき実
施してい
る事業で
あり，市
の関与
が妥当
である。

4

　地球温
暖化防
止などの
環境問
題の解
決に向
け，市民
一人ひと
りの環境
意識の
向上をめ
ざした本
事業の
社会的
ニーズは
高い。

4

　地球温
暖化など
の環境
問題解
決に向
け，市民
ニーズは
高いと考
えられ
る。

22 B 継
続
継
続
継
続

　地球温暖化
対策など環境
問題解決のた
めには，一人
ひとりが日常
生活の中で温
室効果ガス排
出量の削減な
ど環境負荷低
減に努める必
要があり，これ
らに関する具
体的な取組内
容を明示し，
環境意識の向
上を図る本事
業の必要性は
高いと考える。

無
し

継
続

環境問題へ
の取り組み
が責務とし
て位置づけ
られつつあ
る。業界団
体への呼び
かけや，さ
らなる環境
意識の向上
の場，行動
するきっか
けになるよ
うなイベント
となるよう
効果的な手
法，企画を
していく必
要がある。
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環
境
政
策
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不法投
棄防止
パトロー
ル事業

不法投棄の未然防止，早期
発見，早期対応を図るため，
市内全域を対象に不法投棄
多発地域を重点的に巡回パト
ロールを行うとともに，市民，
行政が一体となり不法投棄の
監視，啓発活動を行うことによ
り，街の美観を保全し，安全で
安心な街づくりを行う。
平成２１年度については１０月
から実施

軽微なポイ捨てに関しては早
急に回収し誘発を防止する。
市管理地，市道以外の不法投
棄及び多量の不法投棄につい
ては，地権者との協議調整等
が必要。

不
法
投
棄
者

車両への啓発看
板・啓発シール表
示による巡回パト
ロール軽微なポイ
捨てについては即
時回収。

環境保全の意識を持
ち，不法投棄を「しない，
させない，許さない」の
環境力を築く。

30,589 5

本事業は不
法投棄防止
パトロール
を行うことに
より不法投
棄の未然防
止，啓発活
動を目的と
し，市民に
分かりやす
い事業であ
る。

3

不法投棄
多発地帯を
重点的に
パトロール
する事によ
り不法投棄
者への意
識改革につ
ながる。同
一地点へ
のポイ捨て
が多発して
おり対策を
講じる必要
がある。

3

効率の
良い回収
方法によ
るコスト
削減余
地があ
る。

4

自治会
等による
防犯パト
ロールを
行うと
き，不法
投棄も合
わせて
行う地区
がある。
他の自
治会にも
協力を依
頼し，行
政が連
携して取
組むこと
がより効
果的であ
る。

4

不法投
棄は美
観を損な
うだけで
なく街の
治安も損
なう恐れ
があり社
会的
ニーズが
高い。

5

市民の
不法投
棄を無く
したいと
いうニー
ズは高く
不法投
棄防止
パトロー
ルを行う
未然防
止に繋
がり推進
が必要。 24 B

未
実
施

継
続
継
続

住民自治組織
及び郵便局に
協力を得なが
ら不法投棄防
止の監視パト
ロールを行
い，早期に回
収することで
誘発防止に努
めています。
不法投棄防止
パトロールを
行うことによ
り，不法投棄
の未然防止に
効果的であ
り，また，市民
の関心も高く
パトロールの
要望も多数あ
るため。

継
続

庁内の協力
体制の構築
のほか，自
治会との連
絡体制の整
備による情
報提供や，
不法投棄を
「しない・さ
せない・許
さない」と
いった防止
のための市
民への意識
の醸成への
取り組みも
必要であ
る。

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

有
り

1
7
 
コ
ス
ト
の
削
減

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

4
 
市
民
の
多
様
な
力
の
活
用

39／63 2010/11/18



平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
補助金交
付件数 件 14 29 10

補助金交付件数
は本制度による
市内の環境衛生
施設整備の推進
度を示す。（７月３
０日現在の申請
件数）

H
2
0
285,142 ⑷

補助金交
付によっ
て整備さ
れた集積
所の理容
世帯

世帯 170 410 100

本制度申請
時の利用世
帯合計は市
の世帯に占
める改善さ
れた集積所
の利用割合
を示してい
る。（ 月 ０

⑵
H
2
1
168,241 ⑸

補助金交
付総額

千円 1,118 1,928 684

本制度の補
助金交付総
額は，環境
衛生施設改
善に対する
市の貢献度
を示す。（７
月３０日現
）

⑶
H
2
2
390,700 ⑹

⑴
アダプト
路線及び
河川

箇所 30 41 46
H
2
0

23,933 ⑷認定団体 団体 29 39 44

⑵
H
2
1

17,975 ⑸
対象路線
及び河川
の距離

㎞ 42 47 48

⑶
H
2
2

15,782 ⑹

⑴
学校版環
境ISO実
践校数

校 10 13 16
実践校が
年々増加し
ている。

H
2
0

75,500 ⑷

学校版環
境ISOを
実践する
児童・生
徒数

人 695 837 1,164

実践校の増
加に伴い，
児童・生徒数
も増加してい
る。

⑵
H
2
1

67,692 ⑸

⑶
H
2
2

57,812 ⑹

⑴
登録範囲
の職員数 人 599 599 599

　環境マネジ
メントシステ
ムの運用に
より，事務事
業から生じる
環境負荷を
低減するとと
もに，職員等
の意識改革

H
2
0

5,552 ⑷

市役所の
事務事業
に伴う温
室効果ガ
ス発生量

t-CO2 20,684 20,947 20,738

前年度の発
生量から1％
削減

⑵
H
2
1

4,170 ⑸

三次市地
球温暖化
実行計画
による基
準値との
比較

t-CO2 28 291 82

基準値：平成
16年度の発
生量
20,656t-CO2

⑶
H
2
2

3,180 ⑹
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三次市
家庭系
一般廃
棄物集
積所整
備事業

市民生活の環境整備を図るた
め，三次市家庭系一般廃棄
物集積所整備に要する費用
の二分の一の補助金を交付
する。（限度額：１０万円）条
件：市内のおおむね１０戸以
上が共同で利用するごみ集積
所であること，設置する土地
所有者の承諾が必要。

年度によって補助金申請の数
が予想できないため，当初予
算での執行が困難な年度があ
る。今後ごみ集積所の老朽化
が進み同時期に補助金申請
の集中する年度があると予想
される。

市
内
の
お
お
む
ね
１
０
戸
以
上
が
共
同
で
利
用
す
る
環
境
衛
生
施
設

の
利
用
者

。

一集積所あたりの
補助金，施設設
置費用額の二分
の一（限度額：１０
万円）の補助金を
交付し市民生活
環境整備を図る。
街の美観を損な
わないようなごみ
集積場の設置。

集積所を設置することで
廃棄物の飛散防止・周
辺地域の環境美化を促
進。また収集業務の安
全，迅速化にも繋がる。

4,879 5

市内の家庭
系一般廃棄
物集積所を
整備するこ
とに対して
補助金を交
付し，環境
衛生施設を
改善する制
度であり目
的達成への
手段が目的
に合致して
いる。。 4

本制度によ
り集積所整
備が促進さ
れ，廃棄物
の飛散防
止・集積所
周辺及び
街の環境
美化に，貢
献してい
る。

4

本制度
の補助
対象は，
集積所
本体とそ
の基礎
部分であ
り，それ
以外の
費用は
含まれて
おらず，
集積場
の老朽
化の現
状を考え
ると削減
できない
が，人件
費につい
ては削減
余地がな
いとは言
えない。

4

一般廃棄
物の分別
啓発・回
収は市が
行ってお
り，集積
所整備の
助成も市
が行うも
のであ
る。

5

ごみ集積
所の整備
は，市民
の環境意
識の高揚
にも繋が
るもので
あり，社
会的ニー
ズが極め
て高い。

5

廃棄物
の飛散
防止，環
境整備
に伴う集
積所の
新設・更
新・修繕
を申請さ
れる団体
等が増
加してお
り，市民
ニーズが
極めて
高いこと
がわか
る。

27 A
未
実
施

継
続
継
続

今後，ごみ集
積所の老朽化
が進み，新
設，更新，修
繕を申請され
る団体等が増
加傾向にあ
り，環境保全，
収集業務の安
全，迅速化に
繋がり市民の
ニーズが非常
に高い。 継

続

市民生活の
環境整備と
して廃棄物
飛散防止，
収集業務の
安全,迅速
化にもつな
がる事業
で，継続し
て取り組む
必要があ
る。また，更
新，修繕箇
所を把握
し，地元へ
の制度の周
知等を行
い，計画的
な整備を進
める必要が
ある。
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美
し
い
山
，
川
，
田
園
風
景
に
配
慮
し
た
ま
ち
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く
り

20
土
木
課

アダプト
制度

　広島県が管理する道路・河
川が対象。アダプト活動とは，
『養子縁組をする」という趣旨
から，市民等が主体となり，公
共空間をわが子のように面倒
をみていく活動を指す。アダプ
ト活動を実施する認定団体に
対して，活動経費の一部を奨
励金として県が交付し，道路・
河川への愛着心の醸成等を
図ることを目的としている。

広島県アダプト制度実施要領
に市町との協力が謳われてい
るが，市の具体的な役割は清
掃によって発生したゴミの回収
となる。県の管理道路と河川
の美化活動であるのに，市が
回収に行きクリーンセンターま
で運ぶこともある。ゴミの受け
入れについては当然協力を行
うべきであるが，クリーンセン
ターまでのゴミの運搬はアダプ
ト活動団体若しくは県が行う方
向で調整を図りたい。 市

民

アダプト認定団体
が，県管理の道
路・河川において
清掃，緑化等の
活動を行う。市は
アダプト認定に係
る申請受付，県へ
の進達，契約書
の送付，活動実
施報告書の進達
やごみの受け入
れに関する調整
等を実施する。

県が管理する道路及び
河川におけるボランティ
ア活動を支援し，アダプ
ト活動の活性化及び道
路・河川に関する環境
及びその機能の維持向
上を図ることを目的とす
る。

737 2

市は広島県
制度の中継
ぎ調整を行う
程度。

2

現在は広
島県管理
の道路及
び河川が
対象である
が，市道・
市管理河
川について
も同様な制
度を三次市
独自で運営
できれば住
民自治の
育成に効
果が大き
い。

4

現在，市
の費用
負担は
事務に係
る人件費
のみだ
が，市道
での運用
を行え
ば，奨励
金・傷害
保険等
の費用
負担は
増える。

2

各コミュ
ニティセ
ンターで
運用し市
の関与を
少なくす
べき。

4

道路や河
川のよう
な住環境
の整備を
求める社
会的ニー
ズは高
い。

2

広島県
のアダプ
ト制度と
同様の
制度を市
道・市管
理河川
にも導入
でき，市
民にも十
分周知
が図れ
れば市
民の
ニーズは
高まる。

16 D 継
続
継
続
継
続

広島県アダプ
ト制度の周知
を図り，市道・
市管理河川に
もアダプト制度
を導入すれば
住民自治の拡
大が図れる。

継
続

関係機関と
連携し，制
度の周知を
図る。また，
市道や市管
理河川への
制度の導入
を検討す
る。
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三次市
学校版
ISO事業

　児童・生徒の環境意識向上
を目指して，市において独自
の基準を設け，環境活動に取
り組んでいる小・中学校を認
定する。

　小・中学校38校（平成22年4
月現在）のうち，13校が認定校
となっている。今後全小・中学
校で三次市学校版環境ISOが
実施されるよう継続して取り組
む必要がある。

市
内
小
・
中
学
校
の
児
童
・
生
徒
及
び
教
職
員

小・中学校から提
出された計画につ
いて，各年度の活
動内容を審査し，
基準を満たした
小・中学校を「三
次市学校版環境
ISO認定校」として
認定する。

学校の環境活動を促進
し児童・生徒の環境意
識の醸成を図るととも
に，家庭・地域における
環境意識の向上を図
る。

880 5

環境問題は
継続的課題
であり，未
来を担う児
童・生徒の
環境意識を
高めること
は，環境保
全に取り組
むうえで効
果が高い。

3

実践校が
少数に留
まってお
り，引き続
き制度の周
知に努める
必要があ
る。

4

直接的な
経費負
担はほと
んどなく
コストの
削減余
地が少な
い。

4

学校の
環境活
動を第三
者として
評価する
ものであ
り，市に
おいて実
施した方
が公平
性の観
点から適
当と考え
る。 4

地球温
暖化防
止など環
境問題
解決に
向け，児
童生徒
の環境
意識の
向上を目
的とする
本事業
の社会
的ニーズ
は高い。

4

学校の
環境活
動を通じ
て児童・
生徒の
環境意
識が向
上するこ
とは家
庭・地域
において
も有益で
あり，市
民ニーズ
は高いと
考えられ
る。

24 B 拡
大
継
続
継
続

将来を担う子
どもたちの環
境保全意識を
向上させること
は，地球温暖
化など環境問
題解決に向け
効果が高い。

無
し

継
続

教育委員会
と連携し，
実践校の拡
大等小・中
学校での三
次市学校版
環境ＩＳＯの
実践を推進
していくこと
が必要。
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ISO140
01推進
事業

　三次市環境基本計画に基づ
き，市の事務事業において生
じる環境負荷を低減し，環境
保全施策を継続的に行うた
め，平成18年度から，市民病
院部及び学校・保育所を除く
全部書を登録範囲とし，環境
マネジメントを運用している。
　

　地球温暖化防止をめざす京
都議定書による国際的な約束
期間となり，地方自治体にお
いても率先的な対策の実行が
求められている。
　環境マネジメントシステムの
運用により，組織的に温室効
果ガスの排出削減など環境負
荷低減の取組を進めること
は，地球温暖化防止対策とし
て効果が大きい。

市
職
員
等

（
登
録
範
囲
の
施
設
で
事
務
・
事
業
に
従
事
す
る
者

）

　環境マネジメント
システムの国際
規格である
ISO14001を運用
し，市の事務・事
業から生じる環境
負荷を低減する。

事務・事業の実施方法
について環境保全の観
点から継続的に見直し・
改善を行うことで，市の
事務・事業から生じる環
境負荷を低減する。

2,498 4

 市の組織
の事務事業
から生じる
環境負荷が
低減される
とともに，市
民の環境意
識向上のた
めの啓発効
果がある。

3

　環境マネ
ジメントシ
ステムの取
組方法の
改善によっ
て，職員の
環境意識を
向上できる
余地があ
る。

4

　直接的
な経費負
担は，外
部審査
機関によ
る審査手
数料の
みであ
り，コスト
削減の
余地は
少ない。

5

　三次市
役所が
一つの
事業所と
して，国
際規格
の認証を
受けるも
のであ
る。

4

　地球温
暖化など
環境問
題解決
に向け，
地方自
治体は
率先して
取り組む
ことが求
められて
おり，社
会的
ニーズは
高い。

3

　環境に
対する意
識の向
上によ
り，民間
事業所
において
も環境マ
ネジメン
トシステ
ムの取
得に取り
組まれて
いるが，
市役所
の認証
取得は
市内の
事業所
に対する
啓発効
果がある
と考えら
れる。

23 B 継
続
継
続
継
続

　地球温暖化
防止のための
京都議定書の
約束期間とな
り，地方自治
体においても
率先的な取組
が求められて
いる。このた
め，環境マネ
ジメントシステ
ムの運用によ
り，組織的な
環境負荷低減
の取組の継続
が必要であ
る。

無
し

継
続

組織的な環
境負荷低減
の取組を継
続する必要
はある。認
証取得のＰ
Ｒ効果は高
く，これまで
の取り組み
を検証する
とともに，研
修等による
職員の環境
意識の更な
る向上に取
り組み，成
果を民間へ
波及させて
いく必要が
ある。

有
り

4
 
市
民
の
多
様
な
力
の
活
用

有
り

4
 
市
民
の
多
様
な
力
の
活
用

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

40／63 2010/11/18



平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴ 件 107 107 130

生ごみ処理
機の購入費
に対する補
助金交付件
数

H
2
0

28,317 ⑷

本事業で
補助金交
付を受け
た生ごみ
処理機器
によって
減量され
た生ごみ
の （

ｔ 10 8 10

電気式生ご
み処理機器
でのたい肥
化率（申請件
数の１／２）
とし，１台あ
たりの日平
均処理能力
697 8 ｇで計

⑵
H
2
1

24,897 ⑸

本事業で
補助金交
付を受け
た生ごみ
処理機器
によって
減量され
た生ごみ
の （た

ｔ 8 12 13

たい肥化容
器でのたい
肥化率を申
請件数全件
とし，1日平
均処理能力
697.9ｋｇで計
算

⑶
H
2
2

25,446 ⑹

軽減され
た生ごみ
処理量
（電気式
＋たい肥
化容器）

ｔ 18 20 23

⑴

三次市認
定ノー包
装運動協
力店舗数

店舗 429 435 440

　三次市認
定ノー包装
運動協力店
舗数

H
2
0

12,962 ⑷
平成21年
度レジ袋
削減枚数

枚 1,414,150 1,666,800 1,700,000

　平成21年
度レジ袋削
減枚数

⑵ 枚 50,995 47,405 50,000

　協力店へ
配布したポイ
ントカード・ポ
スターの内
訳：ポイント
カード47,400
枚，ポスター
5枚

H
2
1

20,519 ⑸

⑶ 本 206 94 100

　協力店へ
配布したスタ
ンプ・のぼり
旗の内訳：ス
タンプ87本，
のぼり旗7本

H
2
2

16,340 ⑹

⑴
申請団体
数

18 19 19
住民自治組
織１９団体全
て参加。

H
2
0
177,888 ⑷

廃食油回
収量 ℓ 5,913 6,747 6,600

一般家庭か
ら各自治組
織回収量

⑵
H
2
1
197,473 ⑸

廃割りば
し回収量 ㎏ 261 540 460

一般家庭か
ら各自治組
織回収量

⑶
H
2
2
200,157 ⑹

⑴
補助金交
付件数

－ 183 220
補助金交付
件数

H
2
0
#VALUE! ⑷

補助金を
活用し住
宅用太陽
光発電シ
ステムを
導入した
住宅での
二酸化炭
削減量

t-CO2 － 406 488

　住宅用太
陽光発電シ
ステムによる
発電見込み
量を二酸化
炭素換算し
たもの。

⑵
H
2
1
147,344 ⑸

⑶
H
2
2
115,272 ⑹
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生ごみ
処理機
器購入
補助金

 市民による家庭ごみの自家
処理を推進し，燃やせるごみ
量（生ごみ）の軽減および,ご
みの資源化意識の高揚を図
ることを目的とし，,生ごみ処理
機器を設置した者に対して，
補助金を交付する。

①補助金交付の対象となった
生ごみ処理機器の，実際の使
用状況のフォロー(設置場所の
確認等)が不十分。
②補助金額および補助率の再
検討(生ごみ処理機器の電気
式,高額なものが多く，購入機
器の1/3から1/5程度の補助額
となっている。傾向として，金
額の安価な堆肥化容器の購
入者が増加している） 市

民
の
全
世
帯

生ごみ処理機器
購入者の申請に
より購入価格の
1/2相当額を助成
する。（その額が2
万円を超えるとき
は，2万円を上限
とする。）

生ごみ自家処理を推進
することによって,ごみの
資源化意識の高揚を図
るとともに，収集・焼却
ごみの減量化により，ご
み処理施設・設備の延
命化につなげていく。

2,664 5

 生ごみの減
量化及びご
みの資源化
意識の高揚
を図ることを
目的とし，今
年度も実施
している。
　目的達成
への貢献度
は大きいと
いえる。

4

　補助対象
となる生ご
み処理機
（電気式）
の単価も高
くなってお
り，実質１/
２補助に
なっていな
いので，購
入の動機
付けとして
は弱くなっ
ている。
その反面，
農地等利
用するコン
ポスト容器
が安値であ
ることから，
購入の後，
申請をされ
る方が多く
見られる。

3

　他の手
段はな
い。
　むしろ，
補助金
の上限を
あげる手
法も考え
られるが
期待は
薄い。

5

　廃棄物
処理・環
境保全と
いう視点
で捉える
と市が行
うべき業
務と考え
る。
　また，
市が実
施するこ
とにより
行政と市
民の協
働による
廃棄物
減量化
が推進
できる。

5

　環境問
題は地
球規模
での喫
緊の課
題であ
り，社会
的関心
度は極
めて高
い。

4

　エコロ
ジーに配
慮した生
活スタイ
ルは
徐々に
市民の
間に浸
透しつつ
機種も多
様化して
おり，
ニーズは
高い。 26 B

要
改
善

継
続
継
続

　廃棄物の減
量化及び資源
の有効活用
は，社会的に
も重要かつ緊
急の課題と
なっており，本
事業は継続し
ていく必要が
あると考える。
　しかしなが
ら，より実効性
の高い制度に
なるよう利用
者等の実態調
査の結果を活
用し，要綱の
見直しや補助
率及び上限単
価の見直しを
進めなければ
はならない。ま
た，ごみの発
生抑制を合わ
せて取組むこ
とにより，一層
の成果が

継
続

燃やせるご
み量（生ご
み）の軽減
及び,ごみの
資源化意識
の高揚を図
ることは重
要である。
利用者の声
を活かしな
がら，補助
率等の見直
しを検討す
る。また，制
度の周知と
合わせて，
購入後の有
効活用につ
いての啓発
に努める必
要がある。
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買い物
袋持参・
ノー包
装運動
推進事
業

　レジ袋等の削減及び簡易包
装に協力的な事業者を「ノー
包装運動協力店」として認定
し，店舗名等を広報することに
より，その活動を支援する。

　協力店舗数やマイバッグ持
参者も増加し，市民の関心も
高くなっている。今後は，ポイ
ント制による環境配慮商品の
交換に頼らない｢買物袋持参・
ノー包装運動｣を定着させるた
め，県が提唱している｢レジ袋
無料配布中止｣にスムーズに
移行できるよう市民への周知・
啓発，事業者への説明をして
いくことが必要である。

　
市
民

　市民が買い物袋
を持参し，レジ袋
等の包装を辞退し
た場合，1回につ
き1ポイント加算
し，ポイント数
（50，100，150）に
応じて三次市指
定ごみ袋等の環
境配慮品(22 品
目）と交換できる
特典を設ける。

　市民は，買い物袋を持
参し，事業者は過剰な
包装をしないことで，レ
ジ袋等のごみ排出を抑
制する。

8,926 4

　本事業は
ごみ減量化
のため，ご
みの排出抑
制を目的と
し，レジ袋等
の包装物の
削減を図る
ものであり，
市民にわか
りやすい事
業である。

4

 更にごみ
減量化に
対する意識
が市民に
浸透し，そ
のためレジ
袋削減枚
数も約１６７
万枚（前年
度比１８％）
と増加し
た。

3

　ポイント
制による
特典効
果によ
り，環境
に対する
意識の
高揚を推
進するも
のであ
り，経費
を削減す
れば特
典効果
が薄くな
り，成果
が縮小す
る可能性
がある。
交換品
配布等
の人件
費につい
ては，協
力店に依
頼する等
の 法に

4

　資源循
環型社
会を実現
させるた
め，市
民・事業
者・行政
が連携し
て取り組
むことが
より効果
的であ
る。

4

　廃棄物の
排出抑制
と資源化
は，現代社
会の重要
な課題で
あり，社会
的ニーズ
は高い。

4

　市民の
環境を良
くしたい
という
ニーズは
高く，今
後とも環
境に対
する意識
の向上を
地球規
模での
推進が
必要であ
る。

23 B 継
続
継
続
継
続

市民の関心も
高く浸透してい
る。
　今後は，ポイ
ント制による環
境配慮商品の
交換に頼らない
運動を定着させ
るため，県が提
唱しているレジ
袋無料配布中
止（有料化）へ
スムーズに移行
できるよう市民
への周知・啓
発，事業者への
説明をしていく
ことが必要であ
る。

継
続

マイバッグ
持参者も増
加し，市民
の関心も高
くなってい
る。今後
は，市民へ
の周知・啓
発，事業者
への理解を
図り，県が
提唱する｢
レジ袋有料
化｣へのス
ムーズな移
行に向けた
取り組みが
必要であ
る。

163

第
5
 
環
境

１
環
境
保
全
・
資
源
循
環

(

3

)

資
源
を
大
切
に
す
る
ま
ち
づ
く
り

19

環
境
政
策
課

街角ＥＣ
Ｏステー
ション事
業

　地域との協働により，生活
環境の保全及び公衆衛生の
向上を目的として，地域に根
ざした住民の自主的な環境活
動を支援・育
成していくため，地域の環境
保全に取り組む住民自治組
織に対し，助成金を交付する
事業である。

　事業の進展化に伴い，住民
自治組織の活動を定着させ，
環境保全及び公衆衛生の向
上に関しての総合拠点として，
地域住民と行政との
細やかなネットワークを構築す
る。

市
民

（
住
民
自
治
組
織

）

　助成の対象とな
る事業
・不法投棄のパト
ロール　・環境アド
バイザーの設置
・ごみ分別学習会
の開催　・廃食油
及び廃割りばしの
回収

　ごみ減量化及び資源
循環型社会へ向けた総
合的な地域環境保全
の意識の高揚を図り，
住民自治組織の活動を
定着化させ，環境保全
及び公衆衛生の向上に
関しての総合拠点とす
る。

3,752 4

　環境保全
及び公衆衛
生の向上に
関しての
総合拠点づ
くりとして，
地域の核で
ある住民
自治組織を
対象として
支援するこ
とは，おお
むね目的に
合致してい
る。

3

　助成金の
交付方法
等，改善の
余地が少な
からずある
と思われ
る。

4

　事務用
品等につ
いては最
低限必
要なもの
とし，助
成金の
額につい
ても低く
設定して
あるた
め，コスト
の削減
の余地
は小さ
い。

4

　行政が
取り組む
うえで，
地域の
環境は
自ら守る
という観
点から，
地域組
織活動
の安定
化と環境
問題の
取り組み
につい
て，市が
支援する
ことは妥
当と思わ
れる。

4

　資源の
保護の
みなら
ず，循環
型社会
形成
や地球
温暖化
防止の
実現に
貢献でき
る。

4

　各地域
の環境
保全や
循環型
社会形
成の
一環を担
い，地域
の環境
に関する
取り組み
の推進を
行うこと
により，
環境保
全の意
思の
向上に
つながる
ことか
ら，市民
のニーズ
は
高い。

23 B 拡
大
拡
大
拡
大

　住民自治組
織や公衆衛生
推進協議会と
連携してこの
事業を発展さ
せ，将来的に
は，地域での
見守りを兼ね
たふれあい収
集やごみ集積
所の整備事業
等も含め，住
民自治組織が
環境保全及び
公衆衛生の向
上に関しての
総合拠点とな
り，全地域で
自主的な取組
みとなるよう，
事業の拡大が
必要である。

事
業
規
模

ふ
れ
あ
い
収
集
及
び
ご
み
集
積
所
整
備
事
業
等

有
り

8
 
事
務
事
業
の
効
率
化

継
続

住民自治組
織や公衆衛
生推進協議
会等と連携
し，全地域
で自主的な
取組となる
よう推進す
る。
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環
境
政
策
課

住宅用
太陽光
発電設
備設置
費補助
金

　住宅用太陽光発電システム
等を設置する市民に対し，そ
の必要経費の一部を補助す
る。
　
【補助の内容】
　太陽電池モジュールの公称
最大出力1kWあたり35,000円
（上限4kW　140,000円）
　住宅用太陽光発電システム
設置時に省エネルギー設備
（LED照明設備，断熱材，複層
ガラスなど）を併せて設置する
場合は，1件7万円を加算交
付。
　（例）　3kWの太陽光発電シ
ステムとLED照明設備を設置
した場合の交付額
        　105,000円（3kW×
35,000円）　＋ 70,000　円　＝
175,000円

　住宅用太陽光発電システム
は，需要の増加に伴い価格低
下が進みつつあるが，依然と
して高価であるため市民の努
力のみでは普及が進みにくい
現状にある。

市
民

　温室効果ガスを
発生しない太陽光
発電システム及び
省エネルギー設
備を設置する市
民に対し，その設
置経費の一部を
補助する。

　地球温暖化防止のた
め，温室効果ガスを発
生しない太陽光発電シ
ステム及び省エネル
ギー設備の住宅への設
置を促進する。

26,964 5

　住宅用太
陽光発電シ
ステム及び
省エネル
ギー設備の
導入経費は
高価なた
め，導入が
進みにくい
状況にあ
る。
　導入経費
の一部補助
により住宅
用太陽光発
電システム
の普及を図
ることは地
球温暖化対
策という目
的に合致し
ている。

3

　国の補助
制度も活用
できるが，
補助金額
の増額によ
り，更に市
民の経費
負担を軽
減，アパー
ト・マンショ
ンなどを補
助対象とす
るなど対象
範囲の拡
大により一
層の効果
が見込まれ
る。

5

　直接的
な経費負
担はほと
んどなく，
コスト削
減余地
は無い。

5

　導入経
費の一
部を市費
で補助す
る制度で
あり，市
でなけれ
ばできな
い。

4

　クリー
ンエネル
ギーの
一つであ
る太陽光
エネル
ギーへ
の転換を
図り，家
庭から排
出される
温室効
果ガス排
出量を削
減するこ
とは地球
温暖化
防止対
策として
効果的
であり，
本事業
の社会
的ニーズ
は高いと
考えられ
る

4

　住宅用
太陽光
発電シス
テムの
導入経
費は高
価なた
め，普及
が進み
にくい現
状にあ
る。この
ため，導
入経費
の一部を
補助する
ことで導
入時の
経費負
担を軽減
する本事
業に対
する市民
ニーズは
高いと考
えられ
る

26 B
未
実
施

継
続
継
続

　二酸化炭素を
排出しない太陽
光エネルギーへ
の転換により，地
球温暖化防止を
図るため，住宅用
太陽光発電シス
テムの普及が進
み導入経費が一
定程度安価にな
るまで本事業を
継続実施する必
要がある。

無
し

継
続

市民ニーズ
もあること
から，引き
続き，事業
の周知を図
り，住宅用
太陽光発電
システムの
普及に取り
組む。ま
た，一定の
期間を経過
した後に制
度の検証を
行う必要が
ある。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

１
市
民
と
行
政
の
協
働

有
り

1
 
市
民
と
行
政
の
協
働

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

41／63 2010/11/18



平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
補助金交
付件数 件 - 30 20

補助金交付
件数

H
2
0
#VALUE! ⑷

本補助金
を活用し
ペレットス
トーブ等
を購入・
設置した
住宅での
二酸化炭
削減量

t-CO2 - 12 8

⑵
H
2
1
169,633 ⑸

⑶
H
2
2
100,000 ⑹

⑴
更新車両
数 台 3 3 6 危機管理課

H
2
0
4,982,666 ⑷

積載車活
動状況 回 200 200 200

消防ポンプ
積載車がど
の程度活動
しているかの
指数

⑵
H
2
1
4,222,666 ⑸なし

⑶
H
2
2
5,324,166 ⑹

⑴出動回数 回 30 28 30
注意体制・警
戒体制の出
動回数

H
2
0
634,555 ⑷出動回数 回 30 28 30

注意体制・警
戒体制の出
動による災
害防止

⑵
H
2
1
900,500 ⑸

⑶
H
2
2
716,933 ⑹

⑴

操作員
（市職員）
の点検回
数

回 18 18 18

市内１２箇所
の排水機場
年間点検回
数
継続のた
め，回数に
変更なし

H
2
0
634,555 ⑷

操作員
（市職員）
の点検回
数

回 18 18 18

市内１２箇所
の排水機場
年間点検回
数
継続のた
め，回数に
変更なし

⑵
H
2
1
650,111 ⑸

⑶
H
2
2
320,388 ⑹
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環
境
政
策
課

ペレット
ストーブ
等設置
補助金

　ペレットストーブ等を購入・設
置する市民に対し，その必要
経費の一部を補助するもの。

　【補助の内容】
　購入・設置費用の1/3（上限
10万円）

　温室効果ガスを発生しない
森林バイオマスエネルギーの
活用は地球温暖化防止に大き
な効果があるとされているが，
同エネルギーを利用するペ
レットストーブ等は灯油等を利
用する装置に比べ高価であ
り，設置者のみの負担では普
及が進みにくい状況にある。こ
のため，本補助金事業を継続
し，ペレットストーブ等の普及を
促進する必要がある。

市
民

　温室効果ガスを
発生しない森林バ
イオマスエネル
ギーの活用を促
進し，地球温暖化
防止と地域資源
の循環を図るた
め，住宅・事務所
にペレットストーブ
等木材を燃料とす
るストーブ・住宅
用ボイラーを設置
する市民に対し，
その設置経費の
一部を補助する。

　設置経費を一部補助
することにより，温室効
果ガスを発生しない森
林バイオマスエネル
ギーを活用したペレット
ストーブ等の普及を促
進する。

5,089 5

森林バイオ
マスエネル
ギーを利用
するペレット
ストーブ等
の導入経費
は灯油を利
用した装置
に比べ高価
であり，普
及が進みに
くい状況に
ある。導入
経費を一部
補助するこ
とでペレット
ストーブ等
の普及促進
を図ること
は，地球温
暖化対策，
地域資源循
環システム
の構築とい
う目的に合
致している。

4

ペレットス
トーブ等の
導入時の
経費負担を
軽減するこ
とで，ペレッ
トストーブ
等の普及
促進に効
果があると
考えられ
る。

5

直接的な
経費負
担はほと
んどなく，
コスト削
減の余
地はな
い。

5

導入経
費の一
部を市費
で補助す
る制度で
あり，市
でなけれ
ばできな
い。

4

地球温
暖化防
止のた
め，森林
バイオマ
スエネル
ギー等
二酸化
炭素を排
出しない
新エネル
ギーへ
の転換を
図ること
が必要
であり，
本制度
の社会
的ニーズ
は高いと
考えられ
る。

4

ペレット
ストーブ
等の導
入経費
は灯油を
仕様した
装置に
比べ高
価な状
況にあ
り，経費
の一部を
補助する
ことによ
り導入時
の経費
負担を軽
減する本
事業に
対する
ニーズは
高いと考
えられ
る。

27 A
未
実
施

継
続
継
続

地域資源循環
システムを構
築し，二酸化
炭素を排出し
ない太陽光エ
ネルギーへの
転換による地
球温暖化防止
を図るため，ペ
レットストーブ
等が一定程度
普及するまで
本事業を継続
実施する必要
がある。

継
続

市民ニーズ
があること
から，引き
続き，事業
の周知を図
り，ペレット
ストーブの
普及に取り
組む。ま
た，一定の
期間を経過
した後に制
度の検証を
行う必要が
ある。
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危
機
管
理
課

消防ポ
ンプ積
載車更
新

消防団のポンプ積載車を配置
年度の古いものから計画的に
更新し，消防力の向上を図
る。消防ポンプ車等１０５台
更新車両３台

今後同一年度のに更新時期
がくる車両が多数あるため，よ
り計画的な更新計画の樹立と
配置車両の見直しが必要であ
る。

市
民

（
地
域
消
防
団
，
地
域
住
民

）

古いホンプ積載車
等を計画的に更
新し，消防力の強
化を図る。

ホンプ積載車の定期的
な更新

12,668 5

火災の際，地
域住民に安
心感をもたら
す。

3

古いホンプ
積載車等を
計画的に
更新し，消
防力の強
化を図る。

3

ファシリ
テェマネ
イジメント
によりコ
スト削減
余地があ
る。

5

市が行う
べきであ
る。

5

特定地域
の住民に
は，必要
性は高
い。

5

特定地
域の住
民には，
ニーズは
高い。

26 B 継
続
継
続
継
続

計画的な更新計
画の樹立と配置
車両の見直しが
必要である。

継
続

配置計画を
勘案しなが
ら，計画的
な整備を行
う。
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危
機
管
理
課

水防事
務

気象情報（各注意報・各警報
等）に基づいて，水防の注意
体制・警戒体制として職員を
配置させ，情報を早期収集す
ることにより，早期対応し浸水
被害の未然防止とともに軽減
を図る。また，国・県から委託
を受けた河川樋門や市管理
の河川樋門について操作員
への出動及び定期点検等の
指示・管理等を行うとともに，
委託料の請求及び操作員へ
の賃金支給事務を行う。さら
に，気象情報やダム放流情報
など各関係機関からの水防情
報の収集及び対応を行う。
　21年度において，大雨・洪水
注意報等に基づく注意体制を
21回配置し，大雨・洪水警報
に基づく警戒体制を5回配置し
た。

水防体制の配置に当たって
は，気象予警報に基づき行っ
ているが，とりわけ，注意報発
令の回数が多く注意体制に伴
う時間外手当の経費が多くか
かる。また，国及び県から委託
を受けている樋門操作員につ
いて，高齢化が進み操作員の
確保が困難な状況となってい
るため，国土交通省及び県に
おいて自動式樋門への移行
や，業者への委託を検討する
必要がある。また，河川改修
等の事業を推進するため，水
防業務は建設部局で取り組む
ことが望ましいと考える。

市
民
を
対
象

。

集中豪雨や台風
被害などの水害
から市民の生命と
財産を未然に守
り，被害を最小限
に抑える。

集中豪雨や台風被害な
どの水害から市民の生
命と財産を未然に守り，
被害を最小限に抑え
る。

25,214 5

早期に水防
体制を設置
し，河川の
水位上昇に
伴う浸水被
害を未然に
防いでおり，
被害の軽減
に貢献して
いる。

3

集中豪雨
や台風被
害などの水
害から市民
の生命と財
産を未然に
守り，被害
を最小限に
抑える。

4

的確な体
制設置を
行うこと
により，
体制設
置に係る
職員の
人件費を
削減する
ことがで
きるた
め。

5

水防対
策は水
防法で
規定する
水防管
理団体
である市
の責務
で行う必
要がある
ため。

5

水防対
策は水
防法で
規定する
水防管
理団体
である市
の責務
で行う必
要がある
ため。

5

平成１８
年の豪
雨災害
（７月及
び９月）
に見られ
るよう
に，異常
気象に
伴う集中
豪雨が
日本各
地で起
こってい
ることも
あり，水
害に対
する行政
の対応
につい
て，市民
の意識
や関心
度は高
い。

27 A 継
続
継
続
継
続

水防対策は市
の責務で行う
ものであり，水
害の未然防止
と軽減を図り，
市民の生命と
財産を守るた
めには，引き
続き現状維持
を基本とする
が，より迅速で
的確な体制設
置を行っていく
ため，水防業
務は建設部局
で取り組むこと
が望ましい。

継
続

市民の生命
と財産を守
るために，
水防事業に
ついては引
き続き実施
する必要が
ある。また，
樋門操作員
の確保にあ
たって，民
間委託が可
能であれば
委託を検討
する必要が
ある。
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排水機
場の維
持管理

市設置の排水機場７箇所及
び国土交通省から管理委託を
受けている排水機場５箇所の
維持管理として，操作員であ
る市職員が月１回排水機場の
点検を行う。また，市設置の
排水機場については，点検結
果を受けて修繕を行うととも
に，電気保安業務等，業者委
託により維持管理を行う。

洪水時における浸水被害を軽
減させるためには内水排除を
行う排水機場の役割は重要で
あり，今後もその維持管理を
確実に行い，防災機能の充実
を図る必要がある。そのため
にも，日常の稼動点検は排水
機場へ配置される市職員によ
る縦・横の連携を図った体制で
引き続き行うことが，洪水時に
おける的確な対応へと繋がっ
ていく。ただし，市設置の排水
機場については老朽化してい
るため，今後，修繕等の維持
管理料が増える見込であると
ともに，専門業者による定期的
な点検が必要である。また，水
防事業と併せて建設部局にて
一体的に事業を推進すること
が望ましい。

市
民

市内の排水機場
が災害時に稼動
できるよう市職員
による稼動点検を
行うとともに，修
繕等の維持管理
を行う

災害時に稼動できるよう
維持管理を行い，本市
の地域並びに市民の生
命，身体及び財産を災
害から保護する

11,702 5

河川の水位
上昇等に伴
う浸水被害
を未然に防
ぐために
は，排水機
場の稼動が
必要であ
り，いつでも
稼動できる
よう維持管
理を行うこと
は必要であ
る。 3

市内の排
水機場が
災害時に
稼動できる
よう市職員
による稼動
点検を行う
とともに，
修繕等の
維持管理を
行う

5

排水機
場の維
持管理
は必要
最低限し
か行って
おらず，
削減の
余地はな
い。

3

定期点
検につい
て，操作
員自身
が点検を
行う中
で，実際
の稼動
操作を身
につける
ことがで
きる。た
だし，有
事の際
に確実
に稼動
するよう
専門業
者の点
検も検討
する必要
がる。

5

水防対
策は水
防法で
規定する
水防管
理団体
である市
の責務
で行う必
要があ
る。

5

４７年災
害や近
年の異
常気象
に伴う集
中豪雨
等日本
各地で
起こって
いること
もあり，
水害に
対する行
政の対
応につい
て，市民
の意識
や関心
度は高
い。

26 B 継
続
継
続
拡
大

防災機能の充
実を図り，市
民が安心して
暮らせる安全
なまちづくりを
進めるための
には，洪水時
における災害
被害を軽減さ
せる排水機場
の役割は重要
である。そのた
め市職員の定
期点検も含め
た排水機場の
維持管理は引
き続き行なっ
ていく必要が
ある。また，施
設の老朽化に
伴い，有事の
際に確実に稼
動させるため
には，年間を
通じて専門業
者による点検
を行う必要が

拡
大

近年の異常
気象（ゲリラ
豪雨など）
に対応した
防災機能の
充実・強化
を図る必要
がある。ま
た，市職員
の定期点検
は継続する
とともに，専
門業者によ
る点検を行
い，さらに，
必要な修繕
等を行う。

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

有
り

8
 
事
務
事
業
の
効
率
化

有
り

8
 
事
務
事
業
の
効
率
化

事
業
規
模

有
り

8
 
事
務
事
業
の
効
率
化

42／63 2010/11/18



平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴設置基数 基 5 7 6
防火水槽の
年間設置基
数

H
2
0
3,618,200 ⑷充足率 ％ 61 61 62

毎年５基程
度を設置

⑵
H
2
1
5,529,000 ⑸なし

⑶
H
2
2
3,969,166 ⑹

⑴定期放送 回数 260 260 260

旧三次市以
外の設置世
帯数で，受
信機設置数
はほぼ変化
なし
（各年度３月
３１日現在の
三次以外

H
2
0

76,607 ⑷
緊急時放
送（火災） 件 7 10 10

火災等の災
害時におい
て緊急に放
送を行う回
数

⑵
H
2
1

83,115 ⑸

⑶
H
2
2

82,615 ⑹

⑴
格納庫の
利用状況 回 40 40 40

格納庫の利
用回数

H
2
0
255,225 ⑷

格納庫の
利用状況 回 40 40 40

格納庫の利
用回数

⑵
H
2
1
634,675 ⑸

⑶
H
2
2
173,400 ⑹

⑴

耐震診
断・耐震
改修補助
申請件数

1 12
耐震診断・耐
震改修補助
申請件数

H
2
0
985,000 ⑷耐震診断 件 10

耐震診断補
助件数

⑵
H
2
1
#DIV/0! ⑸耐震改修 件 1 2

耐震改修補
助件数

⑶
H
2
2
143,833 ⑹
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防火水
槽整備
事業

防火水槽は，火災発生時の
初期消火の水源確保に，非常
に重要な消防施設であり，水
利の確保が困難な地域にお
いて，緊急度や必要性を考慮
して，計画的に整備する。新
設６基。

地域の防火水槽の現有数と基
準による充足率の向上

市
民

（
水
利
の
無
い
地
域
住
民

）

市民（水利の無い
地域住民）

市民（水利の無い地域
住民）

38,703 5

地域の火災
に対する不
安を取り除く

5

市民（水利
の無い地
域住民）

5

他に整備
方法はな
い

5

市が整
備を行う
べきであ
る

5

特定地
域の住
民には，
必要性
は高い。

4

特定地
域の住
民には，
住民
ニーズは
高い。

29 A 拡
大
継
続
拡
大

他事業との調
整を図り，効
率的な整備を
行う。

継
続

充足率を高
めるため，
計画的に整
備を行う。
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防災行
政無線
等

災害，公害及び気象に関する
予報，警報や営農指導，流通
市況等農家生活に関する情
報等を提供する。

災害時において，あらゆる手
段により市民へ各種の防災情
報を提供していくことは重要で
あり，現在ある防災行政無線・
オフトークの設備を有効活用し
ていくことは防災機能の充実を
図るうえでも，当面は引き続き
行なっていく必要がある。ただ
し，設備の老朽化などを考慮
し，将来的には防災行政無線
等は，ＣＡＴＶの普及率を考慮
しつつ，その機能をＣＡＴＶの
音声告知放送へシフトしていく
計画であるが，円滑にシフトし
ていくために，移行方法等が
課題である。

市
民

災害時などの緊
急を要する時は，
随時放送により災
害情報や避難情
報の伝達を行うと
ともに，通常時に
おいては，市政や
農家生活に関す
る情報などを定時
放送で伝える。緊
急を要す災害時
には，随時放送で
災害情報や市民
への避難指示等
の周知を行う。

災害時などの緊急を要
する時は，随時放送に
より災害情報や避難情
報の伝達を行うととも
に，通常時においては，
市政や農家生活に関す
る情報などを定時放送
で伝える。緊急を要す災
害時には，随時放送で
災害情報や市民への避
難指示等の周知を行
う。

21,610 4

災害等の周
知が一斉に
できるので貢
献度は高い

4

災害時など
の緊急を要
する時は，
随時放送
により災害
情報や避
難情報の
伝達を行う
とともに，
通常時にお
いては，市
政や農家
生活に関す
る情報など
を定時放送
で伝える。
緊急を要す
災害時に
は，随時放
送で災害情
報や市民
への避難
指示等の
周知を行
う。

3

旧町村
単位で設
置してい
るため，
設置年
度の古い
ものがあ
り，修繕
等に多額
の費用を
要してい
る。

5

三次市
地域防
災計画
に基づ
き，災害
情報を周
知する必
要があ
る。

4

防災行政
無線は，
災害情報
を住民に
周知する
必要があ
る

5

災害が
多く発生
している
なか，災
害に関
する情報
提供へ
の市民
ニーズは
高い。

25 B 継
続
継
続
継
続

７支所管内に
おいては災害
などの緊急情
報や行政情報
を主として防
災行政無線や
オフトークによ
り地域住民へ
の伝達してお
り，これに代わ
る伝達ツール
がない段階で
は，継続して
いかざるを得
ない状況であ
る。

継
続

全市開局の
CATVによ
る音声告知
への移行も
含め，現在
のシステム
を検証し，
新たなシス
テム構築等
計画的な移
行を検討す
る。
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消防格
納庫整
備事業

消防格納庫は，消防ポンプ積
載車，ポンプ車，可搬式ポン
プの格納場所であり，地域消
防団員の活動拠点施設として
計画的な整備を図る。改築２
棟。

合併により，地域格差が大き
いため，施設の点検調査を行
う。

市
民

（
消
防
団
，
地
域
住
民

）

消防格納庫の新
築

消防積載車の格納庫を
新設することにより，地
域防災活動の拠点施設
の充実を図り，地域住
民に安心感をもたらす。

25,387 3

火災の際，
地域住民に
安心感をも
たらす。

3

活動拠点
の整備は，
消防団員
の活動の
励みとな
る。

3

分団の
統合等に
より削減
余地があ
る。

5

市が行う
べきであ
る。

3

特定地
域の住
民には，
必要性
は高い。

3

特定地
域の住
民には，
ニーズは
高い。

20 C 継
続
継
続
継
続

施設の状況を
正確に把握
し，計画的な
整備を行う。

継
続

施設の状況
を正確に把
握し，計画
的な整備を
行う。
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19

建
築
住
宅
課

耐震改
修助成
事業

地震による建物倒壊等の被
害から、市民の生命、身体及
び財産を保護することを目的
とし、市民が自ら行う、住宅の
耐震診断・耐震改修工事の実
施に要する費用の一部を補助
するもの。
三次市耐震促進計画に定め
る、住宅の耐震化目標値であ
る　平成２７年度耐震化率８
０％（Ｈ１８年度５０％）の達成
に資する制度である。

耐震改修を促進し、地震時に
建物倒壊等の被害を減少さ
せ、市民の生命の保護と避難
経路の確保を図り、地震災害
に強いまちづくりを促進する。
市民に対して、耐震診断及び
耐震改修の更なる普及を図る
必要がある、国においても補
助率の引き上げ等、制度の拡
充が行われており、市としても
制度の拡充を検討する余地が
ある。

昭
和
５
６
年
５
月
３
１
日
以
前
に
建
築
さ
れ
た
木
造
の
戸
建
住
宅

、
長
屋
又
は
併
用
住
宅

（
住
宅
部
分
の
面
積
が
過
半
の
も
の

）
に
居
住
さ
れ
て
い
る
方

。

耐震診断及び耐
震改修工事の実
施に要する費用
の一部を補助す
るもの。
耐震診断につい
ては、診断に要す
る費用の１/３か
つ２万円を上限。
耐震改修工事に
ついては、工事に
要する費用の１/
３かつ４０万円を
上限。

耐震改修を促進し、地
震による建物倒壊等の
被害から、市民の生命、
身体及び財産を保護す
ること。

4

補助制度に
より、木造
住宅の耐震
化が促進さ
れ、地震時
の建物倒壊
による被害
から市民を
保護するこ
とができる。

2

申請者の
負担が大き
いためか、
制度の利
用は依然と
して低調で
あり、昨年
度の利用
がなかっ
た。
更なる周
知、啓発に
加え、補助
制度自体
の見直しを
検討する必
要がある。

4

補助申
請件数
が少ない
ため、１
件当たり
のコスト
は高額と
なってい
るが、制
度の利
用件数
が増加す
れば、単
位当りの
コストは
縮減可
能。

4

個人所
有の住
宅の耐
震化へ
の補助
であり、
本来は
所有者
自らの負
担におい
て行うべ
きもので
あるが、
災害に
強いまち
づくりを
進める観
点から、
行政とし
て、耐震
化率の
向上に
積極的
に取組
む必要
がある。

4

近年の
大規模
地震の
頻発を背
景に、地
震時の
建物崩
壊による
被害から
市民を保
護し、地
震による
犠牲者を
最小限
に抑える
ことは、
国家的
課題であ
る

4

大規模
地震が
頻発して
おり、建
物の耐
震性へ
の関心
は高まっ
ていると
いえる。
しかしな
がら、耐
震診断
の具体
的な内
容がわ
からない
ことや、
個人の
費用負
担が高
額となる
ことか
ら、耐震
診断・改
修への
み

22 B 継
続
継
続
継
続

いつ発生する
かわからない
大規模地震へ
の対策は、先
送りできない
課題である
が、現状の補
助制度の活用
は芳しくなく、
耐震化の促進
に大きく寄与し
ているとは言
いがたい。
他市町の状況
も参考にして、
制度の拡充や
見直し、市民
への啓発等を
進めていく必
要がある。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

継
続

耐震化の目
標数値達成
のため，耐
震診断及び
耐震改修の
相談対応等
も行いなが
ら，更なる
普及を図る
必要があ
る。

有
り

9
 
事
業
の
迅
速
化

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

9
 
事
業
の
迅
速
化

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善
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平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
設置箇所
数 基 41 49 33

上水道事業
に伴う消火
栓設置箇所
数
未整備分を
整備

H
2
0
650,804 ⑷整備率 ％ 100 100 100

水道管布設
ルートにおい
て，設置箇
所を消防署
と協議しすべ
て設置した。

⑵
H
2
1
570,755 ⑸　

⑶
H
2
2
415,121 ⑹

⑴箇所数 箇所 4 9 13
必要経費を
施工箇所数
で除す

H
2
0
3,150,125 ⑷

危険箇所
の改善箇
所

箇所 4 9 13

⑵
H
2
1
2,444,500 ⑸

⑶
H
2
2
3,107,730 ⑹

⑴
整備用品
数 件 27 27 27

特に小学校
児童を交通
事故から守
るため,ランド
セルカバー
や反射シー
ルを配布し
た。

H
2
0

80,629 ⑷
児童の交
通事故件
数

件

児童の登下
校時の交通
事故０の取
組み

⑵　 　 　 　 　
H
2
1

80,518 ⑸

⑶
H
2
2

76,703 ⑹

⑴

テント村，
街頭キャ
ンペーン
実施回数

回 14 14 14

街頭での呼
びかけやテ
ントを設営し
て啓発した
回数

H
2
0
513,142 ⑷

市内交通
死亡事故
件数

件 7 14 1

平成21年度
中２回の交
通死亡事故
多発警報を
発令し交通
死亡事故撲
滅の取組ん
だ

⑵
H
2
1
609,500 ⑸なし

⑶
H
2
2
473,000 ⑹
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第
5
 
環
境

２
防
災
・
安
全

(

1

)

だ
れ
も
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
災
害
に
強
い
ま
ち
づ
く
り

危
機
管
理
課

消火栓
新設

上水道管の新設時や現在設
置されていない上水道計画
ルートにおいて消火栓を設置
する。
新設○基。

消火栓，水道管の口径が７５
ｍｍ以上で設置が可能であ
り，現在，給水区域内において
口径が７５ｍｍに満たない地
域については，設置ができな
いため，配水管の布設替え等
が必要と考える。

市
民

（
給
水
区
域
内
住
民

）

水道管布設時に，
消火栓を設置す
る。

市民の生命，身体及び
財産を火災から保護す
るとともに，被害の軽減
を図るため。

27,967 5

消防活動に
必要な水利
施設（消火
栓）は市が
整備すべき
もの

5

水道管布
設時に，消
火栓を設置
する。

5

上水道
の布設に
伴い設置
を行うた
め

4

市の配
水管計
画ルート
から離れ
た地域
や，団地
造成後，
配水施
設として
民間が
水道管を
布設する
場合もあ
るが，上
水道の
施設整
備ルート
において
は，市が
消火栓
の設置を
行う

5

市民の
生命，身
体及び
財産を火
災から保
護し，被
害を軽減
しなけれ
ばならな
い。

5

現在，消
火栓の
設置され
ていない
区域（配
水管が７
５ｍｍ以
下）にお
いては，
一部要
望がある

29 A 継
続
継
続
継
続

水道事業の整
備に合わせ
て，消火栓設
置を行ってい
るが，市民か
らの要望もあ
り，消火栓の
設置し，管理
を行う必要が
ある。

継
続

引き続き三
次消防署，
水道局と連
携し，計画
的な設置，
維持管理を
行う。
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(

1

)

だ
れ
も
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
災
害
に
強
い
ま
ち
づ
く
り

16
農
政
課

小規模
崩壊地
復旧事
業

荒廃林地の復旧及び荒廃の
恐れがある林地の予防工事、
又は松くい虫被害等のため、
倒木により被害を助長する恐
れのある箇所での伐倒処理を
含む工事で、主要公共施設等
に直接被害を与え、又は与え
る恐れがあると認められるも
のについて事前に防護する。

財政難から、要望に応えられ
る予算の確保が困難になって
きている。

主
要
公
共
施
設

（
学
校
，
官
公
署
，
病
院
，
鉄
道
，
道
路

（
林
道

、

農
道
を
含
む

）
）
，
用
排
水
路
，
た
め
池
，
農
地
，
主
要
産
業
施

設
，
人
家
等
直
接

を
与
え
る
と
認
め
ら
れ
る
市
民

崩壊の恐れのあ
る急傾斜林地に
ついて，地元住民
の要望に基づき，
崩壊防止工事を
施工する。

崩壊防止等を施工する
ことにより，未然に災害
を防止し，住民の生命
財産を守る。

22,001 5

未然に災害
を防止出来
ている。

5

危険箇所
の解消

5

地元負
担を伴う
ことから
必要最
小限の
経費で最
大限の
効果が
得られる
工事を
行ってい
る。

4

技術的
見地か
ら，正確
な工法
選定が
可能とな
る

4

特定エリ
アにおい
て二次災
害による
被害の拡
大を防止
出来る。

4

特定エリ
アで市民
の生命
財産が
守れる。

27 A 継
続
継
続
継
続

市民の生命財
産を守る事業
で継続が必
要。

有
り

8
 
事
務
事
業
の
効
率
化

継
続

限られた予
算の中で計
画的に事業
を進める。
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(

2
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相
互
の
助
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あ
い
に
よ
る
安
全
・
安
心
な
ま
ち
づ
く
り

18

危
機
管
理
課

子ども
の安全
支援事
業

学校・地域・行政が一体となっ
て犯罪の起こりにくい環境を
整備し，児童・生徒の防犯意
識を高めることにより，安全で
安心して暮らせるまちづくりを
行う。防犯パトロールなど地域
で行われる防犯活動に対し
て，消耗品の購入配布を行い
活動を支援する。

児童･生徒に特化せず,市民全
体を対象とした防犯の取り組
みを強化する必要がある。

市
内
の
児
童
・
生
徒

子どもが安心して
暮らせる、安全な
地域社会の形成

関係部局との連携を図
り，防犯に係る消耗品
の購入・配布を行う。

2,174 4

市民提案・
職員提案に
よる事業の
ため，目的
達成への貢
献度は大き
い

2

年度を追っ
て消耗品の
貸出数が
増加するこ
とで防犯意
識を高める
効果がある
と思われる

5

年を追う
ごとに，
既存の
消耗品
等耐用
年数内
のものが
増えるこ
とにより，
購入数
量の減
少が考え
られる。

3

市と地域
が一体と
なり事業
を推進し
ていく

5

子どもが
被害に
あう犯罪
が多発し
ているた
め，社会
的ニーズ
は極め
て高い

5

昨今の
犯罪情
勢を背景
に，市内
でも防
犯，とり
わけ子ど
もの安全
に対する
関心が
非常に
高い

24 B 継
続
継
続
終
了

市民を対象と
した減らそう犯
罪の取組みの
中で行なって
いくことが本来
の取組みであ
るため。

廃
止

他事業（178
防犯事業）
へ統合す
る。
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(

2
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相
互
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よ
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全
・
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ま
ち
づ
く
り

16

危
機
管
理
課

交通安
全の推
進

交通安全協会や広島県が推
進する各季の交通安全運動
にあわせ，各関係機関と連携
を図りながら，街頭キャンペー
ンやテント村を設置し，交通安
全の啓発を行う。また，オフ
トークや防災行政無線での啓
発放送により交通安全の意識
向上を図る。
平成２０年度は作木町におい
て無事故１００００日が達成さ
れ，その為のイベント等大々
的に実施した。

交通安全の啓発と交通事故を
減少させる対策を検討する必
要がある。
真に効果のあがる啓発活動等
を推進するため，活動内容や
推進方法を見直す必要があ
る。
行政や警察が主として展開す
るのではなく，市民（住民自治
組織等）を中心となった取り組
みへ転換していく必要がある。

市
民

警察・交通安全協
会と連携し，街頭
キャンペーンなど
の啓発活動を通じ
て，市民の交通安
全意識向上を図
り，交通事故防止
に取り組む。

安全な道路交通を確保
するため，交通事故撲
滅を目的とする。

8,533 4

広報や
CATV，オフ
トークや防
災行政無線
で安全運転
を周知し，
街頭キャン
ペーン，テン
ト村等での
ドライバー
への呼びか
けをしてい
る。

2

警察・交通
安全協会と
連携し，街
頭キャン
ペーンなど
の啓発活
動を通じ
て，市民の
交通安全
意識向上を
図り，交通
事故防止
に取り組
む。 3

三次市
交通安
全協会
の，負担
金活用
方法の
見直しを
検討する
必要があ
る。

3

交通安
全協会
や各関
係機関と
連携を図
りなが
ら，  継
続してい
く必要が
ある。
住民が
中心と
なって展
開できる
よう活動
の推進
体制を見
直す必
要があ
る。

5

年々交
通量が
増加して
おり，交
通安全
への取り
組みは
必要であ
る。
また，高
齢者の
関与する
事故の
増加もあ
り，広
報・啓発
など強化
していく
必要が
ある。

5

交通事
故の件
数が増
加したこ
ともあ
り，啓発
を続けて
いく必要
がある。
交通事
故のない
安心安
全なまち
づくりは
市民の
願いであ
り必要性
は高い。

22 B 継
続
拡
大
拡
大

交通事故数に
ついて啓発を
行うことは，安
全なまちづくり
に欠かせない
と思われる。
また，交通安
全協会等の活
動を今後も支
援し，充実した
活動ができる
よう関係を密
にする必要が
ある。

継
続

行政や警察
が主体の啓
発活動では
なく，住民
自治組織等
の市民が中
心となる取
り組みを進
める。

有
り

9
 
事
業
の
迅
速
化

有
り

8
 
事
務
事
業
の
効
率
化

有
り

１
市
民
と
行
政
の
協
働

（
統
合

）
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平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
消費生活
相談ＰＲ
件数

回 47 42 50

広報，ＣＡＴ
Ｖ，出前講座
等による消
費生活相
談，多重債
務相談，消
費者の窓等
の掲載回
数， 費生

H
2
0
157,659 ⑷相談者数 人 305 238 300 相談者総数

⑵
H
2
1
208,214 ⑸

⑶
H
2
2
205,440 ⑹

⑴
防犯灯設
置補助金
交付

件 37 39 20
防犯灯設置
補助金交付
申請件数

H
2
0
288,864 ⑷

市内刑法
犯認知件
数

件 399 360 300

市内の刑法
犯認知件数
が減少傾向
にあることか
ら，一定の成
果がみられ
る。

⑵
H
2
1
262,948 ⑸　

⑶
H
2
2
1,034,150 ⑹

⑴
相談業務
月数 月 12 12 12

相談窓口設
置月数

H
2
0
1,197,500 ⑷相談者数 人 73 150 170 相談者総数

⑵
H
2
1
1,229,833 ⑸

⑶
H
2
2
1,211,333 ⑹

⑴
市民バス
等運行便
数

便 10,731 10,833 10,800

三次市民バ
ス，ふれあい
タクシーみら
さかの年間
の運行便
数。
運行する曜
日の関係で
干，増減

H
2
0

6,041 ⑷利用者数 46,029 43,955 43,000

人口減少に
あわせて高
齢者の免許
保持率が高
いことから利
用減少が続
いている。

⑵
H
2
1

5,918 ⑸

⑶
H
2
2

5,936 ⑹
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づ
く
り

13

市
民
生
活
課

消費生
活情報
整備体
制事業・
消費生
活相談
事業

PIO-NET(パイオネット，消費
生活情報整備体制事業）独立
行政法人国民生活センターの
システムを平成１３年に導入し
たことにより，消費生活相談
員が全国の相談内容を的確
に入手し，相談者への消費生
活相談や消費者の自立を目
指した啓発活動に活用するこ
とができる。また、消費者庁が
設立され消費生活相談事業
の強化が図られている。

市として相談体制の更なる充
実を図るため，相談員研修等
のスキルアップや相談員の処
遇改善が必要である。
また，将来的には人権相談，
消費生活相談，婦人相談，外
国人生活相談，市民無料法律
相談等の総合的な生活相談セ
ンターとしての機能化が望ま
れる。

市
民

「消費者生活相
談」本人面談　代
理人相談　電話に
よる相談

消費生活相談の苦情処
理斡旋等で解決を図っ
ていく。
消費者自身の課題は，｢
消費者の権利」｢自立支
援」を基本理念として，
主体的な消費者を目指
していく。

8,745 5

消費者の必
要性に対応
できていると
思われる。
消費生活相
談の解決に
向けて，苦
情処理や斡
旋，情報提
供に役立っ
ている。

3

苦情要因
の明確化と
処理斡旋
や情報提
供に繋がっ
ている。

4

相談員
の人件
費のみ
で，経費
削減の
余地はな
い。

4

支所エリ
アの相
談も多
く、消費
生活相
談は、市
民と直結
しており
市民も相
談しやす
いと思わ
れる。ま
た、消費
者安全
法で市
の消費
者セン
ター設置
は努力
義務とさ
れてい
る。

4

相談状
況は，減
少傾向
である
が，情報
化の発
達により
消費生
活相談
の内容
は複雑
多岐に
わたり相
談窓口
の果た
す役割
は大きく
なってい
る。

4

市民への
周知も毎
月広報で
行ってお
り、出前
講座も増
加してい
る。振り
込め詐欺
などで市
民の関心
も高く市
民ニーズ
がある。

24 B 継
続
継
続
拡
大

社会的ニーズ
や市民ニーズ
が高いと思わ
れることから，
より一層の充
実強化を図る
必要がある。
また21年度か
ら消費者庁も
設置され地方
消費者行政活
性化基金によ
り消費者行政
の機能強化が
図られている。
今後は、市民
への啓発、相
談員の研修等
でのスキル
アップをしてい
く必要がある。

予
算
額

相
談
員
の
県
外

（
国
民
生
活
セ
ン
タ
ー

）
研
修
旅
費
の
増
額

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

継
続

相談体制の
充実を図る
ため，相談
員研修等に
より，専門
性を高める
必要があ
る。
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2

)

相
互
の
助
け
あ
い
に
よ
る
安
全
・
安
心
な
ま
ち
づ
く
り

16

危
機
管
理
課

防犯事
業

平成19年度は，市内の各防
犯団体を支援しながら事業を
推進した。本年度も同様に「減
らそう犯罪」みよし安全なまち
づくり推進連絡協議会の開
催，また，市が設置した防犯
灯の維持管理を行うとともに，
新設に係る補助金の交付事
務を行う。
また，単年度事業である

安全で安心して暮らせる三次
市を目指して，各種団体との
連携を図り住民とともに防犯
活動を展開する。

市
民

各団体と連携を図
りながら，安心安
全なまちづくりを
目指して推進体
制を確立する

市民が安心して暮らせ
る，犯罪の起こりにくい
まちづくりを進める

10,255 4

啓発活動や
呼びかけを
行っている。

3

各団体と連
携を図りな
がら，安心
安全なまち
づくりを目
指して推進
体制を確立
する

4

防犯灯
の設置
等，より
効果的な
方法を検
討してい
く必要が
あるの
で，削減
の余地
が小さ
い。

3

各種団
体や地
域と連携
を図りな
がら，安
心安全
なまちづ
くりを目
指して推
進体制を
築いてい
く必要が
ある。

5

毎年犯罪
が多発し
ており，
住民の生
命・財産
にかかわ
ることで
あること
から，防
犯活動に
対する社
会的ニー
ズは極め
て高い。

5

犯罪が
起きてい
る限り，
啓発は
必要であ
る。
安心安
全なまち
づくりは
市民の
願いであ
り市民
ニーズは
極めて
高い。

24 B 継
続
継
続
継
続

防犯灯の設置
されていない
区域からの申
請等，今後も
安心して暮ら
せる三次市と
するには必要
な事業である
と思われるた
め。

継
続

防犯灯の設
置だけでは
なく，啓発
活動など地
域での取組
みを支援し
ていく。
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(

2

)

相
互
の
助
け
あ
い
に
よ
る
安
全
・
安
心
な
ま
ち
づ
く
り

13

市
民
生
活
課

生活相
談に関
すること

市民からの人権、生活、教
育、労務、行政苦情等総合的
な相談を来所面談、電話で受
け、各部署や他機関と連携し
て相談の解決を図っていく。

将来的には人権相談，消費生
活相談，婦人相談，外国人生
活相談，市民無料法律相談等
の総合的な生活相談センター
としての機能化が望まれる。

市
民

「消費者生活相
談」本人面談　代
理人相談　電話に
よる相談

相談者の問題解決を
図っていく。相談内容に
より適切な相談機関を
斡旋する。

14,758 4

消費者の必
要性に対応
できていると
思われる。
消費生活相
談の解決に
向けて，適
切な機関の
斡旋が出来
ている。

2

各機関との
更なる連携
が確立でき
れば効果
の余地は
大きい

3

人件費
のみで，
経費削
減の余
地はな
い。

5

個人情
報保護
のため，
市でない
とできな
い。

4

相談内
容は複
雑多岐
にわたり
社会的
ニーズは
高い。

4

近所の
人権問
題等以
前はな
かった
が、市へ
の相談
ニーズが
増加して
おり，市
民ニーズ
が高い。

22 B
未
実
施

継
続
継
続

社会的ニーズ
や市民ニーズ
が高いと思わ
れることから，
より一層の充
実強化を図る
必要がある。
婦人相談員や
児童相談員等
が合同での総
合相談体制を
とることで，よ
りきめ細かい
相談体制が図
れる。

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

継
続

市民の安心
感や満足度
を高めてい
くうえにも必
要な業務で
あり，引き
続き，各部
署との相談
体制の充実
を図り，相
談機能を高
めていく必
要がある。
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16

地
域
振
興
課

三次市
民バス，
デマンド
型バス
事業

【三次市民バス：巡回便】
　君田町，布野町，作木町，
吉舎町，三和町及び甲奴町に
おいて地域内での日常生活
の係る交通手段（定時定路
線）として，一般旅客自動車運
送事業者へ運行委託してい
る。

【ふれあいタクシーみらさか】
　三良坂町内の地域交通（区
域運行：デマンド型）を運営す
る三次広域商工会へ事業補
助を行っている。

　昨年度作成した「三次市公共
交通総合連携計画」に基づ
き，三次市民バスについては
運行回数等の平準化や利用
の少ない地域での運行態様の
変更など，地域の実情や輸送
ニーズにあわせた取り組みを
進める。
　また，乗降ステップや補助棒
などの設置を行い，高齢者を
中心とした利用者の快適な環
境の整備に努める。

市
民

　公共交通機関
の確保のため，三
次市民バス（ス
クール，通所便を
除く）の委託運行
やデマンド型バス
運行（ジャンボ車
両）の運営支援を
行っている。

　市民の実情や需要に
応じた地域内の移動手
段の確保・維持

64,112 3

　利用状況
と昨年度実
施した市民
アンケート
や利用者ヒ
アリング，事
業者ヒアリ
ング等の実
情を踏ま
え，運行回
数の平準化
等の見直し
を行う。

3

　利用が少
ない地域
（路線）で
は，運行態
様の変更も
視野に入
れて検討す
る。

4

　運行回
数の平
準化や
減便等で
ある程度
のコスト
縮減は
可能だ
が，高齢
者等の
輸送ニー
ズを反映
させる
と，その
領域は
限りなく
少ない。

3

　本来な
ら，民間
主導によ
る効果的
で利便
性の高
い交通シ
ステムが
理想であ
るが，本
市のよう
な中山
間地域
では，地
域内路
線のほと
んどが不
採算路
線であ
り，市民
の公共
交通機
関の確
保の観
点から今
後も市の
与は

4

　今後の
更なる高
齢化の
進展が
予測され
る中，自
ら移動手
段を持て
なくなる
市民が
増えるこ
とが懸念
される。
また，高
齢者の
交通安
全対策
において
も公共交
通の充
実が求
められ
る。

4

　高齢者
の免許
保有率
は高くな
る傾向で
あるが，
女性を中
心とした
自ら移動
手段を
持ってい
ない高齢
者も多く
おられる
ことか
ら，需要
が減るこ
とはな
い。

21 C 継
続
継
続
継
続

　高齢者を中
心とした自ら
移動手段を持
たない方の健
康で文化的な
最低限度の生
活を営むため
に必要な移動
する権利を保
障するとの観
点から，本事
業を引き続き
推進していくこ
とは絶対条件
である。
　しかしなが
ら，合併後６年
目を迎え，そ
れぞれの地域
事情や利用状
況から，「三次
市地域公共交
通総合連携計
画」に沿って，
事業の見直し
など地域と一
になって協

予
算
額

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

継
続

高齢者の移
動手段とし
て，今後ま
すますニー
ズは高まる
と予想され
る。運行の
周知を図
り，使いや
すさ等効率
性や効果を
検証しなが
ら今後も事
業を継続し
ていく必要
がある。

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

有
り

１
市
民
と
行
政
の
協
働

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証
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平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
利用者数
（年間） 人 1,294 1,574 1,600

　平成20年
度の利用者
数は減少し
たものの，平
成19年度に
行った利用
要件の緩和
が浸透した
果，利用

H
2
0

1,154 ⑷
利用組合
数 組 4 4 5

　住民自治
組織との協
働による運
営を構築す
る。

⑵
H
2
1

995 ⑸

⑶
H
2
2

1,078 ⑹

⑴

工事費
(橋梁工
事負担金
含む）

千円 175,044 332,187 552,690
工事費・橋梁
工事負担金

H
2
0

1,387 ⑷
工事進捗
率 ％ 48 56 74

工事費進捗
率

⑵
H
2
1

1,186 ⑸

⑶
H
2
2

1,020 ⑹

⑴
調査実施
橋梁数 橋 84 124 65

指標として橋
梁点検数を
用いる。

H
2
0

54,523 ⑷
調査対象
橋梁数 橋 262 262 262

⑵
H
2
1

41,016 ⑸
調査実施
率 ％ 32 79 104

当初１５ 以
上の橋梁を
調査する予
定であった
が，今年度１
５ｍ以下の
橋梁も行うた
め１００％を
えた。

⑶
H
2
2

77,276 ⑹

⑴
交付決定
件数 件 25 23 25

H
2
0
355,280 ⑷

申込件数
のうち、
補助金交
付
決定と
なったも
のの割合

％ 100 100 100

⑵
H
2
1
440,608 ⑸

整備され
た道路延
長

ｍ 1,002 995 1,000

⑶
H
2
2
414,520 ⑹
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立
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地
域
振
興
課

三次市
民タク
シー運
行事業

　公共交通機関がなく，医療
機関，福祉施設等から４km以
上離れている一団の地域にお
いて，自ら交通手段を持たな
い住民が利用組合を設立し，
２人以上で週２回を限度にタ
クシーを利用した場合，運行
事業者に支払った運賃の１／
２を補助するもの。
　また，その利用組合の運営
支援として，一月１，０００円の
事務経費に対する補助を行っ
ている。

　導入が比較的たやすく，支援
経費も最小限で抑えられるな
ど効果的な事業であることか
ら，「三次市公共交通総合連
携計画」においても，交通空白
域の解消手段として掲げてい
る。
　今後，住民自治組織との協
働（協議検討）により，導入地
域の拡大を図っていく。

市
民

　交通空白域で利
用組合が設立さ
れている地域にお
いて，住民が共同
（２人以上）でタク
シーを利用した場
合，週２回を限度
とし，運賃の１／２
を補助している。

　路線バス等が運行し
ていない交通空白域に
おける自ら移動手段を
持たない市民の日常生
活に欠かせない移動手
段の確保

1,567 4

　交通空白
域に暮らす
自ら移動手
段を持たな
い市民に対
し，日常生
活の移動
（交通）手段
の確保と同
時に利用者
の負担を軽
減すること
ができる。

4

　まちづくり
の一環と捉
え，住民自
治組織との
協働で既存
の利用組
合の事務
負担等が
軽減され，
利便性の
向上が図
れる。

5

　現状
は，導入
経費や
運賃の
半額を利
用者側
が負担す
る等，考
えられる
必要最
小限な支
援策であ
ることか
ら，採算
性及び効
率性の
面でも有
効な支援
策であ
る。

5

　利用運
賃への
支援であ
り，市以
外の支
援は考
えられな
い。

4

　公共交
通を補完
する制度
として，
容易で
有効な
施策であ
ることか
ら社会的
ニーズは
高いもの
と考えら
れる。

3

　利用者
が特定さ
れ，個
別・私的
に利用で
きるシス
テムであ
り，問い
合わせも
多く，他
の地域
での潜
在的な
ニーズは
高いと考
える。

25 B 拡
大
継
続
拡
大

　現行の地域
公共交通体系
では，市内全
域をカバーで
きない状況で
にあり，交通
空白域におい
て自ら移動手
段を持たない
住民にとって
は，この制度
はより実現可
能な支援事業
であり，新たに
住民自治組織
との協働によ
るシステム構
築を足がかり
に導入地域の
拡大を図って
いく。

そ
の
他

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

拡
大

住民自治組
織と連携
し，地域力
の向上，ま
ちづくりの
一環として
取り組める
よう，体制
を整え，交
通空白地域
の解消に努
める。
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都
市
整
備
課

都市計
画道路
上原願
万地線
整備工
事

三次市中心市街地である十
日市地区と住居地区である畠
敷地区が馬洗川で分断され，
畠敷地区から十日市地区へ
行くのに国道１８３号の鳥居橋
や県道和知三次線の旭橋・巴
橋付近が交通混雑しており，
尾道松江線が供用開始にな
ると更なる渋滞が予測され
る。
この為，三次町願万地から十
日市上原地区を結ぶ道路・橋
を整備することにより，交通量
を分散させ，市内の交通の円
滑化を図る。

橋梁工事が本格化し，堤防道
路に一部規制がかかることか
ら，通行者および通行車両に
できるだけ支障が生じないよう
安全対策等を講じる。

道
路
利
用
者

道路・橋梁建設 交通渋滞解消及び安全
な通行

394,009 5

一部供用開
始路線にお
いて，現時
点で通行車
両が多い。

3

アンダーパ
ス部におい
て，より安
全対策が
必要であ
る。

4

橋梁にお
ける付帯
施設(高
欄・照
明・舗装)
の景観
的要素を
どこまで
取り入れ
るかで，
コスト縮
減は可
能である
が，景観
を重視し
た部分で
あるた
め，削減
の余地
は小さい
ものと見
込まれ
る。

5

市以外
ではでき
ない。

5

市民から
早期完
成の要
望が強
い。

5

市民から
早期完
成の要
望が強
い。

27 A 拡
大
拡
大
拡
大

事業完了年度
を一ヵ年短縮
し平成24年度
早期の供用開
始を目指す。

事
業
規
模

橋
梁
工
事
の
着
手

拡
大

橋梁工事が
本格化する
ことに伴
い，より安
全対策を強
化し，早期
完成をめざ
す。
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盤
づ
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り

20
土
木
課

橋梁調
査業務

 今後老朽化する道路橋の増
大に対応するため，本市が
「長寿命化修繕計画策定事業
費補助制度要綱」に基づき，
長寿命化修繕計画を策定す
ることにより，従来の事後的な
修繕及び架替えから予防的な
修繕及び計画的な架替えへと
円滑な政策転換を図るととも
に，橋梁の長寿命化並びに橋
梁の修繕及び架替えに係る
費用の縮減を図りつつ，地域
の道路網の安全性・信頼性を
確保することを目的とする。
ついては，本市が管理する市
道橋１，２１６橋及び権限移譲
一般県道６６橋について，平
成２０年３月に作成された「広
島県橋梁定期点検要領」に基
づき，全ての橋梁点検を行う。
「長寿命化修繕計画策定事業
費補助制度要綱」による市町
村への国の補助が平成２５年
度までの措置であることから，
平成２５年度までに橋長１５ｍ
以上の橋梁を対象に長寿命
化 計 策定を行う

点検結果により，緊急度や要
修繕橋梁数，工法等を検討し
修繕化計画を策定するため，
事業費が不明である。

橋
梁
利
用
者

橋梁点検の実施 　橋梁の長寿命化並び
に橋梁の修繕及び架け
替えに係る経費の縮減
を図りつつ，地域の道
路網の安全性・信頼性
の確保を図る。

5,086 4

橋梁点検を
実施するこ
とにより，橋
梁の長寿命
化と橋梁の
修繕及び架
け替えに係
る費用を縮
減する。

3

計画策定
により，従
来の事後
的な修繕や
架け替えか
ら，予防的
な修繕及び
計画的な架
け替えの移
行により，
費用の縮
減を図る。

4

全ての橋
梁1,282
橋の点
検業務
を，職員
で実施す
ることに
係る職員
増や専
門研修
の実施よ
りも，専
門業者に
よる委託
によりコ
ストを縮
減でき
る。

5

道路法
に定める
道路管
理業務
である。

5

地域の
道路網
の安全
性・信頼
性を確保
する。

5

老朽化
する橋梁
の点検
及び修
繕計画
の作成
により，
地域の
道路網
の安全
性・信頼
性を確保
する。

26 B 継
続
継
続
継
続

橋梁調査事業
は，橋梁の維
持や安全性・
信頼性の確保
の観点からも
必要な業務で
あり，行政責
務である。

継
続

市民の安全
を確保する
ため，継続
して，計画
的に実施す
る必要があ
る。また，修
繕化計画へ
の活用を図
る。
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基
盤
づ
く
り

16
土
木
課

生活道
路整備
事業

国道・県道・市道以外の道路
で、日常生活で1戸以上が利
用し、一般の通行の用に供し
ている道路の舗装及び改築を
行ったものに対して補助金を
交付することにより、市民生活
の向上及び公共の福祉の増
進を図る。

対象事業は延長20ｍ以上で、
舗装新設の場合は幅員0.9ｍ
以上、改良の場合は幅員3.0
ｍ以上、アスファルト舗装は厚
さ4ｃｍ以上、コンクリート舗装
は8ｃｍ以上とし、補助金は原
則事業費の5/10とし、上限は
50万円。
（ただし、住民税非課税世帯
は7.5/10補助、生活保護世帯
は10/10補助）

現行制度が今年度限りとなっ
ているため、事業評価を踏ま
えて継続・廃止の議論が必要

市
民

日常生活で1戸以
上が利用し、一般
の通行の用に供
している道路の舗
装及び改築を行っ
たものに対して補
助金を交付する

住居への侵入の効率化
による市民生活の向上
及び公共の福祉の増

10,134 4

数戸の住宅
が日常的に
利用し、通
行の利便性
が高まる

4

住宅看護
支援訪問
サービスの
充実、介護
タクシーの
玄関先まで
の乗り入
れ、緊急車
両の進入な
どへの対応
が高くなる

4

他に手段
はない

3

他の類
似サービ
スが存
在しない

4

訪問
サービ
ス、介護
タク
シー、緊
急車両
の進入
などの必
要性は
高い

4

市民が
求めてい
るサービ
スである

23 B 継
続
継
続
継
続

かなりの整備
が進んでいる
と思うが、独居
老人や高齢者
世帯への介護
タクシーや緊
急車両の乗り
入れなど福祉
の増進への期
待が高まって
いくと予想され
るので、多様
化するニーズ
に即応すべく
検討を進めて
いくべきと考え
る。

継
続

事業効果，
市民のニー
ズを検証
し，事業内
容の見直し
を行う。

事
業
規
模

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

事
業
規
模

有
り

9
 
事
業
の
迅
速
化

有
り

8
 
事
務
事
業
の
効
率
化

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証
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平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
道路改良
整備延長
（m）

1,225 1,795 1,000
H
2
0
379,766 ⑷執行率 ％ 100 100

⑵
H
2
1
441,776 ⑸

⑶
H
2
2
792,985 ⑹

⑴ 8,692 5,210 4,300

平成21年度
より改良延
長を改良済
延長としたこ
とにより単位
あたりコスト
が増加

H
2
0
158,178 ⑷改良率 ％ 50 49 49

⑵
H
2
1
272,974 ⑸舗装率 ％ 75 73 73

⑶
H
2
2
248,296 ⑹

⑴
設置路線
数

路線 37 39 40

道路反射
鏡，道路防
護柵，転落
防止柵，視
線誘導標等
の交通安全
施設設置路
線数

H
2
0
626,351 ⑷事業執行 ％ 100 100 100

⑵
H
2
1
624,230 ⑸

⑶
H
2
2
606,700 ⑹

⑴
委託地区
数

地区 12 12 12

旧三次市内
－5地区
各支所－7地
区

H
2
0
18,418,583 ⑷

事業執行
率 ％ 100 100 100

⑵
H
2
1
15,890,416 ⑸

⑶
H
2
2
12,575,166 ⑹
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通
基
盤
づ
く
り

17
土
木
課

県道改
良事業
（権限移
譲分）

　県道35路線の維持修繕を事
務処理特例条例の手法で，平
成17年度～19年10月25日実
施。平成19年10月26日からは
道路法第17条第2項により県
道20路線の管理を開始。

　平成17年度　3路線3箇所の
事業実施　　　平成18年度　5
路線6箇所の事業実施
　平成19年度　4路線5箇所の
事業実施　　　平成20年度　9
路線10箇所事業実施
　平成21年度　8路線9箇所の
事業実施　　　平成22年度　8
路線10箇所の事業実施

身近になった県道改良工事に
ついて，厳しい財政運営の中，
優先する路線，整備箇所の選
定を住民の理解を得ながら進
める。

道
路
を
利
用
す
る
市
民
や
企
業
等

県道拡幅等による
整備

安全，快適，利便性の
確保

792,989 5

　目的達成
のために
は，県道整
備は有効か
つ効果的な
手段である
が，住民に
は多様な意
見があり，
合意形成の
うえ事業を
推進する。

5

　地元説明
会において
意見交換
し，地域に
即した道路
整備を行
う。

3

　低コス
トで大き
な効果を
発揮する
道路整
備のあり
方につい
て，住
民・地権
者と行政
とで合意
形成を行
う。

4

　従前，
県が道
路管理
者として
事業実
施してい
たが，市
が行うこ
とによ
り，市道
との連携
の中より
選択と集
中の事
業実施
できる。

5

　道路網
整備は
地域生
活の利
便性や
安全・安
心に直
結するた
め，社会
的ニーズ
は極め
て高い。

5

　道路網
整備は
地域生
活の利
便性や
安全・安
心に直
結するた
め，市民
のニーズ
は極め
て高い。

27 A 継
続
継
続
継
続

道路法第17条
第2項により，
市内完結の20
路線の道路改
良事業が市の
判断で可能と
なったため，財
源確保により
確実に改良を
実施していく必
要がある。

継
続

引き続き，
優先度を勘
案しながら
事業を計画
的に実施す
る必要があ
る。
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市道整
備事業

道路新設改良事業について
は，新市まちづくり計画（H15
年度作成）及び新市まちづくり
計画事業（H16年度作成）並び
に三次市実施計画（H18年作
成）に基づき事業展開を行っ
てきた。
　平成18年度は，49路線49箇
所について事業実施を行っ
た。
　平成19年度は，46路線46箇
所について事業実施を行っ
た。
　平成20年度は，50路線50箇
所について事業実施を行っ
た。
　平成21年度は，43路線43箇
所について事業実施を行っ
た。
  平成22年度は，42路線42箇
所について事業実施を行う。

　現在，道路改良計画は新市
まちづくり計画に基づき平成26
年度までの計画を持っている
が，厳しい財政運営の中，より
経済的な工法の採用や，生活
密着型道路については土地及
び立木補償などについては無
償提供を原則とした整備手法
に協力をいただきながら進め
る必要がある。

　
市
民
や
道
路
を
利
用
す
る
企
業
等

　市道を拡幅等に
より整備する。

  安全で快適、利便性
の確保

1,422,199 4

目的達成の
ためには、市
道の整備は、
最も有効か
つ効果的な
手段である
が、住民は多
様な意見が
あり、多数の
合意の上事
業を推し進め
る。

3

　地元説明
会において
意見交換を
交わし地域
に即した道
路整備をす
る必要があ
る。

3

　地域に
おいて，
道路整
備促進
のための
推進母
体を形成
し，地域
にふさわ
しい道路
につい
て、住民
と地権者
及び行政
の合意
形成を行
う必要が
ある。

5

　道路管
理者以
外には，
道路法
上困難
である。

4

　生活道
路の利便
性や幹線
道路網の
形成に貢
献してお
り，社会
的ニーズ
は高い。

4

　生活道
路の利
便性や
幹線道
路網の
形成に
貢献して
おり，市
民ニーズ
は高い。

23 B 継
続
継
続
継
続

　新市まちづく
り計画による
道路整備は市
町村合併にお
いての合併条
件であり，又
市の道路交通
網形成上欠く
ことのできない
路線である。し
かしながら，整
備手法につい
ては改善の余
地は残されて
おり，橋梁整
備についても
耐用年数を見
極めつつ整備
年次を考慮し
ていく必要が
ある。

無
し

継
続

引き続き優
先度を勘案
し，県道も
含めた全体
の整備を計
画的に実施
する必要が
ある。
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交通安
全施設
整備事
業

道路反射鏡，道路防護柵など
の交通安全施設整備のため，
国から交付される交通安全対
策特別交付金を財源として，
市内各所に整備を行う。

優先順位を定め，計画的に整
備実施する。

市
民
，
道
路
利
用
者

道路反射鏡，道
路防護柵，転落
防止柵，視線誘
導標，警戒・注意
標識，区画線など
の交通安全施設
整備

交通事故等からの未然
防と注意喚起により，安
全な交通環境を確保す
る。

24,345 5

安全施設整
備により，安
全性の確保
が見込め
る。

4

パトロール
等により，
早期対応
や未然の
事故防止
が見込め
る。

4

必要最
低限の
施工であ
り，コスト
削減の
余地は
極めて小
さい。

5

法の規
定に基
づく事業
である。

5

安心・安
全な道
路環境
は，全て
の道路
利用者
のニーズ
である。

5

交通安
全施設
事業は，
市民の
日常生
活に直
結してお
り，ニー
ズは極
めて高
い。

28 A 継
続

未
実
施

継
続

　交通安全施
設整備事業
は，安全な交
通確保という
全ての市民を
対象にした社
会的ニーズに
対応している。
市民要望も極
めて高く，事故
防止・安全確
保は行政責務
である。 継

続

優先順位を
定め，計画
的に事業を
実施する必
要がある。
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小規模
市道整
備事業
（維持管
理修繕
等）

　道路,橋梁等の維持修繕に
関する業務（パトロールを含
む）を市内を地区別に地区割
りし，業者委託及び直営によ
り行う。
　業務内容として，ポットホー
ル（穴ぼこ）補修，崩落土砂除
去，倒木処理，動物の死骸処
理，除草，側溝清掃，街灯修
繕など，主に緊急性の高い修
繕業務を行う。

　交通量の増大や大型車両の
増加により，路面の痛みが激
しく維持修繕の迅速性や的確
性が求められるため，職員の
さらなる資質向上が求められ
る。
　パトロール等計画的な巡回
や効率的な業者委託など方法
検討を行う必要がある。

市
民
，
道
路
利
用
者

ポットホール（穴
ぼこ）補修，崩落
土砂除去，倒木
処理，動物の死
骸処理，除草，側
溝清掃，街灯修
繕など

道路環境の保全と通行
に安全な道路状態を保
つ。

190,685 4

路線委託方
式により，早
期発注・修
繕が可能と
なり，安全
性の確保が
見込まれ
る。

3

パトロール
や通報体
制の強化
により，更
なる早期対
応が求めら
れる。

4

道路等
の維持
管理は
必須業
務であ
り，必要
最小限
度の対
応を行っ
ているた
め，コスト
削減の
余地は
小さい。 5

道路法
の規定
に基づく
事業であ
る。

5

道路環
境の保
全と安全
な道路
状態を保
つこと
は，社会
的な要
請であ
る。

5

市民生
活に直
結する事
業であ
り，市民
ニーズは
極めて
高い。

26 B 継
続

未
実
施

継
続

道路環境の保
全とより安全
な道路状況を
確保すことは，
市民生活，経
済活動に直結
する事業であ
り，行政責務
である。

継
続

市民が安全
で安心して
通行できる
よう継続し
て実施して
いく。

有
り

9
 
事
業
の
迅
速
化

有
り

9
 
事
業
の
迅
速
化

有
り

9
 
事
業
の
迅
速
化

有
り

9
 
事
業
の
迅
速
化
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単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
路面補修
（除草）件
数

件 585 619 630
路面補修（除
草）1件あた
りの単価

H
2
0

86,844 ⑷除草面積 ㎡ 2,383,639 2,455,226 2,500,000 除草総面積

⑵
H
2
1

85,463 ⑸
除草作業
率 ％ 53 54 55

市道延長の
うち，地元で
除草実施し
た比率（市道
総延長
1,657,126m）

⑶
H
2
2

84,139 ⑹

⑴
維持修繕
工事箇所
数

箇所 92 71 54
H
2
0
2,214,510 ⑷事業執行 ％ 100 100 100

⑵
H
2
1
1,717,183 ⑸

⑶
H
2
2
2,306,222 ⑹

⑴
用地取得
面積 ㎡ 569 1,450 69

第1期事業
（H22年度）
用地の取得
面積（ＪＲ用
地除く）

H
2
0
425,374 ⑷

用地取得
率 ％ 74 98 100

第1期事業
（H22年度）
用地取得率
（JR用地除
く）

⑵

地元等説
明・協議
（個別含
む）

回 51 73 30

地元関係者
等への説明
会，意見交
換会，個別
訪問等

H
2
1
280,103 ⑸

第1期（平
成22年度
末）事業
進捗度

％ 37 49 100
用地取得：
50％，工事・
建築：50％

⑶
施設整備
に係る検
討委員会

回 16 12 5

施設整備に
係る検討委
員会の開催
（役員協議，
意見交換
会，視察含
む）

H
2
2
17,235,054 ⑹

⑴
コンテン
ツ更新回
数

回 400 400 400

軽微な訂正
以外のコン
テンツ追加
及び更新回
数（システム
上での集計
が困難であ
るため概数
を計上）

H
2
0

26,525 ⑷
ホーム
ページ閲
覧件数

件 605,980 571,091 570,000

市ホーム
ページのトッ
プページを閲
覧された延
べ件数で，
下部の階層
の閲覧件数
を除く

⑵
H
2
1

24,597 ⑸

携帯電話
版ホーム
ページ閲
覧件数

件 36,765 26,067 25,000

市携帯電話
版ホーム
ページのトッ
プページを閲
覧された延
べ件数で，
下部の階層
の閲覧件数
を除く

⑶
H
2
2

22,530 ⑹
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環
境

３
地
域
交
通

(

3

)

交
通
基
盤
づ
く
り

16
土
木
課

小規模
市道整
備事業
（道路補
修業務
謝礼）

市道除草業務委託路線以外
の除草作業を地域の団体等
で行い、それに対し報償費と
して、除草面積1㎡あたり20円
を支払う。
ただし除草面積は除草延長に
作業幅1ｍ（両側作業は2ｍ）
を乗じたものとする。
作業中の事故保障は、市が
傷害保険に加入し対応する。
なお、昨年度の事故保障の該
当者は1件である。

◎支払件数・除草実績が年々
増加しており、地域団体による
除草作業等の道路保全美化
意識が向上していると思われ
る。
◎高齢化・少人数のため対応
が難しい地域もふえつつある。
◎地域によっては「市が責任を
もって管理すべき」との意識が
あり、活動が活発に行われて
いる地域との格差が生じてい
る。

市
民
及
び
市
道
近
隣
の
地
域
団
体
・
市
道
利
用
者

市道整備（除草
等）作業を地域団
体に行ってもら
い、それに対し報
償費を支払う。
（年間2回を限度）

安全で良好な道路環境
づくりと道路保全・美化
の向上を目指し、地域
の
市道は、地域で管理で
きる状態をつくること。

52,902 3

市民参加に
よる道路整
備の推進が
なされてい
る。

3

現在は申
請団体が
自治組織，
常会，任意
団体と様々
である。こ
れを自治連
合協議会を
中心とした
体制に移
行できれば
事務処理
の効率化
が図れる。 3

県のアダ
プト制度
のような
有償ボラ
ンティア
活動へ
移行でき
ればコス
ト縮減が
望まれる
が，現実
的に市へ
の依存
度が高
い。支払
先を自治
連合会に
一本化で
きれば，
事務処
理の効
率化とそ
れに係る
人件費に
ついてコ
スト削減
が見 ま

3

市道の
管理者
は市であ
るため。

4

地域で
作業を行
う上で一
定の費
用負担を
市に求
められて
おり，地
域団体
の活動
推進に
おいて不
可欠であ
る。 4

賛否両
論。
地域に
よって考
え方の
違いが
あり，積
極的に
道路管
理を行う
意向を持
つ地域も
あれば，
市が全
面的に
行うべき
という地
域もあ
る。

20 C 継
続

未
実
施

継
続

主に地域住民
が利用する道
路について
は，除草を含
めた維持管理
業務を地域で
対応するシス
テムを検討す
る。

継
続

市民との協
働によるま
ちづくりを進
めるうえで
も効果的な
事業であり
継続してい
く。また，主
に地域住民
が利用する
道路につい
ては，除草
を含めた維
持管理業務
を地域で対
応するシス
テムを検討
する。
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環
境

３
地
域
交
通

(

3

)

交
通
基
盤
づ
く
り

16
土
木
課

小規模
市道整
備事業
（道路・
橋梁修
繕）

地域や市民からの要望、パト
ロール等により確認した修繕
箇所について、必要・緊急度
の高い箇所から順次修繕工
事を行う。

1.膨大な修繕要望に当たって
は、昨今の工法複雑化への対
応及び緊急順位判断の的確・
公平性が求められる為、担当
職員の更なる資質向上を図
る。
2.コスト重視、安易工法等、従
来的手法にとらわれず交通弱
者や環境には配慮するなど時
代に即した工事執行を進める
必要がある。

市
民

、
道
路
利
用
者

市道（橋梁）の維
持・修繕工事

道路環境の保全と通行
に安全な道路状態を保
つ。

121,920 4

一定区間の
完本的改良
工事の外に、
部分的改良
を維持修繕
工事によって
機能・環境を
保持する。

4

小規模で早
期に工事
完了するこ
とにより、
低コストで
成果が上
がる。

5

小規模、
必要最
低限で施
工してお
りコスト
削減は
困難。

5

道路法
に定める
業務であ
る。

5

安心・安
全な道路
は、住民
のみなら
ず訪問者
や通過交
通者等、
全ての利
用者の切
なるニー
ズであ
る。

5

道路維
持修繕
事業は
住民の
日常生
活に直
結型事
業であ
り、市民
のニーズ
は極め
て高い。

28 A 継
続

未
実
施

継
続

　市道・橋梁等
維持修繕事業
は、安心・安全
な通行確保と
いう、全ての市
民を対象とし
た社会的ニー
ズに対応して
いる。住民要
望も極めて高
く、事故未然
防止等の住民
安全確保は行
政責務であ
る。

事
業
規
模

継
続

市民の安
全・安心な
通行確保の
ため，継続
して，緊急
度を勘案し
ながら計画
的に実施し
ていく。
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都
市

１
州
都
へ
の
道
の
り

(

6

)

都
市
の
中
枢
・
拠
点
機
能
の
強
化

15

都
市
整
備
課

三次駅
周辺整
備事業

・三次駅前広場から西側市道
274号線，駅南側の一部，約
1.4ｈaを事業区域とし，第1期
（平成22年度末）と第2期（平
成23年度以降）に事業を区分
し，都市のエントランスとして
の交通拠点機能の充実・強化
を図るため駅前広場再整備，
交通センター整備とともに交
流と賑わいの空間形成のため
十日市コミュニティセンター，
観光情報施設等を整備する。
・JR施設内の整備として中原
踏切歩道拡幅，駅南北を結ぶ
自由通路の設置及び駅南広
場を整備する。
・一般国道183号道路改良事
業（県事業）の事業化により相
互に協力し事業進捗を図る。

・本事業は第1期（平成22年度
末）と第2期（平成23年度以降）
に区分し事業を進めているた
め，行政と市民との情報共有
の推進が必要である。
・今年度がまちづくり交付金事
業の最終年度になるため都市
再生整備計画に計画する事業
を完了する必要がある。
・ＪＲ西日本広島支社との第2
期事業の詳細に係る合意形成
（Ｈ21年度　事業推進に係る覚
書締結）

市
民
，
駅
周
辺
及
び
十
日
市
住
民
，
公
共
交
通
機
関
利
用
者

（
入
込

客

）

駅前広場再整
備，交通セン
ター，観光情報施
設，十日市コミュ
ニティセンター，駐
車場，駅南北自
由通路，駅南広
場，駅南道路（自
歩道）整備，中原
踏切歩道拡幅な
ど

定期的な事業計画の情
報発信を行い，市民の
理解度，関心度の向上
を図る。

406,030 4

景観デザイ
ンのアン
ケートやパ
ブリックコメ
ントにより市
広報，ＨＰを
通じて情報
発信を行っ
た。地権者
に対しては
継続して代
替地，買収
価格など個
別に対応し
なければな
らない問題
がある。

4

1期事業に
ついては，
用地買収
等一定の
成果が見ら
れたが，今
年度で残り
の用地買
収が必要な
ため地権者
と個別に対
応しなけれ
ばならない
問題があ
る。

4

平成20
年度で計
画の見
直しを行
い一定の
コスト削
減は実
施した。
また，1期
事業に係
るJR関
連事業に
ついては
Ｈ21年度
に基本協
定を締結
し事業費
も概ね確
定してお
りコスト
削減の
余地は
小さい。

5

交通結
節点機
能の強
化と中心
市街地
地区のコ
ミュニ
ティ機能
の活性
化を含め
た市のエ
ントラン
ス整備で
あり，ま
ちづくり
の観点
からも公
共性が
高く市が
実施す
べき内容
である。

4

特に交
通結節
点機能
の強化
は，入込
客に限ら
ず，公共
交通機
関利用
者にとっ
て利便
性向上と
駅周辺
の活性
化が図ら
れる。
また，今
後の高
齢化社
会に対
応した地
域交通
の拠点と
なる。

4

交通結
節機能
強化とあ
わせた
賑わい・
交流機
能の整
備により
市街地
住民に
とってよ
り利便性
の高い
施設とな
るが市の
エントラ
ンス整備
から広く
市民が
利用でき
るより有
効的な
活用策を
講じる必
要があ
る。

25 B 縮
小
継
続
継
続

本事業は，平
成18年度から
まちづくり交付
金事業（平成
18年度～22年
度）として計画
を進めており，
事業規模や進
捗状況から計
画の見直しを
行い事業を推
進した。まちづ
くり事業として
は今年度が最
終年度になる
が，三次駅周
辺整備事業自
体は2期事業
として今後も
継続して推進
すること，事業
費・事業規模
も大きいため
より透明な市
民への情報公
開が必要にな
るため

2
 
徹
底
し
た
情
報
公
開

継
続

引き続き，
計画的に事
業を実施
し，早期完
成を目指
す。
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都
市

２
高
度
情
報
化

(

1

)

情
報
発
信
都
市

16

秘
書
広
報
課

ホーム
ページ
運営

市民をはじめ，市外へPRして
いく各種行政情報や行事等を
ホームページを通じて広く情
報発信する。

古い情報は適宜更新していく
必要がある。
部署によっては，掲載情報の
内容が充実していないところも
あるため，積極的な情報発信
を指導する必要がある。
また，携帯電話版ホームペー
ジの内容充実に努める必要が
ある。

市
民
，
市
内
事
業
所
，
近
隣
自
治
体
，
三
次
市
に
縁
の
あ
る
方
及
び

三
次
市
に
関
心
の
あ
る
方
等

使いやすく，分り
やすく，必要な情
報が見つけやす
い，利用者の立場
に立ったページづ
くりを目指す。ま
た，正確かつ迅速
な情報提供ができ
るよう各部署と連
携する。

家庭や職場からでも
ネットワーク環境が整え
ば，必要なときに必要な
行政情報へアクセスで
きる。

9,839 5

ホームペー
ジ運営によ
る情報発信
は，ネット
ワーク環境
が整ってい
れば，いつ
でも誰でも
必要な市政
情報へアク
セスすること
ができる。

3

常に掲載
内容の充
実を図る必
要がある。

4

システム
保守業
務委託
料とシス
テムリー
ス料等
は，現在
のホーム
ページ運
営・サー
ビス維持
において
最低限
必要な経
費であ
る。ただ
し，運営
方法・
サービス
内容の
見直しに
よって
は，コス
ト削減の
可能性
はある。

5

市の概
要や市
政の情
報等を不
特定多
数に対し
て常に広
く開示す
ることは
行政の
責務であ
り，住民
福祉の
向上や
まちづく
り参加の
推進等
において
も必要不
可欠であ
る。

5

積極的
な情報
開示と適
切な情
報伝達
は市民・
事業者
等ともに
市に求
められて
いるサー
ビスであ
る。

4

生活全
般に関
わる情報
や市の
業務・施
策等の
情報及
び観光・
産業等
に関する
情報等
がタイム
リーに入
手できる
ことは，
市民に
とって必
要性が
高い。ま
た，公聴
手段（ア
ンケー
ト・意見
公募等）
としても
必要性
が高まっ

26 B 継
続
継
続
継
続

部署によって
は，古い情報
が更新されて
いないもの
や，掲載情報
の内容が充実
していないも
のがあるた
め，正確かつ
迅速な情報提
供ができるよう
各部署と連携
しながら取り
組んでいく必
要がある。
また，携帯電
話版ホーム
ページについ
ても内容充実
に努めていく
必要がある。

有
り

2
 
徹
底
し
た
情
報
公
開

継
続

常に最新の
情報提供に
心がけると
ともに，誰
が見てもわ
かりやす
い，使いや
すい画面構
成を検討し
ていく。ま
た，運営方
法やサービ
ス内容の見
直しにより，
コスト削減
に努める。

有
り

１
市
民
と
行
政
の
協
働

有
り

9
 
事
業
の
迅
速
化

有
り

9
 
事
業
の
迅
速
化

有
り

2
 
徹
底
し
た
情
報
公
開

48／63 2010/11/18



平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
光伝送路
による接
続施設数

（箇所） 165 165 165
光伝送路に
よる接続施
設数

H
2
0
303,066 ⑷

ウェブ
ページの
ページカ
ウンター

（件） 605,980 571,091 570,000

「ウェブペー
ジカウン
ター」は三次
市ウェブペー
ジ閲覧者数
をカウントし
たものであ
り，ウェブ
ージ利用

⑵
ウェブ
ページの
更新回数

（回） 400 400 400

行政情報・子
育て情報・観
光イベントに
関する情報
を提供する
ウェブページ
（ポータルサ
イト）の更新
数

H
2
1
327,369 ⑸

⑶
イベント
中継の実
施回数

（回） 22 27 22

イベント中継
（三次市議会
等）の実施回
数

H
2
2
261,933 ⑹

⑴

電子入札
システ
ム，電子
申請シス
テム及び
公共施設
予約シス
テム導入

式 1 1 1

電子申請・施
設予約シス
テムについ
て平成20年
度システム
更新を行い，
平成21年度
よりＡＳＰ
ービスを

H
2
0
13,538,000 ⑷

電子申請
システム
による申
請件数
（年間）

件 9 29 50

上下水道変
更，中止，開
始届け，出
前講座申込
み

⑵
総手続き
数（電子
申請）

件 13 4 10

システムに
適した，申
請・手続を追
加予定。

H
2
1
4,965,000 ⑸

公共施設
予約シス
テムによ
る予約件
数(年間）

件 326 282 300

減少している
が，利用率と
しては横ば
いであった。

⑶
対象施設
総数（施
設予約）

施設 5 5 6

きんさいスタ
ジアムの空
き状況を公
開したため，
施設数の増
加があった。

H
2
2
5,731,000 ⑹

電子入札
による入
札件数
（年間）

件 1,362 473 480

入札参加資
格者申請数：
922件→55
件）入札件
数：440件→
418件（利用
数横ばい，
参加資格減
は 録替え

⑴
みよし夢
通信放送
回数

52 52 52
人件費の削
減による

H
2
0
427,615 ⑷

ＣＡＴＶ加
入件数 件 13,253 13,604 13,900

ＣＡＴＶ加入
者を拡大して
いくことが，
広報範囲の
拡大につな
がるため

⑵
H
2
1
515,442 ⑸

⑶
H
2
2
488,807 ⑹

⑴

e-ラーニ
ング研修
の受講者
数＋研修
参加者

人 489 509 540

e-ラーニング
研修の各
コース受講
者の延べ人
数。平成21
年度は新規
採用職員，
前年度の未
受講者及び

H
2
0

734 ⑷

情報漏え
い事件・
事故発生
件数

件

職員による
情報漏えい
事件・事故が
発生した件
数。

⑵

外部講師
等による
研修会開
催回数

回 1

外部講師等
による研修
会を開催し
た回数。

H
2
1

1,487 ⑸

⑶
H
2
2

672 ⑹
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地域イ
ントラ
ネット活
用

　平成１６年４月１日の市町村
合併により，行政サービスの
範囲が広域化し，住民サービ
スの低下や世帯数減少による
集落機能の低下が懸念される
ため，速やかな行政相談や行
政情報の提供が可能な手段
を確保する必要がある。
　また「みよし百年物語（三次
市総合計画）」においても，
「情報ネットワークによる生活
情報の提供」を掲げており，超
高速通信ネットワークを活用
し，情報提供に取り組むことと
している。

　導入後６年を経過し、機器の
老朽化が進んでおり、そろそろ
機器更新が必要な時期となっ
ている。構築時から状況が変
わった施設もあり、当時の整
備状況の見直しも必要である
が、基本的には現行機能を維
持する形で機器更新を検討す
る。また、新たな高度情報化に
ついては、平成22年度策定予
定の第2次情報化推進計画に
沿って、推進していくものとす
る。

　
市
民
及
び
三
次
市
に
関
心
の
あ
る
方

　インターネットを
通じて行政情報
の収集をより身近
にできるようにす
るとともに，ＴＶ会
議システムにより
各種相談業務を
実施する。

①ウェブページによる，
行政情報・子育てに関
する情報を収受できる。
②ＴＶ会議システムによ
り，各種相談業務を実
施する。また利用者間
の交流が図れる。③キ
オスク端末により，観
光・イベント情報が収受
できる。④教育支援シス
テムによって，学校間交
流等を図る。

54,016 3

当初の目的
どおりに，
ネットワーク
構築を行っ
た。

4

この事業に
より，ネット
ワーク基盤
の整備は
一定水準
に達したと
考えている
が，住民
サービスの
展開に不
可欠なソフ
トウェア（=
システム）
部分の整
備が不十
分であり，
意欲的な整
備が必要で
ある。

4

他の電
気通信
事業者
が整備し
た高速ア
クセス回
線では，
合併した
三次市
内を網羅
し得る
サービス
がないだ
けでなく，
回線速
度の向
上を簡
易・短期
に行うこ
とができ
ず，独自
で回線を
敷設し
ネット
ワークを
運営する
ことは大

3

市の業
務として
法律とし
ての定
めはない
が，国の
「ｅ－ＪＡ
ＰＡＮ戦
略Ⅱ」に
おいても
電子自
治体の
構築は
重点政
策と位置
づけられ
ており，
積極的
に整備を
進めるべ
きもので
ある。

5

行政圏
域が広
域にわ
たってい
ることか
ら，行政
サービス
提供の
ための
手段の1
つとし
て，また
市民と行
政の情
報共有
の基礎イ
ンフラと
して，必
要性が
極めて
高い。

5

中山間
地域や
過疎地
域を抱え
る三次市
において
は，高速
通信回
線に対
するニー
ズが高
く，各種
事業に
おいて有
用な活
用が期
待でき
る。

24 B 継
続
継
続
継
続

　市内１６５箇
所の公共施設
を結ぶ地域イ
ントラネットと，
ＣＡＴＶによる
市内全域の光
インターネット
網を活用し，
教育，福祉，
医療，防災，
子育て，農林
業・商工業の
振興など，幅
広い行政分野
で高度情報化
の恩恵を実感
できるサービ
スを展開して
いく。利用者に
は高齢者が多
く，このような
システムに対
して抵抗感が
あると思わ
れ，利用者数
の増加が見込
みにくい いっ

継
続

生活の利便
等市民の
ニーズに対
応したサー
ビス提供に
つながる活
用方法の研
究・調査が
必要と思わ
れる。また，
機器の老朽
化により，
計画的な機
器更新等を
図っていく
必要があ
る。
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電子自
治体推
進事業

行政手続きの電子化により，
事務手続きの効率化を図ると
ともに，インターネットを利用し
た手続き手段の拡大により，
利用者（市民）の利便性の向
上を図るものである。

平成21年度より電子申請シス
テム，施設予約システムとも新
システム（ＡＳＰサービス）での
運用を行っている。電子申請
システムについて，手続数を
増やしていくことが必要。

三
次
市
民
等

ＩＴ技術を活用し、
事務処理の簡素
化及び効率化を
図るとともに住民
等の利便性の向
上を目的とする。

電子申請，電子入札，
公共施設予約システム
の利用件数・対象項目
数増加。

4,965 4

システムの導
入により、空
室状況の確
認がWEB上
からできるこ
とから、予約
申込みがス
ムーズになっ
ているととも
に、予約管理
が効率的に
なっている。
電子入札シ
ステムを利用
する案件につ
いては，入
札，改札時に
市役所本庁
舎へ出向く必
要はなくなっ
た。

3

平成21年
度から電子
申請システ
ムについて
は，携帯電
話からの申
請機能が
加わり，講
座・イベント
などの申込
みを携帯電
話から行う
ことも可能
となってい
る。手続担
当課の積
極的な利用
で，利用
率，利便性
とも向上が
見込める。

4

平成21
年度から
電子申
請システ
ム・施設
予約シス
テムにつ
いては，
ＡＳＰ
サービス
での利用
を行って
おり，大
幅な経費
削減を
行ってい
る。平成
21年度
以降は
施設予
約システ
ムについ
て施設数
が増加す
ればコス
トは増加
する可能

3

市の行
政手続き
業務の
電子化
である。

3

国のＩＴ戦
略本部が
オンライ
ン利用促
進対象２
１手続に
ついて，
オンライ
ン利用率
を50％達
成するよ
う指針が
でており，
国策的
ニーズは
ある。

3

施設予
約システ
ムについ
ては，継
続的な
利用が
あり，
ニーズが
あるとい
える。ま
た，空き
状況の
確認を
WEB上
からでき
ることに
より，電
話予約
の場合
について
も予約日
の選択
がスムー
ズに行な
える。
電子入

20 C 継
続
継
続
継
続

電子自治体構
築業務は，ど
のシステムも
広島県や他自
治体と共同運
用しておりシス
テム面におい
ては改善を図
ることは難し
い。電子入札
システム，施
設予約システ
ムについて
は，定量的な
システム利用
があり，今後も
継続して使用
を行う。電子
申請システム
については，
新システム更
新を行い，各
担当課の裁量
で手続公開が
可能であり，
各課へ研修を
行なったとこ

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

継
続

現システム
の課題を整
理し，新シ
ステムへ反
映させてい
くとともに，
市民への周
知を図り，
各部局と連
携して，手
続き数の拡
大に取り組
む必要があ
る。
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三次市
ＣＡＴＶ
情報発
信事業

・ＣＡＴＶによる市広報番組の
発信（市の施策の紹介，地域
のまちづくり活動の紹介，観
光情報の提供など）
・文字放送・音声告知放送に
よる情報提供

広報担当課だけでなく，職員
全体の情報開示の重要性など
広報活動に対する意識の醸成
を図ることが必要である。

市
民

（
主
に
Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
加
入
者

）

市広報番組（市の
施策の紹介，地
域のまちづくり活
動の紹介，観光
情報の提供など）
の制作・放映。文
字放送・音声告知
放送による情報提
供

多様な広報媒体を活用
し，情報過疎をつくらな
いこと。

26,803 4

映像により
広報紙では
伝えきれな
い情報をわ
かりやすく
迅速に伝え
ることができ
ている。
また，文字
放送や音声
告知放送に
より障害の
ある方にも
タイムリーな
情報提供が
できている。

4

映像を使い
わかりやす
く広報する
ことができ
ている。放
送内容につ
いては，市
民にアン
ケートを行
うなどニー
ズに合った
番組づくり
も必要であ
る。 4

番組制
作には，
専門ス
タッフ及
び近年の
高度技
術（地デ
ジ・ハイ
ビジョン
等）に対
応した機
材等が
必要であ
るため，
現状以
上のコス
ト削減は
実現しに
くい。

5

主に市
の施策
や制度
の紹介，
地域づく
りへの参
画を促す
広報活
動を行っ
ているた
め，市が
主体的
に関わる
べき事業
である。

4

あらゆる
媒体を活
用した，
迅速・正
確な広
報は市
民にとっ
て有益で
ある。

4

あらゆる
媒体を活
用した広
報活動
は市民
からの
ニーズが
高く，迅
速・正確
な広報を
求める市
民の要
望も多
い。 25 B 継

続
継
続
継
続

市の情報発信
手段の一つと
して，広報紙
やホームペー
ジの活用と併
せて，映像とし
てわかりやすく
伝えることので
きるＣＡＴＶの
特性を活かし
た番組づくり
は，今後も必
要である。 継

続

CATVの特
性を活かし
た番組づく
りをすすめ
るとともに，
身近な情報
源として，
各部局と連
携し，市民
生活に密着
した番組内
容の充実を
図る必要が
ある。
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情報セ
キュリ
ティ研修
に関す
ること

情報セキュリティの確保は，
人的な面からの取組みが重
要な要素であり，e-ラーニング
や外部講師による研修及び庁
内ポータルの掲示板による注
意喚起等により，職員一人ひ
とりの情報セキュリティ意識の
高揚を図る。

現在正職員のみを対象として
おり，正職員以外（嘱託・臨時
職員等）の市情報資産を取り
扱う関係職員にも拡大してい
き，部署間・職員間に温度差
のないバランスのとれた情報
セキュリティ意識の高揚をいか
にして図っていくかが課題であ
る。

職
員

職員を対象とした
e-ラーニング研修

市民等の個人情報保護
を徹底することにより，
市民が安心して行政手
続き等を行なえること。

757 3

情報セキュ
リティの確
保は，人的
な面からの
取組みが重
要な要素で
あり，職員
一人ひとり
の情報セ
キュリティ意
識の高揚を
図るために
は，e-ラー
ニングや外
部講師によ
る研修の実
施は目的に
適合してい
る。

3

日々進化し
ているウィ
ルス対策等
も含め，技
術面・運用
面での定期
的な研修は
必要であ
る。現状の
情報セキュ
リティを見
直していく
ためには
個々のスキ
ルアップが
重要であ
る。

4

現状での
コスト削
減は困
難であ
り，外部
講師等に
よる研修
会の実
施や研
修対象
者の拡
大による
取組み
等の内
容によっ
ては，コ
ストが増
大する可
能性があ
る。

3

職員に
対する研
修は，専
門機関
の研修
プログラ
ム等によ
り実施し
ており，
今後もこ
うした民
間等のノ
ウハウを
活用し，
研修内
容の充
実・強化
を図って
いく必要
がある。

4

近年情
報セキュ
リティに
関する事
件・事故
が年々
増加して
おり，社
会的
ニーズが
高いもの
と考えら
れる。

4

近年情
報セキュ
リティに
関する事
件・事故
が年々
増加して
おり，市
民ニーズ
も高いも
のと考え
られる。

21 C
未
実
施

継
続
継
続

職員に対する
研修について
は，今後も専
門機関の研修
プログラム等
を活用し，研
修内容の充
実・強化を図っ
ていく必要が
ある。
市民に対する
取組みについ
ては，市の取
組みや情報漏
えい事件・事
故等の情報を
ホームページ
等を活用して
積極的に情報
発信するな
ど，経費の増
大を伴わない
取組みを中心
に，市民から
の信頼を高め
ていく必要が
ある

継
続

高度情報化
社会の進展
に伴い，組
織や職員に
対する個人
情報保護や
情報の取り
扱いについ
ての危機管
理の能力が
問われてい
る。そのた
め，職員一
人ひとりの
情報セキュ
リティ意識
の高揚を図
るために，
研修内容の
充実・強化
を図る必要
がある。

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

有
り

6
 
職
員
の
意
識
改
革

49／63 2010/11/18



平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
推進協議
会の開催
数

5 6 10

土地権利者
等の強調と
まちづくりを
推進する協
議会の開催
数。（※平成
２２年度は，
事業見直し
に う 意

H
2
0
26,413,000 ⑷

事業進捗
率 ％ 19 19 25

駅前地区の
事業の見直
しに伴い，事
業の進捗率
が上がって
いない。

⑵
H
2
1
14,559,166 ⑸

推進協議
会出席者
人数

人 94 94 100
土地権利者
等の出席を
得ている。

⑶
H
2
2
6,335,000 ⑹

⑴

協議会，
ＷＳ，説
明会等の
住民意見
聴取・意
見交換回
数

回 1 8 10

国，県，市，
地域住民が
協働で事業
を実施してい
くためには，
ワークショッ
プ，説明会
等の住民と
の意見交換

H
2
0
5,094,000 ⑷

重点プロ
ジェクト整
備

箇所 1

平成21年度
は計画策定
を行い，実際
の整備は平
成22年度か
ら行う。

⑵
H
2
1
1,118,000 ⑸

⑶
H
2
2
14,326,800 ⑹

⑴整備箇所 箇所 1 1
家屋修景補
助申請の件
数

H
2
0
30,321,000 ⑷

修景補助
の件数 件 1 1

家屋修景補
助の件数

⑵工事費 千円 23,839 6,962 2,500 工事費
H
2
1
#DIV/0! ⑸

⑶
単位あた
りコスト
（④÷{2}）

千円 1 4 5
H
2
2
12,453,000 ⑹

⑴延長 ｍ 244 244 244
H
2
0

11,016 ⑷受益面積 ha 21 21

⑵
H
2
1
295,586 ⑸

⑶
H
2
2

88,327 ⑹
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都
市
整
備
課

土地区
画整理
事業（三
良坂駅
前地区・
下郷地
区）

「三次市の生活拠点の一つで
ある三良坂地区において，馬
洗川で分断されている下郷地
区と三良坂駅前の既存商店
街を結ぶ幹線道路の新設と併
せて両地区を一体的に面整
備し，駅前市街地の再整備及
び下郷地区の宅地整備を行う
ことで，人口増加の受け皿と
なる生活拠点機能を強化する
まちづくり行う。」とあったが，
事業費が高く，経費の節減を
目的として事業の縮小を行
う。
（平成21年度事業）区画道路
舗装工事，宅地整地工事，上
下水道管布設工事，地元協
議会の開催

事業の見直しで地区外となる
駅前地区の土地権利者等との
合意形成を図りながら事業の
見直しを行っていく。

三
良
坂
町
の
駅
前
地
区
及
び
下
郷
地
区
の
土
地
権
利
者
等

道路や上下水道
などのインフラ整
備を行うとともに，
良好な宅地整備
を行う。

下郷地区のインフラ整
備を行い，人口増及び
商業の活性化を図り三
次圏の拠機能を高める
まちづくりを行う。

87,355 3

下郷地区
は，大半が
農地であり
良好な宅地
へと目的が
達成されて
いる。また，
駅前地区に
ついては，
事業の見直
しを行って
いる。

1

事業の見
直しによ
り，駅前地
区の地区
外となった
ところにつ
いては，現
道幅員のま
まで側溝の
整備及び
下水道の
整備を行っ
ていく。

2

事業の
見直しに
より，駅
前地区
の地区
外となっ
た方の同
意形成
が得られ
れば事
業費（１０
億円）を
削減する
ことでき
る。

5

市が事
業主体と
して事業
認可がさ
れてい
る。

3

U・Iター
ン移住希
望者等
の増加
が見込
まれるた
めの受
け皿づく
りが必要
となる。

3

新たな生
活拠点を
創出する
ことによ
り，地域
に活力を
取り戻す
機会が
得られ
る。

17 C 縮
小
縮
小
縮
小

駅前地区の事
業縮小（都市
計画道路三良
坂駅前線と県
道三次・庄原
線の交点が，
現在高より１．
３メートル上が
ることにより影
響を受ける部
分のみ家屋等
移転補償を行
う。） 縮

小

駅前地区の
事業縮小に
ついて，土
地利権者等
との合意形
成を図りな
がら，進め
る必要があ
る。
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21

企
画
調
整
課

三川合
流部周
辺河川
環境整
備事業

　三川合流部は平成９年５月
に策定した，三次市三川合流
部周辺河川環境整備構想に
基づき整備を進めてきました
が，計画策定後10年を経て社
会状況等にも変化が生じてき
ているため，利用状況や課
題，市民の意見等を再整理
し，既定構想について見直し
が必要になりました。
　そこで，河川の魅力を最大
限に引き出し，自然と触れ合
う交流の拠点となるような賑
わいのある水辺環境を創出す
るため，河川管理者である国
や県の協力のもと，地域住
民，関係団体と連携して，検
討協議会やワークショップを
開催し，計画の策定を行いま
した。全体で，６８項目挙げて
おり，その中でも，今後5年を
目途に事業実施を測るものに
ついては，重点プロジェクトと
して，① みよしまちづくりセン
ター付近の階段護岸の整備，
② 巴橋周辺の外灯，椅子の
設置 ③

整備にあたっては，河川管理
者である国，県，市は地域住
民の意向を反映させるため、
ワークショップ等を行う。また
整備後は地域での維持管理，
活用を行ってもらうなど、役割
分担を明確にした整備が必要
である。
また、継続してかわまちづくり
を行って行く上では，市民が主
体となった積極的な取り組み
が求められており、本計画の
実現を図るためには，ハード
整備だけでなく，ソフト面の取
り組みも必要となる。例えば，
かわづくりに関する様々な情
報が集約され，かわづくりに関
して市民，行政，専門家などが
協働して計画検討，実施，見
直しなどについて議論すること
ができる組織「（仮）かわまちづ
くりセンター」の構築を目指す。

市

民

事業実施にあたっ
ては、ワークショッ
プや十分な住民
説明等を行い、住
民の意見を取り入
れた整備を行う。

河川管理者である国，
県，と市，地域住民がそ
れぞれの役割分担の
下，協働して三川合流
部の重点プロジェクトの
整備及びそれを生かし
たまちづくりを行う。

8,944 5

計画策定に
あたっては，
協議会4回，
ワークショッ
プ5回を行っ
た。また堤防
照明の機種
選定にあたっ
ては，社会実
験とアンケー
トを行って，
住民の意向
を尊重した計
画策定，仕様
決定を行っ
た。

3

また、継続
してかわま
ちづくりを
行って行く
上では，市
民が主体と
なった積極
的な取り組
みが求めら
れており、
本計画の
実現を図る
ためには，
ハード整備
だけでなく，
ソフト面の
取り組みも
必要とな
る。

3

計画策
定にあた
り，市民
アンケー
トを行っ
たとこ
ろ，維持
管理につ
いての設
問の中
で，
81.6％の
市民が
維持管
理は「地
域住民と
行政が
一緒に行
うべき」と
回答して
おり，維
持管理
への協
働意識
が高い。
このよう
な住民の

5

河川区
域は河
川管理
者である
国又は
県でなけ
れば整
備できな
い。

4

従前の計
画策定
後，10年
が経過
し，社会
状況等も
変化して
いること
から，こ
の度見直
しを行っ
たもので
あるか
ら，社会
的ニーズ
も高いと
言える。

5

計画策
定にあた
り，市民
アンケー
トやワー
クショッ
プを実施
し，ニー
ズを把握
し整備箇
所として
決定した
ものを三
川合流
部周辺
河川環
境整備
計画検
討協議
会で重
点プロ
ジェクト5
箇所を選
定してい
ることか
ら，ニー
ズは

25 B
未
実
施

未
実
施

継
続

今後，継続し
てかわまちづく
りを行って行く
上では，市民
が主体となっ
た積極的な取
り組みが求め
られており、本
計画の実現を
図るために
は，ハード整
備だけでなく，
ソフト面の取り
組みも必要と
なることから，
市民の理解と
協力が必要で
ある。

有
り

4
 
市
民
の
多
様
な
力
の
活
用

継
続

事業の早期
完成に取り
組む。ま
た，市民の
理解と協力
を得て，利
活や維持管
理につなが
るようソフト
面にも取り
組む必要が
ある。
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し
い
景
観
の
創
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と
保
全

16

都
市
整
備
課

三次町
歴史的
地区環
境整備
事業

歴みち事業として，平成８年
度より官民共同で取り組んで
いる。民は歴みち協議会の設
立と街なみ協定の締結(約２２
０件)と家屋の修繕。官は基盤
整備について巴橋～三次町
本通り～荒瀬病院～太才神
社までの延長約1,400ｍの電
線地中化・下水道・上水道移
設・石畳舗装・水路改良・街灯
を設置する。ソフト事業として
家屋の修繕に補助金を出す。
事業完了後は，住民が歴史を
認識しながら，高次の生活を
営みながら持続可能な街と
し，また，市内外の来訪者も
三次市の歴史を歩いて楽しむ
ことを目標とする。

地域住民による積極的な歴史
的街なみ創り(家屋修景補助を
利用した改修)

地
域
住
民

電線地中化・下水
道・上水道・石畳
舗装・家屋修景補
助

中心市街地としての活
力を取り戻す。

25,834 5

平成１７・１
８・１９年度
で主となる
事業(電線
地中化・石
畳舗装・水
路改良・下
水道・上水
道)は完了し
た。

5

歴史的な街
の環境整
備は整っ
た。

4

これから
整備に
入ってい
く小公
園・ｽﾄﾘｰ
ﾄﾌｧﾆﾁｬｰ
の内容に
おいて，
コストの
削減は
見込まれ
るが，景
観的整
備なので
余地は
小さい。

5

民間で
はできな
い。

5

他都市
でも歴み
ち事業を
積極的
に行って
いる。

3

市民の
中には，
贅沢整
備に捉え
られてお
られる方
もいる。

27 A 継
続

未
実
施

継
続

主たる整備は
完了したが，こ
れから小公園・
ｽﾄﾘｰﾄﾌｧﾆﾁｬｰ
の内容を歴みち
協議会で検討し
てもらい実施す
る予定である。
また，修景施設
整備において
は，街なみ整備
推進事業要綱
の改正を行い
補助限度額の
見直しを行な
い，修景整備の
推進を図る必要
がある。

無
し

縮
小

地元との合
意形成を図
りながら，
効果的な事
業を継続し
て実施して
いく。また，
市民ニーズ
に応じた事
業内容に見
直しを進め
るとともに，
他事業との
調整を図り
ながら，新
たな事業展
開を図る必
要がある。
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20
農
政
課

農道橋
改修事
業

　本事業は，一級河川江の川
を介して三次市作木町（旧作
木村）と島根県邑南町（旧羽
須美村）が接している。邑南町
側にはJR三江線の駅があり，
その作木口駅と江平駅を三国
橋と丹渡橋が県境を結び両地
域を一体化している。。古くか
ら旧作木村と旧羽須美村は経
済圏を一にし生活基盤や農業
生産基盤を共有しあってき
た。三国橋は昭和47年の集中
豪雨災害復旧事業により昭和
49年度に架け替えが行われ，
丹度橋は団体営事業により昭
和51年度に新設架設された。
この間，両橋は平成3年度と
平成6年度に鋼橋であるため
塗装塗替えを行い，旧両村が
共同して維持管理を行ってき
た。現在，先の再塗装から15
年以上が経過し塗装劣化が
顕著となっている。このため，
再塗装を行い両橋が担う良好
な生活環境・農業生産機能・
都市との交流を維持発展させ
るものである

目的の早期実現に向けて、他
事行との整備水準の確認・調
整と、当該地域の中期的な戦
略プランが必要と考える。

　
三
国
橋

丹
渡
橋
を
利
用
す
る
農
業
生
産
者
及
び

R
三
江
線
を

利
用
す
る
市
民
並
び
に
観
光
な
し
園
や
旧
羽
須
美
村
上
田
平
佐
地
区

に
あ
る
棚
田
オ
ー
ナ
ー
制
度
利
用
者
の
安
全
安
心
な
道
路
交
通
網
の

確
立

。

　本道路橋の再
塗装による橋梁劣
化防止を行う。

　本橋利用者の安全安
心な道路網の整備を図
り，定住並びに観光を通
じた都市交流を促進し
活力ある地域の創出を
行う。

72,123 3

　現在，JR
三江線を利
用した都市
と農村の交
流が十分と
はいえな
い。

3

　本道路橋
の再塗装に
よる橋梁劣
化防止を行
う。

3

　橋梁の
ライフサ
イクルコ
ストの精
査と耐震
性能の
妥当性
検討によ
り，事業
コストが
大きく左
右され
る。

5

　管理主
体が地
方自治
体であ
る。ま
た，改修
手法は
確立化さ
れておら
ず高度
な技術
判断が
必要と
なってい
る。

4

　迂回
ルートは
あるが，
約8㎞迂
回する必
要があ
る。

4

　本橋を
利用する
市民は
限定的
である。

22 B 継
続
継
続
継
続

　鋼橋の塗装
替えのノウハ
ウは十分には
確立されてお
らず，担当職
員の判断によ
るところが大で
あり，整備水
準決定におい
てコスト縮減
の余地が大き
く左右される。
又，本橋の利
用は荒廃地を
抱えていること
から，荒廃農
地対策も必要
となる。その
他，農村と都
市の交流拡大
に工夫を必要
とする。

有
り

1
7
 
コ
ス
ト
の
削
減

継
続

適正な改修
手法やコス
ト縮減に向
けた整備水
準につい
て，検証す
る必要があ
る。

事
業
規
模

有
り

1
6
 
予
算
の
見
直
し

有
り

4
 
市
民
の
多
様
な
力
の
活
用

事
業
規
模

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

1
7
 
コ
ス
ト
の
削
減

50／63 2010/11/18



平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴ 303 589 1,200
H
2
0

32,128 ⑷改良率 ％ 100 100

⑵
H
2
1

44,482 ⑸舗装率

⑶
H
2
2

42,877 ⑹

⑴
整備対象
戸数 戸 59 23 257

H20，H21の
標は，下水整備
戸数を対象とし
ている。それに
対しH22の戸数
は，下水整備戸
数16戸＋地デ
ジ工事対象戸
数241戸の合計
257戸を対象と
している。

H
2
0
339,084 ⑷

整備対象
戸数 戸 59 23 257

本事業に
よって改善さ
れる住宅戸
数

⑵
H
2
1
1,331,608 ⑸

⑶
H
2
2
169,077 ⑹

⑴

下水道に
ついて説
明した戸
数

戸 250 250 300

下水道の普
及促進とし
て，最も有効
な啓発手段
である。

H
2
0

3,764 ⑷
下水道普
及率 ％ 59 61 63 普及率

⑵
下水道説
明会 回 5 12 12

供用開始地
域での地元
説明会

H
2
1

2,364 ⑸

⑶個別訪問 延べ日数 2 2 2
下水道未接
続世帯への
戸別訪問

H
2
2

3,160 ⑹

⑴
漏水調
査・管路
診断

業務 2 2 2

平成20年度
から上水道・
簡易水道事
業の一括発
注とし，経費
の軽減を図
る。

H
2
0
5,051,000 ⑷有収率 ％ 85 89 89

漏水により
有収率が下
がらないよう
数値管理を
していく。

⑵
H
2
1
5,099,500 ⑸

⑶
H
2
2
5,229,500 ⑹
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土
木
課

排水路
新設改
良事業

　平成17年度は，9箇所につ
いて事業実施を行った。
　平成18年度は，6箇所につ
いて事業実施を行った。
　平成19年度は，7箇所につ
いて事業実施を行った。
　平成20年度は，5箇所につ
いて事業実施を行った。
　平成21年度は，6箇所につ
いて事業実施を行った。（繰越
分を含む）
  平成22年度は，きめ細やか
な臨時交付金（繰越分）で12
箇所について事業実施を行う
予定。

計画的な整備には，多大な費
用が伴う。

　
市
民

　排水路を整備す
る。

  安全で快適、利便性
の確保

26,200 4

目的達成の
ためには、
排水路改良
が最も有
効。

4

　地元説明
会において
意見交換を
交わし地域
に即した排
水改良をす
る必要があ
る。

3

　地域にお
いて，排水
路改良促
進のため
の推進母
体を形成
し，地域に
ふさわしい
水路につ
いて、住民
と地権者及
び行政の
合意形成
を行う必要
がある。

5

　水路管
理者以
外には，
困難であ
る。

4

　安全で
快適な
生活の
確保の
ため，社
会的
ニーズは
高い。

4

　安全で
快適な
生活の
確保の
ため，市
民ニーズ
は高い。

24 B 継
続
継
続
継
続

排水路の整備
は、安全で快
適な生活の確
保には不可欠
であり、要望
箇所を中心に
整備していく。

無
し

継
続

継続して計
画的に整備
を行う。管
理等につい
ては，でき
るだけ地元
で行えるよ
うにする。
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17

建
築
住
宅
課

公営住
宅ストッ
ク総合
改善事
業

　良質な住宅ストックの形成
及び将来世帯への承継を図
るため，市営住宅の計画的な
改修等により適切な維持管理
と居住環境の向上を進める。
　平成２１年度は，作木町天
楽住宅・伊賀和志住宅，甲奴
町宇賀住宅の合併浄化槽設
置工事を実施するとともに，市
営住宅４８団地の地上デジタ
ル放送受信へ向けた調査設
計を行った。
　平成２２年度は，甲奴町祇
園住宅の合併浄化槽設置工
事を行うとともに，地上デジタ
ル放送受信へ向け市営住宅８
団地の地上デジタル放送対応
工事を予定している。

　住宅の建築年度において相
当年数の開があることから，設
置設備等に大きな格差が見受
けられる。格差改善のために
も計画的に改善を行い，居住
水準の向上を図っていく必要
がある。

市
営
住
宅
入
居
者

台所・風呂・トイレ
等の排水処理を
行うため，合併処
理浄化槽を設置
する。また，地上
デジタル放送への
対応工事を行う。

住宅管理戸数の内半数
以上が耐用年数の半分
以上を経過し，老朽化も
進んでいる。また，これ
らの住宅は現代の生活
水準からみても，面積・
設備性能・高齢化対策
など様々な改善が必要
となっている。このような
背景を踏まえ住宅の改
善事業を行う。

30,627 4

公共下水道
計画が予定
されていな
い住宅であ
るため，下
水処理は合
併浄化槽設
置でなけれ
ば対応がで
きない。
また，地上
デジタル放
送への対応
工事は，ア
ナログ放送
中止日が定
まっている
ため，対応
せざるを得
ない状況で
ある。

4

下水処理
工事並びに
地上デジタ
ル放送へ
の対応は，
手段が限
定されてお
り他の改善
策により成
果が向上
する余地は
小さい。

4

事業の
対象範
囲は限
定的であ
り，対処
方法も限
られるた
め，コスト
削減の
余地は
小さい。

5

公営住
宅法等
で定めら
れた住
宅であ
り，維持
管理上，
市でなけ
ればでき
ない。

4

市営住
宅におけ
る居住環
境の向
上並び
に，老朽
化に対
応した施
設整備
への社
会的
ニーズは
高い。

4

施設整
備や環
境改善を
求める声
が高いこ
とから，
市民
ニーズは
高い。

25 B 継
続
継
続
継
続

市営住宅は建
設年度・地域
により，設備・
居住性等に大
きな格差が見
受けられる。
このことについ
てはより迅速
に改善を進
め，居住環境
の向上を図る
必要がある。

予
算
額

取
り
組
み
内
容
を
継
続
す
る

。

有
り

9
 
事
業
の
迅
速
化

継
続

優先順位を
勘案し，計
画的に実施
していく必
要がある。
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下
水
道
課

下水道
接続普
及促進
事務

　公共下水道事業や農業集
落排水事業による汚水処理
可能な下水道供用開始区域
の拡大を受け，下水道施設へ
の排水設備の接続を促進す
る。
　具体的には，管渠敷設工事
説明会や供用開始説明会，
供用開始後にさらなる接続を
促すための戸別訪問や説明
会などを実施する。

　下水道への接続は下水道法
に接続の義務が課せられてい
るものの，施設を改造し接続
する必要がある。社会の経済
状況などなどにも左右されや
すい。
　下水道への未接続となって
いる住民・市民の加入をいか
に促進するかを検討する必要
がある。

　
下
水
道
供
用
開
始
区
域
内
の
住
民
・
市
民

　下水道事業の
目的（汚水を適正
に処理することに
より環境衛生の向
上が図られる）な
どについて理解を
深め，下水道への
接続を促進する。

　下水道が利用できる
家庭・企業がすべて下
水道へ接続する。

591 5

　下水道の
目的を達成
するため，
不可欠なも
のである。

3

　説明会や
戸別訪問
はとても有
効な手段で
あるが，な
かなか時間
とり訪問面
接が出来な
い。
　パンフ
レットを郵
送しどれだ
け接続に寄
与している
かは不明で
ある。

5

　普及促
進のマ
ニュアル
化や活
動は成
熟してお
り，コスト
を削減す
ることは
難しい。
　普及促
進を積極
的に進め
るため，
さらに人
員を投入
する必要
がある。

3

　民間委
託が可
能であ
る。

4

　生活環
境の向
上・保全
のため，
社会的
ニーズが
高く必要
不可欠
な事業で
ある。

3

　学校・
地域コ
ミュニ
ティなど
で下水
道講座を
実施する
など市民
からの関
心度は
高い。
　しか
し，接続
状況は
供用開
始からの
時間や
地域によ
る温度差
もあり，
まちまち
である。

23 B 拡
大
拡
大
拡
大

　下水道への
接続には多額
の負担が必要
となり，現在の
ような経済状
況では接続増
加は難しい。
　しかし，下水
道事業の安定
経営及び運営
のためには下
水道利用者を
増加させ使用
料収入を確保
する必要があ
る。
　定期的に普
及促進活動を
実施する必要
があるため，
人員を増加さ
せる必要があ
る。

人
員

拡
大

下水道供用
開始区域の
拡大を図る
ためには，
下水道利用
者を増加さ
せることが
必須条件と
なる。下水
道事業の目
的を理解し
ていただ
き，利用者
が増えるよ
う，積極的
な普及啓発
活動を推進
する必要が
ある。
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15
水
道
課

漏水調
査・管路
診断（上
水道）

　昭和39年度に水道事業運営
の認可を受け，昭和40年度か
ら水道管布設工事に着手し，
昭和43年度から三次町・十日
市町の一部で供用開始を行
い，。随時管延長を伸ばして
きました。
　また，老朽管の布設替えを
行ないながら現在に至ってい
る状態ですが，長年の経年劣
化により，管の腐食が進行
し，，漏水を引き起こすことが
あります。
　漏水は，経済的な損失だけ
でなく，水圧の低下・土壌の流
出による道路陥没等の原因と
なるため，漏水調査を行い，
安全で安定した水を確保する
必要があります。
　また，管路診断により，水道
管路に必要な各種情報（水
圧・流量・漏水情報等）を調査
し，水道台帳としての情報・機
能の確保をする。

定住環境の整備に伴い，水道
事業普及範囲は年々拡大す
る。それに対する維持管理範
囲も拡大する。

上
水
区
域
内
の
市
民

水道管を調査・診
断し，漏水事故を
事前に対応及び
被害を最小限度
に抑える。

定住環境の整備（安全
で安定して利用できる水
道水の確保）

10,199 5

　本事業に
より，平成
21年度に
は，大小56
件の漏水箇
所を発見す
ることがで
き，事故防
止に対応し
ている。
　よって，目
的達成に貢
献している。

4

　最善と思
われる手法
により，調
査・診断し
ているた
め，向上の
余地はな
い。

4

　深夜等
人が寝
静まった
ころ，人
力で地道
にやる業
務なの
で，コスト
の削減
余地は
小さい。

5

水道事
業は，三
次市が
経営して
いるた
め，本業
務の委
託は市
でなけれ
ばできな
い。

3

　安全で
快適な
生活の
確保の
ため，社
会的
ニーズが
ある。

3

　安全で
快適な
生活の
確保の
ため，市
民ニーズ
がある。

24 B 継
続
継
続
継
続

　現在でも，昭
和43年度に埋
設した水道管
があり，計画
的に老朽管更
新及び下水道
工事と一体施
行により配水
管の更新をし
ているが，す
べてを布設替
えするには，
長期にわたる
期間と経費を
要する。
　よって，維持
管理のために
水道管の経年
劣化の把握や
漏水箇所の事
前把握等，本
業務は必要で
ある。

無
し

継
続

老朽管の計
画的な更
新，状況把
握のため，
今後も継続
して，計画
的に漏水調
査・管路診
断を実施す
る必要があ
る。また，こ
れらの成果
を元に，早
期の更新を
図っていく。

有
り

9
 
事
業
の
迅
速
化

有
り

9
 
事
業
の
迅
速
化

そ
の
他

普
及
啓
発
活
動
の
拡
大

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

有
り

8
 
事
務
事
業
の
効
率
化
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平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴ 件 2 2 1

平成20年度
までは，南部
と北部にわ
け委託をして
いたが，平成
21年度から
は，コスト縮
減のため，
部・ 部を

H
2
0
18,228,500 ⑷有収率 ％ 83 84 84

ポンプ所・配
水池の流量
の確認によ
り、漏水の確
認ができ，早
期に修繕対
応ができる。

⑵
H
2
1
16,095,500 ⑸

⑶
H
2
2
32,136,000 ⑹

⑴委託件数 1 1 1

債務負担に
よる業務委
託件数であ
り，施設の増
加・簡易水道
施設との一
括発注によ
りコストに変
がある。

H
2
0
37,192,000 ⑷有収率 ％ 85 89 89

区域拡張に
より，末端部
分でのドレン
排水がある
ため，なかな
か１００％に
ならない。

⑵
H
2
1
38,187,000 ⑸

⑶
H
2
2
38,132,000 ⑹

⑴補助件数 件 51 50 75
本制度によ
る補助件数

H
2
0
409,725 ⑷

補助によ
り飲用水
水源が確
保できた
世帯数

戸 52 53 75
水源を確保
した世帯数

⑵
H
2
1
428,660 ⑸

⑶
H
2
2
404,840 ⑹

⑴
公共工事
に伴う負
担金件数

工事 1 2 2
一件当たり
に投資した
事業費

H
2
0
144,936,000 ⑷

整備管路
延長 ｍ 3,065 4,409 4,500

⑵
H
2
1
55,252,500 ⑸

⑶
H
2
2
54,134,000 ⑹
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21
水
道
課

簡易水
道施設
管理業
務

　平成14年4月から水道法が
改正され，民間委託が認めら
れるようになった。このことを
受け，定期的な人事異動と技
術者の養成コストの縮減及び
支所職員の業務軽減を図るた
め，平成18年4月から簡易水
道施設の運転管理業務を民
間委託している。
　また，平成21年4月からは，
上水道と簡易水道施設を一本
化して運転管理業務を委託し
ている。
　水道施設の運転管理及び危
機管理に精通した業者へ委託
することにより，簡易水道利用
者の方へ安全で安定した水を
供給できるいようになった。

さらに簡易水道利用者の方
へ，安心して安定した水を供
給するため，委託業者と毎月
定例会議を開催し，浄水濁度
管理や警報通報装置の整備を
進め，運転状況から機器の更
新等を的確に行なう。

簡
易
水
道
利
用
の
市
民

各簡易水道事業
の計画により，新
しく計画している
配水池やポンプ
所と，これまでの
委託施設と併せ
業務内容の適正
化を図る。

三次市簡易水道施設に
合わせた適切な管理体
制の構築を図り，一般
的な管理業務のほか，
災害や事故発生時に迅
速な対応ができるように
する。

32,191 4

浄水場・配
水池・ポンプ
所等の毎日
点検の他，
雷被害対応
や漏水修繕
後の水質検
査等の事故
対応を水道
局と協力し
て担い，安
心・安全な
水道供給に
貢献してい
る。

3

整備拡張
計画があ
り，配水池
やポンプ所
の新設予
定がある。

3

警報通
報システ
ムや濁度
管理シス
テムの構
築によ
り，中央
監視がで
きればコ
スト縮減
の余地
は少なか
らずある
が，委託
箇所数
の増減に
より検討
を要す
る。

2

市所有
の簡易
水道施
設であ
り，公共
性が高く
関与は
必要だ
が，委託
業者の
運転管
理等の
手法に
ついて
は，民間
の今まで
のノウハ
ウを活か
し，民間
能力を最
大限に
活用する
必要が
ある。

4

安定した
水供給
と，コスト
縮減を図
るため社
会的
ニーズは
今後一
層高ま
る。

4

習熟した
技術者
が，常時
点検と非
常時対
応できる
ため，安
心して利
用でき
る。

20 C 継
続
継
続
継
続

市民ニーズ
は，これからま
すます「より安
全で安定した
水の供給を求
める」ようにな
ることや，簡易
水道事業の区
域拡大に伴
い，委託箇所
の増加が予想
されるため。

継
続

安全で安定
した供給を
図り，効率
的な事業を
運営するた
め，引き続
き外部委託
に取り組
む。
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14
水
道
課

上水道
施設管
理業務
委託

　昭和39年度に水道事業運営
の許可を受け，浅井戸を水源
とする寺戸浄水場が昭和43年
度から一部供用開始。平成5
年度に向江田浄水場が完成
し，水源を灰塚ダムの河川表
流水に求めた。平成18年度に
は，クリプトスポリジウム対策
として，寺戸浄水場へ膜ろ過
施設の整備を行なってきた。
　平成14年度の水道法改正に
伴い，第三者委託が可能とな
り，安全で安定した水道水の
供給及びコスト縮減のため，
民間委託を実施してきた。今
後，水質に対する利用者の要
求度は高まり，高度な技術を
取得した技術者が監視するこ
とで，水道水の信頼度を高め
ることができる。

　水道給水区域が拡大される
に伴い，管理施設（ポンプ所・
配水池）が増加し広範囲となっ
ている。
　現在給水区域の浄水場の負
担割合が寺戸浄水場が８，向
江田浄水場が２となっている。
安全性の確保から６対４となる
よう，向江田浄水場の2系列目
の着手及び運転時間の延長な
ど浄水量を確保する。

上
水
道
利
用
者
の
市
民

　供用開始区域
の拡大に伴い，ポ
ンプ所・配水池等
が増加したため，
今後，委託管理
施設を追加契約
を行ない，水道水
の安定供給に努
める。

　高度な水道施設の運
転管理技術を有した業
者へ施設の運転管理の
委託を行い，良質の安
定した水道水を継続し
て供給する。

38,187 4

　ライフライン
の根幹的施
設であり，水
質確保と安
定供給が継
続されてい
る。よって，
快適環境の
確保に貢献し
ている。

3

　給水区域
の拡大が
進むにつ
れ，末端で
の水質確
保などに技
術を要す
る。今後成
果の向上
が更に見
込まれる。

3

　業務委
託期間を
延長する
ことによ
り，委託
業者が
先行投
資への
意欲が
出ること
及び会社
独自の
技術開
発等を積
極的にで
きるメリッ
トがあ
り，コスト
縮減が
図られ
る。

3

　民間の
施設管
理のノウ
ハウを最
大限に
活かす
ために市
の関与を
少なくし
たほうが
良いが，
監視する
体制作り
及び技
術力の
継承が
問題とな
る。

4

　市独自
では，技
術的に困
難になり
つつある
浄水場の
運転管
理，水質
管理につ
いて，専
門業者へ
技術上の
業務を委
託するこ
とでの品
質向上に
対する社
会的ニー
ズは高
い。

4

　業務の
継続によ
り，安定
した水
量・水質
が提供
できるた
め，市民
のニーズ
は高い。

21 C 継
続
継
続
継
続

　水道事業者
が，使用料金を
受益者から徴し
て事業運営して
いるため，最終
的な責任は水
道事業者にあ
る。
　しかし，水道
事業者の技術
の継承が困難
になりつつある
現状を踏まえ，
水道水を低廉で
高品質・安定供
給を継続するた
めに，本業務は
必要である。

無
し

継
続

安全で安定
した供給を
図り，効率
的な事業を
運営するた
め，引き続
き外部委託
に取り組
む。
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水
道
課

飲用水
供給施
設補助
金

　水道事業の計画区域外また
は区域内でも1年以内で給水
が開始されない区域において,
飲用水検査に合格した一定の
水量を確保するためのホーリ
ングまたは掘井戸の費用のほ
か,揚水ポンプ及び水量検査
費用に対する補助をしようと
するもの。

・今後の上水道・簡易水道の
整備状況より,制度等の見直し
が必要である。

市
民

飲用水の供給を
目的として,新たに
ボーリング及び掘
井戸方式により水
源を確保する者に
対して補助金を交
付する。

市民が「安全」かつ「安
定した」飲用水を確保す
ることを目的とする。

21,433 5

飲用水確保
に要する費
用を直接的
に補助する
制度であり,
目的達成へ
の貢献度は
高い。

5

平成18年
度に補助
要件を追加
したことに
より有効性
が向上し
た。

4

補助金
制度のた
め,コスト
の削減
余地が
小さい。

5

上水道・
簡易水
道整備
計画と関
連させな
がら進め
る必要が
ある。

4

上水道・
簡易水
道が計
画されて
いない地
域に対し
て,安全
な水の
確保の
ため社
会的
ニーズは
高い。

4

上水道・
簡易水
道の計
画区域
外で日
常的に
飲用水
が不足し
困ってい
る家庭に
対し,
ボーリン
グ等費
用の一
部を補助
すること
で費用
負担の
軽減にな
ることか
ら市民
ニーズは
高い。

27 A 継
続
継
続
継
続

水道事業計画
区域以外で,日
常的に飲用水
が不足してい
る家庭に対し
て,安全な水の
確保のため事
業の継続は必
要である。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

継
続

整備計画を
踏まえなが
ら，水道事
業計画区域
以外におい
て，安全な
水の確保の
ため，事業
の継続は必
要である。
また，ニー
ズに応じた
制度の見直
しを進めて
いく。
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水
道
課

公共工
事に伴
う工事
負担金

　配水管の新設・増径・更新
を，他事業（道路改良・下水道
事業）と一体施工を行なうこと
により，事業費を安価に抑え
れること及び工事が競合する
ことなくスムースに進捗するこ
とができる。

他の公共工事と一括発注によ
るものであり，整備に時間がか
かることが挙げられる。
また，水道施設の整備（配水
管布設工事）を実施することに
より，ライフラインの整備拡充
及び生活基盤の改善を図る。

市
民

水道施設の整備
（配水管布設工
事）

　他事業と一体施工を
行い，安全で衛生的な
生活用水を安定供給
し，公衆衛生の向上と
生活環境の改善を図
る。

110,505 5

上水道配水
管新設・増
径・更新の
経費削減の
ため

5

上水道配
水管新設・
増径・更新
の経費削
減のため

3

公共工
事と同時
施工する
ことによ
り，経費
の削減を
図る。

5

水道事
業は，市
が経営
するた
め。

5

安全で
衛生的
な生活
用水を安
定供給
する必要
性が高
い。

4

配水能力
の向上と
経費の削
減を図
る。

27 A 継
続
継
続
継
続

道路改良・下水
道事業等他事
業と併せ，一体
的に上水道管
の新設・増径・
更新を行なうこ
とにより，経費
の削減及び施
工の効率化を
図る。

無
し

継
続

効率的な事
業実施によ
り，コストの
削減が見込
まれるた
め，今後も
継続して実
施する必要
がある。

有
り

3
 
民
間
委
託
等
の
推
進

有
り

3
 
民
間
委
託
等
の
推
進

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

8
 
事
務
事
業
の
効
率
化

52／63 2010/11/18



平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
本事業に
投資した
事業数

1 1 1
本事業に投
資した事業
数

H
2
0
495,688,000 ⑷給水戸数 戸 13,319 13,495 13,695

本事業によ
り給水が可
能となる戸数

⑵
H
2
1
673,242,000 ⑸給水人口 人 34,449 34,869 35,069

本事業によ
り給水が可
能となる人口

⑶
H
2
2
634,106,000 ⑹

⑴
拡大処理
区域面積 ha 244 279 318

処理区域面
積の拡大

H
1
9
8,177,184 ⑷

計画処理
人口 人 26,740 25,820 25,820

処理区域内
の人口(三次
＋三良坂）

⑵
H
2
0
7,994,318 ⑸

普及（整
備）人口  人 11,535 13,213 14,765

下水道へ接
続が可能
なった人口

⑶
H
2
1
6,104,468 ⑹普及率 ％ 43 51 57 普及率

⑴
　　　浄化
槽設置基
数

基 172 126 150

補助限度額
を増額する
ため，単位あ
たりコストも
増大する。

H
2
0
614,162 ⑷

浄化槽処
理人口
（増加）

人 571 422 502

　 本事業に
より浄化槽
処理可能と
なる人口

⑵
H
2
1
512,111 ⑸

浄化槽処
理人口
（累計）

人 8,802 9,224 9,726

⑶
H
2
2
808,060 ⑹

⑴設置基数 基 16 6 40
浄化槽の設
置基数

H
2
0
1,363,687 ⑷

浄化槽処
理人口 人 117 19 134

本事業によ
り浄化槽処
理可能となっ
た人口

⑵
H
2
1
2,077,333 ⑸

浄化槽処
理人口累
計

人 1,157 1,176 1,310

⑶
H
2
2
1,258,200 ⑹
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16
水
道
課

上水道
整備事
業

　本市の上水道事業は，昭和
39年度に創設した。
　創設後，現在第4期拡張計
画を行い，順次給水区域の拡
張を行なっている。また，給水
区域内においても必要に応じ
配水管の布設・増径・老朽管
更新等を行なっている。
　平成21年度は，区域拡張地
区として，田幸地区・青河地
区・河内地区・秋町地区につ
いて，設計及び配水管布設工
事を実施しました。また，老朽
管の更新で三次町・畠敷町の
整備を行い，東酒屋地区で配
水管の増径を行ないました。
　消火栓は，平成20年度に引
き続き18基の設置工事を行な
いました。

水道施設の整備（拡張事業・
配水管布設工事・老朽管更
新）を進めることにより，更なる
ライフラインの整備拡充及び
生活基盤の完全を図ること。

市
民

水道施設の整備
（区域拡張・配水
管布設工事・老朽
管の更新）

　給水区域の拡大・配水
施設の整備・施設更新
による安全で衛生的な
生活用水を安定供給
し，公衆衛生の向上と
生活環境の改善を図
る。
　あわせて，水道管の維
持管理の軽減を図る。

673,242 5

上水道の整
備を行うこと
によって，安
全で衛生的
な生活用水
を安定供給
し，公衆衛
生の向上と
生活環境の
改善jを図
る。

3

事業実施ま
での期間短
縮等の向
上の余地
はある。

3

上水道
の整備を
行うこと
によっ
て，配水
の能力
の向上と
維持管
理費の
削減を図
る。

5

水道事
業は，原
則として
市が経
営する。

5

安全で
衛生的
な生活
用水を安
定供給
する必要
性は高
い。

4

安全で
安定した
生活用
水につい
て，市民
の関心
は高い。

25 B 拡
大
継
続
継
続

水道未普及地
域の水道施設
の整備や老朽
管の更新を行
うことによっ
て，ライフライ
ンの整備拡充
及び生活基盤
の改善を図
る。

無
し

継
続

給水需要に
応じた，安
全な水の確
保のため事
業の計画的
な推進は，
必要であ
る。引き続
き，事業内
容を精査
し，効率の
よい事業執
行に努め
る。
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下
水
道
課

公共下
水道事
業（三
次・三良
坂）

三次処理区においては，平成
2年に事業着手また，三良坂
処理区については平成7年に
事業着手した。
　
三次処理区　　　　　　　三良
坂処理区
全体処理区面積
960.0ha
80.0ha
現在の認可面積
410.9ha
80.0ha
H20年度末整備面積
279.5ha
54.4ha

　下水道事業は都市計画事業
であり，三次処理区において
は860ha（酒屋地区含む）の用
途面積に人口22,330人の人口
密集地域があり都市計画税の
賦課を行っている。現在，三次
処理区の事業整備面積は
279.5ha・10,648人分で約48％
の面整備にとどまっている。今
後は整備区域の年次整備目
標設定を行い，早期に用途区
域内の整備を図っていかなけ
ればならない。
　三良坂処理区については，
駅前の整備の進め方が課題
である。

下
水
道
事
業
区
域
内
に
居
住
す
る
市
民
及
び
事
業
所

下水道管渠及び
汚水処理場の整
備

　各家庭や事業所から
の汚水を下水道管渠に
より集水し，直接汚水処
理場において汚水浄化
を図る。このことにより，
事業区域内の排水路や
河川の水質の改善が図
られまた，洋式水洗トイ
レの普及につなげ身体
に優しい生活環境の改
善が図れる。

2,230,415 5

接続工事に
より市民に快
適で便利な
暮らしに改善
され，汚水処
理を行うこと
により河川の
水質の保持
と水資源の
再生を図って
いる。

4

面整備区
域の拡大
により下水
道接続人
口が多くな
るので，水
環境の改
善に成果
の向上余
地が大きい

3

処理場
の統合・
汚泥の
集中・加
工・販売
及びガス
タンク導
入により
汚泥の
縮減等，
コスト縮
減効果
は大きく
ある。 5

下水道
法３条に
より，市
が設置
すること
に定めら
れてい
る。

5

下水道に
接続する
ことで家
の周りの
水路に水
がなくな
り，蚊や
ハエの発
生源が減
少し衛生
的になる
と同時
に，水環
境の安定
が図れ
る。

5

都市計
画税を何
年も支
払ってい
ることで
下水道
整備の
要求が
強く，整
備が遅
れている
ことによ
る批判が
厳しい。 27 A 継

続
継
続
拡
大

三次処理区
は，都市計画
用途地域内の
土地所有者と
都市計画税賦
課を通じて平
成３２年度まで
に下水道整備
を約束してい
る。あと１０年
で約束を果た
すことが，市と
市民の信頼に
つながるととも
に市民の快適
な生活環境の
提供ができる
ので，建設事
業費を大幅に
拡大し，事業
完成をさせる
べきである。

予
算
額

有
り

1
7
 
コ
ス
ト
の
削
減

継
続

効率的で計
画的な整備
を進め，早
期完了をめ
ざすととも
に，下水道
事業の効果
を上げるた
め，引き続
き工事説明
において法
に則った加
入促進も行
うことも必
要である。
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下
水
道
課

小型浄
化槽設
置整備
事業補
助金

近年の産業の高度化・生活様
式の多様化等により，河川等
の水質悪化が進行している。
環境意識の変化により産業活
動に伴う排水の浄化は促進さ
れているも，生活排水の浄化
対策は，公共下水道等の整
備区域の拡大が遅々として進
展しないため排水対策に遅れ
がでている。このため，公共下
水道等の事業認可区域以外
の区域及び市町村設置型浄
化槽設置区域を除く市内全区
域を対象として，住宅（併用住
宅を含む）に浄化槽を設置す
る者に補助金を支給する。
もって，公共用水域の水質汚
濁を防止し，生活環境の保全
を推進する。
平成２２年度より５人槽
448,000円→469,000円，７人
槽520,000円→645,000円，１０
人槽657,000円→864,000円
と，それぞれ補助限度額を増
額している。
平成２１年度実績　１２６基
総事業費 ０５１千円

平成２１年４月より，住民サー
ビスの向上を目指して支所へ
受付・審査・決定・確定の事務
を移譲したが，２年目に入り周
知され成果が出てきたが，職
員の質の向上を目指して研修
する必要がある。
県の財政事情の悪化により，
県からの補助金が減額傾向に
ある。平成２２年度から新築移
転の家屋に対しての県費補助
はなくなったが，住民に対する
補助は従前どおりのため，財
源を確保する必要がある。

公
共
下
水
道
・
特
定
環
境
下
水
道
・
農
業
集
落
排
水
・
市
町
村
設
置

浄
化
槽
対
象
区
域
を
除
く
市
内
全
域
内
の
，
住
宅
に
浄
化
槽
を
整
備

す
る
者

申請に基づき補
助金を支給する。

公共用水域の水質汚濁
を防止し，生活環境の
改善を図る。

64,526 4

家庭排水を
浄化するこ
とで，河川
等の水質改
善すること
に一定の成
果得た。公
共下水道の
整備範囲の
縮小で代替
手段として
は適当であ
る。

3

水質環境
の悪化の
原因成分
のひとつで
ある全窒
素・リンの
除去のた
め，今後は
高度処理
対応型の
導入する必
要性がる。

3

補助金
限度額を
増額する
ことによ
り，浄化
槽設置
件数の
増が見
込まれ
る。

5

国からの
交付金
事務もあ
り，市の
関与は
必要であ
る。

5

河川等
の水質
悪化の
進行よ
り，環境
意識に
変化あら
われ，水
質汚濁
の防止
等で生
活環境
の保全
の社会
的ニーズ
が高い。

5

公共下
水道等
の処理
施設の
ない地域
住民の
生活環
境の改
善など
で，市民
ニーズが
高い。

25 B 拡
大
拡
大
継
続

公共下水道等
の整備区域を
縮小の方向の
際の，代替手
段としては妥
当である。

継
続

下水道等の
計画のない
地域の生活
環境改善の
ため，整備
計画を踏ま
え，積極的
に事業を
行っていくこ
とが必要で
ある。
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下
水
道
課

浄化槽
市町村
整備推
進事業

近年の産業の高度化・生活様
式の多様化等により、河川等
の水域環境の悪化が進行し
ている。環境意識の変化によ
り、産業活動に伴う排水の浄
化は促進されているも、生活
排水の浄化対策は、公共下
水道等の整備区域の拡大が
遅々として進展しない。このた
め、公共下水道等の事業認
可区域以外の区域(布野町)
と、農業集落排水事業に取り
組む和知地区内にあって、家
屋間距離等の条件により、事
業整備が困難な箇所につい
て、市町村設置型浄化槽に取
り組み、生活環境の向上に努
める。

布野地区の事業整備は、平成
22年度で終了する見込み。和
知地区においては、平成22年
度から平成24年度を事業期間
として整備を進める。集落排水
接続者との不公平感がないよ
うに、事業推進する必要があ
る。

公
共
下
水
道
等
の
事
業
認
可
区
域
外
の
住
居
等
を
対
象
と
す
る

。

対
象
区
域
；
布
野
町
，
和
知
町

申請に基づき小
型合併浄化槽を
設置する。設置対
価(受益者分担金)
と月々の使用料を
徴収し、維持管理
費に充てる。

公共用水域の水質汚濁
を防止し、生活環境の
保全を推進する。

12,464 3

河川等の公
共用水域の
水質改善に
一定の成果
を得た。

2

水質悪化
の主要原
因の窒素、
リン除去を
推進する必
要がある。

2

市設置・
管理のた
め、利用
者に市へ
の依存
体質が
生じてお
り、一部
で管理費
の不要な
増額が
見られ
る。

2

普及状況
及び生活
環境の改
善程度か
ら、地域住
民個々の
対応に切
り替える時
期に至って
いる。補助
金事業へ
移行する。

3

社会的
ニーズが
あるも、
市の関
与の必
要性に
は疑問
がある。
補助対
象に切り
替える必
要があ
る。

4

市民
ニーズが
あるも、
市の関
与の必
要性に
は疑問
がある。

16 D 縮
小
縮
小
縮
小

個人設置補助
事業への切り替
えを行い，整備
費の軽減を考え
る時期に至って
いる。但し，和
知地区農業集
落排水資源循
環補助事業の
補完事業とし
て，平成２２年
度から２４年度
にかけて３８基
を予定している
が，布野地区が
平成22年度で
終了することか
ら縮小とする。

無
し

縮
小

布野地区が
平成２２年
度で終了す
ることから
縮小とす
る。また，事
業終了年度
を明確にす
ること。

有
り

9
 
事
業
の
迅
速
化

有
り

1
7
 
コ
ス
ト
の
削
減

有
り

8
 
事
務
事
業
の
効
率
化

事
業
規
模

有
り

1
8
 
受
益
と
負
担
の
適
正
化

53／63 2010/11/18



平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
拡大処理
面積 ha 16 9 4

三良坂町・布
野町・吉舎
町・甲奴町の
面整備を
行った。

H
2
0
31,866,172 ⑷行政人口 人 9,335 9,158 9,143

処理区域内
の人口

⑵
H
2
1
49,291,011 ⑸

普及（整
備）人口 人 3,843 3,826 3,823

下水道へ接
続が可能
なった人口

⑶
H
2
2
91,173,809 ⑹普及率 ％ 普及率

⑴管路延長 ｍ 3,466 4,729 2,600
事業の進捗
度

H
2
0
161,739 ⑷

区域内人
口 人 840 840 840

向江田処理
場の改造工
事及び、中
継ﾎﾟﾝﾌﾟの整
備が完了し
なければ、接
続できない。

⑵
H
2
1
128,975 ⑸

⑶
H
2
2
232,157 ⑹

⑴
説明会，
各委員会
等の開催

回 22 271 15

斎場建設に
対する理解
を深めること
ができた。
斎場の設計
等の業者も
決まり，検討
委員会で建
設に け

H
2
0
514,818 ⑷

住民合
意，建設
事業等

再検討，住民合意 住民合意，建設事業等 建設事業等

⑵
H
2
1
109,236 ⑸

⑶
H
2
2
40,775,666 ⑹

⑴調査面積 km2 28 33 32
年度ごとの
地籍調査実
施面積

H
2
0
8,496,077 ⑷

調査完了
面積 ％ 43 44 46

年度ごとの
地籍調査完
了累計面積
比率

⑵
H
2
1
7,560,550 ⑸

⑶
H
2
2
7,804,798 ⑹
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下
水
道
課

特定環
境保全
公共下
水道事
業
（酒屋・
布野・吉
舎・三良
坂・甲
奴）

　生活環境の向上と都市の健
全な発展に寄与するため，下
水道の整備に関する総合的
な基本計画を定めた「江の川
流域別下水道整備総合計画」
に基づき，各処理区ごとに下
水道法の認可を受け着手して
きた。平成21年度事業実績は
次のとおりです。

特定環境保全公共下水道事
業
　（三良坂）　管渠延長1.29km
整備面積2.8ha，（吉舎）管渠
延長0.32km　整備面積2.5ha，
（甲奴）管渠延長0.53km　整備
面積2.7ha
　（計）　管渠延長2.14km　整
備面積8.9ha

市民の快適な環境づくりのた
めの下水道事業として，早期
完成・早期供用開始が課題。

下
水
道
事
業
区
域
内
に
定
住
す
る
住
民
及
び
事
業
所

。

下水道管渠及び
汚水処理場の整
備

各家庭や事業所からの
汚水を下水道管渠によ
り集水し，直接汚水処
理場において汚水浄化
を図る。このことにより，
事業区域内の排水路や
河川の水質の改善が図
られまた，洋式水洗トイ
レの普及につなげ身体
に優しい生活環境の改
善が図れる。

438,690 4

下水道整備
に伴い，快
適な生活環
境及び河川
の水質保全
に貢献して
いる。

3

下水道供
用開始区
域内での下
水道接続
戸数は順
調に伸びて
いるが，未
接続者へ
の普及促
進を図る必
要がある。

4

汚水処
理交付
金及び受
益者負
担金によ
り事業を
行ってい
る。既に
コスト削
減に向け
た工法を
検討し，
実行して
いるの
で，これ
以上の
大幅な削
減は望め
そうにな
い。

5

公共下
水道の
設置，改
築・修
繕，その
他の管
理は市
町村が
行うと定
められて
いる。
（下水道
法第3
条） 5

近年産
業の高
度化や
生活様
式の多
様化など
により河
川や海
の汚濁
は進行し
ており，
生活雑
排水によ
り市内河
川の汚
濁はとき
として異
臭を感じ
る程度で
あり，市
内河川
の水質
保全をは
じめ市民
生活の
向上や
環境改

4

市民生
活の向
上や環
境改善を
求めるも
のである
が，処理
区域と
なった場
合，便所
の水洗
化や雑
排水の
接続が
義務付
けられる
ため，個
人の負
担も発生
し，下水
道を強く
求める人
と求めな
い人の
両極端
である。
総 て市

25 B 継
続
継
続
縮
小

　当市の下水
道事業は，市
民の環境問題
への関心，快
適な暮らしへ
のニーズに対
応していくため
に，早期の面
整備，接続増
加を進めるこ
とが必要であ
る。また，集合
処理方式と個
別処理方式の
比較検討を基
に各処理区の
全体計画の妥
当性を判断す
る。
　補助事業とし
ては，吉舎処
理区は，21年
度に完了。ま
た，甲奴処理
区について
は，個別処理
にて する

有
り

1
7
 
コ
ス
ト
の
削
減

縮
小

下水道事業
は，市民の
快適な環境
づくりに対
応するた
め，早期の
面整備，接
続増加を進
めることが
必要であ
る。補助事
業の完了又
は休止に伴
い，事業縮
小とする。
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19

下
水
道
課

農業集
落排水
資源循
環統合
補助事
業

農村は、わが国の可住地面
積の9割を占め、総人口の4割
が居住する空間であり、国民
の重要な居住・就業・食料の
安定供給の場であるほか、国
土と自然環境の管理と保全、
余暇空間の提供など、重要か
つ多面的な役割を果たしてい
る。しかしながら、農村社会に
おける混住化、生活水準の向
上、農業生産様式の変貌など
から、農村の水環境をめぐる
状況は大きく変化している。こ
れらを背景とし、農業用用排
水の水質保全と農村の生活
環境の改善を重点施策として
位置づけ、農業生産基盤と生
活環境の一体的な整備を図
る。

和知地区農業集落排水組合
加入者のうち、家屋間距離や
宅地地盤高の条件により、汚
水管渠に接続し難い加入者
は、市町村整備浄化槽を設置
する。集落排水接続者と浄化
槽設置者との間で不公平感が
生じないよう、整備条件を整理
する必要がある。
市道菅田本線のバイパス計画
と調整し、汚水管渠整備を進
める必要がある。 区

域
内
住
民

処理場建設，管
路及びマンホール
ﾎﾟﾝﾌﾟ工事

農村での快適な生活環
境を整備し、若者が結
婚・定住し故郷を守って
いける生活の場所とす
る。公共用水域の水質
改善で、安全な農作物
の生産を進めると共に、
小動物と共生できる環
境を整える。

609,925 5

汚水管渠整
備及び、処理
場建設は、目
的達成のた
めに必要。

4

事業整備
が完了す
れば、公共
水域の水
質改善及
び、生活環
境の改善
は見込まれ
るが、早期
接続いただ
けるよう、
加入促進
対応が必
要。 4

ﾏﾝﾎｰﾙ
種類や、
掘削深
度などｺｽ
ﾄ低減を
考慮して
いるが、
既設埋
設物の
移転にｺ
ｽﾄがか
かり、削
減の余
地が小さ
い。

5

当事業
の施工
に当たっ
ては、市
民の関
与予知
は少な
く、公共
工事とし
て実施す
る。

4

公共水域
の水質改
善と、水
洗化によ
る生活レ
ベルの向
上は社会
的ニーズ
は高い。
供用開始
後は接続
率向上に
努める必
要があ
る。 4

事業加
入希望
は、８
８％に及
び住民
ニーズは
高い。

26 B 継
続
継
続
継
続

農業集落排水
事業を小型合
併浄化槽整備
と経済比較し
た場合、中心
部は合理的で
あるが、末端
部は経費的に
不利である。し
かし農業集落
排水事業は、
集落全体の環
境改善を目標
とし、集落内で
公平感を保つ
ため同様に整
備する必要が
ある。そのた
め、末端部は
市町村整備浄
化槽で補完す
ることとする。

継
続

効率的・効
果的な手法
で計画的な
整備を進め
るとともに，
事業の効果
を上げるた
め加入促進
も行うことも
必要であ
る。
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環
境
政
策
課

新斎場
建設事
業

新しい斎場施設を整備する。
・地元の意見・要望の取りまと
め組織として，「新三次市斎場
建設協議会」を設置していた
だき，平成２２年６月３０日に
協議会と「新三次市斎場建設
に関する協定書」を締結した。
・斎場の建物等について，広く
市民の意見を反映するため，
「新三次市斎場建設検討委員
会」を設置し，学識経験者，公
募の市民等を委員として，建
物等について検討していただ
いている。
・斎場の設計業者及び火葬炉
設備業者を厳正かつ公正に
選定するため，「新三次市斎
場建設設計業者選定委員会」
を設置し，斎場の設計業者及
び火葬炉設備事業者を選定し
た。

今後，平成２２年８月中に基本
設計，９月に実施設計，年度
内に図面をまとめることとして
います。
平成２３年１月頃に積算業務，
２月中に建設業者の決定など
を済ませ，３月から工事着工。
再来年の１月末頃に竣工し，
炉の試運転調整を２箇月行
い，供用開始を４月にできるよ
う取り組む。

市
民

現斎場の老朽化
に対応するため，
新斎場を建設す
る。

畏怖感や不浄感を払拭
し，明るく清潔な施設で
あるとともに，周辺環境
との調和や環境保全に
配慮した施設を整備し
ていく。

29,603 4

建設に向
け，各委員
会を開催
し，幅広く意
見を聴取し
ている。

4

設計に斎
場建設検
討委員会
において，
斎場の建
物について
検討してい
ただいてい
る。

3

斎場建
設コスト
の削減
は，今後
斎場建
設検討
委員会に
おいてど
のような
施設にす
るかを検
討する中
で行うこ
とができ
ると考え
る。

5

斎場は
公共性
が高く，
市が実
施すべき
事業と考
える。

5

既存施
設が老
朽化して
おり，社
会ニーズ
は極め
て高い。

5

既存施
設が老
朽化して
おり，市
民ニーズ
は極め
て高い。

26 B 継
続
拡
大
拡
大

新斎場建設
は，喫緊の課
題であり，早
期に建設して
いく必要があ
る。

そ
の
他

事
業
の
早
期
完
了
に
向
け
た
取
組
の
実
施

無
し

拡
大

平成２４年４
月からの斎
場施設の供
用開始に向
けて，建設
工事スケ
ジュールに
則り，着実
な工程管
理，工事施
工を行う。
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管
財
課

地籍調
査事業

　昭和40年以降，旧市町村単
位で順次実施。全域完了は，
旧三良坂町のみ。
　毎筆の土地について，その
所在・地番・地目・所有者・境
界の調査及び位置・地積に関
する測量を行い，その結果を
簿冊（地籍簿）と地図（地籍
図）に作成する。
　成果は，土地に関する行政
の基礎資料として活用される
ほか，不動産登記及び課税に
反映される。

①一筆地調査の外部委託のさ
らなる推進。
②地籍担当職員の配置及び
組織的位置づけの再検討。
③後継者の育成とベテラン職
員の配置転換の検討。
④地籍調査の成果を利活用す
るための数値情報化。
⑤地籍調査の重要性を担当部
署以外の市職員も共通認識す
る。

国
土
調
査
並
び
に
こ
れ
に
準
じ
た
調
査
を
お
こ
な

っ
て
い
な
い
地
域

調査区域内の１
筆ごとの土地の
所在・地番・地目・
境界を所有者等
の立会を得て調
査し，位置と面積
を正確な測量をお
こない，所有者等
の確認をもらい，
簿冊と地図を作成
し，成果を法務局
に送付する。

地籍の明確化を図るこ
とにより，境界紛争の防
止・土地取引の効率化，
まちづくりや公共事業の
円滑化，災害復旧の迅
速化など，国土の開発
及び保全並びにその利
用の高度化に資する。

247,230 5

　国土調査
法・同施行
令・十箇年
計画に基づ
き実施して
いる。

4

　一人の調
査員による
調査面積
には限界
があるた
め，人員増
をしない限
り調査面積
の拡大は
望めない。
　また，県
の負担金
枠があり，
三次市の
要求どおり
にはなら
ず，県全体
との調整が
必要。

4

　外部委
託を推進
すれば，
必然的に
委託料
が増加す
る。建設
工事の
設計と同
じく定め
られた単
価があ
り，無茶
なコスト
カットは
受託業
者に無理
を生じさ
せ，より
良い成果
につなが
らない。

5

　国土調
査法に
基づく事
業で，公
共性が
高い。
　国・県
の負担
金は，人
件費など
を補助対
象として
いないた
め，市以
外が実
施主体
になる可
能性は
ない。

5

　国土調
査の成
果は，土
地取引
の効率
化や正
確な地
図に基
づいたま
ちづくり，
公共事
業の円
滑化，災
害復旧
の迅速
化などに
役立つ。

5

　高齢
化・過疎
化（不在
地主）が
急速に
進み，山
林部を中
心に土
地の境
界情報を
送早急
に調査
する必要
がある。
　地域か
らの要望
がある。

28 A 継
続
継
続
継
続

　市全体の早
期完了を目指
すためには，
相当程度の予
算と人員の確
保が必要。
　地籍の明確
化を図ることに
より，土地取
引の効率化，
まちづくりや公
共事業の円滑
な推進，災害
復旧の迅速化
などの国土の
開発及び保全
並びにその利
活用の高度化
に資するた
め，未実施地
区を継続して
調査する必要
がある。
　直営で実施
している一筆
地調査分を，
外 するなど

有
り

3
 
民
間
委
託
等
の
推
進

継
続

現在の進捗
率で勘案し
た場合，事
業終了には
相当の期間
を要するこ
とから，協
力体制の構
築等をはじ
め，民間委
託等の事業
の効率化を
検討する必
要がある。

事
業
規
模

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

有
り

8
 
事
務
事
業
の
効
率
化

そ
の
他

事
業
の
早
期
完
了
に
向
け
た
取
組
の
実
施

有
り

9
 
事
業
の
迅
速
化

有
り

8
 
事
務
事
業
の
効
率
化
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平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
公用廃止
申請件数 件 16 18 13

　公用廃止
申請件数
は，年により
差があるた
め，コストの
増減はある。

H
2
0
134,687 ⑷

⑵
H
2
1
122,944 ⑸

⑶
H
2
2
167,692 ⑹

⑴調定件数 件 295,616 300,457 305,000
水道料金の
収納件数

H
2
0

156 ⑷
土日窓口
の受付件
数

件 601 599 600
土日窓口の
開設(平成18
年8月～)

⑵
H
2
1

154 ⑸
土日開閉
栓,訪問
件数

件 269 283 280 市民ニーズ

⑶
H
2
2

144 ⑹
水道使用
料現年徴
収率

% 93 92 93

民間のノウ
ハウを活用
した滞納者
対策の成果

⑴
本事業に
投資した
事業費

1 1 1
本事業に投
資した事業
費

H
2
0
724,510,000 ⑷計画人口 人 15,727 15,727 15,727

本事業によ
り，給水が可
能となる計画
人口

⑵
H
2
1
672,352,000 ⑸給水人口 人 11,191 11,311 11,461

本事業によ
り，給水が可
能となった給
水人口

⑶
H
2
2
814,721,000 ⑹

⑴
補助金交
付件数 件 2 5 5

補助対象件
数は増加し
ているが，必
要最低限の
事務作業に
努めた結
果，コストダ
ウンにつな
がっている。

H
2
0
4,311,500 ⑷

この制度
における
定住人口

人 8 14 15

⑵
H
2
1
1,573,600 ⑸

⑶
H
2
2
1,572,600 ⑹
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都
市

４
市
役
所
改
革

(

4

)

自
主
自
立
の
財
政
基
盤
づ
く
り

16
管
財
課

法定外
公共物
関係事
務

　 法定外公共物，道路法，河
川法等の適用を受けていない
公共物で，いわゆる里道・水
路がその代表的なものである
が，平成１８年度までにその
大部分を国から譲与を受けて
いる。それまでは，機能を喪
失した法定外公共物の払下
げについては，市で公用廃止
をし，広島県を経て財務局へ
引継いだ後に財務局から払下
げを受けていたが，市有の法
定外公共物となったため，公
用廃止から払下げまでを一括
して市で行うことになった。
　 そのため，公用廃止事務の
迅速化が求められており，
よって，譲与済み法定外公共
物管理図面の統一（電子化）
による管理体制の整備を図る
ものである。

管理システムの構築（アナログ
データとデジタルデータの統
合）
　甲奴・吉舎町及び作木・君田
町の一部は，地図の電子化が
されておらず，紙での管理であ
り，布野町は電子化されてい
るものの，システム相異により
利用できない状況である。これ
らを含めた地図の電子化によ
る一元管理が今後の課題であ
る。

法
定
外
公
共
物

（
里
道
・
水
路

）
の
公
用
廃
止
申
請
者

①法定外公共物
の管理体制の確
立
②譲与済み法定
外公共物管理図
面の統一（電子
化）
②払い下げ手続
きの簡素化

譲与を受けた法定外公
共物を合理的に管理す
る。
法定外公共物の払下期
間の短縮を図る。

2,213 3

　旧町村時
に譲与を受
けたものに
ついては電
子データが
無く，全地
区統一の資
料が無い状
態なので、
これらを整
備し，一体
的な利用・
管理をする
必要があ
る。

3

　旧町村時
に譲与を受
けたものに
ついては電
子データが
無く，全地
区統一の
資料が無
い状態なの
で、これら
を整備し，
一体的な利
用・管理を
する必要が
ある。

3

 　システ
ム構築時
にはある
程度のコ
ストがか
かるが，
管理体
制が整え
ば，申請
件数も一
定である
ため，人
件費以
外にほと
んどコス
トがかか
らない状
態であ
る。

5

　 市所
有の土
地（里
道・水
路）と
なったの
で，市が
公用廃
止事務を
行うのが
妥当であ
る。

4

　 農地
の開発
行為が
進む中，
里道・水
路の公
用廃止
ニーズ
は，横ば
い状況
が続くも
のと考え
る。

3

　生活に
密着した
公共物
であり，
これらを
有効に
活用した
いと考え
る市民の
ニーズは
高い。

21 C 継
続
継
続
継
続

　 譲与済み法
定外公共物
（里道・水路）
の図面の電子
化は，平成18
年度からデー
タ入力作業に
入り，平成20
年度で旧三次
市・三和町に
ついて入力を
完了している。
平成22年度で
君田・作木・三
良坂町のデー
タ入力が完了
する。これが
完了すれば，
公用廃止申請
があった場
合，それが譲
与済みか否か
の検索が容易
である。また，
合併以後の公
用廃止済デー
を 力する

8
 
事
務
事
業
の
効
率
化

継
続

今後のデー
タの維持管
理体制につ
いて，法定
外公共物の
管理システ
ムの構築等
を検討する
必要があ
る。
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都
市

４
市
役
所
改
革

(

1

)

市
民
満
足
度
の
向
上

18
水
道
課

水道営
業業務
委託

平成18年4月から,上下水道に
かかるワンストップサービス体
制を構築するため,営業業務
（窓口業務・検針業務・開閉栓
業務・料金徴収等業務・量水
器管理業務・電算処理業務）
の民間委託を実施。
さらに,平成18年8月から休日
窓口の開設。
平成22年度から,市内の業者
(㈱暮らしサポートみよし）へ業
務委託を開始。

委託業務を検証し,業務内容,
予算(委託料)の見直しを図る
必要がある。

上
下
水
道
を
利
用
し
て
い
る
市
民

・土日,祝日の窓
口開設
・民間のノウハウ
を活用した滞納者
対策

・土日,祝日の窓口を開
設することにより,市民
サービスの向上を図る。
・未納,滞納者の対策の
実施

46,369 5

平成22年4月
1日から，市
内の業者(㈱
暮らしサポー
トみよし）へ
営業業務を
委託した。こ
れにより，地
域雇用の創
出と地域経
済活性化が
図られるよう
になる。

2

平成22年4
月1日か
ら，市内の
業者(㈱暮
らしサポー
トみよし）へ
営業業務を
委託した
が，新会社
であり，業
務の知識・
技術等が
殆どない。
今後，業務
内容を検証
し，業務改
善および新
たな業務委
託の可能
性について
検討が必
要である。

3

業務内
容の検
証により,
コスト削
減の余
地が少な
からずあ
る。

2

業務を安
定かつ
効率的
に稼動さ
せるた
め，当面
水道局
の関与
はある
が，民間
委託をし
ている以
上，水道
局の関
与は縮
小する。

5

全国的に
水道事業
は民間委
託が進ん
でおり，
社会的
ニーズは
高い。

5

土日・祝
日の営
業により
市民
ニーズは
高い。

22 B 拡
大
継
続
継
続

平成22年度か
ら,営業業務を
市内の業者
(㈱暮らしサ
ポートみよし)
へ委託した。
これにより，平
成22年度の業
務効果を検証
し,業務内容等
について見直
しを図る。

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

継
続

効率的な事
業を運営す
るため，引
き続き外部
委託に取り
組む。ま
た，委託内
容を検証し,
業務内容,
委託料の見
直しを図る
必要があ
る。
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第
6
 
都
市

３
都
市
の
魅
力
づ
く
り

(

4

)

安
全
で
快
適
な
生
活
環
境
づ
く
り

水
道
課

簡易水
道整備
事業

　簡易水道事業は，水道未普
及地域の解消及び安全で安
定した水の供給ができるよう，
君田町・布野町・作木町・吉舎
町・三良坂町・三和町・甲奴町
においてそれぞれ事業推進す
るものです。

この事業の効果指標には，水
道普及率の向上が求められ
る。各家庭の接続率が事業進
捗率に比べ低いため，普及促
進の啓発が課題である。また，
現在未普及地域は点在してい
る家屋が多いため，いかにコ
スト縮減を図るかが課題とな
る。

簡
易
水
道
区
域
内
市
民

　良質な水質・水
量の供給を図り，
地区住民の健康
と生活文化の向
上を目指すもので
ある。

平成28年度に上水道と
統合に向け水道施設整
備を実施するものであ
る。

672,352 5

　平成16年
度から新生
三次市とな
り事業着手
し，毎年各
地区の整備
を推進して
いる。

4

　加入促進
の啓発を行
い，各戸の
水道への
接続率を向
上させるこ
とが必要で
ある。

3

　受益者
ニーズの
再調査を
実施し，
不必要な
管路整
備を調整
する。

5

　水道事
業は，原
則市町
村が経
営するも
のであ
る。

5

良質な
水質，水
量の供
給を図り
地区住
民の健
康と生活
文化の
向上を図
るもので
あるが，
全体の
給水区
域内の
市民感
覚とし
て，社会
的ニーズ
が高い
傾向が
ある。

4

　水道未
普及地域
では，各
家庭にお
いて，湧
き水・渓
流水・井
戸水に依
存してお
り，一部
地域に
よって
は，渇水
期におけ
る水不足
が深刻化
している。
　しかし，
全体の加
入者数か
ら想定す
るに市民
のニーズ
は高い。

26 B 継
続

未
実
施

継
続

給水区域内の
事業箇所を精
査し，事業の
見直しを図る。

有
り

1
7
 
コ
ス
ト
の
削
減

継
続

安全な水の
確保のた
め，経済的
な整備手法
を取りなが
ら，引き続
き，計画的
な事業の実
施を図る。
また，啓発
を進め，普
及促進を図
る。
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都
市

３
都
市
の
魅
力
づ
く
り

(

5

)

魅
力
あ
る
地
域
づ
く
り

20

企
業
誘
致
課

空き家リ
フォーム
事業

本市空き家バンクに登録され
た空き家を市外在住の方が本
市へ定住目的で購入し，リ
フォームする場合に150万円
を上限に補助する。
補助率はリフォームに要した
経費の3分の2。但し，小学生
以下の児童が家族にいる場
合全額を補助する。（150万円
を上限）

平成21年度　補助対象件数5
件　補助金総額　750万円。
平成22年度　補助対象件数3
件　補助金総額　450万円
（H22.8月現在）9月補正　300
万円。（2件分）

 ・空き家バンク登録物件を増
やしていくこと。

全
国
の
本
市
移
住
希
望
者
の
う
ち
空
き
家
バ
ン
ク
登
録
物
件
購
入
者

市内にある空き家
の所有者に対し
て，空き家バンク
への登録を呼び
かけ，田舎暮らし
を検討されておら
れる方に対して，
具体的な物件を
紹介し，併せてこ
の補助制度をPR
して本市への定
住人口を増やして
いく。

田舎暮らしを検討されて
おられる方には本市だ
けではなく，他の市
町も検討されておられる
方も多く，本事業が本市
への移住へのきっ
かけになる効果を持っ
ている。

7,868 5

人口増加の
推進施策を
積極的に推
進する。

4

内外に対し
て施策のＰ
Ｒが必要で
ある。

4

それぞれ
の事業に
おける定
住希望
者のニー
ズに沿っ
た必要経
費は，最
小とする
取り組み
が必要で
ある。

5

定住者
に対する
市の施
策として
行う必要
がある。

5

田舎暮ら
しのニー
ズは
年々高く
なってい
る為，社
会的な
必要性
は高い。

4

人口増
加に対
する市民
ニーズ
(人口減
少に対
する不
安）は大
きい。

27 A 縮
小
継
続
拡
大

人口減少を食
い止めるため
に本事業の役
割は大きい。
現在の要綱は
平成23年度を
事業終期とし
ているが，効
果が高いため
市長，副市長
へは延長を提
案し承諾を得
た。 予

算
額

継
続

定住対策を
推進してい
くうえで，空
き家バンク
を利用した
本制度は有
効である。
空き家バン
ク登録物件
を増やし，
需要と供給
のバランス
に配慮する
必要があ
る。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

有
り

1
7
 
コ
ス
ト
の
削
減

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証
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平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
補助金申
請件数 件 21 43 59

5ヵ年にわた
る事業なの
で年々補助
対象件数は
増加してい
る。（今後も
増加すること
は確実。）

H
2
0
116,047 ⑷

該当者件
数 件 21 43 59

申請者には
家族がいる
ものがほと
んどであり，
定住人数で
は左記数字
の2倍以上の
人数になる。

⑵
H
2
1

65,441 ⑸

⑶
H
2
2

74,762 ⑹

⑴
補助金交
付件数 件 5 5

補助金交付
件数。平成
22年度は前
年度の実績
に基づき予
算化した件
数。

H
2
0
#VALUE! ⑷

各事業の
参加者数 人 246 400

実績報告書
を基にした各
事業の参
加，関係者
人数。関係
者196人・6団
体　事業参
加者44人

⑵
大学等紹
介件数 件 1 1

新規事業実
施のため，
連携先を紹
介していく。

H
2
1
250,200 ⑸

⑶
H
2
2
272,600 ⑹

⑴
地域おこ
し協力隊
員

人 5

平成２２年度
５名の隊員
の受入れを
予定してい
る。

H
2
0
#VALUE! ⑷

受入機
関，関係
自治組織

団体 6

⑵
H
2
1
#VALUE! ⑸

⑶
H
2
2
3,872,000 ⑹

⑴
　
処理件数 件 3,862 4,125 4,160

土日処理件
数

H
1
9

465 ⑷来庁者数 人 3,203 3,338 3,640
土日来庁者
数

⑵
H
2
0

447 ⑸

⑶
H
2
1

354 ⑹
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都
市

３
都
市
の
魅
力
づ
く
り

(

5

)

魅
力
あ
る
地
域
づ
く
り

20

企
業
誘
致
課

宅地購
入奨励
金・新築
奨励金
制度

　人口の減少や流出に歯止め
をかけ，多くの子どもが生まれ
育つ環境を整えることと併せ
て,市内外住民から選ばれる
自治体となるよう,魅力ある豊
かな暮らしを創出できる施策
の展開により，定住化を促進
し人口増加を図ることを目的
とする。
○宅地購入奨励金：市外在住
の方が、市などの所有する対
象分譲地を購入された場合、
土地に係る固定資産税の納
税額に相当する額を「宅地購
入奨励金」として5年間交付す
る。【条件】市内への転入･定
住目的のための購入であるこ
と。対象地購入後、1年以内に
新築すること
○新築奨励金：市外在住の方
が、市内に家屋を新築または
購入された場合、家屋にかか
る固定資産税の納税額に相
当する額を「新築奨励金」とし
て5年間交付する。【条件】市
内への転入･定住目的のため
の または家 である

定住対策の一環として，広く市
内外へＰＲしていく。

全
国
の
本
市
移
住
希
望
者
の
う
ち
制
度
の
対
象
者

人口増加施策の
推進のため，所定
の要件を満たすも
のに宅地奨励金，
新築奨励金を交
付する。

多くの人に三次市を選
び定住していただく。

2,814 5

人口増加の
推進施策を
積極的に推
進する。

4

市内外に
対して施策
のＰＲが必
要である。

4

それぞれ
の事業に
おける定
住希望
者のニー
ズに沿っ
た必要経
費は，最
小とする
取り組み
が必要で
ある。本
事業は
申請者と
のやり取
りは最小
限度に努
めてい
る。

5

定住者
に対する
市の施
策として
行う必要
がある。
また該当
者への
通知等，
個人情
報を取り
扱う業務
でもある
ため，市
で実施し
なければ
ならな
い。

4

周辺地域
も含んだ
団塊の世
代のU・Ｉ
ターン者
に対し，
三次市を
選択して
いただく
きっか
け，田舎
へ帰ろう
とするイ
ンセンティ
ブが働く。 4

定住対
策に対
する市民
ニーズは
高い。

26 B 継
続
継
続
継
続

新築の評価か
らリストアップま
で資産税係が
行っており，実
際の交付も資
産税係が行うこ
とにより，ス
ムーズな事務
の執行が行わ
れるため，資産
税係が事務を
司り，定住促進
係は制度の周
知等，広報活動
に特化すべきで
ある。
　現在の要綱で
は平成22年度
を事業終期とし
ているが，効果
が高いため，市
長・副市長へ延
長を提案し承諾
を得る。

継
続

他の定住対
策と合わせ
て，積極的
なPRを行
う。また，効
果の検証を
行いなが
ら，制度の
内容を実効
あるものに
していく必
要がある。
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企
画
調
整
課

地域大
学等連
携事業

平成21年度新規事業で，三次
市の住民，自治組織，NPO法
人，商店街などの概ね10人以
上で構成される市民の団体
が，大学，短期大学，高等専
門学校や高等学校と連携協
働して，三次市のまちづくりを
図るために要する経費に対
し，支援する制度である。補助
金の額は，１団体につき年額
２０万円が限度額で，1団体2
年まで補助することができる。
また必要に応じて三次市と連
携協定のある大学等の紹介
を行う。

地域にとっては，地元や関係
者では気がつかない地域の宝
を学生（外部）の目からみて掘
り起こし，それらを生かした新
たな地域の魅力向上のための
提案が行われるという利点が
あり，同時に大学や高校にとっ
ても，地域との関わりの中で，
地域が抱える諸課題につい
て，「現場」の視点に立って課
題を発見し，課題解決のため
の政策や施策の立案に取り組
み，実際に政策を提言すること
できるという利点もあることか
ら，この点をPRし，この事業を
通して，市民と大学と行政とが
「まち・ゆめ基本条例」の考え
方に基づき，協働してまちづく
りを実現していくことを目指し
ていくことが必要である。

市
民

三次市民と，大
学，高校の学生，
生徒等が連携協
働して調査研究，
文化及び観光の
活動等を行い，三
次市の個性を生
かした活力と潤い
のある豊かな地
域づくりを図るた
め実施する，地域
振興及び地域活
性化の推進に寄
与する事業に要
する経費に対し、
補助金を交付す
る。また必要に応
じて，大学等の紹
介を行う。

三次市と連携協定を締
結している大学や近隣
の高校等を貴重な知的
資源・財産として位置づ
け，地域大学学校連携
等の促進を通じて，「大
学等を積極的に生かし
たまち」として，市民の
活力を高め，魅力ある
地域づくりを促進するこ
とにより，住民満足度の
向上を図る。

1,251 4

補助金を交
付して，地
域大学学校
連携の促進
を行うこと
は，市民の
団体が「大
学等を積極
的に生かし
たまち」づく
りを行うきっ
かけになる
と思われ
る。 4

三次市民
と，大学，
高校の学
生，生徒等
が連携協
働して調査
研究，文化
及び観光
の活動等を
行い，三次
市の個性を
生かした活
力と潤いの
ある豊かな
地域づくり
を図るため
実施する，
地域振興
及び地域
活性化の
推進に寄
与する事業
に要する経
費に対し、
補助金を交
付する。ま
た必要に

4

今年度
新規事
業のた
め，現時
点では現
在の成
果・効果
を落とさ
ずにコス
トを削減
する余地
は小さい
と判断し
ている。 3

現時点
では，市
が関与し
ているこ
とが必要
であると
考える
が，事業
が軌道
にのった
後は，Ｎ
ＰＯ化を
含め市
の関与
は縮小し
ていくべ
きであ
る。

4

地域と大
学等が連
携してま
ちづくりに
寄与して
いくこと
は，協働
のまちづ
くりにおい
て果たす
役割は大
きいと考
える。

3

問い合
わせ等も
あり，潜
在的な
ニーズは
高いが，
実際の
事業の
実施に
はつな
がってい
ない場合
がある。

22 B
未
実
施

継
続
継
続

大学との連携を生
かしたまちづくりの
ためには，一定期
間の事業継続が必
要であると考える。
補助金を出した各
団体の取り組みを
検証し，来年度の
事業執行におい
て，啓発を含めて改
善を加えていく必要
がある。またより使
いやすい補助金と
なるような見直しも
必要である。

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

継
続

地域課題解
決のため
に，効果的
な事業であ
り，引き続
き制度の周
知を図って
いく。また，
事業実施後
の地域の取
り組みを何
らかの形で
フォローし，
今後の地域
づくりに活
かしてゆく
必要があ
る。
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22

企
業
誘
致
課

地域お
こし協力
隊事業

３大都市圏をはじめとする政
令指定都市等に生活の拠点
を置く住民を概ね１～３年間
本市に居住させ，農林水産
業，水源保全・監視活動，環
境保全活動及び住民の生活
支援並びに地域おこしの支援
を行い，最終的に協力隊員が
本市に定着することを目的と
する。

協力隊員を地域に根づかし，3
年経過後も定着できるよう支
援していく。

３
大
都
市
圏
の
住
民
及
び
政
令
指
定
都
市
住
民
等

受入地域のまち
づくりビジョンを進
めていく担い手と
しての具体的活
動（農林水産業，
水源保全・監視活
動，環境保全活
動及び住民の生
活支援等）を，受
入地域の指揮，
監督のもとに推進
していく。

受入地域のまちづくりビ
ジョンを進めていく担い
手としての具体的活動
を推進し，地域の活性
化を促進する。

5

人口が減少
している本
市におい
て，都市等
外部からの
人材を誘致
し，実際に
生活し地域
活動を行う
ことは目的
に適合して
いる。

3

本事業を地
域活性化と
定住促進
につなげる
工夫が必
要。

4

生活給
と，生活
手段を保
障する必
要があ
り，必要
最低限
の経費で
実施して
いる。

5

本事業
に伴う地
域活動
は市から
委嘱を受
けること
が条件と
なってお
り，市は
活動をＨ
Ｐ等で幅
広く周知
を行う義
務があり
実質，市
でなけれ
ば取組
みが出
来ない。

4

人口が集
中してい
る都市と
減少して
いる地方
の人口の
偏りを打
開する施
策の一環
として実
施されて
いるだけ
ではなく，
地域活性
化にやる
気のある
都市住民
を地域社
会の新た
な担い手
としての
人材を育
成すると
いう施策
として実
施してい
る。

4

地域の
活性化
について
は市内
全域共
通の課
題であ
り，新規
事業とし
ての効
果はこれ
からであ
るが，外
部の人
材を受入
れ地域
の担い
手として
の活動を
推進する
ことは必
要とされ
ている。

25 B
未
実
施

未
実
施

継
続

本事業の趣旨で
ある地域の活性
化は単年度で目
に見える成果を
求めることは難し
く，ある程度の期
間を経過した後，
評価すべきであ
ると考える。

継
続

地域からの
期待も高く，
協力隊員が
地域へ溶け
込み，将来
的に自立で
きるよう，受
入団体，住
民，行政等
の一体的な
フォローアッ
プが必要で
ある。
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４
市
役
所
改
革

(

1

)

市
民
満
足
度
の
向
上

19

市
民
生
活
課

土日窓
口業務

平日の来庁が困難な住民の
利便性の向上を図るため，全
ての土曜日・日曜日において
午前８時３０分から午後５時15
分までを開設時間として，各
種諸証明の発行や住民異動
届の受付，パスポートの申請・
交付など９項目の業務を行っ
ている。
2１年度の実績は，来庁者数
３，３３８ 人，処理件数４，１２
５件で，１日平均約３２人，４０
件の処理件数で，ほぼ一定し
ている。
利用者には大変好評である。

住民の要求度は年々上昇して
おり，それ以上の施策の展開
が必要である。
そのための課題としては，次
の3点が考えられる。
１　現在の９項目の取扱業務
の拡大の検討
２　現在は総合窓口のみの実
施であるが，保険年金，課税・
収納，福祉等への拡大の検討
３　支所を含めた全市的な
サービス向上の検討

市
民

(

特
に
，
勤
務
等
で
平
日
来
庁
が
困
難
な
方
を
対
象
と
す
る

。

)

各種諸証明の発
行や住民異動届
の受付，パスポー
トの申請・交付な
ど９項目の業務

住民の必要性に対応し
た行政サービスの提供

1,844 4

時間的サー
ビスの提供
拡大として
はベストの
方策と考え
られる。

4

全庁的見
地からの実
施方法の
検討の余
地はある。
（総務部担
当）

5

コストは
職員の
人件費
（振休対
応）のみ
で最小限
となって
いる。

5

全ての
業務は
法に基
づくもの
であり，
特に個
人情報
に関する
業務であ
る。

4

市民に
大変好
評であ
る。

4

更なる
（平日の
時間延長
等）の要
望もあ
る。

26 B 継
続
継
続
継
続

市民に施策が定着
しつつあり，継続す
る必要がある。

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

継
続

土日窓口業
務は市民に
定着しつつ
あり，また
勤務等で平
日来庁が困
難な方に
とっては大
変好評な事
業である。
取扱い業務
の拡大につ
いては，市
民のニー
ズ，費用対
効果を検証
したうえ，内
部体制のあ
り方を含め
検討する必
要がある。

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証
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平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
委員会開
催回数

回数 1 1 1

公共事業評
価監視委員
会の開催回
数は，複数
の事業が該
当した場合も
１回とするよ
う調整してい
る。

H
2
0
177,000 ⑷

評価事業
のうち，
事業継続
の答申を
受けた事
業の割合

％ 100 100 100

住民ニーズ
があり，効率
的な事業執
行を行ってい
るといえる。

⑵
評価事業
件数 件 2 3 2

要綱の基準
に基づく評価
対象事業
は，年度によ
りバラつきが
ある。

H
2
1
187,000 ⑸

⑶
H
2
2
186,000 ⑹

⑴
 
処理件数 枚 59,433 58,234 62,000

全体処理件
数

H
2
0

1,083 ⑷
　　　　証
明等手数
料等

円 24,193,950 23,647,000 25,000,000 発行手数料

⑵
H
2
1

1,153 ⑸

⑶
H
2
2

1,234 ⑹

⑴
個別外部
監査申請
件数

件
個別外部監
査の請求件
数

H
2
0
#DIV/0! ⑷

個別外部
監査件数 件

個別外部監
査の依託件
数

⑵
H
2
1
#DIV/0! ⑸

⑶
H
2
2
#DIV/0! ⑹

⑴
主要事業
提案箇所

箇所 7 7 7

県選出国会
議員及び関
係省庁，中
四国農政
局，中国地
方整備局，
三次国道河
川事務所，
島県庁，

H
2
0
240,857 ⑷提案件数 件 30 20 24

施策に基づ
いた効果的
な提案活動
を実施

⑵
H
2
1
123,857 ⑸

⑶
H
2
2
125,428 ⑹
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企
画
調
整
課

公共事
業評価

公共事業の効率的かつ効果
的な実施とその実施過程の透
明性の向上を図るため，市が
実施する公共事業について，
特に①事業採択後５年が経過
してなお未着工の事業，②事
業採択後１０年が経過してな
お継続中の事業，③国の定め
により事前評価が必要な事業
等を対象に，該当する公共事
業の再評価を行う。評価は，
学識経験者・市民代表等５名
の委員で構成する三次市公
共事業評価監視委員会にお
いて行い，主に「事業進捗状
況」「事業をめぐる社会経済情
勢等の変化」「費用対効果分
析の要因変化」「コスト削減や
代替案の立案等の可能性」等
の視点からの再評価を行う。

費用対効果を検証するにあ
たって，費用対効果算出マ
ニュアルだけでなく、実勢価格
や近隣の市町の見積金額等を
参考資料とすることなどを検討
していく必要がある。

市
民

学識経験者2名，
市民3名からなる
公共事業評価監
視委員会で対象
事業の評価を行う
ことにより，公共
事業の効率的か
つ効果的な実施
と，その実施過程
の透明性の向上
を図る。

公共事業の無駄をなく
し，市民のニーズにあっ
た公共事業を行うことに
より，住民満足度を向上
させる。

187 4

費用対効果
を検証する
にあたって，
実勢価格や
見積金額等
を参考資料
とすることな
どにより，事
業の妥当性
を判断する
材料をより
分かりやす
いもにして
いく必要が
ある。

3

再評価を行
う事業が国
補事業に
限定されて
いることか
ら，さらに
範囲を広げ
ることに
よって住民
満足度を向
上させる余
地がある。

4

事業費
は委員
謝礼の
みである
ことか
ら，実質
的なコス
ト削減の
余地は
少ない
が，時間
コストの
面から見
ると効率
的な事務
を行うこ
とにより，
削減の
余地は
見出せる
かもしれ
ない。

4

現在の
三次市
の条例
では，市
が第3者
委員会を
設置する
ことと定
めている
が，将来
的には
評価ＮＰ
Ｏ等が
担ってい
く領域で
あると考
える。

5

公共事
業の透
明性，効
率性向
上に対
する社会
的なニー
ズは高
い。

3

平成18
年度より
ＨＰに掲
載してい
るが，市
民からの
反応は
見られな
い。しか
しながら
政府の
事業仕
分けが
脚光を浴
びている
など、社
会的環
境から見
て潜在
的ニーズ
はあると
言える。

23 B 継
続
継
続
継
続

現在の社会情
勢を鑑みると，
公共事業評価
に対する社会
的ニーズは高
いものと思わ
れるので，継
続して事業を
行う必要があ
る。評価その
ものについて
は専門性が高
く，わかりにく
いこともあり，
市民の関心が
低いので，実
施にあたって
は住民の満足
度の向上に留
意し，判断材
料をわかりや
すいもを活用
し，市民に対し
て情報発信し
ていく必要が
ある。

有
り

2
 
徹
底
し
た
情
報
公
開

継
続

公共事業の
透明性，効
率性を保つ
ため，効果
の検証にあ
たっては，
多様な判断
材料を持つ
必要があ
り，また，専
門性が高い
ためわかり
やすい指標
を活用する
など分かり
やすい情報
開示に努め
るよう。
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16

市
民
生
活
課

総合窓
口（ワン
ストップ
サービ
ス）

よりよい市民サービスの提供
を目指し，ワンストップサービ
スで，住民ニーズに対応した
業務を実施することにより，住
民の負担の軽減と満足度アッ
プを図る。

各部署に関連する知識も含
め，広く深く知識の習得が必要
であり，研修等により職員の資
質の向上を図る。
各部署との連携を強化，総合
窓口で対応できる事務の再整
理を行う。
基本である接遇の向上と待ち
時間の解消を図る。

市
民

（
各
種
手
続
き
，
証
明
発
行
請
求
等
の
来
庁
者

）

総合窓口におい
て出来るだけ広範
囲に住民ニーズ
に対応する。

複数の部署に関連する
手続きを１箇所で実施
する。

67,153 3

総合窓口に
おいて，住民
の要望に対
応することが
できている
が，内容によ
り担当部署
の対応も必
要となつてい
る。

3

住民ニーズ
は年々高
まってお
り，時代に
即応した体
制整備と，
民間的感
覚の導入
が必要であ
る。

4

最大の
削減は
人件費で
あるが，
更なる
サービス
向上を検
討するに
は，ほぼ
限界であ
る。

5

全ての
業務は
法に基
づくもの
であり，
特に個
人情報
に関する
業務であ
る。

4

一つの窓
口におい
て，住民
の要望を
完結する
ことは強
い要望で
あり，全
国的にも
総合窓口
の体制整
備がされ
つつあ
る。

4

「市役所
の顔」で
ある総合
窓口に
対する住
民の要
望はきわ
めて高
い。

23 B 拡
大
継
続
継
続

住民の負担を
軽減し，「お客
様」の要望に
的確に対応で
きる体制に向
けて，更には，
市全体の行政
サービスの向
上のため他部
署との調整を
図り一層の内
容充実が必要
である。 有

り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

継
続

市民の満足
度の向上に
直結してお
り，総合窓
口としての
機能の充実
をめざし，
引き続き，
職員の資質
の向上，各
部署との連
携を強化す
る必要があ
る。
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16

監
査
事
務
局

個別外
部監査

平成９年に「地方自治法の一
部を改正する法律」により，外
部監査制度が創設され，三次
市では，平成１７年度に「三次
市外部監査契約に基づく監査
に関する条例」を制定した。
個別外部監査は，選挙権を有
する者からの監査請求，議会
からの監査請求，長からの監
査要求，長からの財政援助団
体等の監査要求，住民からの
監査請求があった場合に，議
会の議決後，個別外部監査
契約に基づき外部監査人(弁
護士,公認会計士等)と委託契
約を締結し，監査を実施する。
監査結果は，長，議会及び監
査委員に報告し，監査委員が
公表する。

外部監査の要求・請求があっ
た場合，外部監査人の監査が
適正かつ円滑に遂行ができる
よう議会，長その他の執行機
関又は職員の協力が必要。

市
民

選挙権を有する
者からの監査請
求，議会からの監
査請求，長からの
監査要求，長から
の財政援助団体
等の監査要求，
住民からの監査
請求があった場
合に，議会の議決
後，個別外部監
査契約に基づき
外部監査人(弁護
士,公認会計士等)
と委託契約を締結
し，監査を実施す
る。
監査結果は，長，
議会及び監査委
員に報告し，監査
委員が公表する。

地方公共団体に対する
チェック機能を高め，適
正な運営の確保と最小
の経費で最大の効果を
挙げ，住民の福祉の増
進に努める。

5

地方自治法
の改正によ
り，外部監
査制度が創
設され，三
次市におい
ても平成１７
年度に「三
次市外部監
査契約に基
づく監査に
関する条
例」を制定し
ている。 4

実施した実
績はまだな
いが，行政
へのチェッ
ク機能が高
まり，適正
な運営が確
保される。

3

監査請
求の内
容等によ
り，委託
料が異な
る。

5

市と外部
監査人
での委
託契約を
締結する
こととな
るため。

4

近年，自
治体の
公金の
不正支
出等が
マスコミ
にも大き
く取り上
げられ監
査の重
要性が
認識され
るように
なった。 4

行財政を
チェック
機能を高
め，適正
な運営
が行わ
れること
について
市民の
関心は
高いと思
われる。

25 B 継
続
継
続
継
続

平成９年に「地
方自治法の一
部を改正する
法律」により，
外部監査制度
が創設され，
三次市では，
平成１７年度
に「三次市外
部監査契約に
基づく監査に
関する条例」を
制定した。
　現在まで，監
査請求の実績
はないが，自
治体の公金の
不正支出等が
マスコミにも大
きく取り上げら
れ，住民の関
心は高まって
おり，監査の
重要性が認識
されるように
なっている。

そ
の
他

取
り
組
み
内
容
を
拡
大
す
る

。

無
し

2
 
徹
底
し
た
情
報
公
開

継
続

請求があっ
た際には，
正確で迅速
な事務処理
によって住
民ｻｰﾋﾞｽの
向上に努め
る。
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企
画
調
整
課

主要事
業提案

県選出国会議員・国の関係省
庁・県知事及び県関係部局に
対して，次年度の本市に係る
国・県及び市の主要事業(国・
県道路改良，駅前周辺整備
事業等)や制度(新たな過疎法
の制定，中山間地域直接支
払事業の継続など)の提案活
動を行い，早期の事業実施，
完了，制度化を実現し，市民
サービスの更なる向上を図
る。

提案項目については，施策に
基づき，重点項目を絞り込み
提案することにより，確実かつ
手ごたえのある提案活動をす
る。提案を受ける側が情報を
即座に認識できるための工夫
が必要である。また，提案内容
について，議会との調整をする
時間を確保する必要がある。

市
民

市の関係部局が
事業推進や制度
等についての提
案書を作成し，国
の関係省庁や県
関係部局に対し
て，市長，副市
長，議会議長，関
係部局長が提案
活動を行う。

国・県に対して主要事業
の提案を行い，早期の
事業実施等を推進する
ことで市民サービスを向
上し，市民の満足度を
上げる。

867 4

国・県の関
係者へ直接
提案を行う
ことで，提案
する事業等
が円滑に実
施される。

4

国・県に対
して積極的
に提案を行
うことで主
要事業の
推進の成
果がある
が，手段の
改善余地
は小さい。

4

平成21
年度から
独自で提
案書を作
成するこ
とで大幅
なコスト
削減が
実現で
き，現在
のコスト
は，提案
活動に関
する旅費
であるた
めコスト
削減の
余地が
小さい。

5

市のトッ
プセール
スの場で
あるた
め，市
（市長
等）が実
施しない
と効果が
ない。

4

県・国へ
の政策
提案する
ことは重
要なこと
であり，
社会的
なニーズ
は高い。

2

国・県及
び三次
市に対
する施策
や事業
に対する
要望は
強いが，
提案活
動自体
は，市民
ニーズは
低いと思
われる。 23 B

未
実
施

継
続
継
続

主要事業の要
望や，制度等
の提案は必要
な活動であり，
今後も継続し
て実施する必
要がある。提
案項目につい
ては，優先順
位の設定や，
項目絞込みな
ど効果の現れ
る形で実施す
る必要があ
る。

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

継
続

本市が掲げ
る主要事業
や政策提案
等の早期実
現のために
は必要な活
動であり，
今後も継続
して実施す
る必要があ
る。実施に
あたっては
引き続き提
案方法等を
検討してい
く。

有
り

2
 
徹
底
し
た
情
報
公
開

そ
の
他

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

有
り

1
3
 
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

57／63 2010/11/18



平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴参加人数 人 1,078 1,155 1,100
H
2
0

5,000 ⑷
意見・要
望 件 169 174 170

各会場でい
ただいた意
見・要望に対
し，市長及び
各部長局で
回答

⑵
H
2
1

4,793 ⑸

⑶
H
2
2

5,040 ⑹

⑴開催回数 回 271 290 285
H
2
0

5,302 ⑷参加人数 人 7,093 6,396 6,600

⑵
H
2
1

5,086 ⑸

⑶
H
2
2

5,098 ⑹

⑴
市長対話
の日実施
件数

回 46 8 25 実施件数
H
2
0

93,717 ⑷
市民のポ
スト件数 件 46 57 20

意見・提案件
数

⑵
H
2
1

92,125 ⑸

⑶
H
2
2

87,200 ⑹

⑴
研修出張
回数 回 169 222 244

研修への要
望件数

H
2
0
143,473 ⑷

研修出張
回数 回 169 222 244

外部研修へ
の参加件数

⑵
H
2
1

78,301 ⑸

⑶
H
2
2

85,237 ⑹
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秘
書
広
報
課

市政懇
談会

市内各中学校区12会場で市
政懇談会を開催し，市の主要
施策を説明し，市民と懇談を
行う。

今年度より，各地域ごとのまち
づくりや課題についてテーマを
掲げ懇談を進め，建設的な意
見が出された。会場によって
は，要求，要望事項が多い会
場もあるため，

市
民

市内各中学校区
12会場において，
市政懇談会を開
催し，市政の説明
及び市民との懇
談をする。

懇談を行うことにより，
市民と行政がお互いの
理解を深め，信頼しあう
関係をつくりながら市民
参加による協働のまち
づくりを進める。

5,536 5

公聴窓口の
一つとして，
市長及び市
の幹部が地
域に出向い
て市民との
対話を行う
機会を設け
ることは必
要と考える。

3

懇談が要
求・要望の
場ではな
く，もっと建
設的な意見
交換の場と
なることが
課題。

4

職員配
置等が
課題。

5

市により
実施する
ものでs
る。

4

市民参
加による
協働の
まちづく
りを進め
るため，
対話を重
視した運
営は市
民の関
心が高
い。

4

市民の
声を大切
にした市
政を実現
するため
の施策と
して大切
な機能で
ある。ま
た，市民
側にとっ
ても身近
な問題
や意見
等を話し
合うこと
ができる
機会で，
ニーズは
高いが，
参加者
数に課
題があ
る。

25 B 継
続
継
続
継
続

市民参加による
協働のまちづくり
を推進するため，
継続していく必要
がある。

継
続

協働のまち
づくりを推
進するため
には必要な
手段である
ため，より
多くの参加
者を得て，
多くの意見
を聞くため
に，開催の
周知や参加
しやすい環
境づくりを
はじめ，参
加者からの
意見をでき
るだけ聞く
場を確保す
るなどの工
夫も必要で
あると思わ
れる。
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秘
書
広
報
課

みよし
なるほ
ど！出
前講座

市民からの要望に応じ，職員
が講師となって市の施策や事
業の説明，ＰＲを行なう。
職員の専門知識を活かし，仕
事に対する自覚を高める。

その時その時の市民のニーズ
にあった魅力ある講座を考え
て

市
内
に
在
住
，
通
勤
，
通
学
，
す
る
人
な
ど
，
お
お
む
ね
１
０
人
以

上
の
団
体

市政に対する理
解を深め，協働の
まちづくりの担い
手としての意識を
高める。

申し込みがあった内容
に応じ，専門知識を持っ
た職員が講師となって
希望された日時に出向
く。

1,475 5

市民からの
要望に応じた
講座に職員
が専門知識
を活かし，講
師となって出
向くことによ
り，わかりや
すく施策等を
伝えることが
できる。

4

市民の要
望に応じ，
担当部署
の職員が
対応するの
で十分に成
果がある
が，内部で
の事務手
続きに改善
の余地が
見られる。

3

内部手
続きの簡
素化，対
象人数・
開催日・
時間の
調整をす
ることに
より，コス
ト削減が
見込め
る。

4

講座に
よっては
市でなく
てもでき
るが，主
に市の
施策事
業を説明
ＰＲする
ので，市
が関与
するほう
が良い。

3

新しい制
度などを
理解する
うえで，身
近な講座
ということ
で，社会
的ニーズ
が高い

3

生活や
暮らしに
役立つ
情報や
制度を習
得する為
の大切
な役割を
担ってい
る。

22 B 継
続
継
続
継
続

市政への理解
や，自分達の
暮らしを守るた
めにも開催し
ている出前講
座は，市民の
ニーズも多い
ので必要であ
る。

継
続

職員が直接
現地に赴
き，市の施
策や事業の
PRを行うこ
とは，市政
への理解を
深め，協働
のまちづくり
を進める上
で非常に重
要であり，
今後も継続
して実施す
る必要があ
る。
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現
場
主
義
に
よ
る
市
民
と
行
政
と
の
協
働

16

秘
書
広
報
課

語ろう！
明日の
三次
～対話
の日～

　「市民の声を大切にした市
政」の実現を目指して，市民と
行政がお互いの理解を深め，
信頼しあう関係をつくりながら
市民参加による協働のまちづ
くりを進めるため，団体または
個人と市長が面会し対話をす
ることで，開かれた市政を実
行する。

懇談の内容としては，要求，要
望事項が多いが，市政運営に
対する建設的な意見もいただ
く場としたい。

市
民

団体または個人と
市長が面会し対
話をする。

市民と行政がお互いの
理解を深め，開かれた
市政を実行する。

737 5

市長と直接
対話をする
こと。

5

市長と直接
対話以上
の手段はな
い。

5

経費は
ほとんど
不要であ
る。

5

市長との
直接対
話が手
段である
ため。

5

市長との
対話を望
む声が
多い。

4

当初よ
り，対話
件数は
減少して
いるが，
市民
ニーズは
依然とし
て高い。

29 A
未
実
施

継
続
継
続

市民参加によ
る協働のまち
づくりを進める
ために,市長と
直接対話いた
だくことで,市政
に意見や要望
等を反映する
ことができる。

継
続

協働のまち
づくりを推
進する上
で，市民の
方の声を直
接聴く，市
長と直接対
話すると
いった機会
があること
は大変重要
であり，今
後も引き続
き実施する
必要があ
る。また，寄
せられた意
見や要望を
市政へ反映
させる体制
づくりが必
要である。

232

第
6
 
都
市

４
市
役
所
改
革

(

3
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市
民
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待
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づ
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職
員
の
意
識
改
革

16
総
務
課

職員研
修

市民に期待される職員像に向
け，各所属の専門研修，職員
全体の能力アップ研修，意識
改革研修及び民間企業等へ
の派遣研修を実施している。

職員の意識改革を徹底し，一
人ひとりの職員の資質向上を
図るため，より効果的な研修
の研究を行う。
一人ひとりの職員がいきいきと
働き，持てる力を最大限に発
揮できる組織づくりを目指すた
め，研修の充実とあわせ，総
合的な人材マネジメント制度を
構築していく必要がある。

三
次
市
職
員

各研修の実施，
研修に係る旅費
及び負担金支払
事務

職員の能力向上

17,383 4

職員研修を
行うことは，
職員の能力
向上という
目的に合致
しているが，
よりニーズ
に適した研
修の実施を
図る余地が
ある。

3

研修後の
フィードバッ
クや，報告
会を開催
し，情報の
共有化を図
れば更なる
成果の向
上が見込
める。

4

職員が
学習し，
資質が
向上して
いくこと
は，ひい
ては組織
の資質
向上につ
ながるた
め，コスト
削減の
余地は
小さい。 5

自らが採
用した職
員の育
成は，採
用した組
織が責
任を持っ
て行うべ
きと考え
る。

5

職員の
資質向
上は，よ
り専門性
の高い
業務遂
行のた
めに必
要であ
り，社会
的ニーズ
があると
思われ
る。 4

職員の
資質向
上は，市
民サービ
スに直接
与える影
響が大き
く，市民
ニーズも
高いと考
える。

25 B 拡
大
継
続
継
続

職員の資質向
上のため，職
員研修は継続
して実施しな
ければならな
い。

継
続

職員一人ひ
とりの資質
向上のた
め，職員研
修は継続す
るとともに，
人材マネジ
メントのシス
テム作りを
進め，人材
育成の体制
づくりも必
要である。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

１
市
民
と
行
政
の
協
働

有
り

１
市
民
と
行
政
の
協
働

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

58／63 2010/11/18



平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴研修回数 回 2
研修会の開
催

H
2
0
#DIV/0! ⑷相談回数 回

市の職場を
対象とした事
業であるた
め，市民に
対しての効
果について
数値表示不
可

⑵
H
2
1
#DIV/0! ⑸

⑶
H
2
2

56,000 ⑹

⑴
相談事業
回数・研
修回数

回 14 11 16
研修への要
望件数

H
2
0

61,285 ⑷相談者数 人 12 3 5

⑵
H
2
1

86,909 ⑸研修回数 回 2 5

⑶
H
2
2

76,000 ⑹

⑴研修回数 回 19 19
H
2
0
#VALUE! ⑷

不当要求
行為 回

⑵
H
2
1
116,631 ⑸

⑶
H
2
2
114,894 ⑹

⑴
実施した
取組項目
数

項目 62 62 62

三次市行財
政改革推進
計画の取組
項目（前期計
画61項目，
後期計画(新
規）13項目，
計74項目 ）
の実施項目

H
2
0

36,483 ⑷

行財政改
革による
削減効果
額（単年
度）

千円 -167,511 -318,461 -100,749 検証作業中

⑵
H
2
1

⑸

行財政改
革による
削減効果
額（H17～
累積）

千円 -2,062,114 -2,548,086 -3,134,807 検証作業中

⑶
H
2
2

48,096 ⑹

行財政改
革による
増額効果
額

千円 19,760 14,982 8,535 検証作業中
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改
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16
総
務
課

セクハラ
防止

セクシャルハラスメントは，人
権の侵害という行為であり，
職場管理の視点からは，被害
者の労働権の侵害であると同
時に，使用者責任を問われる
問題である。
さらに，職場秩序や就業環境
を悪化させ，職場運営に重大
な支障をもたらす問題でもあ
ることから，「危機管理」という
視点でこの問題を捉え，管理
職を対象とした研修を行う必
要がある。

現状把握と具体的な対応策の
模索が課題となる。

三
次
市
職
員

職員研修の実施 危機管理意識の醸成

73 3

研修を実施
することで，
危機管理の
醸成を図る
ことができ
る。

2

管理職対
象の研修を
実施するこ
とで，意識
改善を図
る。

4

今後に向
けて，更
なる充実
を図るた
めコスト
削減の
余地はな
い。

5

市の職
場を対象
とした事
業であ
る。

4

男女機
会均等
法に定
められる
ように，
社会的
関心は
高い。

2

市の職
場を対象
とした事
業であ
る。

20 C 継
続
継
続
継
続

セクハラ防止
に関する事業
は，社会的に
大きな問題で
あり，男女雇
用機会均等法
に定められる
ように，継続し
て実施する必
要がある。

継
続

全職員対象
の研修を行
うなど，職
員の資質の
向上を図る
中で，職員
一人ひとり
の意識改革
に引き続き
取り組む。
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16
総
務
課

メンタル
ヘルス

メンタルヘルスの正しい知識
と理解の普及に努め，心の病
の予防と迅速かつ的確な対応
を図ることを目的とし，長期休
職者の職場復帰に向けたサ
ポートを行っている。
平成２１年度は，管理職を対
象とした研修を実施し，メンタ
ルヘルスに対する理解・対応
等学習し，また，月に一度の
臨床心理士による相談事業
等を行った。
平成21年度中の「精神及び行
動の障害」に係る１ヶ月以上
の長期病休者は８人。

職場のメンタルヘルスに関す
る理解が不十分なことが，相
談事業利用者が少ない原因の
一つになっている。
メンタルヘルスに関する理解を
深める研修を充実させるた
め，平成２２年度は，研修対象
者を課長級と係長級職員まで
拡大し実施することとした。う
つ病や過労の早期発見，病気
休暇復帰後のサポート体制の
充実が課題となる。
また，健康管理がメンタルヘル
スに密接に関係することから，
人間ドックの受診等を職員に，
積極的にはたらきかける。

三
次
市
職
員

臨床心理士による
相談事業・管理職
等を対象とした職
員研修等

職員の心の健康管理及
び長期休職者の減少並
びに職場復帰のサポー
トを目的とします。

956 5

メンタルヘル
スに関する相
談窓口を設
けることによ
る対象者へ
の効果は，十
分に期待でき
る。

3

課長級・係
長級対象
の研修を実
施すること
により，意
識改善を図
る。

5

今後に向
けて，更
なる充実
を図るた
めコスト
削減の
余地はな
い。

5

自らの組
織の問
題なの
で，自ら
が責任を
持って対
応しなけ
ればい
けない。

4

メンタル
ヘルス対
策につい
ては，社
会的にも
関心が高
く，他の
官公庁に
おいても
組織的な
対策を講
じている
ところが
多い。

4

直接的
には職
員を対象
とした事
業だが，
長期病
休者の
減少は，
間接的
に，継続
した行政
サービス
にもつな
がる。 26 B 継

続
継
続
継
続

メンタルヘルス
に関する正し
い知識と理解
の普及に努
め，心の病の
予防と迅速か
つ的確な対応
をとっていくた
め，管理職等
への研修を実
施していく必要
がある。

継
続

全職員を対
象とした研
修を実施
し，メンタル
ヘルスに関
する理解を
深めるとと
もに，うつ
病や過労の
早期発見，
病気復帰後
の対応等に
ついて，管
理職への具
体的な研修
を充実させ
る必要があ
る。
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21

危
機
管
理
課
課

不当要
求行為
対策研
修会

全職員を対象として，不当要
求行為対策研修会を開催し，
不当要求の定義をはじめとし
た基礎・基本を研修した。開催
日数としては，１４回開催

今後は，各職場からの要望に
基づき，ロールプレイによる実
践研修を重ねること必要でる。

全

市

職

員

（
臨

時

・

嘱

託

員

を

含

む

）

不当要求行為に
対し毅然とした態
度で臨むことで，
市民からの信頼
を得るため，不当
要求行為の定義
をはじめとする基
礎・基本を研修

不当要求行為対策の取
組みの紹介を行なうこと
で，市役所への信頼を
得
ること

2,216 3

今後は研修
だけでは各
職場を回り
相談体制の
強化が必要

3

より実践的
な研修の余
地がある

5

費用は
かけてい
ない

5

かなりプ
ライバ
シーに係
る案件が
多いため

3 3

職員の
ためでは
あるが，
不当要
求行為
対策研
修は市
民の信
頼を得る
ためのも
のである
から

22 B
未
実
施

継
続
継
続

取組みとして
は２年目であ
るが職員から
の相談件数も
増加傾向にあ
るため。

継
続

不当要求行
為に対し毅
然とした態
度で臨むこ
とにより，行
政の公正・
公平性を確
保し，市民
からの信頼
も高まるこ
とから，引
き続き，職
員の資質の
向上に向
け，研修に
取り組む。
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自
主
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立
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づ
く
り

17

企
画
調
整
課

行財政
改革の
推進

未来の三次市民に夢の持て
る地域を引き継ぎ，限られた
資源を有効に使い，創意と工
夫で市民が誇れるまちづくり
を推進するため，自己決定・
自己責任・自己完結型の行政
運営を目指した行財政基盤の
整備・強化に取り組む。
　市役所全体が計画的に行財
政改革に取り組むため，平成
１７年度に三次市行財政改革
大綱を策定，その大綱に基づ
く具体的取組を示した行財政
改革推進計画を策定し，計画
的に行財政改革を推進してい
る。

　自己決定・自己責任・自己完
結型の行政運営をめざして，
職員の意識改革と資質の向上
を図り，職員一人ひとりの「気
づき」を活かした事務改善等の
改革を進めていく。
　また，平成22年度において
は，大綱及び推進計画の最終
年度にあたるため，これまでの
取組を十分検証し，検証結果
を次期計画策定に反映させ，
平成２３年度以降も切れ目なく
行財政改革に取り組む必要が
ある。

市
民

三次市行財政改
革推進計画定め
る項目の取組を
推進する。

行財政基盤の強化

4

　地方分権
時代に対応
した自己決
定・自己責
任・自己完
結型の行政
運営をめざ
すために
は，行財政
基盤の整
備・強化が
不可欠であ
り，改革の
基本指針・
実行計画と
しての行財
政改革大綱
と行財政改
革推進計画
の役割は大
きい。

3

　行財政改
革推進計
画は，改革
により生じ
る効果を可
能な限り数
値化したも
のである
が，改革の
効果が何
に生かされ
たのかとい
う部分を市
民に対しわ
かりやすく
説明する必
要がある。

4

　行財政
改革の
推進事
務は，事
務を全て
内部で
行ってお
り，人件
費以外
はコスト
の削減
余地が
小さい。

4

　行財政
改革は
主として
市役所
内部の
改革であ
る。

5

　自主・
自立した
自治体
運営を行
うために
は，効率
的・効果
的な組
織体制と
施策の
実施，財
政基盤
の強化
が必要
であり，
改革の
必要性
は高い。

5

　情報公
開，市民
サービス
の向上，
職員の
削減・意
識改革，
財政健
全化等
の改善・
改革を求
める市民
ニーズは
極めて
高い。

25 B 拡
大
拡
大
拡
大

　限られた資
源を有効に活
用し，未来の
三次市民に誇
りの持てる地
域を引き継ぐ
ためには不断
の取組が必要
である。
　市民サービ
スの向上，効
果的・効率的
な行政運営が
図れるよう行
財政改革推進
計画の計画的
実施に取り組
み，計画に定
める項目以外
にも，市民に
とって有益な
取組を積極的
に進める。
　（現行）
◎計画期間の
終期が，平成
２２年度までと

事
業
規
模

有
り

2
 
徹
底
し
た
情
報
公
開

拡
大

平成２２年
度におい
て，平成２３
年度から平
成２６年度
までの４年
間を計画期
間とする新
たな行財政
改革大綱及
び行財政改
革推進計画
を策定し，さ
らなる行財
政基盤の充
実・強化を
図る。

有
り

6
 
職
員
の
意
識
改
革

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

6
 
職
員
の
意
識
改
革

そ
の
他

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証

59／63 2010/11/18



平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
職員シス
テム操作
研修

回 8 4 4

研修会場，
日時の絞込
みを行い，効
率的に研修
会を実施し
た。

H
2
0
1,009,750 ⑷

電子起案
件数 件 43,187 43,641 43,800

文書起案の
電子化を図
るため，年間
起案件数の
統計化を
図った。

⑵
文書取扱
主任連絡
会議

回 1 3 3

文書管理，
書庫管理の
向上を目指
し実施した。

H
2
1
1,878,750 ⑸

⑶

システム
バージョ
ンアップ
実施

％ 70 85 90

操作機能の
向上を業者
と協議し計
画的に整備
を行った。

H
2
2
1,856,500 ⑹

⑴
「広報み
よし」への
掲載数

回 4 4 4

予算編成，
決算や財政
状況等をリア
ルタイムにわ
かりやすく市
民に広報す
る。

H
2
0
125,500 ⑷

ホーム
ページ
（予算と
決算）へ
のアクセ
ス件数

件 4,545 5,316 6,000

17%と高率で
増えており，
市民の自治
体の財政状
況に対する
関心の高さ
がうかがえ
る。

⑵
H
2
1
184,250 ⑸

⑶
H
2
2
181,500 ⑹

⑴
申告相談
件数 人 7,782 8,351 8,300

確定申告時
期の住民税・
所得税申告
相談受付者
数

H
2
0

3,311 ⑷
申告相談
件数 人 7,782 8,351 8,300

確定申告時
期の住民税・
所得税申告
相談受付者
数

⑵
H
2
1

2,936 ⑸

⑶
H
2
2

3,046 ⑹

⑴差押件数 件 720 473 800
H
2
0

27,058 ⑷
差押によ
る徴収金 円

56,120,565 60,534,611 60,000,000

⑵公売件数 件 31 5 5
H
2
1

42,753 ⑸
（うち公売
等による
徴収金）

円 2,514,000 498,200 2,000,000

⑶
H
2
2

26,444 ⑹
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第
6
 
都
市

４
市
役
所
改
革

(

4

)

自
主
自
立
の
財
政
基
盤
づ
く
り

16
総
務
課

文書管
理

　文書管理システムにより，収
受から廃棄まで一連の行政文
書の流れの管理を行う。行政
文書の供覧，決裁の電子化・
ペーパーレス化を図り，一定
の行政文書を電子保管するこ
とにより，環境にやさしい市役
所づくりと将来的に情報公開
請求への迅速な対応など効
率的な市役所づくりに寄与す
る。

　文書管理システム導入から４
年目となり，職員のシステム研
修の実施によりシステム操作
については定着がなされてい
る。

市
民

（
市
職
員

）

　文書管理システ
ムの安定運用及
びバージョンアッ
プ，関係規程・規
則の改定，書庫
整理作業。

　行政文書の在り場所
と，収受から廃棄に至る
ライフサイクルの一元管
理，文書の供覧，決裁，
保存の電子化及びペー
パーレス化を図る。

7,515 4

　平成１９年
４月から文
書管理シス
テムを導入
し，さらに導
入後も機能
向上を図っ
たことで，供
覧・決裁の
スピードアッ
プが，システ
ム導入前と
比較して大
幅に図るこ
とができた。

4

　システム
機能向上と
共に，職員
の操作研
修を継続す
ることで，よ
り効率的な
市役所づく
りを推進で
きる。

4

　直接的
な経費負
担に削減
の余地
はない
が，シス
テム決裁
処理時
間を削減
すること
で，間接
的である
が人件
費削減に
繋がる余
地が在り
得る。

5

　市の業
務を行う
文書管
理システ
ムである
ため，市
（職員）
が行う。

5

　文書管
理システ
ムの導
入実績
は全国
的に未だ
少ない
が，多く
の自治
体にとっ
て文書
管理シス
テム化に
取り組む
ことは，
重要な
課題の
ひとつで
ある。

4

　市の業
務を効率
的にス
ピー
ディーに
行うこと
は市民
から求め
られてお
り，その
ニーズに
応えるこ
とが重要
である。 26 B 継

続
継
続
継
続

　システムの
操作・機能向
上を図るた
め，定期的な
システムバー
ジョンアップの
実施が必要で
あり，また文書
保存の適正化
を図るため，
行政文書・簿
冊の整理を行
うことが大切で
あるため，引き
続き目的の達
成度を高めて
いく必要があ
る。

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

継
続

文書の供
覧・決裁の
スピードアッ
プだけでな
く，情報公
開請求等に
迅速に対応
できるよう
今後も継続
して，システ
ムの操作・
機能の向
上，職員研
修を継続し
て実施する
必要があ
る。また，
データ蓄積
量の増加や
組織形態の
更新に伴
い，システ
ムのメンテ
ナンスのた
めにも，定
期的なシス

ー
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第
6
 
都
市

４
市
役
所
改
革

(

4

)

自
主
自
立
の
財
政
基
盤
づ
く
り

16
財
政
課

財政状
況の公
表

歳入歳出予算の執行状況並
びに財産，地方債及び一時借
入金の現在高，その他財政に
関する事項を公表するよう定
められており，毎年度，前年
度決算と当該年度上半期の
状況を１１月末までに，当該年
度下半期の状況を翌年度５月
末日までに公表している。
そのほか，ホームページ，広
報紙に予算編成や決算状況
等を財政状況をわかりやすく
掲載する。

さらに市民が市の財政状況を
理解しやすくするため，用語や
視覚に留意するなど，分かり
やすい，また，地方債の負担
状況を含め各指標データ等興
味をもってもらえるような広報
内容を研究する。また昨年度
から作成・公表を行っている新
公会計制度に基づくデータも
有効に活用する。

全
市
民

予算の執行状況
等や決算状況及
び財政見通しなど
を，ホームページ
や広報紙に掲載
し，市民に公表，
周知する。

市民が市の財政状況を
理解するため，分かりや
すく，興味をもてるような
広報を行う。

737 4

自治法，条例
に基づく業務
であるが，掲
示板に告示
する以外に
も，ホーム
ページや広
報紙へ掲載
し，市民に広
く周知した。

3

市民により
「親しみや
すい。分か
りやすい。
理解しやす
い。」内容
や啓発方
法を研究す
る。

5

公表の
媒体は
掲載に関
し経費が
小額であ
る広報紙
とホーム
ページで
概ね充
足できて
いると考
える。

5

市の内
部事務
であり，
市以外
での実
施は不
可能であ
る。

5

景気低迷
や雇用環
境の悪化
が硬直化
する中，
自治体に
対する財
政事情や
予算編
成・執行
状況への
関心は非
常に高
い。

5

景気低
迷や雇
用環境
の悪化
が硬直
化する
中，自治
体に対
する財政
事情や
予算編
成・執行
状況へ
の関心
は非常
に高い。

27 A 拡
大
継
続
継
続

わかりやすく
親しみやすい
内容に心が
け，用語解説
やカットなどに
よる図示また
財政見通しや
類似団体との
比較等も含め
財政事情を公
表するよう取
組んではき
た。更に内容
や手法を研究
し，市民が興
味を持ち理解
するために分
かりやすい広
報を行っていく
必要がある。

継
続

引き続き，
市民へわか
りやすい広
報となるよ
う，手法を
研究する。
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第
6
 
都
市

４
市
役
所
改
革

(

4

)

自
主
自
立
の
財
政
基
盤
づ
く
り

16
課
税
課

申告相
談業務

所得税の確定申告時期に併
せて，住民税の申告相談を実
施する。

現在の支所を含めた申告受付
業務は，職員体制としては限
界にきていると考える。平成１
９年度からサンデー申告を１日
実施しているが，今後，ｅ－Ｔａ
ｘの普及等状況をみながら，休
日及び夜間窓口に相当する申
告相談について検討を要す
る。更に，申告受付業務の会
場等市内全体の相談体制の
見直しも検討の時期に来てい
る。

住
民
税
申
告
義
務
者

所得税の確定申
告時期に，市内５
６会場（延べ１６１
会場）で申告相談
を実施する。

適切な申告相談を実施
することにより，正しい
住民税の課税資料を収
集する。

24,523 4

本業務によ
り，個人の
所得を正確
に把握し適
正な課税に
つなげてい
る。

3

申告会場
及び日程
の見直しや
休日夜間
申告の検
討等市民
の立場に
立った改善
の余地は
ある。

4

年々高
齢者が
増えてい
く中で，
住所地に
近い申告
会場での
相談受
付が必
要と考え
るが，職
員体制と
併せて申
告会場
等の見
直しが必
要であ
る。

5

地方税
法では，
申告書を
市町村
長へ提
出しなけ
ればなら
ないと規
定されて
いる。そ
のため
の相談
は必要
である。 5

市民が
正しく申
告し，適
正な課
税のた
めには
申告相
談は不
可欠であ
る。

5

市民が
正しく申
告し，適
正な課
税のた
めには
申告相
談は不
可欠であ
る。

26 B 継
続
継
続
継
続

申告支援シス
テムのオンラ
イン化による
事務の効率化
は図られた
が，今後は会
場及び日程の
工夫等の見直
しを図る必要
がある。

継
続

サンデー申
告の検証を
行った上
で，周知の
仕方や休日
及び夜間の
申告相談の
必要性につ
いて検討す
る。併せ
て，会場及
び日程につ
いても引き
続きに見直
しを図る。
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第
6
 
都
市

４
市
役
所
改
革

(

4

)

自
主
自
立
の
財
政
基
盤
づ
く
り

16
収
納
課

市税・国
保税法
的措置
（差押業
務）

　地方税法に定められた事務
処理
　「督促状を発した日から起算
して１０日を経過した日まで
に，その督促に係る市町村民
税，固定資産税，軽自動車
税，水利地益税等に係る地方
団体の徴収金を完納しないと
きは，滞納者の財産を差し押
さえなければならない。」の規
定に基づき，財産調査後その
者に財産がある場合は差押を
執行している。ただし，財産が
ない場合，滞納処分の執行に
より生活を著しく窮迫させる場
合及びその者が不明等の場
合は，滞納処分の執行停止を
行っている。

　　不動産について，随時公売
を行っているが，配当の見込
のない物件については，差押
解除から停止への処理を行っ
ていく必要がある。債権調査
の件数も多く，調査に要するコ
ストも高くなっている。
　市税については，特に住登
外課税について慎重に調査を
行ったうえで賦課しなければな
らない。（滞納が発生した場
合，調査に要する時間・コスト
を抑えるため）　国民健康保険
税については，資格取得時に
他保険加入要件を満たしてい
るか等の調査を行ったうえで
加入手続きに入るべきである。
（被保険者の適用除外要件）
滞納処分は最終段階であり，
入り口である申告，届出，調査
を尽くしての賦課決定を徹底し
ていかなければならない。

市
民
及
び
納
税
者

　①預貯金差押
の場合，第三債
務者に対して払戻
請求権及び確定
利息の支払請求
権　②給与・賞与
の場合，第三債
務者に対して給
与・賞与その他手
当の支払請求権
を通知を持って行
う。　③不動産の
場合は，滞納者に
対して「差押調
書」を送達すると
ともに，差押登記
を登記所へ委託
する。

　市の税徴収の取り組
みに対する姿勢を示す
ことにより，税に対する
理解
と協力を得ながら，市民
自らの責任と義務で納
付する「自主納税」の確
立

20,222 5

地方税法規
定事務

3

　地区担当
を決め事務
を進めてい
るが，個々
の内容等で
進捗状況
に開が生じ
てくる。地
区担当制
や事務担
当制などを
検討

3

コンビニ・
クレジッ
ト・ペイ
ジー収納
等収納に
関する
チャンネ
ルを広げ
てきた。
サービス
に対する
コスト
は，納期
内納付
の促進
等で対応

5

地方税
法規定
事務

5

地方税
法規定
事務

5

地方税
法規定
事務

26 B 拡
大
拡
大
継
続

　債権（給与・
預貯金・生命
保険等），不動
産の差押強化
により，件数・
徴収金は増加
してきている。
今後は捜索に
よる動産差押
を強化し，ネッ
ト公売，自動
車へのタイヤ
ロックを実施す
ることにより，
アナウンス効
果を含め早期
の滞納解消を
目指す。

事
業
規
模

捜
索
に
よ
る
動
産
の
差
押
・
公
売

有
り

9
 
事
業
の
迅
速
化

継
続

税負担の公
平化のため
には法的措
置は必要で
あり，財産
等の捜索の
強化を図
り，滞納の
解消を図り
つつ，滞納
者への早期
対応など，
担当者の横
の連携や事
務マニュア
ル化など統
一した迅速
な事務処理
が必要であ
る。

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

8
 
事
務
事
業
の
効
率
化

有
り

9
 
事
業
の
迅
速
化
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平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴
コンビニ
収納件数 件 20,088 39,327 40,000

コンビニでの
利用件数(市
税・国保税）

H
2
0

195 ⑷
督促状発
布件数(６
月)

件 25,202 27,775 27,000

⑵
H
2
1

136 ⑸
コンビニ
利用件数 件 20,088 39,327 40,000

市県民税、
固定資産
税、軽自動
車税、国民
健康保険税

⑶
H
2
2

152 ⑹
コンビニ
での収納
額

円 321,837,078 476,456,562 500,000,000

市県民税、
固定資産
税、軽自動
車税、国民
健康保険税

⑴

指標設定に
なじまないた
め記入せ
ず。

H
2
0
#VALUE! ⑷

⑵
H
2
1
#VALUE! ⑸

⑶
H
2
2
#VALUE! ⑹

⑴

指標設定に
なじまないた
め記入せ
ず。

H
1
9
#VALUE! ⑷

電子入札
実施率 ％ 1 1 1

⑵
電子入札
実施件数 件 332 355 350

H
2
0
#VALUE! ⑸

⑶
公共工事
入札実施
件数

件 332 355 350
H
2
1
#VALUE! ⑹

⑴保有台数 217 215 212
庁用自動車
の適正配置
を行う。

H
2
0
205,359 ⑷削減台数 1 2 3

前年度と比
較して削減さ
れた台数

⑵
全体講習，
運転技術講
習

H
2
1
187,316 ⑸

事故発生
件数

12 25 20

⑶
H
2
2
189,273 ⑹
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19
収
納
課

コンビニ
収納業
務

　納付時間的制約、納付場所
立地条件的制約を改善するこ
とにより、納期限内納付の手
段を拡大し、収納率の向上と
滞納整理に係る事務処理の
軽減を図るため、現在、市県
民税、固定資産税、軽自動車
税、国民健康保険税、住宅使
用料、保育料、介護保険料、
下水・農排受益者負担金のコ
ンビニ収納を実施。市内１４店
舗，全国約４１，０００店舗で
納付が可能。又平成21年4月
から督促手数料を廃止したこ
とにより，コンビニ収納のでき
る納期限を延長することが出
来た。これにより督促状発行，
納付書再発行数が減少し，事
務軽減しコストダウンを図る。

　現在，市県民税特別徴収，
法人市民税についてはすべて
コンビニ収納の対象外としてい
ますが，法人からの利用希望
もあり今後その検討をする必
要がある。

市
民
及
び
納
税
者

①３６５日年中無
休。２４時間営業
②窓口納付の時
間短縮
③納税者の納付
場所の拡大

①納期限内納付による
収納率向上
②市財源の確保
③滞納整理事務の軽減
化
④市民の納付利便性の
向上

5,336 5

納付場所、
時間に制約
がないため
２４時間、３
６５日納付
可能

3

督促状、催
告書の納
付書兼用

3

コンビニ
収納が
全国的に
普及し、
委託先コ
ンビニ収
納代行
業者へ
の手数
料の改
善を求め
ることに
より可能

4

賦課及
び納税
告知は
法規定
事務であ
るが納付
方法の
拡大に
ついては
地方自
治法規
定を逸脱
しない限
り選択肢
は拡大
できる。

5

賦課及
び納税
告知は
法規定
事務であ
るが納付
方法の
拡大に
ついては
地方自
治法規
定を逸脱
しない限
り選択肢
は拡大
できる。

5

納付時
間的制
約及び
立地条
件的制
約の解
放

25 B 拡
大
継
続
拡
大

　クレジットの
一部導入を図
り，平成21年
度においてペ
イジー収納（パ
ソコン・携帯・
郵貯ATM）を
導入し納税者
へのサービス
と，納期内納
付の促進を
図っているが，
更に拡大を図
り，納税者へ
のサービスと
収納率の向上
を目指す。

事
業
規
模

　
有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

廃
止

他事業（253
トータル収
納業務）へ
統合する。
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工事検
査

市が発注した工事について，
工事の目的物が契約図書に
定められた出来形・品質等で
あるか確認し，発注者として
工事目的物を受け取る。ま
た，工事成績を評定すること
により，請負者の適正な選定
及び指導育成に資する。

①工事検査内容の共通認識を
図り，適切な検査の充実を図
る。②検査の厳正を図るため，
外部委託を検討する。

市
が
発
注
す
る
建
設
工
事
等

対象物が契約図
書に定められた出
来形・品質等であ
るか寸法検査及
び書類検査を行
う。また，工事成
績を評定する。

対象物が適正に，かつ
良品質で構築されるこ
と。

7,379 4 3 3

外部発
注

2

特に専
門的な
知識又
は技能を
必要とす
るため外
部に委
託し，評
定の均
一化を図
る。

3 3 18 C 拡
大
継
続
継
続

　研修や工事
検査の実地に
より，検査人
の能力を高
め，より適正に
検査を行う必
要がある。さら
に外部委託に
ついても研究
する必要があ
る。

有
り

継
続

職員の検査
能力を高
め，適正な
工事検査を
行うととも
に，外部委
託可能な事
務について
は委託を検
討する。
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16
管
財
課

公共工
事入札・
契約

三次市が発注する公共事業
の入札・契約に関する事務を
行う。特に三次市が発注する
公共工事については｢公共工
事の入札及び契約の適正化
の促進に関する法律｣の制定
により，入札及び契約の透明
性の確保・公正な競争の促
進・談合その他の不正行為の
排除・契約された公共工事の
適正な施工の確保が求めら
れている。

入札・契約適正化の基本原則
である①透明性の確保につい
ては，毎年度の発注見通し・入
札契約に係る情報の公表を推
進する。②不正工事の排除に
ついては，電子入札の促進・
入札契約方法の改善（一般・
指名競争の適切な実施）に努
める。③不正行為の排除につ
いては，不良不適格業者の排
除・ダンピングへの対応・入札
契約のIT化を推進する。④適
正な施行の確保については，
丸投げの全面禁止・施行体制
（技術者の配置・下請けの状
況等）を検査等で確認する。⑤
暴力団の排除については，三
次市建設工事暴力団対策措
置要綱により実施する。（平成
21年度三次市物品調達等の
契約に係る暴力団等排除措置
要綱制定）

三
次
市
の
入
札
に
参
加
す
る
建
設
業
者
及
び
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

業
者
等

公平で公正な入
札方法（電子入札
による一般競争・
指名競争入札等
の実施）及びその
契約の締結。

公平・公正で競争性の
高い調達方法で，信頼
性の高い確実な工事・
業務委託等の施工を確
保する。

29,516 4

電子入札で
の一般競争
入札の実施

4

公共工事
のほとんど
を一般競争
入札で行っ
ている。

4

市の入
札・契約
を管財課
で集中し
て実施す
ることに
より一定
の効果
が出てい
る。

5

入札・契
約事務
について
は，公平
性・公正
性・競争
性が求
められ，
市が直
接実施
するもの
である。

4

透明性・
公平性
の一層
の向上。
入札・契
約情報
の公表。

4

入札・契
約情報
の公表。

25 B 拡
大
継
続
継
続

　入札・契約に
ついては，透
明性の確保・
公正な競争の
促進・適正な
施工の確保・
不正行為の排
除・暴力団等
の排除の徹底
を基本原則と
した上で，情
報の公表・施
工体制の適正
化，不正行為・
暴力団等の排
除措置に引続
き取組んでい
く。

継
続

引き続き入
札・契約に
ついては，
透明性の確
保・公正な
競争の促
進，情報の
公表等に引
き続き取り
組んでいく
必要があ
る。
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公用車
管理業
務

　公用車（２１２台）の日常点
検及び車検整備までの一切
の公用車に関する事務及び
安全運転に関する講習等安
全教育。
　自動車損害賠償保険にかか
わる事務。有料道路使用に関
する事務（ＥＴＣ含む）。公用車
にかかわる事故処理の一切。

・庁用自動車の適正配置と維
持管理経費の削減
・事故防止の強化策
・民間委託等の推進

市
職
員
等
公
用
車
運
転
者

庁用自動車の適
正管理，効率的な
使用と事故防止
の徹底
事故が発生した
場合の迅速な対
応ができるシステ
ムづくり

公用車が安全かつ効率
的に利用されること

40,273 4

　目標数値
を設定し，
庁用自動車
の削減に努
めた。また，
交通安全講
習会の実施
や庁内掲示
板で事故事
例などの関
連記事を掲
載し，職員
への注意を
喚起した。 4

　研修，啓
発などをあ
らゆる形で
実施し，安
全運転に
対する意識
の向上によ
り事故件数
を削減させ
る。

3

　公用車
の有効
利用によ
り，台数
の削減
等に余地
がある。

2

　できる
だけ民間
委託を進
める。

4

　人件費
を含めた
維持管
理経費
や環境
問題へ
の配慮
等の視
点からも
社会的
ニーズは
高い。

4

　庁用自
動車に
かかる維
持管理
経費や
購入車
両（低公
害車や
軽自動
車）への
関心は
高い。

21 C 縮
小
縮
小
縮
小

　有効利用に
よる庁用自動
車台数の削減
には余地があ
るが，事故件
数はなかなか
減少しておら
ず，安全教育
の徹底など交
通事故の削減
に取り組む必
要がある。 事

業
規
模

効
率
的
使
用
や
民
間
委
託
等
を
進
め
事
業
規
模
を
縮
小
す
る

有
り

3
 
民
間
委
託
等
の
推
進

継
続

庁用自動車
の削減は一
定程度進ん
だものの，
公用車によ
る事故件数
は減少して
いない。交
通安全講習
会の実施な
ど，安全運
転意識の啓
発を図る必
要がある。

有
り

8
 
事
務
事
業
の
効
率
化

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

（
統
合

）

61／63 2010/11/18



平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴入札件数 件 9 6 15

基金を安全
で確実に，ま
た有効に運
用することを
市民から求
められている
ところであ
る。

H
2
0
161,444 ⑷

年度末基
金現在高

千円 11,976,975 12,231,407 12,400,000

基金の総額
を増加させる
ことが，有効
に運用して
いるという成
果である。

⑵
H
2
1
245,833 ⑸ 件

⑶
H
2
2

96,866 ⑹ 件

⑴
保管換回
数 回 28 24 30

収支計画に
基づき資金
に余裕があ
れば保管換
を実施すし，
利息を確保
する。

H
2
0

51,321 ⑷保管換額 千円 16,600,000 13,333,000 14,000,000

資金を有効
に運用する
ため，保管
換することに
より運用益を
確保できる。

⑵
H
2
1

61,458 ⑸ 件

⑶
H
2
2

48,433 ⑹ 件

⑴
寄附申出
者数 人 60 121 242

対前年比２
倍の申出者
数を予測

H
2
0

33,316 ⑷寄附金額 円 1,000,000 1,945,000 3,890,000

対前年比２
倍の寄附金
を予測

⑵
H
2
1

10,975 ⑸

⑶
H
2
2

7,884 ⑹

⑴行動人数 人 4,753 3,649 4,613

H21年度　8
月　206人
10月　658人
12月　206人
で行動する

H
2
0

4,157 ⑷収納金額 円 26,903,494 26,903,494 30,233,496

⑵
延べ行動
件数

4,039 1,665 2,101
H
2
1

5,561 ⑸

⑶
H
2
2

4,333 ⑹
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基金の
運用計
画

「三次市公金管理及び運用基
準」第４条及び「三次市債券
運用指針」に基づいて安全・
有利に管理・運用する。
また，この基金の運用につい
ては，三次市公金管理委員会
において健全な公金の預金先
金融機関及び運用機関の選
定を行い，実施している。
現在２７種類，約１２０億円の
基金を定期・普通預金で１０７
億１，１００万円，国債の債券
で１２億８，９００万円を管理・
運用している。（平成２２年６
月末現在）

　基金の管理は，国債などの
債券で運用する方がメリットが
大きい。しかし，リスクを最小
限に抑えるため，取得価格に
ついては，額面以下とし，購入
する債券は，残存期間が概ね
２０年を超えない債権とするな
どの対策を講じることが必須で
ある。基金は支払資金が不足
する年度末から年度初めにか
けて，支払資金への繰替を想
定して運用している現状であ
る。よって，それらに対応でき
る資金の余裕を確保して基金
の運用にあたることが必要で
ある。

市
民

①「三次市公金管
理及び運用基準」
及び「三次市債券
運用指針」に基づ
いて管理・運用す
る。
②各金融機関口
座を整理し，一括
運用を進める。
③ペイオフ対策と
して，より安全で
有利な債券での
運用比率を高め
る。
④定期預金の預
入をする場合は，
各金融機関の財
務状況をチェック
しながら，見積書
の提出を求め有
利な運用先を選
定する。

適正で効果的な基金の
管理・運用

1,475 5

適切で効果
的な基金の
管理運用
は，健全な
財産運用の
推進につなｆ
がる。

5

安全性を第
一にしなけ
ればならな
いので，国
債・地方債
や定期預
金等による
基金運用
が適当であ
る。

5

保管換
等にかか
る人件費
のみであ
り，コスト
削減余
地はな
い。

5

公金の
管理，運
用に係る
事業であ
り，市の
責任で
実施す
べきであ
る。

4

自治体
における
財産の
効果的
な活用に
よる自主
財源の
確保対
策も社会
的に求
められて
いる。

4

基金の
安全，確
実な管
理，運用
は市民
から求め
られてい
るところ
である。

28 A 拡
大
継
続
継
続

定型的な業務
であるが，資
金の管理運用
は必要であ
る。

そ
の
他

継
続

引き続き，
安全で有利
な運用につ
いての情報
収集に努
め，安全性
が担保され
る運用管理
を実施して
いく必要が
ある。

246

第
6
 
都
市

４
市
役
所
改
革

(

4

)

自
主
自
立
の
財
政
基
盤
づ
く
り

16
会
計
課

収入支
出資金
運用計
画

適切な資金繰りを行うため，
毎月各課から提出された収支
計画に基づき，月毎に資金運
用収支計画を立て，資金に不
足が生じる場合には，支払い
時期の調整または基金からの
借入（繰替），金融機関からの
一時借入で対応する。資金に
余裕がある場合は，定期預金
等で運用（保管換）することに
より運用益を確保する。

「自主財源の確立」に寄与する
ため，資金の運用益の増加と
必要最小限度の借入を目指
す。そのためには，早い段階
で詳細な収支予定を把握する
必要があるが，収入予定を正
確に把握することは困難であ
る。従って，不測の事態でも対
応できる決裁の仕組み（一時
借入金が必要な場合の借入
額・借入期間の選定→各金融
機関への借入利率の照会→
預入先決定）を定着させること
が課題である。

市
民

①各課の収支計
画に基づく資金運
用収支計画の作
成（毎月）
②資金運用収支
計画に基づく資金
運用
　・支払い時期の
調整，基金からの
借入・返却（繰替・
繰戻），金融機関
からの借入・返
却，定期預金等
への預金

市民への新たな負担を
生じさせない資金繰り
（金融機関からの一時
借入をしなくてもすむ資
金繰り）

1,475 5

運用につい
ては，一年以
内の運用に
限定されるの
で，安全性・
確実性を考
慮し，指定金
融機関での
定期預金等
による運用が
適切である。
借入につい
ては，基金か
らの繰替運
用が適切で
あるが，場合
によっては民
間金融機関
からの一時
借入による資
金繰りも必要
となる。

5

資金運用
の方法は，
安全性を優
先しなけれ
ばならない
ので変更の
余地が少な
い。

5

資金運
用計画
の作成，
収支予
定の把
握にかか
るコスト
であり，
削減の
余地は
小さい。

5

公金の
管理，運
用に係る
事項であ
り，市で
なければ
できな
い。

4

安全性と
確実性を
担保した
資金運用
が必要で
ある。

4

資金運
用は安
全性，確
実性が
最も重要
な要素で
あり，基
本的な
運用の
方法に
ついては
市民の
理解を得
ることが
できる。

28 A 継
続
継
続
継
続

定型的な業務
であるが，資
金の管理運用
は必要であ
る。

継
続

今後も支出
予定の早期
把握に努め
ながら，四
半期ごとの
資金運用計
画を立て，
効率的な資
金管理を行
う。
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20
課
税
課

ふるさと
納税

三次市を「ふるさと」と思い，貢
献したい方の寄附金を財源と
して，三次市の個性あるまち
づくりを行う。また，その寄附
金の一定部分について，寄附
された方が住んでいる市区町
村において個人住民税が軽
減される。

平成２２年４月現在，記念品，
特産品などの特典を贈呈して
いる自治体は全国で７１市区
町村で，県内は本市を含めて
２市が実施している。今後，寄
附件数の状況をみながら，特
産品の存続，内容等見直しを
要する。

個
人
住
民
税
の
納
税
義
務
の
あ
る
方

広報，ホームペー
ジ等を通じて，ふ
るさと納税につい
て周知する。

自分が生まれ育った「ふ
るさと」に税金面で貢献
したいという意思を，市
が行う施策へ反映す
る。

1,328 4

本来の「ふ
るさと納税
寄附金」の
趣旨と，特
産品を送る
ことの因果
関係を考え
ると疑問な
点もある
が，この制
度を活用し
た地元産品
の消費拡大
と宣伝効果
を考えれ
ば，金銭以
外の側面で
の「ふるさと
応援効果」
が見込まれ
る。

4

特典として
の特産品
について，
寄附金額
に応じた特
産品セット
を創るな
ど，改善の
余地はあ
る。

4

現在，本
市のふる
さと納税
制度で
は，２年
目以降
の経費
は，特産
品費用
が主たる
経費であ
る。

5

自治体
への寄
附金額
から個人
住民税
が軽減さ
れる制度
であるた
め，市で
なければ
ならな
い。

3

「ふるさ
と」に貢
献した
い，応援
したいと
いう納税
者の思
いを活か
すことが
できるよ
う，寄附
金税制
が抜本
的に拡
充され
た。

2

創設した
平成２０
年度６０
件，平成
２１年度
は１２１
件と倍増
したが，
寄附金
は１９５
万円と個
人市民
税収の
０．０９％
の状況
である。

22 B
未
実
施

継
続
継
続

地方税法等の
寄附金税制の
改正に伴い始
まった制度で
あり，市独自
に改正はでき
ない。

継
続

制度の周知
に合わせた
市の施策の
ＰＲや特産
品の特典な
ど，寄付申
出者数を確
保する手法
について検
討する必要
がある。
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収
納
課

三次市
債権確
保対策
事業

　三次市行財政改革推進計
画で平成18年度から平成22
年度の5年間で滞納繰越額を
１５％削減する目標（平成21
年度に５０％に変更）を達成す
るため，自主財源の確保と公
平・公正の原則を堅持し，市
民の信頼を得られる行政運営
の推進を進める。
　そのため新規滞納者の増加
を防ぐ対策として，現年度分
及び前年度分の滞納者を中
心に，8月・10月・１２月を債権
確保強化月間として取り組
む。

　確保行動による債権の分析
が進み，残された債権の大部
分が，複雑な事情を抱える事
案や高額滞納であり，今後の
折衝には，より洗練された対
応が必要となってくる。
　債権の分析後の法的措置
は，迅速的確に執行する必要
があるため，各債権担当課と
の連携の必要性
　「滞納は許さない」『逃げ得は
させない」という，職員の行動
意識の確立と職員の取り組む
姿勢を示す必要がある。

市
民
及
び
納
税
者

１　市財政の確立
２　公平性の堅持
３　自主納付の確
立

　納税に対する理解が
欠けている者も少なから
ずいる。債権確保行動
等を
通して，納税への理解
が得られ自ら納税する
意欲を醸成する。

20,292 4

　市債権の
公平・公正
の原則を堅
持するた
め，債権確
保行動によ
り市民への
啓発と滞納
債権の解消
を図る。

4

　全職員・
また担当部
署による債
権確保行
動により，
滞納債権を
分析し，対
策の強化を
図り，徹底
した分納管
理と法的措
置により滞
納債権の
減少を図る
ことが事業
の目的のよ
り一層の遂
行につなが
る。

5

　一定の
行動期
間に，勤
務時間
の変更に
より対応
してい
る。

5

　地方税
法等法
令により
義務付
けられて
いる。

5

　公平・
公正の
観点から
社会的
ニーズは
高い。

5

　公平・
公正の
観点から
社会的
ニーズは
高い。

28 A
未
実
施

継
続
継
続

債権確保行動
は、公平・公正
性の堅持、市
財源の確保を
目的としてお
り、新たな滞
納者を増やさ
ないよう、ま
た、職員一人
ひとりが「滞納
は許さない」と
いう行動意識
にもつながる
ため、引き続
き継続する必
要がある。

事
業
規
模

捜
索
に
よ
る
動
産
の
差
押
・
公
売

有
り

9
 
事
業
の
迅
速
化

継
続

税負担の公
平化のため
必要な行動
であり，滞
納者への早
期対応や啓
発にむけ，
多様な手法
や推進体制
づくりを検
討する必要
がある。

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

8
 
事
務
事
業
の
効
率
化

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

有
り

1
5
 
効
果
の
検
証
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平成２２年度行政評価　事務事業評価一覧（２次評価）

単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明
単
位

H20
年
度

H21
年
度

H22
年
度

説明

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

総
合
評
価

判断理由
内
容

その
他
の
内
容

有
無

改
善
区
分

H21
年
度
評
価

目的

１次 総合評価 ２次評価事務局素案

目的適合性
実施改善等に
よる成果向上
の余地

コストの
削減余地

市関与の
妥当性

社会的
ニーズ

市民
ニーズ

ラ
ン
ク

H20
年
度
評
価

活動指標

定量分析

成果指標
活動指標⑴
単位あたり
コスト

手段の適切さ 市の役割 必要性

合
計
点

事務
事業
の対
象者
等

手段
事務
事業名

事業概要 今後の課題
（ミッションの達成との関連）

改善の必要性

分
野

大
項
目

開
始
年
度

中
項
目

拡大・縮小
施
策
番
号

所
管

H21年度
事業費
(千円)
(職員人
件費含
む)

拡大・縮小 改善の必要性

⑴公売件数 件 5 3 4

年４回程度
をめどに，差
押財産の換
価処分を実
施していく。

H
2
0
143,600 ⑷公売金額 2,514,000 3,300,000 5,000,000

公売による
徴収金

⑵
H
2
1
245,667 ⑸

⑶
H
2
2
181,500 ⑹

⑴
実施計画
策定業務 式 1 1 1

計画業務の
調整に係わ
る各部局と
の協議等は
随時行って
おり，その活
動量を測るこ
とは困難で
あるため，業

H
2
0
2,155,000 ⑷

計画の策
定 - 策定 策定 策定

計画事業の
調整による
効果を検証
できる指標
の設定が困
難なため，実
施計画を策
定できたかを
成果指標と

⑵
H
2
1
2,213,000 ⑸

⑶
H
2
2
2,180,000 ⑹

⑴
トータル
収納件数 件 231,880 250,000

口座，コンビ
ニ，クレジッ
ト，ペイジー
での利用件
数(市税・国
保税）

H
2
0

⑷
督促状発
布件数(６
月)

件 27,775 27,000

⑵
H
2
1

137 ⑸利用件数 件 231,880 250,000

市県民税、固定
資産税、軽自動
車税、国民健康
保険税

⑶
H
2
2

100 ⑹収納額 円 2,955,114,636 3,000,000,000

市県民税、
固定資産
税、軽自動
車税、国民
健康保険税
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21
収
納
課

公売，
ネット公
売に関
すること

　従来の公売方法では場所の
制限があり，通常は市の庁舎
及び関連施設で行うこととな
る。また公売公告を掲示する
のも，市の掲示板に掲示する
に留まり，広く周知するとは言
いがたい。インターネット公売
にすることにより「パソコンが
あればどこからでも公売参加
可能」で「時」「場所」のせいげ
んを飛躍的に排除し「２４時間
アクセス」とし，ネットオーク
ションにより広く周知が可能と
なる。
　多数の入札が期待できるこ
とで，高値で処分できる可能
性がある。
　現在，差押物件を処分する
際，本所・各支所前にある掲
示板での公告，市広報への掲
載，ホームページへの掲載等
により公売を実施している。

　インターネット公売にすること
により「パソコンがあればどこ
からでも公売参加可能」で
「時」「場所」の制限を飛躍的に
排除し「２４時間アクセス」と
し，ネットオークションにより広
く周知が可能となるため，より
多くの物件が提供できるよう実
施する。
　現在，差押物件を処分する
際，本所・各支所前にある掲
示板での公告，市広報への掲
載，ホームページへの掲載等
により公売を実施している。

市
民
及
び
納
税
者

自動車，宝飾品，
絵画等の動産全
般の差押

　滞納者が抱える滞納
を処分することにより，
生活再建の手助けが可
能となる。

737 5

国税徴収法
等規定事務

4

事務手続き
をいつで
も，すぐに
取り組める
よう研修を
重ねる。

5

ネット
オーク
ション市
場の大
手を選択
すること
により，
広く周知
すること
が可能

4

租税の
公平性を
確保する
ための
差押処
分であ
り，市と
して公売
すること
により，
市民の
自主納
付への
意識の
高揚が
図れる。

3

換価処
分をする
可能性
の広がり

3

換価処
分をする
可能性
の広がり

24 B
未
実
施

継
続
拡
大

  インターネッ
ト公売にするこ
とにより「パソ
コンがあれば
どこからでも公
売参加可能」
で，「時」「場
所」の制限を
飛躍的に排除
し「24時間アク
セス」とし，ネッ
トオークション
により広く周知
が可能となる
ため，より多く
の物件が提供
できるよう実施
する。
　現在，差押
物件を処分す
る際，本所・各
支所前にある
掲示板での告
示，市広報へ
の掲載，ホー
ムページへの
等に り

事
業
規
模

有
り

9
 
事
業
の
迅
速
化

拡
大

インター
ネット公売
への公告の
回数を増や
し，より多く
の差押物件
が換価でき
るよう取り
組む必要が
ある。
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15

企
画
調
整
課

実施計
画策定
業務

三次市総合計画(みよし百年
物語)，新市まちづくり計画(合
併市町村建設計画)を基本
に，本市の主要政策を計画
的，効率的に実現するため，
向こう3年間(平成22年度～平
成24年度)に実施する主要事
業を調整し，適切な進行管理
を行うことを目的に策定し，毎
年ローリング方式により見直
しを行っている。

「みよし百年物語」に書かれた
50年後，100年後の三次のあ
るべき姿を根底に，まちづくり
の実現に向けた事務事業を調
整し，行政評価の結果を反映
した計画策定を進めるととも
に，市民にわかりやすく，伝わ
りやすい計画づくりを進め，あ
らゆる手段・機会を通じて市民
へ情報を公開し，市民との価
値観の共有化を図ることが必
要である。

次
年
度
以
降
3
年
間
で
実
施
す
る
事
業

主要施策(事業)を
計画的，効率的に
推進するため。

各部局の要望調書によ
りヒアリング等を行い，
みよし百年物語，新市
まちづくり計画，財政計
画及び財政推計との調
整を図りながら，３年間
の実施計画を策定す
る。

2,213 4

予算編成ま
でに行政評
価の結果等
も反映させな
がら主要事
業の調整が
図られた。

3

施策の優
先度やそ
の施策に
有効な事業
の構成など
の調整は，
行政評価と
の連携を強
めることに
より，向上
の余地が
ある。

4

直接的な
経費負
担はほと
んどなく，
人件費
が大半で
あるが，
今後も事
務の効
率化・簡
素化に努
める。

5

市政運
営の根
幹に関
わる業務
であり，
本計画
の策定
は，市の
責任を
持って行
うべき業
務であ
る。

4

本計画は
長期計画
を実現す
るための
中期計画
であり，
計画的・
効率的な
施策の推
進は社会
的にも求
められて
いる。

3

本計画
は長期
計画を実
現するた
めの中
期計画
であり，
計画的・
効率的
な施策
の推進
は市民
にも求め
られてい
る。

23 B
未
実
施

継
続
継
続

本計画は予算
編成までの事
業調整に不可
欠であり，今
後も計画の策
定は必要であ
る。

有
り

2
 
徹
底
し
た
情
報
公
開

継
続

主要事業
（施策）を計
画的・効率
的に推進す
るためには
必要であ
り，行政評
価等の検証
を踏まえな
がら，今後
も継続して
実施する。
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19
収
納
課

トータル
収納業
務

　納付時間的制約、納付場所
立地条件的制約を改善するこ
とにより、納期限内納付の手
段を拡大し、収納率の向上と
滞納整理に係る事務処理の
軽減を図るため、現在、市県
民税、固定資産税、軽自動車
税、国民健康保険税、住宅使
用料、保育料、後期高齢者医
療保険料，老人保護措置費
負担金のコンビニ収納，クレ
ジット収納，ペイジー収納を実
施。これにより督促状発行，
納付書再発行数が減少し，事
務軽減によってコストダウンを
図る。

　トータル収納システム構築に
より，納付環境を市民に提供し
てきたことが，適正な公権力
（差押等）の行使に結びつき，
公売等による税収の増収，収
納率の向上にも期待できるも
のと考える。

市
民
及
び
納
税
者

①３６５日年中無
休。２４時間営業
②窓口納付の時
間短縮
③納税者の納付
手段の拡大

①納期限内納付による
収納率向上
②市財源の確保
③滞納整理事務の軽減
化
④市民の納付利便性の
向上

31,821 5

納付場所、
時間に制約
がないため
２４時間、３
６５日納付
可能

3

督促状、催
告書の納
付書兼用
前期前納
者の二重
納付の防
止のため，
全期前納
納付書廃
止

3

　全国
で，イン
ターネッ
トでのク
レジット
決済を導
入してい
る団体は
9団体，
登録型
が1団
体，両方
を導入し
ているの
は，三次
市のみ
で，ま
た，ペイ
ジー収納
について
も，導入
団体が
少ない。
これから
他の自
治体が
する

4

賦課及
び納税
告知は
法規定
事務であ
るが納付
方法の
拡大に
ついては
地方自
治法の
規定を逸
脱しない
限り選択
肢は拡
大でき
る。

5

賦課及
び納税
告知は
法規定
事務であ
るが納付
方法の
拡大に
ついては
地方自
治法の
規定を逸
脱しない
限り選択
肢は拡
大でき
る。

5

納付時
間的制
約及び
立地条
件的制
約の解
放

25 B
未
実
施

未
実
施

拡
大

　クレジットの
一部導入を図
り，平成21年
度においてペ
イジー収納（パ
ソコン・携帯・
郵貯ATM）を
導入し納税者
へのサービス
と，納期内納
付の促進を
図っているが，
更に拡大を図
り，納税者へ
のサービスと
収納率の向上
を目指す。

事
業
規
模

　
有
り

1
0
 
内
容
の
改
善

拡
大

納税者の納
付手段の多
様化（コンビ
二収納，ク
レジット収
納，ペイ
ジー収納）
により，収
納率の向上
や滞納整理
につなが
る。納税者
の利便の向
上にも効果
が大きい。

事
業
規
模

有
り

1
4
 
成
果
の
向
上

有
り

2
 
徹
底
し
た
情
報
公
開

事
業
規
模

有
り

1
0
 
内
容
の
改
善
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